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1．序論

（1）はじめに

　本論文は世論調査結果に基づく情勢予測が公表されることによって・有権者が

投票行動を変更し、もし予測の公表がなかった場合と比べて選挙結果が変わって

しまうという、いわゆる選挙予測の「アナウンスメント効果」がどのような人に

対して特に強く影響を及ぼすかについて、種々の実証的データを用いた分析をま

とめたものである。

　世論調査に基づく選挙結果の予測は日本だけに限らず、マスメディアの発達し

た多くの国々で実施されている。今日ではコンピュータ技術の発達によってより

大規模かっ短時間に集計処理が可能となった。　このため日本においても、国政選

挙時には10万サンプル以上を対象とした全国規模の世論調査が各社で行われ、こ

れに基づいて各選挙区ごとに候補者らの優劣の情勢を報道することが恒例となっ

ている。

　しかし世論調査の結果がマスコミを通じて選挙日前に公表され、ある程度的中

することが通例となると、いわば部外の観察者の立場にあった世論調査が実質的

には選挙過程の一端に組み込まれてしまうようになる。つまり有権者が調査結果

を見聞きすることによって、それまで取ろうとしていた投票行動を変える虞のあ

ることが問題視されるようになったのである。

　たとえば1995年の東京都知事選の場合を考えてみよう。図1－1－1には4月

1日から4月7日までのわずかな一週問で青島候補への投票予定率が急増して石

原候補を上回ったことが示されている。選挙結果においても青島候補がこのまま

当選し、自民・社会・さきがけ・自由連合・公明の推薦を受けて盤石の態勢とみ

られた元官房副長官の石原候補を打ち負かした。支持率が急変したこの期間中、

石原候補側に大きな政策転換もスキャンダルの発覚もなく、青島候補も自宅に篭

もって都政の勉強に明け暮れていたため、特に終盤になって選挙運動が活発にな

ったという訳でもなかった。この期聞中に起こった最も大きな政治的イベントと

は、実は新聞各紙の世論調査に基づく情勢報道の発表であった（衷1－1－1）。
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表1－1－1　1995年東京都知事選にに関する新聞各紙の情勢記事

紙名・掲載日 調査期日 見　しの内容

毎日（4／4） 3／31～4／2
「石原と岩國、青島が横一線でし烈な
gップ争い」

読売（4／4） 4／1～2

「石原・青島が一歩抜け出して激しく競り合いこれを岩國と大前が追う展開

日（4／5） 4　2～3
「青島・石原氏競り合う」　「急追する

笞?＝v
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とすると、他の理由も考えられるだろうけれども、当初は当選の望みが薄いとさ

れた青島候補が石原候補と並ぶか上回っている情勢と報道されたことがこの逆転

劇の一因である可能性も、完全には払拭できない。

　後に見るように、選挙結果の地滑り的な勝利・敗北の契機の一一一一一因として情勢報

道の影響がうかがえる事例は各国で見られ、また有権者の中には情勢報道の内容

が候補者選択に影響したと答える人々が少数ながら存在することが、複数の国に

おける世論調査結果で明らかとなうている。各候補の優勢・劣勢情報を参考とし

て、誰に投票するかの判断を主体的に下しているのならばよいのだが・有権者の

中で情勢報道に煽られて「勝ちそうだから」あるいは「負けそうだから」という

ことだけで十分な考慮に至ることができずに投票先を選んでしまう人や、どうせ

自分が投票しても当選する候補は変わらないと考えて棄権する人が出てくるとな

ると、話は変わってくる。問題が世論調査がただ当たらなくなるといった技術論

だけで終わらずに、投票そのものの正統性に是非に関わってくるからである。投

票結果をコントロールできるとなれば、報道機関が自らの「望ましい」選挙結果

になるように情勢報道の内容を操作するのではないかという懸念も指摘されるよ

うになる。

（2）世論調査と選挙予測の関係

　そもそも（近代的でない）世論調査の始まりは1824年に「ハリスバーグ・ペン

シルヴェニアン」紙がアメリカ・デラウエア州ウイルミルトンで行った大統領選

に関する紙上投票であるとされる（ギャロップ　ニ木（訳）1972－1976）。新聞

に印刷された投票用紙を読者が記入して提出する形式は、新聞の販売政策の一環

という側面も担っていたが（井垣1968）、このように世論調査はその揺藍期か

ら選挙予測と密接な関係を辿ってきた。そして調査主体が新聞や雑誌であったこ

とは、当然にその調査結果を公表することが前提となっていた。

　その後1936年大統領選時の「ザ・リテラリー・ダイジェスト」誌の予測失敗か

らは「割当法」を、1948年大統領選時のギャロップ調査などの失敗からは「ラン

ダム・サンプリング法」を学びながら、世論調査の技法は米国で次第に科学的に

洗練されたものとなる。そして第二次大戦直後には日本でも新聞社などで近代的
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な世論調査が実施されるようになった。アナウンスメント効果に関しても・既に

1940年にはバンドワゴン効果に関して「影響あり」論と「影響なし」諭に分かれ

て議論がなされている（GalluP＆Rae　1940，　Pierce　l940）。

　このように近代的世論調査が正確な結果を調査できるようになってくると、次

第に選挙以前に結果が早く分かるといった「選挙の代用品」としての役割に加え

て、世論調査によってしか分からない独自の知見の重要性から、選挙時に不可欠

なものとなっている。

　「世論」とは調査時点においてある集団が持っている意見分布のパターンにす

ぎないが、多数決原理を採用する多くの民主主義国家においては、　「民意」　「国

民の信」　「良識」と言ったように、政治権力の正統性の根拠としての「世論」を

重要視している。

　「世論」はいろいろな形で表象される。別に世論調査の数字が「世論」そのも

のという訳ではなくて、単に「世論調査」という手続きを経て数えられた「世論」

の一つであるにすぎない。　「国民の考えること」は「世論調査」以外にも新聞の

社説・論説記事、有名人の洞察に基づく意見、読者からの投書、有識者や街頭で

の不特定者に対するアンケート（吉田・西平　1956）、あるいはデモや暴動とい

ったような大衆行動（蝋山他　1955）の形でも表される。そして、政治制度のレ

ベルでは、議会での可否数や投票結果も「世論」の表象されたパターンであると

言える。

　しかし、議会の可否数の分布は国民の意見より「永田町の論理」に従うことが

多いことはともかくとして、選挙結果に関しても国民の意見分布の把握という点

では世論調査に比べて少し弱点がある。

　選挙の投票結果は秘密投票の原則から匿名性が手続き上保障されており、男女

別や市区町村別の得票数といった位でしか分析ができない。これに対して世論調

査ではサンプルの職業、年齢、学歴、支持政党などを同時に聞くため、属性別の

意見分布の差を比較することができ、投票結果自体の解釈において選挙艮が何を

選挙結果に託そうとしたかをより適切に理解することが可能となる。しかも選挙

よりも頻繁に実施できるし、選挙費用に比べれば高額とはいえ標本抽出を行うこ

とで商業ベースに乗る程度の費用で済み、政府機関とは別の民間機関による実施

が可能となっている。



　また小選挙区制のように、選挙制度によっては政権安定のために多数政党に過

剰に議席を配分する仕組みを内包するから（Rae　l967）・その場合議席配分が投

票数の配分割合とは一致せず、意見分布があえて「歪められて」しまう。それに

代衷者を選ぶという形では、個々の政策に選り好みがあったとしても・各候補の

主張する政策をセットメニューで選ばざるを得ないことになる。

　さらに支持なし層の増大といった形で1960年代から始まっていた有権者の政治

的態度の流動化は、最近に至って自民党の分裂と新党ブーム、自社連立政権とい

った政界再編の荒波を承けてまずまず進展した。1995年参院選に至っては投票動

機が高いまま政党支持を持たなくなったいわゆる「無党派層」と呼ばれる過渡的

な有権者の存在が話題となった。このような政治環境の急変によって、選挙予測

に過去の選挙結果や政党支持の動向などの蓄積を用いることができなくなり、ま

た取材をするとしても「この人に聞けば全て分かる」というキーパーソンが誰に

なるかが不明確となっている。このため、選挙予測のデー一タ源として改めて世論

調査による現状把握の重要性が増大しているのである。

　このように選挙結果は「代表の選出」を元々の役割としているため、有権者の

意見分布の正確な見取り図を示し多角的に解釈するという点では、世論調査の示

す結果が勝る部分も出てくる。この点で選挙世論調査の結果は選挙そのものの結

果以外の独自の情報を含んだ「代用品」以上のものと言え、その実施はより正確

で掘り下げた選挙報道をする上で欠かせないものとなったのである。

（3）　「アナウンスメント効果」とは

　このように世論調査が選挙に付き物となってくると、選挙世論調査の結果が公

表されることによって、もし公表がなかった場合とは選挙結果が異なるのではと

いう危惧がなされるようになった。日本で「アナウンスメント効果」と呼ばれた

事象がこれである。

　アナウンスメント効果とはもともと金融用語で、　「後にその変化の原因となる

何らかの知識だけによって起こる市場価格または経済的寄付の変化」　（Moffat

1976）を指し、とりわけ「政策当局の意図をはっきり知らせることにより企業

や家計の行動に直接影響を与えること」　（日本銀行金融制度研究会（編）1986）
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のことを言う。たとえば公定歩合の引き上げによって企業が市中金利の上昇など

を見込んで直ちに設備投資計画を見直すような場合のことを指すのである。いわ

ゆる「口先介入」もそうであろうe　「企業や個人が過去の経験に照らして経済に

どのような影響が及んでくるかを予測して行動する」　（大蔵省大臣官房企画調整

課（編）1990）と説明されるように、アナウンスメント効果は元々、発表された

内容から今後起こりうる出来事を正確に受け手が判断し、合理的に対処策を講じ

ることを前提としている。これによって政策決定者が好ましい方向に人々を仕向

けることが可能となる。

　もっとも、必ずしも人々の行動が常に適切であるとは限らない。発表内容を正

確に受け取れなかったり対処策が間違ったりすることもあれば、個人が行う分に

は適切だが集合的になるとかえって不都合になったりすることもあろう。特に人

々の選好分布についての予測など、発表後も変容する可能性があるものの場合で

は「事実についてのアナウンスメントがあったことにより予測とは違った結果を

きたす」効果も生じうる。これもまたアナウンスメント効果として呼ばれている

1
。

　この用例になぞらえ1970年代の終わりに日本のマスコミや研究者らによって、

選挙に関する世論調査の結果を見聞きして有権者が当初思っていた投票行動を変

えたり取りやめたりする現象を「アナウンス（メント）効果」と呼ぶようになっ

た。そして1979年衆院選の際にマスコミ各社の当選議席数の予測が外れて問題化

すると、選挙予測のアナウンスメント効果はいよいよ学術的な検討の姐上に上る

こととなづた（Maeda＆Kobayashi　l980，前田　1980）。

　なお、選挙予測が選挙結果に及ぼす影響のことを「アナウンスメント効果」と

呼ぶのは日本国内だけである。外来語であるために元々外国で用いられていた用

語であるかように思われる向きもあるが、海外の文献で”announcement　effects”

といった用語が選挙予測に関連して用いられることはまず見受けられない。しか

し同様の概念は各国の研究や世論調査の規制論議中にみられ、　「選挙世論調査の

影響」もしくは個別的に「バンドワゴン効果」　「アンダードック効果」などの用

語で呼ばれている。

（4）本論文の目的
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　本論文の目的は、このようなアナウンスメント効果現象を実証的な手法から測

定し、分析・検討することである。そのために、詳しい分析に耐えられる新しい

尺度を作ったりアナウンスメント効果の原因探求を「どのような属性を持つ人間

がアナゥンスメント効果を受けやすいのか」という形に置き換えて数量的な分析

を図ったりしている。

　アナウンスメント効果研究には、曖昧模糊とした印象がつきまとっている。こ

れまでの研究でも効果がある・ない、いずれの結論もあり、効果を見い出した場

合でもその方向は多岐に渡る。測定方法も背景となる政治状況も検討される原因

の種類も様々で、定まった力向は必ずしも見えていない。さらに日本においては

長らく中選挙区制が施行されていたので一選挙区の候補者数が多く、そのために

票の移動パターンも様々なものが考えられ、混迷は一層深まる。結果的にはクリ

アな議論とはほど遠くなってしまったかもしれないけれども、本論文ではこのよ

うなアナウンスメント効果を取り巻く分かり難さや複雑さを払拭すべく、観察結

果や数量的データを経験的な手法で把握することを目的としたのである。

　このような目的に至ったのは何も筆者の探求心や知的好奇心だけに起因してい

るのではない。世論調査を法的に規制しようという諭議がしっかりした論拠もな

く進められている場合が多いことに及んで、議論の姐上となるような実証的な研

究成果が数多く提供されることが必要と考えられたためでもある。

　各国の議会でなされた世論調査の法的規制に関する討議を辿ると、賛成反対論

が平行線を辿ったまま採決され、また実際にそのような影響があるのか実証的デ

ータが提出された上で検討される場合はきわめて少ないことがわかる（亀ヶ谷1

992，亀ヶ谷1993）。　しかしアナウンスメント効果を巡る議論は微妙な問題であ

り、単に世論調査精度と言った調査技術上の問題だけに留まらない。候補者とっ

ては当選するか否かのきわめて切実な問題であるし、さらに報道の自由や政治的

選択の自律性や選挙の正統性の維持といった民主主義の根本的事項に関わってく

る。すなわち、もしアナウンスメント効果の影響が存在しないのに世論調査結果

の報道を自粛したり法的に規制することは報道の自由の後退に当たるし、反対に

もし同調行動を招くような影響が大きいとしたら、今度は政治的決定の自律性を

犯すことになり、投票の正統性に重大な疑問を呈することになる。そのため、も
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っと慎重かつ冷静に議論され、多くの人に間で納得の行く結論が求められるべき

なのである。しかるに、議論の大半は水掛け論に終始する・アナウンスメント効

果の影響の有無を実証的に解明することは、このような選挙世論調査に対する法

的規制論議に実証的な議論の論拠を提供し、より実り多い議論を進めることに寄

与すると考えられる。

　情勢報道の規制論議はともすれば議員やメディアの間で並行論に終わり・証拠

に基づく議論なしに決定がなされることもある。しかしこのような状況は、本来

の当事者たる有権者の意見を議論から逸脱させてしまう結果をも招いてしまって

いる。彼らの利害を代弁するためにも、有権者を対象にしてよく調べられた研究

がより多くなされることが重要であると思われる。

（5）本論文の概要と制約

　本論文において各章で扱う内容は以下の通りである。

　II章では、アナウンスメント効果にっいての先行研究を概観して、それらの間

で取り上げられてきたアナウンスメント効果概念の類型化を図る。またジャーナ

リストや議員といったアナウンスメント効果の「当事者」の意見や、公選法の改

正過程に見られる「アナウンスメント効果」観にも触れる。

　皿章では本格的な分析に入る前に、そもそも「アナウンスメント効果を受けや

すい人とはどのような人であるか」という問い立てをすること、つまり世の中に

はアナウンスメント効果の影響を受けやすい人と受けにくい人がいる、という前

提に立つことが適切であるのか確かめる。すなわち内外の世論調査などを概観し

て、選挙世論調査の公表によって自らの投票に影響を受けるという人が少数では

あるものの、国ごとの制度や時代の違いとは無関係に存在していることを確認す

る。

　N章では、先行研究の考察からまとめられたアナウンスメント効果の類型を基

にして、より詳しい分析に耐えうるようなアナウンスメント効果の尺度構成と分

析を行う。またアナウンスメント効果の間接効果に関しても、実証的な研究方法

を試みる。

　V章では既存の全国世論調査結果や上で構成したアナウンスメント効果尺度な
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どを用いて測定した調査結果を基に、社会・経済的属性、政治的選好や性向、情

勢における認知の偏り方、パーソナリティなどといった有権者の諸属性のいずれ

が、その人に生じるアナウンスメント効果の程度と関連しているかを調べ、どの

ような要因がアナウンスメント効果を引き起こしているのかを考える。

　なお本論文では、アナウンスメント効果を取り巻く分かり難さを軽減させる目

的から、以下の理論的・データ的な制約を伴っている。

　理論的な側面に関しては、まず本論文で扱う「アナウンスメント効果」とは単

に世論調査に基づく選挙予測記事を見聞きした前後で各種の投票意図のレベルが

変化することを指すことにする。従って意図変容のロジックは当初は前提せずに

おき、諸属牲との関連性の中から解釈することになる。また提示される選挙世論

調査に基づいた選挙予測や選挙情勢記事とは具体的には全国紙の選挙区別終盤情

勢記事を用いることとし、記事表現となる前の調査結果の生数字やこれらの記事

を引用した論評記事などの影響、繰り返し情勢報道が各社で公表された結果によ

る意見分布の収敏やその他政治情勢に関する情報の累積効果にっいては議論の増

外に留める。ただし既存の世論調査結果を考察する際には、その中で使われてい

る形式の予測報道記事を用いざるを得ないことがある。

　日本では世論調査に基づいた選挙区別の情勢報道は主に全国紙や通信社によっ

て実施されており、また調査日以後の突発的な政治的事件による影響を避けるた

め投票日直前に一回行われるのが一般的である。それに各社ともほぼ同じ日に調

査や公表がなされるため、欧米のように毎日どこかで調査が行われていて日々の

支持状況の変化が刻々と分かるといった状態でもない。　「出口調査」による開票

速報は92年参院選時ごろからテレビを中心に実施され始めたが、投票終了まで調

査結果に基づく予測は事実上公表されていない。また欧米とは異なり、日本の新

聞では調査結果の数字そのものを報じるのではなくて、調査データを処理した上

で文章表現化した内容を記事として公表することが一般的である。このような事

情のため、アナウンスメント効果による意見分布の結果がフィードバックされて

新たなアナウンスメント効果を生み出すといった現象については、実際の選挙状

況を利用したアンケートや模擬投票実験では検証が難しいのである。各国で行わ

れている規制論議の多くでは選挙直前の予測の公表規制が問題となっていること
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もあり、本論文では終盤の情勢予測による影響に論点を絞ったのである。

　とは言え、ここで扱う選挙情勢記事としては、適切な調査方法によって実施さ

れた選挙世論調査の結果に基づいて新聞や放送が報道した終盤情勢の影響を取り

扱い、専門家や記者の取材のみに基づく、週刊誌などの予測記事や新聞の序盤情

勢記事などは対象としない。これらの報道では有権者の意見分布を把握を十分に

行っていないし、また選挙運動期間以前がその序盤に公表された場合・その後の

選挙運動や政治的事件の影響が勘案されなくなってしまう。従ってある種の傾向

は指し示すことができたとしても、これら世論調査に基づく選挙結果予測の結論

は十分正確なものであるとは言い切れないのである。正確でない情報に基づけば

誤った判断を下しても仕方ない。過失によって結果的に不正確な予測を伝えたと

しても、故意に「偏向」させる目的で不正確な予測を伝えたとしても、いずれも

責任の所在が報道機関にあることは明確であり、何を改めればよいかは自明の話

である。そうではなくて、適切な手続きを経て「正確」に調べたにも関わらず、

それを公表することによって選挙結果を変えてしまうという点がアナウンスメン

ト効果という問題を複雑なものとしているのであり、本論文で取り上げたいのは

このような現象なのである。

　それから本論文で先行研究として挙げたものは投票行動（意図）の変化の過程

の解明自体を主眼に置いたものに限っている。これは、例えば同調行動研究やマ

スコミュニケー一ション論などの隣接分野と関連づけを求めることによって、議論

が拡散されすぎて収拾がっかなくなってしまうことを畏れたためである。

　さらに本論文の各節で導き出された結果は、それぞれ使用デー一タの持つ一般性

の範囲内においてのみ妥当性を持っという制約にっいても了解されたい。例えば

有権者の社会・経済的属性を検討するためには、サンプルリングのなされた既存

の全国世論調査の結果を使った。このデータの一般性は高いものの、用いられる

変数は出来合いのものだけしか使えないし、データ公表の形式もクロス集計表レ

ベルでしかなく分析手法も限られる。一方、V章で使われる学生対象とした調査

データは調査票の設計から筆者が行ったので必要な変数や条件を反映しており分

析も柔軟にできるが、サンプリングされたデー・一タではないから職業や年齢に多様

性がなく、それらの検討には使えない。さらに統計データの分析とフィールドワ

ークによる参与観察の結果とは、同じ経験的な研究手法であるとは言え、既製服
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と注文服ほどの違いがある。前者は、誰にとっても当たらずとも遠からずの傾向

を見出すが故に・サイズがぴったり合う人はほとんどいないだろう。後者は観察

対象に対してはぴったり当てはまる結論を導き出すけれども、それ以外の事例に

は対してその結論が適用されることは難しいだろう。このように実証研究におい

ては入手できるデータの一般性や分析上の利便性に一・長一短があり、その限界を

常にわきまえた上で・結果を解釈し示唆を得なくてはならないのである。

　また本論文では仮説の使用法に癖があることにも留意されたい。各節で掲げら

れる仮説はデータの分析結果を解釈するための指針、つまり分析結二果の値にこう

いう大小関係や関連性が生じているとしたら、それはこういうことを意味してい

ることになる、ということを分析に先だって明示する役割を担わせているのであ

る。本来仮説には「もしこうであれば」と「こうである」との間に（このような

理由が考えられるから）という想像が内包されているが、本論文ではこの内包の

部分は数値と意味解釈との関係を多義的にしてしまわないように省略され、必ず

しも明示されてはいない。もっとも調査票の中にどのような変数を掲載するかを

考える作業の際には、当然考察すべき変数間の関係性が推定されていることは言

うまでもない。

　また本論文では事前に採択される可能性が高いと思われた仮説のみを選りすぐ

って検討していくのではなくて、採択される可能性が幾分でもあると思われるな

らば無駄足になってもいいからその仮説を取り上げ、測定可能な変数化をなんと

か考え、愚直にそれらを検討する方針をとっている。そうして思いっいた仮説を

一つ一つ潰していき、生き残った仮説に示されたアナウンスメント効果に関する

特徴から翻って、アナウンスメント効果の原因であろうと思われる要因がどんな

ものであったかをあぶり出しそうとするのである。
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H．アナウンスメント効果概念の諸相

H－1　先行研究

（1）はじめに

　アナウンスメント効果に関する欧米や日本の先行研究にっいては既に別稿でま

とめてある（亀ヶ谷　1992）。ここでは、理論的考察を主とした内外の先行研究

を基にアナウンスメント効果の諸概念について変遷に即しながらまとめる㌔ま

た実証的な分析を行って先行研究を用いて内容分析を行い、研究者がどのような

現象をアナウンスメント効果として考えようとしたのか、そのためにどのような

変数や方法論を用いたのかを分析する。

（2）アナウンスメント効果に対する理論的考察の経緯

（ア）外国での理論的考察

　まだ世論調査が「麦わら投票」　（straw　voting）と呼ばれていた今世紀前半の

アメリカにおいて、既に世論調査の結果を用いて勝ちそうと予想された候補に票

が集まるかどうかを巡って論議が起こっており、郵便世論調査を禁止する法案も

提出されていた（Pierce　1940，　Gallup＆Rae　1940，　Allard　l941）。

　そのため、世論調査結果の影響については投票行動研究の初期から取り上げら

れた（ラザーズフェルド他　有吉（監訳）1944二1987）。そこでは世論調査結果

と投票した候補との間に正の相関関係が認められたものの、この原因については

事前予測で有利と考えられた候補者（バンドワゴン）に投票する傾向があるから

という他に、いわゆる「投映効果」（projection　effect）が存在するからという

解釈も指摘された。一般に、人は自分以外の人も自分と同じ意見を持っていると

思いがちなので、選挙後に質問をすると自分が投票した候補の方が事前予測でも

有利であったと誤って思い出して回答しただけというのである。そこでこの投映

効果の影響を取り除くべく、以後の研究では世論調査結果に晒される前と後に2
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回質問する、いわゆるパネル調査を行って意見の変化などを正確に測定する手法

が・・一・L般的に用いられることになった。後の研究で、投票意図とどの候補が勝つか

という予想との間の投映効果とバンドワゴン効果は、およそ同じ強さであるとさ

れた（Berelson　et　al．1954）。

　このように当初では、世論調査結果の及ぼす影響については「バンドワゴン

　（楽隊車）に乗る」、すなわち世論調査で人気のある候補により多くの投票が集

まるという点が注目されていた。しかし時を置かずに世論調査の影響はこのよう

な同調行動だけでなく、逆に負けそうな候補に票が集まる現象も起こりうるとい

う主張もなされるようになった。アンダードック効果の指摘である。

　まず数理モデルによってバンドワゴン効果と逆の現象も起こりうる可能性が指

摘された（Si皿on　1957，　Bauraol　1957）。実験的手法による研究でも、争点のな

い状況下では劣勢候補へ投票変更が生じる傾向が実験的に確かめられた（Laponce

I966）。さらに同調行動の分野でも少数集団に関する研究がなされるようになる

と、少数意見にも影響性があり意見変容は多数意見の方向のみに起こるわけでは

ないことが指摘された（クラヅパーNHK放送学研究室（訳）1960；1966，　Moscovic

i＆Lage　l976．　Moscovici＆Lage　1978，　Hoscovici＆Personnaz　l980）。この

こともアナウンスメント効果研究に対してインプリケーションを与える形になっ

た。そして1970年代の英総選挙などで実際にアンダードック効果2と見られる現

象が確認されるようになると（Ceci＆Kain　1982，Worcester　1983）、世論調査

結果の公表が及ぼす変化は一方向ではなくて、いろいろな方向への影響が混在す

ると結論づける研究も見られるようになった（Cloutier　et　a1．1989．　Lavaskas

et　a1．　1991t　Hollander　1991）　。

　1980年代に入ると、後述するようにアメリカ大統領選の早期開票予測の影響に

関する研究がなされるようになり、他方米国以外での研究も増加した。そして19

90年代になると、いかに有権者が説得されて態度変容を引き起こすかという視点

から政党支持率の差の多寡などの世論調査内容の違いに注目する研究以外に、そ

れらの情報の受け手となる有権者の属性や心理的変数に対しても研究者の関心が

向くようになった3。たとえばHickson（1991）は世論調査が選挙の参加者に影響を

与える側面として、選挙の型の他にも投票者の志向性やデー’・一タの顕出性、切迫さ、

投票者との関与、既存の知覚に対する傾向、信頼度といった項目を挙げているe
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そして戦略的な指向性を持ち、顕出的なデータをよく知らず・切迫さは高く・関

与は低く、世論調査が既知の知見と一貫しており・そして世論調査への信頼が高

いような政治的活動家や資金提供者は、一一一一般の有権者よりも影響を被るインパク

トが大きいと論じている。こうした理論的考察の他・実証研究においても心理学

の「精査可能性（ELM）モデル」（Petty＆CacioPPo　l986）を援用して・直接投票の

争点となる政策に対する有権者の関連性（relavance）とアナウンスメント効果と

の関係を検証しようとした研究がなされている（Hollander　1991）。

　一方、従来のような世論調査内容の違いについての検討を行った研究では、静

的な世論分布の結果でなく世論の変化する趨勢（trends）を提示したときだけア

ナウンスメント効果が生じるという知見が見いだされている（Marsh　1984，　Clou

tier　et　al。　1989，　Marsh　＆　0’Brien　l989）　4。

（イ）日本における理論的考察

　前に述べたように「世論調査結果が選挙結果に及ぼす影響」のことを「アナウ

ンスメント効果」と一括して呼ぶのは日本においてだけである。このアナウンス

メント効果が学問的姐ヒに上ったのは、1979年衆院選で新聞各社の選挙予測が外

れた原因を検討する際であった（Maeda＆Kobayashi　1980，前田1980）。そし

て翌1980年同日選の前後にかけて報道各社は全国世論調査を実施して検証を行い、

世論調査を見て投票先を変える有権者の割合は数％から1割前後という結果を得

た5。

　これらの調査と前後して予測外れの理由についての論考も多くなされた。この

とき調査技術の欠陥や、支持なし層の増大などに伴う政治の流動化といった指摘

以外に特徴的であったのが、　「自殺的予言」　（マートン森（訳）1957＝196Dの

概念を援用した説明がなされたことである（山口1979a，山口1979b．山口1982，

辻村1984）。自分たちが勝っことができるという確信がその集団を安心させ無

気力を産み、思わぬ敗北を招くといった「自殺的予言」の概念を説明に用いるこ

とは、ともすれば社会的法則を発表すると人々がそれを踏まえて行動するために

結果的にその法則が成り立たなくなってしまうという、社会科学が持っパラドッ

クスと同様な迷宮の中に研究者を迷い込ませてしまうことにもなるけれど、他方
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では潜在的機能や逆機能といった分析概念を彼らに提供することにもなる。

　このような機能主義的な発想は、バンドワdン効果やアンダードック効果の

「逆機能」を想定した論考（白鳥　1983，竹内1989）を導くことになった。すな

わち負けそうな候補から票が少なくなる「見放し効果」や勝ちそうな候補から票

が少なくなる「離脱効果」を合わせて考えることにより、日本の選挙制度下にお

ける投票変容パター・一ンを分類する枠組みがより洗練されたのであった。ただしこ

れらの概念を用いた実証研究は未だなされていない。

　基本的には二者択一の投票となる小選挙区制の選挙と違って、一っの選挙区か

ら複数の議員が当選する日本の中選挙区制では選択すべき候補者の数が多い分、

世論調査結果への接触に起因する投票意図の変容パター一ンはかなり多様なものと

なってしまう6。そのため対立する二政党の候補者を一本の数直線の両端に置い

てどちらにどのくらい投票したい気持ちが強まったかを尋ねるといった、外国の

先行研究でよく見られる効果測定の方法は日本の研究においてはあまりなされな

かった。むしろ選挙後に一般性のあるサンプルを用いて、世論調査記事を見聞き

してどのような影響があったかを想起させる設問形式が取られた上で、サンプル

の社会属性や「与野党伯仲志向」といった有権者の政治的嗜好との関連を調べる

研究が多い（DN藤1980，明るい選挙推進協会1987，蒲島1988a，蒲島1988b）7。

これらの研究では、大多数の有権者は世論調査結果の影響はなかったと回答して

おり、影響がある場合でも先有していた投票意図を補強する効果が大きいとされ

る。

　また新聞の情勢記事を内容分析し、予想ランクと実際の順位を比較するという

手法（Maeda＆Kobayashi　1980，前田1980，小林1990）も日本独自の研究方法

で、これは「当落線上と書かれた候補が最高点で当選する」といった選挙関係者

の経験則（立花1979，石川1986．選挙問題研究会（編）　1989）を確認する結果

を得ている。

　一方、パネルサンプルを用いて条件統制した研究もなされている（辻村1986，

池田1988a．池田1988b，池田1988c）。このうち池田の研究では、パス解析の結

果世論調査の情報は主観的な選挙予測に影響するが投票意図自体には直接影響し

ないと結論されている。
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（ウ）出口調査による早期予測の問題

　選挙世論調査結果の公表が引き起こす現象としてアメリカで問題化しているの

が、選挙当日の出口調査結果を用いた投票終了前の早期開票予測報道によって、

西海岸地域の投票率が低下しているのではないかという疑念についてである。

　アメリカの各テレビネットワークは大統領選の投票日に投票所から出てきた投

票者に質問する、いわゆる出口調査を実施し、そのデータを用いて東海岸地域で

投票が終了した直後に選挙結果の予測を発表している。　しかし時差があるために、

この時点では西海岸地域では投票時間がまだ終わっていない。そこで予測をテレ

ビで見て大勢が判明したと考えた西海岸地域の有権者が棄権してしまい、西海岸

の投票率が下がるとされるのである。この問題は、出口調査という世論調査結果

を見聞きすることによって投票動員が変化するという問題が、広い国土やテレビ

ネットワークの発達といったアメリカ独自の事情に適応して具現化した事例と考

えることができよう。

　CBSが始めて「選挙の日の夜の予測（election　night　projection）」を行

い、投票終了の30分以上前に「ゴールドウォーター候補の勝利を宣言」したのは

】964年大統領選の共和党カルフォルニア州予備選においてであった。　この時から

1970年代までの大統領選を対象とした研究では、西海岸地域の投票者が早期開票

予測報道を投票前に見聞きしたか否かは、投票率とほとんど関連がないとする結

論が重ねられていた（Fuchs　l966，Mendelson　1966，Tuch皿an＆Coffin　l97D。

しかし予測発表後カーター候補自身が投票終了前に「敗北宣言」をしてしまった

1980年の大統領選に関しては、テレビの早期予測によって西海岸地域の投票率が

低下したと結論する研究が現れた（Jackson　1983）。この結論を迫証もしくは反

証するべく、選挙区ごとの投票率を再集計してまとめたデータを用いた研究が複

数なされた。けれどもデー一一一タ集計方法の違いにより、過去の大統領選において開

票予測報道が行われた回とそうでない回とでは、投票率の減少割合に違いがある

とする結論（Dubois　i983，Carpini　l984）と、違いはない、もしくはわずかしか

ないとする結論（Epstein＆Strom　1981，Sud皿an　l986）とに研究結果は分かれてい

る。なお影響があるとする論考では、公表された調査結果の内容が接戦だったか

否かで投票動員が異なるとしている（Bradburn＆Sud皿an　I989）。
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　1980年代に入ると、この早期開票予測は祉会的・政治的問題としても議論され

るようになった。そして州レベルで出口調査の禁止が行われたものの違憲判決が

出たり、議会で公聴会が開かれたりした8。

（エ）研究手法と選挙制度

　そもそもアナウンスメント効果が研究できるのは、民主的な選挙の実施と自由

な世論調査の公表が認められた国だけにおいてである。そして当然ながら世論調

査の提示方法や変数の生成方法といった研究手続きにおいても、研究対象となっ

た国の政治的状況や投票制度の違いが反映されることになろう。

　たとえば既に述べたように、選挙区制の違いによづて従属変数となる投票の変

化パターンの複雑さが決定される。小選挙区制下の選挙や大統領選を研究対象と

する場合、有権者の選択は基本的には二者択一となるので、世論調査提示の前後

で投票意図が変化する組み合わせは未定である場合を含めても6パターンと少な

くて済む。また人を選ぶ「選挙」だけでなく政策を選ぶ国民投票や住民投票とい

った「直接投票」を研究対象とする場合には、賛成・反対の二者択一となるので

従属変数が簡潔化できるし、その解釈も容易くなる。加えてイシュー・一一の内容の違

いを利用して条件操作することもできる。日本でも地方の首長選や新制度の衆議

院選などではこのような二者択一．一の選挙状況が成立するが、前者について新聞社

などの世論調査は実際のところ知事選レベルまでしか実施されていない。あまり

細分化した行動パターンを従属変数として設定してもうまく分析が行かないので、

想起質問形式のような変数設定がなされるようになる。

　制度（のレベルの違い）による影響の違いに関しては海外の文献でも指摘され

ており、大統領予備選のように同一政党の候補同士で政党の差が選択に関係しな

い選挙であったり、候補者の陣営の規模が議会選や大統領選に出馬する場合のよ

うに大きいものであったり、また複数候補が立候補する選挙である時には、世論

調査の影響が大きいとされている（Hickson　1991）。

（3）アナウンスメント効果の概念類型
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（ア）直接効果と間接効果

　繰り返し述べているように、　「アナウンスメント効果」とは選挙世論調査の結

果を見聞きしたことが原因となってその人の選挙行動が変化したことを総称した

言葉にすぎない。このような概念は様々な影響や現象を統一的に説明しようとす

る、より大きなパースペクティブを提供した点で評価されるけれども、実際に変

数を生成して分析するためには、あるいはアナウンスメント効果自体がどういっ

たものであるのかを理論的に考察する上では、より細かな分類を行う必要がある。

　理諭的考察を主とする先行研究では、これまで述べてきたようなバンドワゴン

効果・アンダードック効果といった影響方向の違いによる以外にも、効果の及ぶ

行動の種類に応じていくつかの種類分けがなされている。以下、これらにっいて

まとめる9。

　多くの理論的研究では世論調査結果が影響を及ぼす行為が投票行動かそれ以外

の選挙行動かに応じて、世論調査の公表が選挙結果に与える影響を「直接効果」

と「間接効果」との二つに区別している（Field　1983，Henshel＆Johnston　l987，

Bradburn＆Sud皿an　l989，Traugott　1992）。ここで間接効果とは、世論調査の動

向に応じて、各候補の下に集まる政治献金額、選挙運動員の人数や士気、政党・

新聞・政治活動委員会（PAC）　・政界や芸能界の有名人からの公式の支持が変化

することを指す（Villia皿s　1970，　Henshel＆Johnston　l987，Bradburn＆Slldman

1989）。つまり世論調査内容が有権者の選択に直接影響するのではなくて、選

挙運動などの動向を変えることによって結果的に選挙結果にも作用する、という

のが間接効果なのである。

　この間接効果が注目される場合とは、実質的な選挙運動期間が比較的長くその

間に世論調査が繰り返し実施・公表されるという状況下においてであろう。具体

的に言えぱ、米国の大統領予備選がこれに当たるであろう。夏の全国党大会で指

名されるまで、各党の大統領候補たちは半年以上の期間をかけて、淘汰されなが

ら州ごとの党員集会や選挙を勝ち抜いていく。この過程ではたとえば1976年大統

領選のカーター候補のように献金の総額が折々の世論調査での当該候補の支持率

の向上と連動する事例が知られている（Aldrich、1980）。っまり献金が無駄に

ならないよう勝機のある候補に資金提供が集中した結果、世論調査結果に連動し
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てこのように献金額が増加したと考えられる。このような現象が間接効果の一例

と思われる。

　・一方日本においては衆議院に解散制度があるため、米国のように周期的かっ長

期的な選挙日程が組まれるとは限らない。また選挙区ごとの予測を可能にする精

度を上げるためには膨大なサンプル数が必要でかなりのコストがかかる上、調査

後に大きな政治変動が起こって世論調査が変化してしまうのを防ぐために、世論

調査結果が行われるのは投票日の数日前である。このような訳で、日本において

は間接効果に関する研究はほとんど見られない。もっとも海外の文献を渉猟して

も間接効果はその実証が難しいため、理論的考察以外の研究例は見られない。

　しかしながら間接効果に着目することは、アナウンスメント効果に合理的側面

が存在していることを指摘した点で、大きな理論的な寄与を果たしている。従来

バンドワゴン現象は、有権者がまるで動物の群れが殺到するかのように勝者に集

中する、そのような非合理的な現象として考えられていた（Safire　1980）。け

れども間接効果が存在するとなると、有権者は資金や自分の投票を有効活用させ

るための合理的な計算に基づいて投票候補を選び取っていることになる（Henshe

1＆Johnston　1987）t°。っまり間接効果を考察しようとすることは、サイモン

以降の数理モデルによる考察（Gartner　l976，Straffin　l977，Zech　1985）やアン

ダードック効果の発見、また後に述べる戦術投票といった解釈の提示、といった

一一 Aの理論的考察の方向性と同様に、世論調査による影響を合理的選択理論（Ra

tional　Choice　theory）の立場から説明しようという視座に与していることにな

るのである11。

　このようにアナウンスメント効果の合理性が注目されるのは、これが選挙世論

調査の規制論議で争点となっているからであろう（亀ヶ谷1992，1993）。もし世

論調査結果への接触が、有権者に対して無意識で受動的な多数派への追従を引き

起こすとすれば、このような思慮と自律性の欠けた投票によって選出された議員

や政策の正統性ははなはだあやしいことになる。当然そのような状態を引き起こ

す選挙世論調査など禁止すべきということにもなろうeしかし有権者が情報を有

権者が取捨選択して主体的に活用しているとすれば、たとえ世論調査が公表され

なかった場合に実現したであろう選挙結果と異なる結果が生じたとしても、その

選択は十分民主的なものであると言える。となると世論調査の実施や結果公表を
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規制することは有権者の判断材料の一つを奪ってしまうという意味で、かえって

参政権の行使を妨害することになる。アナウンスメント効果の合理的側面に関す

る研究は・このような議論に対して一定の証拠を提出する役割を担ってもいるの

である。

　それに、アナウンスメント効果に対する非合理観と合理観の対峙は、政治情報

を認知する存在としての人間観そのものの違いにも通底している。そして政治現

象における「非合理」な人間性を合理的に説明することが、政治心理学の重要な

目的の一つであると思われるユ2。

（イ）投票行為自体への影響と投票決定内容への影響

　直接効果の対象である投票行動は、さらに投票行為自体への影響と投票決定の

内容へ影響とに区別できる（Field　1983，蒲島1988a．蒲島1988b）。

　投票行動に対する世論調査の効果は、第一一に投票所に行くか、それとも棄権し

て行かないかの選択に影響するであろう。本論文ではこれを投票動員（皿obilisat

ion；仏語）に対する影響と呼ぶことにする（Max　1981）。また投票所に行った有

権者に対しては、どの候補者もしくは政策に票を投じるか決める時にも世論調査

結果の影響が見られよう。本論文ではこれを投票選好（preferenee）に関する影

響と呼んで前者と区別することにする。なおこの選好の変更に関しては、どの候

補からどの候補に変更したかのパターンといったカテゴリカルな測度だけでなく

て、投票候補に対する感情温度計や政策評価も変数として用いられている。

　投票動員への影響と投票選好への影響という区別は、未定の投票者をある候補

に集中もしくは移動する効果と、当該候補や対立候補の支持者の心理的な思い入

れを増減させる効果の違いを反映させたものである（Field　1983）。このことはす

なわち有権者の先有傾向に応じてアナウンスメント効果の働く領域が異なってく

るので、これに応じて測定する変数の種類を増す必要があることを示唆している。

ある候補から別の候補に投票意図を乗り換えた有権者だけを数え上げたとしても、

それはアナウンスメント効果の一部を測定したにすぎない。政党支持がない有権

者の棄権行動や、さらに行動の変化としては表れない投票意欲の増減といった有

権者の心の中の変化も捉えなければ、アナウンスメント効果全体の把握ができな
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いということを、この分類基準は示唆しているのである。

（ウ）影響方向の違い

　投票選好に対するアナウンスメント効果にっいては、さらに世論調査結果の影

響方向に応じて区別される。よく聞かれるバンドワゴン効果やアンダードック効

果といった呼び方がこれに当たる13。

　投票候補を決めていなかったり別の候補に投票しようと決めていた人が、ある

候補が優勢であるという世論調査結果を見て、その候補へ投票しようと決めた場

合を、選挙世論調査によるバンドワゴン効果があったと言う。逆に、投票候補を

決めていなかったり別の候補に投票しようと決めていた人が、ある候補が劣勢で

あるという世論調査結果を見て、その候補へ投票しようと決めた場合を、選挙世

論調査によるアンダードック効果があったと言う。

　また先に挙げたように日本の中選挙区制下では候補者ごとのアナウンスメント

効果が小選挙区制下の選挙に比べて比較的独立に働くことを考慮して、離脱効果

や見放し効果といった概念が考えられている（白鳥1983）。すなわち、ある候

補に投票しようと決めていた人が、その候補が優勢であるという世論調査結果を

見て、別の候補に投票しようと決めたり投票に行くのを止めようと決めた場合、

選挙世論調査による離脱効果があったと言う。逆に、ある候補に投票しようと決

めていた人が、その候補が劣勢であるという世論調査結果を見て、別の候補に投

票しようと決めたり投票に行くのを止めようと決めた場合、選挙世論調査による

見放し効果があったと言う。なお、前者の離脱効果にっいては同様の概念が海外

の研究結果にもあり、そこでは被験者は優勢な候補に反対するように反応するが

劣勢候補に好意が増えるわけでもないという傾向を反対反応仮説（oppositional

reactivity　hypothesis）と呼んでいる（Ceci＆Kain　1982）。

　以上のような世論調査結果の諸効果に対しては、なぜそのような現象が起こる

かにっいての素朴な解釈がそれぞれ付随していることが多い。たとえばバンドワ

ゴン効果は勝ち馬効果、アンダードック効果は判官贔債という訳語が当てられて

いる。このような命名のされ方から推察すると前者は優勢な候補者（に投票した

有権者）の仲間に加わりたいとする同調行動であり、後者は弱い者を助けなくて
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はいけないとする社会規範に則った行為であるという意味合いを内包していると

思われる。同様に離脱効果は優勢であるから投票しなくても大丈夫だろうという

社会的手抜き現象の一つ、見放し効果は文字通り当選の見込みのない候補を見放

したため、という理由が前提されているものと考えられる。

　個々の候補者ごとや二人の候補者間で優劣を比較判断するのでなく、三人目ま

で有権者が考慮に入れている場合は、さらに異なるメカニズムが唱えられている。

たとえば、小選挙区制のように選挙区から一人の候補しか当選しない場合、世論

調査の結果を見て投票しようと決めていた候補が第三位で当選する見込みが少な

く、しかも一番嫌いな政党の候補者がもっとも優勢であることを知ると、有権者

の中にはその嫌いな候補の当選だけは阻止しようとして二番目に優勢な候補に投

票する、といった戦術投票（strategic　votng）をする人も出てくるとされる（Kav

anagh　198重）。一方、中選挙区制のように一つの選挙区から2～6人の当選者が

出るような制度下であっても、票の集中や共倒れを防ぐため同一政党から複数の

候補者が出馬した場合などには、その政党を支持する有権者は絶対優勢の同党候

補でなく比較的劣勢の同党候補に投票すると考えられている（三宅1989、小林

1990）。このように計算に基づく投票行動の一環としてアナウンスメント効果を

説明することは、前に述べたようにアナウンスメント効果の合理的側面の証左を

見っけようとする流れに樟さすものである。

　以上のような各効果の測定にあたっても、どの候補からどの候補に変わったの

かというカテゴリカルな変数の取り方だけでなく、各候補ごとに選好の強さがど

う変化したといった尺度によっても測定される。また上に述べたように、選択す

る対象は候補者だけでなくて、政策案である場合もある。
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∬－2　議員やジャーナリストの考える「アナウンスメント効果」

（1）はじめに

　前節では研究者が先行研究の中で考えてきたアナウンスメント効果にっいてを

まとめた。ではこれ以外の視角から見ると、アナウンスメント効果とはどういう

ものと捉えられているだろうか。これに関して本節では情勢報道の「当事者」と

も言える国会議員（候補者）やジャーナリストにとってアナウンスメント効果と

はどのように考えられているのかをまとめ、次の皿一3では法律の制定過程に表

れた情勢報道の効果観にっいてまとめることにする。

　まずは、議員の意見にっいては新聞に掲載されたインタビュー記事から、ジャ

ーナリストの意見については筆者が新聞社でアルバイトした際の参与観察の結果

から考察する。

（2）議員の指摘する「アナウンスメント効果」

　アナウンスメント効果のどこが問題というのか。この点について予測報道の

「被害者」であり規制の提案者側でもある国会議員の意見を、新聞記事の中から

集めて、以下まとめる。

　1992年の公選法改正時に選挙予測報道の禁止条項を盛り込もうとした自民党は、

規制の提案理由として「（1）調査時点と公表時点に時間差があり中盤情勢を終盤

情勢として報じている、（2）調査結果と実際の当落に食い違いが目立っ、（3）生数

字でなく報道機関の主観の入った記事で公表される、（4）＋一一部報道機関の予測が

ますますエスカレートしている」といった説明をしており、予測内容の不正確さ

を強調した。

　しかしこれらの指摘は的を得ていないと思われる。現在の集計技術の水準では

調査最終日の2～3日後には情勢記事の紙面化がなされており、調査公表時間の

時差は大きいとは言えない。また有権者全員に聞いたわけでなく、そのほんの一

部の人のみを調査した結果はもともと誤差を含んでいて当然であり、予め設定さ

れた「予測外れ」の範囲に収まっていれば「正確」なのである。調査結果の生数
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字を記事にせず断定調を避けて「文学的」表現が取られているのも、このように

誤差を見込んだ数字の読み方が統計学に慣れていない読者にとっては難しいから

であろう。また報道機関同士の選挙報道競争は確かにエスカレートしているが後

に述べるように、各社が最も力を注いでいるのは投票当夜の開票速報競争であっ

て選挙前の世論調査もこの開票速報のための資料づくりの意味合いが強い。

　アナウンスメント効果に対する議員自身の切迫した思いは、むしろ議員一一一人一

人の意見のなかに見られる。彼らの意見をまとめると「投票日直前の報道禁止」

と「予測表現が有権者の投票誘因の与える影響」の二つに大別できる。

（ア）投票日直前の報道禁止

　「投票日直前の報道禁止」に関する言及としては、次のような例がある（各引

用文の末尾に付けたかっこ内の文字は出典先を示す。詳細は注1を参照せよ）。

「とくに最終段階での投票予想報道は、非常に投票動機に影響を与えるから、

掲載する時期を考えてくれと言っているんだよ。報道自体がいい悪いとは一

つも議論していない」　（塩）

「投票の二日前にこんなん出されて、どうにも打っ手がないやないか。　（中

略）出すんやったら、もっと早う出してくれと。五日前とか一週間前とか。」

（塩）

「『こう新聞じゃ言ってるけど、実はそうじゃないんだ』ということを組織

に周知徹底せなならん。電話で間に合いませんで、そんなもん。」　（塩）

　もし予測の正確さを高めようとするなら、調査日以降に起こる政治的事件によ

って有権者の意見が変容することを避けるために、投票日になるべく近い日に調

査すべきである。しかし上の意見では、投票日直前に調査結果を公表することは

かえって投票動機に対する影響を強めると考えているようである。そして、直前

の公表禁止を求めている理由の一つが、候補者が自分に関する情勢報道を訂正す
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るための時間的猶予が必要なためであることも分かる。このように自己努力がで

きないまま投票日を迎えてしまうことは、投票結果の変化の原因を帰属する際に

選挙予測に対する外的帰属を生じさせるであろう。

（イ）予測表現が有権者の投票誘因の与える影響

　次に報道内容による支持者のインセンティブの変化について、議員の言及を箇

条書きにまとめると以下のようになる。

・「当選確実」→その陣営は緩む

・「当落線上」・一　一番いい、最高の状態、　「それっ、がんばれ」となる

・「一歩遠い」→ガタッと潮を引いたように勢いが消えていく

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上（塩）

・「他を圧しトップ」→一万票減る

・「あと一一歩」→3千票増える

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上（石）

　このような予測記事によって自分の得票が増減したという意見は、しばしば自

己の選挙体験に基づいている。

「石井氏は83年の総選挙で投票直前の報道では『安定している』などと書

かれたが、次点だった。　r当時、陣営の幹部がr報道で詰めが甘くなった』

とぼやいていた。』」　（石2）

「私もかつて、自分の選挙でr断然優勢』　（と報道された）が、　（当落）ギ

リギリの所にいったことがある。」　（綿）

「落選経験者の場合与野党をとわず、予測報道が落選の最大の要因になった

と考えられている」　（自）
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「新聞が（選挙区情勢にっいて）良い良いと書けば、自民党の比例代表も良

い（だろう）となって、”投票に行かなくてもいい”と海に行く青年も出て

くる。投票もしないとなったら、それは（マスコミの）謀略である。」　（金）

「予測記事に世論調査の数字が並ぶのならまだしも、　『独自の戦い』などの

ニュアンスで書くのはやめてほしい。勝ち馬に乗ろうとする有権者もあり、

後発の候補者にとっては非常に厳しい選挙になってしまう。」　（高）

　このように、議員の考えでは、選挙情勢が「当落線上」かやや劣勢な「あと一

歩」であると自らの得票が増え、優勢すぎても劣勢すぎても得票が減るとしてい

る。このような傾向は前田と小林の研究結果に一致している（Maeda＆Kobayashi

l980）。

　上の言及において候補者が注目していると思われる有権者のタイプは、義務的

な投票意識を持っているような人でも、完全な無党派層でもない。現実の選挙戦

において候補者が死活的な焦点と考えているのは、自分の支持者のうち投票所に

出かけることにはコスト感を抱いており、できれば行きたくない思っている有権

者の票をとれだけ取りこぼさないかということのようである。このように政治家

は消極的支持者を動員させるようなインセンティブが生じるか否かという次元を

問題にしているから、たとえば1986年の東大新聞研調査で情勢報道によって投票

行動自体へは影響がなく候補者の選好のみに影響があった（池田1988a，池田1

988b，池田1988c）といった調査結果を知っても、後者をして「影響あり」と認

知するであろう。一方落選した候補は投票行動への無影響を指摘されても、不協

和逓減のために落選の原因を選挙予測に外的帰属するであろう。　「しかし影響は

数字で出るもんじゃない。だから、これは議論すべきもんじゃない」　（塩）とい

うように、しばしば影響の説明が合理的でないことも、このためであろう。

　なお、自民党で特に公表禁止が主張される理由については「自民党の場合、衆

院の中選挙区制度でt■同士打ち”を余儀なくされるおそれがある」　（石）という

ような説明もある。

（3）ジャーナリストの考える「アナウンスメント効果」
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　上では影響を「被る」側の議員の意見をまとめた。では、影響を与える側のジ

ャーナリストは、　「アナウンスメント効果」をどのように考えているのだろうか。

　筆者は1989年から1995年までの間、断続的に東京にある新聞社の政治部や選挙

本部などでアルバイトを行った。この機会を利用して参与観察を行い、また何人

かの記者にはインタビューを試みた。このフィールドワークの結果を基に、以下

彼らの頭の中の「アナウンスメント効果」をまとめることする。

（ア）記者の知識不足

　もし報道機関の関係者によって世諭操作がなされるとしたら、世論調査結果を

どのように改ざんすれば望ましい結果に導けるという知識を持ち合わせてなけれ

ばなるまい。しかし複数の記者や原稿をチェックするデスク達に聞いてみても、

アナウンスメント効果に関しては常識程度の知識しかなく、しかも「その影響は

相殺されている」とか「分からない」と答える者が大半であった。一方世論調査

の担当者に聞いてもアナウンスメント効果は予測を撹乱する要因の一つとしか考

えられておらず、他の誤差要因に対処するのと同様に予測式をいかに工夫するか

に彼らの第一の関心はある2。このように、たとえ報道関係者がアナウンスメン

ト効果を利用して世論操作を施そうとしても、どのような情勢記事がどの方向へ

有権者を導けるのかの方法をはっきりと知らない以上、いわば「不能犯」に当た

り、実行不可能であると言える。

　さらに候補者の当落判定を担当する記者は必ずしも自ら志願している訳ではな

く、他の人事ローテーションの一環として上司から配属を命じられるので、たと

え世論「操作」を密かに考えている記者がいたとしても、その人が必ず担当者に

配置されるとは限らない。また選挙情勢記事では定型表現が多用されるなど、元

になった選挙情勢データにかなり忠実に沿って書かれていることが推察される。

従って、個々の記者レベルでアナウンスメント効果の影響を意図して表現などを

変えるといったことも難しいと思われる。

（イ）開票速報競争
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　全国規模の世論調査が可能な新聞社は大組織であり、改ざんが記事レベルで実

行できないとすれば、世論調査の設計・集計段階で内容を変えなくてはならない。

っまり、文字どおり全社を挙げての情報操作となる。

　たとえば外国のように各社の党派性が鮮明であれば、全社挙げて「偏向」に取

り組むこともあるかも知れない。　しかし社会の公器としての「中立性」を綱領に

掲げることが多い日本の報道機関では、もし党派性が露見すれば自らの公言に反

することになってしまう。そしてそれ以上に、報道機関は「不公正」な報道姿勢

を理由に自らの報道評論の自由が制限されることに高い注意を払っている。選挙

報道記事に対して不利益を被ったとする候補者が報道機関を訴えることは何度と

なく起こっており、そのため選挙関連記事の書き方や取り扱い方は定型的かつ慎

重になっているのである。

　しかも選挙報道で報道各社が最も力を入れている開票当日の速報競争を戦う上

で、世論調査データの改ざんは何の利益も生み出さない。

　新聞社やテレビ局が開票速報競争での勝利にかける意気込みは並々ならぬもの

がある。選挙のかなり前から当落判定や分析にあたる専従班を組織して準備し、

投票時間中には多くの投票所に出口調査の調査員を派遣する。開票が始まれば開

票所に多くの連絡要員を張り付け、特別の放送編成や印刷・配送ダイヤを組んで

待ちかまえる。支局はてんてこ舞い、本社の選挙本部にはオペレーターや記者た

ちがずらりと座ってある種お祭りのような熱気が漂い、掻き立てられるような興

奮が内側から渦巻く。

　開票速報競争での「勝利」は、どれだけ早い時刻に全ての当選者を発表できた

か、どれほど広い地域により多くの当選者が掲載された版の新聞を配達できたか

にかかっている3。ただし一人でも当落を間違えばそれまでの努力は水泡に帰す。

「訂正」の対象となるからである。

　このような速報競争が行われる理由はいくつか考えられる。その第一の理由を

挙げれば、少しでも早い段階で選挙結果が見通せればそれだけ締め切り時刻まで

の時間的余裕ができて、記事執筆の助けになるからといったことになろう。　しか

しながら毎回選挙報道の際の慣習になっているからとか、他社もやってるからウ

チだけ止められないといったことも実は理由の一っになっているのかも知れない。
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記者は大抵複数の新聞を購読しており、朝起きるとまず他紙に特ダネが抜かれて

いないかを確かめる習慣が身に付いている。このように日頃から他社との取材競

争が大きな関心事となっているので、この習性が速報競争の形でも表れているの

かも知れない。

　選挙結果が開票作業の進行に沿って徐々に判明する事柄であることも、開票に

対する過剰な注目を生み出す要因となっていよう。開票作業の進展過程がこのよ

うな性質を持っているために、投票そのものは終わっており選挙結果は不変なの

にもかかわらず、開票作業の間であたかも選挙の競争が再現されているような印

象を生じさせる。そこでこの印象に合わせて開票速報を刻々と報じることが一般

の読者の興味に合致し、これが長期的には読者の拡大に繋がると考えている面も

あるかも知れない。また少なくとも関係者や当事者の読者にとっては気がかりな

だけに、少しでも早く知りたいという気持ちに答えようという意図もあるだろう。

その他、全社を挙げてのイベントとして祉内の士気喚起の機能も果たしているか

もしれないし、それがため担当者にとっては開票速報の勝ち負けが自らの人事考

課の対象になると意識しているかもしれない。こうして候補者同士の競争を報じ

ながら、マスメディア同士も別の争いを戦っている。報道する側の見方を取れば、

事前世論調査もこの速報競争の準備作業の一っにすぎないと言っても過言ではな

い。

　新聞の開票報道ではさらに困難な問題がある。すなわち執筆時には開票が終了

していないのに翌朝読者が目を通す頃には当選が確定しているため、　「予測」に

基づいているにもかかわらず記事では当落を「事実」として書かなければならな

いのである。だから科学的な調査手続きを通してせっかく得られた誤差幅や有意

確率を切り捨てて断定調に書かなくてはならず、ある確率で起こることが事前に

分かっていた予測間違いが生じた場合でも紙面ではただの誤報となってしまう。

さらにもし過半数を巡って議席が争われている選挙状況であれば、その候補者だ

けに留まらず、一面の大見出しから社会面のフォロー記事まで間違いの影響が及

ぶ。

　このように、当落判定の作業自体も担当者にとっては大変ナーバスで微妙な作

業である。世論操作のためとはいえ調査結果をねつ造して、社内の担当者にその

ような事実に即していない情報を与えることは、全社を挙げてこれだけ熱心に行
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われている速報競争の現状と矛盾するだけでなく、彼らの努力を無視することに

なる。

（ウ）調査データのリーク

　以上見てきたように、世論調査の結果を恣意的な方向に集計したり、それを記

事に書いたりすることは、選挙世論調査を自前で実施している日本の大手報道機

関の現状では考えにくい。

　そこで問題となるのが報道関係者による情報漏洩の問題である。つまり記事内

容は変えられないもののその詳細を特定の候補に教えることで、候補者間に情報

の格差を生じさせ、最終的に選挙結果に影響を与えようとするのである。

　取材源への手みやげとして、記者が選挙世論調査の素データを政治家の元に持

ち込んだ事例は、今までにも度々表面化している4。ただし具体的な調査結果を

入手できたとしても、正確に知り得るのは選挙区全体の有権者の性別・年齢・職

業や政党支持といった属性別の支持傾向までである。選挙区内のどの地点でどれ

だけ支持があるかといったことにっいては、サンプルの設計上厳密には把握でき

ない。だから具体的な数字を得たといっても、大まかな支持模様や浮動票の把握

といった使い方以上のより詳細な検討に用いた場合、結果を読み誤ることも起こ

り得る。

　とすれば、この内幕情報を得たということ自体を政治家に宣伝利用される事態

が問題となるであろう5。そもそも、調査結果のナマ数字を解釈する場合はサン

プリング方法から調査精度を把握したり、誤差範囲内の差は無視して「当たらず

といえども遠からず」の全体的傾向を知るに留めるといった読み方が必要である。

しかし、このような読み方の訓練をしていない一般の有権者や選挙運動員に対し

て、たとえば有意でないパーセント差なのにもかかわらず、信頼ある報道機関の

秘密データではこうなるという風に説得すれば、人によっては態度変容が促され

るかも知れない。

　このような問題を根本的に解決する方法は、世論調査情報の適切な理解を促進

しその希少性を減じるためにデータの公開性を高めることに他ならないであろう。

っまり、サンプル数、サンプル方法、調査方法など予測情報の精度に関する指標
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を明示したりデータの統計学的見方を解説して読者や視聴者の理解を高める一方

で、読者の照会に答えたり学術機関ヘデータを提供するといった形で、速やかに

具体的な調査データが公開され、予測結果の正確さを検証・評価できる機会が提

供されるべきなのである。

　前に述べたように、本論文で問題とする選挙世論調査とは、社会調査論や統計

学の知見に従って設計や調査、集計、解釈がなされており、調査時点での有権者

の正確な意見分布が公表されるものに限っている。というのも、調査時点での世

論分布を正確に提示しているにもかかわらず有権者の考えを変容させるから問題

となるのであって、始めから事実と異なる調査結果を提示して有権者の選択を故

意に操作しようとすることは、それ自体が既にジャーナリズムの精神に反してお

り議論の余地なく禁止すべきことだからである。

　確かに選挙世論調査結果の公表によって生じる弊害の一つとして、マスメディ

アによる世論操作の虞がよく挙げられている。けれども、少なくとも日本におい

て全国世論調査ができるような取材網や資源を持った報道機関では、このような

恣意的な予測結果の改ざんやモックアップは行われておらず、またその可能性も

少ないと思われる。

（4）まとめ

　実証的に測定される有権者への影響とは別に、情勢報道の「利害」の当事者た

る議員とジャーナリストの問で、各々の「アナウンスメント効果」観は大きく隔

たっている。

　本節で取り上げた事例に沿ってまとめれば、アナウンスメント効果を問題視す

る議員の関心は自らの消極的支持者を取りこぼさないようにすることに置かれて

いて、そのために自分に関する情勢報道を訂正するための時間的猶予を得るべく

投票日直前の公表禁止を求めている。他方、選挙情勢が「当落線上」かやや劣勢

な「あと一歩」であると自らの得票が増え、優勢すぎても劣勢すぎても得票が減

るという経験則を想定することで、アナウンスメント効果を自らの得票に利用し

ようと考える節も見られる。

　しかるにアナウンスメント効果を起こす側であるジャーナリストの意識を尋ね
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てみてもアナウンスメント効果に対する認識は常識以上のものではなく明確でな

い。また選挙報道の仕組みや重点から考えても、情報操作はあまり起こらないよ

うに思われる。
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II－3　日本の公選法における人気投票公表禁止条項の制定

（1）はじめに

　実際のところ日本国内では、選挙に関する世論調査の結果は政党支持率や候補

者ごとの情勢報道として自由に報道されている。しかしながら日本の公選法138

条の3では、選挙に関し、公職に就くべき者（参院比例区の選挙にあっては政党

その他の政治団体に係る公職に就くべき者またはその数）を予想する人気投票の

経過や結果を公表することが禁止されている。本節ではこの条文が何を目的とし

ていたのか、そして人気投票の公表禁止という措置によってどのような効果の悪

影響を予防しようとしていたのかにっいて、条文制定時の経緯を追って確かめる

ことにする。

（2）1952年の公選法改正

　人気投票の公表禁止規定が初めて設けられたのは1952年8月に公布された公選

法改正の時であった。この時148条の3（新聞紙雑誌の人気投票掲載の制限）が

追加されて「新聞紙又は雑誌は、選挙に関し、公職に就くべき者を予想する人気

投票の経過又は結果を掲載することはできない」こととなったのである。ここで

禁止は公表のみで調査の実施自体は問題ないこと、規制は公職者を選ぶ全て選挙

を対象とすること、および選挙前後を問わず禁止期間は無期限であることは現在

の規定と変わっていない。ただし公表の主体および公表方法は新聞紙及び雑誌の

みと限定されている。

　1951年4月に行われた統一地方選では選挙資金が倍増し選挙違反が多発した。

この原因の一つして前回の選挙法改正で候補者に対する制限を緩和しすぎたとい

う意見が上がり、改めて選挙法改正の機運が高まった。

　この一環として人気投票の掲載禁止規定も姐上に登った。国会の本会議や委員

会の会議録を辿ると、人気投票公表禁止の要望は委員会の段階で選管や取り締ま

り当局の官僚によって多く言及されている。すなわち、地方選の実状を聴取する

ために開かれた51年5月の衆院公職選挙法改正に関する調査特別委員会の会議録
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には、以下のような説明が記録されている。

「それから次は、新聞の活動が非常に活発でありまして、記事として相当い

ろいろなことが書かれた。　（中略）ことに事前におきまする人気投票という

ような事柄は、現行法の解釈としては、選挙違反とは言えぬと思いますが、

行き方として感心したことではない事柄が相当盛んに行われたように考えま

す。」　　　（全国選挙管理委員会事務局長　吉岡恵一の説明）1

「次には人気投票、署名運動などの選挙期日に近い投票類似行為について、

適当な制限をしていただきたいのであります。今回の選挙の特色といたしま

して、新聞社等が営利の目的で、選挙期日に切迫いたしまして、人気投票あ

るいは署名運動というようなことをいたした事例が少なくないのでございま

するが、申し上げるまでもなく、これらの行為は弊害が大きいので、選挙の

公平を維持する観点から適当なご配慮を願いたいと思うのであります。」

　（法務府検務局総務課長官　宮下明義の説明）2

　これらの要望に対する委員などの質疑はなく、人気投票の新聞雑誌への掲載禁

止条項は改正案要綱や改正案自体に取り入れられた。

「（中略）どうも新聞紙、雑誌が選挙に関しまして人気投票を行いますこと

は、投票類似行為とも認められ、ことにまた選挙に立候補いたします人の価

値判断をあらかじめ予定するというような結果にもなりがちでありますので、

それらの弊害等にかんがみましてこれを禁止しようということであります。

しかしながら報道及び評論の自由の点にかんがみまして、これが選挙の公正

を害したり、虚儒の事実を公表するというようなことの違反に該当しない限

りにおきましては、当落等の予想とか、候補者に対する新聞としての意見と

いうものを記載したり、報道いたしましたりすることは、従来通りと一応な

っております」。

　（衆議院法制局参事　三浦義男の改正案要綱に関する説明）S
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「なお言論買収の取り締まりといたしましては、新聞紙、雑誌の不法利用等

の制限規定を新設するとともに、新聞紙、雑誌等の人気投票の掲載を禁止す

ることにいたしたのであります。」

　（公選法改正調査特別委委員長　小澤佐重喜の衆院本会議での説明）4

　このように多発した選挙違反対策のための一連の公選法改正に伴って、新聞に

よる営利目的の人気投票や署名行動の問題、人気投票の掲載が候補者の判断に予

見を与える弊害、また「言諭買収」と呼ばれた新聞報道を用いた候補者への協力

の防止などが、人気投票の掲載禁止の理由として行政側から説明された。しかし

改正要綱の説明で言われているように、報道及び評論の自由の濫用に当たらない

限りは、従来通りの当落報道などは認めることも同時に言及されている。このよ

うに報道の自由を重視する姿勢は、その後の判例中にも表されている（亀ヶ谷1

993）。

　その後、議員やマスメディアからの反論も起こらないまま審議は進み、翌52年

7月30日参院で修正案可決、同日衆院で同意され人気投票の掲載制限条項を含ん

だ公選法改正法案は成立した。

（3）1956年の公選法改正

　1956年3月に公布された公選法改正で、旧148条の3は改めて138条の2（署名行

為の禁止）の後ろの138条の3（人気投票の公表の禁止）に移され、内容も「何人

も、選挙に関し、公職に就くべき者を予想する人気投票の経過又は結果を公表し

てはならない」と、全ての者に対していかなる公表方法によっても禁止されるよ

うになった。

　このように56年の公選法改正ではさらに公表禁止の対象範囲拡大と世論調査へ

の規制が主張された。衆院の公職選挙法改正に関する調査特別委員会では自治庁

と警察庁が検討に要すべき事項としてまとめた資料について、以下のような説明

を行っている。

「それから十番目でございますが、現在の百四十八条の三という規定で新聞
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雑誌が選挙に関し公職にっくべき者を予想する人気投票の経緯及び結果を記

載し発表するようなことを禁止しておりますが、これを少しく拡張いたしま

して新聞雑誌に限らず「何人も」という人気投票のほかに世論調査というも

のを加えてはどうだろうかということでございます。」

　（自治庁選挙部選挙課長　降矢敬義の説明）S

　ここでなぜ規制の拡張が必要であるかは明言されてないが、世論調査の公表禁

止追加に関しては、この年（55年）の衆院選において全国世論調査に基づく選挙

情勢報道が初めてなされたことも関係しているであろう（朝日新聞　1955年2月1

9日、24日）。　また新聞側の認識では「（中略）また選挙の際に候補者の人気投

票を行うことは、特定の候補者が自分の得票を増やそうとして裏面工作を行うな

どの弊害が起きやすいと言われており（中略）」　（朝日新聞　1955年7月14日）

と政治家自身による調査結果悪用の可能性が示唆されている。

　この意見に沿う形で、参院では小林武治他10名の緑風会、自由党、民主党三派

有志が発議した公選法改正案が55年6月末に地方行政委員会に付託された。この

法案が選挙に関する新聞報道を日刊紙だけに限り、　また世論調査公表を禁止され

る内容であると新聞の一面トップで報じられると（朝日新聞　1955年7月14日）、

同委員会は四回に渡って懇談会を開き、議事録に残らない形で協議を重ねた。発

議者は新聞取材に対して「世論調査そのものを禁止するのではなく、世論調査の

結果の数字そのものの発表を禁止する主旨であり、調査の結果に基づいて各候補

者の強弱などを報道評論することは自由である。また世論調査の結果の数字であ

っても、特定の候補者について禁止するのであって、政党については禁止しない。」

（朝日新聞　1955年7月14日）と弁明したものの、20日になって日本新聞協会か

ら「公職選挙法改正案の世論調査公表禁止に関する条文は自由なるべき新聞の報

道に重大な制約を加えるべきであり、これを削除するよう要望する」との要望書

が各党と同委員会に申し入れられると（朝日新聞　1955年7月21日）、翌21日に

同委員会は法案を委員長提出とする際に、原案にあった「人気投票および世論調

査の経過または結果を公表してはならない」の下りから「世論調査」の文字を外

すことで合意した（朝日新聞1955年7月19日、21日）。　これ以降、人気投票公表

禁止に関する議論はなくなり、公選法改正案自体も翌56年3月1日に衆院で可決成
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立した。

　新たな人気投票の公表禁止拡大も、選挙違反取り締まり上の問題から始まって

いる。しかしここで問題とされている人気投票はサンプリング理論などに基づか

ない、いわゆる「読者投票」のようなものであろう。従って、世論調査結果を重

ねて禁止しようとしたのである。ところが、今回も議員からの質問や意見は審議

の過程では皆無であったにも関わらず、マスメディア側から「（中略）新聞雑誌

などが各候補者の強弱などを報道することは選挙民の関心を高め、理解を深める

ために有効な報道、誹論として行われているが、世論調査はこの報道、評論をさ

らに科学的な基礎に立って行い、正確、公正を期すものと言える。」　（朝日新聞

　1955年7月14日）などの反対が起こったため、世論調査にっいては規制対象か

ら外されたのであった6。

（4）まとめ

　日本における国会審議をフランス、ベルギー、カナダの選挙世論調査規制法案

の審議経過やアメリカの出口調査自粛決議などと比較すると、選挙世論調査が本

格化する以前に禁止条項が定められた点、そして調査結果公表の影響を被った議

員主導の提案でなくて選挙運動の規制強化という行政側の要望を受け入れる形で

議事が進行した点が大きく異なっている7。

　このことは日本における人気投票禁止規定がアナウンスメント効果の影響を予

防するためというよりも、むしろ民主的な選挙を実施する上で障害となる「似非」

人気投票の不正な利用を行政側から規制するために設けられたことを示している。

従って、候補者の価値判断を予め決定する弊害や公表によって有権者の関心が喚

起されるなどの「影響」は当時の文献から暗黙裡に認知されていたことがうかが

えるものの、その有無の検証などは規制の検討する際になされなかった。また委

員や他の議員の間にもほとんど異議はなく、公表禁止の規制強化が彼らの目にも

問題ないと思われていたと思われる。しかしながら、報道機関全体の素早い報道

と反対表明によってこの規制は原案修正されたのであった。
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皿。選挙世論調査が投票意図に及ぼす影響の概観、および制度等の影響

皿一1　各国におけるアナウンスメント効果の影響

（1）はじめに

　本論文全体を貫く聞題意識とは「アナウンスメント効果を受けやすい人とはど

のような人であるか」を実証的に探し求めることである。　「どうして」アナウン

スメント効果が起こるのかと最初から大上段に構える代わりに、このように「ど

のような」という問題に置き換えれば検証の手順が具体的に決まりやすく、検証

を進める上で都合が良いのである。

　しかしこのような問いを立てたことは、本論文においてはアナウンスメント効

果の影響が部分的に効くものであるという前提に立つことを意味する。とすれば

分析作業に入る前に、まず本当に様々な状況下においても情勢報道によって影響

を受ける者もいれば影響を受けない人もいる、ということを確かめておく必要が

あろう。もし有権者個人の違いによってよりも、その人がどの地域や時代、選挙

制度の下に過ごしているかによって情勢報道の効き方が規定されてしまっている

とすれば、何も属性ごとの検討など行う必要はないだろう。国、制度、時代とい

ったものが違っても、それとは無関係に絶えずアナウンスメント効果を受ける人

とそうでない人がいることが分かって、初めて次に探求すべきはどのような人に

効き、どのような人に効かないのかということになる。

　そもそも民主的な選挙が執行されており、かつ世論調査の実施や調査結果の公

表が自由に行われている国でしかアナウンスメント効果などは生じえない。しか

し選挙世論調査の規制が様々な国で検討されたり実施に移されていることを考え

ると、これらの要件が満たされている地域であればアナウンスメント効果はかな

り一般的に生じうる現象であることが予想される。

　そこで本節ではイギリス、カナダ、ブラジルで実施された世論調査の結果から

アナウンスメント効果に関するものを探し出し、それぞれの国でアナウンスメン

ト効果がどの位の人々に影響しているものか、そして影響を受ける人々の割合が

各国の選挙制度の違いや調査時期の違いなどによって決まってしまっているのか
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どうかを考察する。さらに次節以降では、日本で行われた世論調査の結果を用い

ても検討を行う。またアナウンスメント効果に開する看比論調査結果の見っからな

かった国にっいても先行研究の結果や選挙世論調査の法的規制の有無といった変

数を媒介にして、アナウンスメント効果が選挙制度などの違いによって大きく影

響を受けるのであるかどうかを検討する。

（2）仮説

本節で検討される仮説は、以下の通りである。

（仮説皿一1－1）選挙世論調査の影響を受ける人の割合の多寡は、その人が住

む国の選挙制度とは無関係である

（仮説皿一1－2）選挙世論調査の影響を受ける人の割合の多寡は、調査のなさ

れた時代とは無関係である

（仮説皿一1－3）どの国においても、選挙世論調査の影響を受ける人の割合は

影響を受けない人の割合よりも常に小さい

（3）データと手続き

　各国の世論調査結果の集成である「lndex　to　internatienal　public　opinion」

が発刊された1980年から1995年版までに掲載された調査結果から選挙世論調査の

影響や是非に関する調査を探したところ、イギリス、カナダ、ブラジル、日本で

の調査例が見っかった（Hastings＆Hastings（Eds．）1980など）。このうち日

本にっいては次節で検討することにし、残り3ヶ国の調査結果を用いて仮説を検

討する。

（4）結果
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（ア）イギリス

（a）選挙世論調査の影響度

　まず投票先を最終決定する時に世論調査の結果に注意するかどうかの質問に対

する回答結果を見ると「注意しない」人がいずれの調査時も9割以上であったも

のの、　「注意する」人も次第に増えつっあり、87年には1割に達しようとしてい

る（表皿一1－1）。

　しかし一般的に人々に与える影響の程度について訊ねた質問に対しては、世論

調査の失敗が問題化した92年総選挙時の調査に否定的な回答が増える傾向が見ら

れる1ものの、総選挙時に「大変影響ある」や「ある程度影響ある」と答えた者

を合計した割合は3割から4割台を推移している（表皿一1－2、3）。

　世論調査の影響の方向性については87年総選挙時の調査データで支持政党によ

って差が見られた。すなわち選挙予測を見て最初に選んだ政党に投票する気にな

った人はサンプル全体の7％、また別の政党に投票しようと考えた人は6％と両

者はほぼ同じ割合であったものの、保守党支持者のサンプル群だけに聞くと最初

に選んだ政党に投票する気になった割合の方が多く、影響なしと答える人も多く

なった。　これが労働党支持者群では両者は同じ割合となり、支持率で両党から大

きく水を開けられていた「連合」の支持者群では反対に別の政党に投票しようと

考える人が多くなった（表皿一1－4）。当時の各種世論調査では平均して保守

党が42－3％、労働党が32％、　「連合」が21％と保守党が労働党を終始リードし、

実際にも保守党は376議席を得て大勝した2ことを勘案すると、このような支持政

党別の回答傾向の違いは「支持政党の候補に投票するか、別政党の候補に投票先

を変えるか」という選択において「大勝」と予測された政党の支持者はその選好

を強化され、逆に「勝利の見込みなし」と予測された候補は次善の政党の候補に

乗り換える、いわゆる「戦術投票」をしようと考える傾向があったことを示唆し

ていると思われる。

　自分の支持する政党が負けそうな時にある政党を閉め出すために支持とは異な

る政党に投票するという「戦術投票」にっいては認識、投票選好とも増える傾向

にあり（表m－1－5、6）、一人しか当選しない小選挙区制の下で特に投票先

41



表皿一1－1 （イギリス）投票決定時に世論調査に注意するか（％）

実施年 1979 1983 1987

N 2435 4141 1000

ある 3 5 9

ない 97 95 91

計 100 100 100

注調査機関はSSLT，成人人口からサンプル抽出．

（質問原文）

When　you　finally　decjde（decided）「配hich　way　to　vote，

did（will）　you　take　notice　or　what　the　opinion　polls

Were（are）　Saying？
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表皿一1－2　　（イギリス）人々に対する世論調査の影響（総選挙時）（％）

実施年 1983 1985 1987 1991 1992

N 1000 約1000 約1000 1000 1000

大変影響あり 14 12 16 14 13

ある程度影　あり 28 25 26 28 22

少し影　あり 34 34 31 29 35

全く影　ない 17 22 23 23 27

わからない 6 7 4 6 3

計 99 100 100 100 100

注調査機関はSSLT，成人人口からサンプル抽出．

（質問原文）

How　much　influence　do　you　think　opinion　polls

have　on　peoPle　in　genera】　elections　－　a　lot，

a　fair　amount，a　Iittle，　or　none　at　all？
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表皿一1－3　（イギリス）人々に対する世論調査の影響（補選時）（％）

実施年 1983 1985 1987 1991 1992

N 1000 約1000 約1000 1000 1000

大変影　あり 15 11 13 11 7

ある程度影響あり 22 22 20 22 17

少し影　あり 32 32 32 30 34

全く影響ない 23 27 29 28 36

わからない 8 8 6 9 6

計 100 100 100 100 100

注調査機関はSSLT，成人人口からサンプル抽出．

（質問原文）

（1983年のみ）What　about　in　by－elections－do　opinion　polls

have　a　lot，a　rair　amount，　a　little，　or　no　jnf］uence　　at　al1？

on　people？

（これ以外は）And　what　ahout　in　by－election？

（85，　87年では末尾にaloし，arair　amount，　a　httle，　or　none　at　al1？）

9タ



表皿一1－4　（イギリス）世論調査の影響方向（％）

全体 保守支持 労働支持 連合支持

元の政党へより投票したい 7 7 8 2

血う政党への投票を考える 6 3 8 11

実際は影響なし 83 87 83 83

他の答え 2 2
一

1

分からない・無回答 2 1 2 2

計 100 100 101 99

注1987年MORI調査．　N＝1023．

（質問原文）

Have　the　opinion　polls　made　you　more　lilely　to　vote　for　your　first

choice　party，　have　they　nade　you　consider　voting　for　another　party，

or　have　they　not　had　any　real　effect　at　all？
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表皿一1－5 （イギリス）戦術投票を知っているか（％）

実施年 1983 1987

N 約100 1000

知っている 18 58

知っていない 82 38

確かではない 一
4

計 100 100

注調査機関はSSLT，成人人口からサンプル抽出．

（質閲原文）

1983：　There　has　been　talk　recently　about　what　some

　　peoPle　call　tactical　voting．　Have　you　heard　anything

about　that　recently？

1987：　IF　somebody　talked　about　”tactical　voting”，

　　woul．d　you　have　any　idea　of　what　they　were　talking　about？
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表IH－1－6 （イギリス）調査結果で嫌いな党が一番手、

三番手のとき二番手の党に対する投票（％）

好きな党が

ノミ選挙時 補選時
1983 1985 1983 1985

自分の女きな党に　執 77 70 75 71

もう一っの党を考える 14 16 14 15

投票しないことを考える 4 6 5 6

わからない 5 7 6 8

計 100 99 100 100

注いずれも調査機関はssLT．　N＝約1000．成人人口からサンプル抽出。

（質問原文）

If　the　opinion　polIs　in　a　general　election　said　that　a　party　disliked　most

was　going　to　win，　with　your　party　in　third　place，　but　that　party　in

second　place　stoog　a　chance　of　winning，　would　you　stick　to　votjng　for

the　party　in　second　place，　or　decide　not　to　vote？
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の「シフト」を引き起こす原因の・一つと考えられている。

（b）選挙世論調査公表禁止の是非

　選挙世論調査の結果を選挙期間中に公表することの是非については、いずれの

調査時でも「禁止すべき」とする意見は3割程度であり、87年以降では「禁止す

べきでない」という意見がほぼ6割を占めている（表III－1－7）。

　83年にはこの理由を聞いている。　「禁止すべき」とするサンプル群では「人々

への影響」を挙げる人が65％と圧倒的に多い。他方「禁止すべきでない」群では

世論調査が公表されても「人がどう投票するかを変えない」が35％、世論調査は

「物事がどうなっているかを指し示す」が28％と続き、さらに「自由な国だから」

という理由を挙げる人が15％となっている。このように同国の禁止論議の背景に

は、まず「人々への影響があるかないか」という意見の相違が根本にあり、さら

に禁止反対派には予測情報の利便性や報道の自由擁護を理由に挙げることが分か

る（表皿一1－8）。

　どのようなメディアで公表を禁止するかといった質問に対しては、選挙期間中

には新聞の選挙報道を禁止すべきという意見が16％で若干低いものの、放送や世

論調査による選挙予測の公表禁止は25％前後の人が賛成している。支持政党別で

は、保守党支持群よりも労働党支持群で公表禁止に賛成する割合が多い（表皿一

1－9）。

　その他、選挙世論調査の結果は、政治家が独占するよりはマスメディアによっ

て公開された方がよいとする調査結果（表皿一1－10）や、選挙世論調査の果た

す役割は、　「沢山の情報のうちの1つ」と冷静に受け取る人が一番多く、　「選挙

民に影響を及ぼし選挙結果を誤らせる」と考える人は減る傾向を示している（表

皿一1－ID。

（イ）カナダ

（a）選挙世論調査の影響度
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表皿一1－7　（イギリス）選挙期間中の世論調査の公表禁止に対する是非（％）

実施年 1983 1987 1991 1992

N 約1000 約1000 1000 1000

禁止すべき 30 29 28 29

禁止すべきでない 53 59 58 59

わからない 17 12 14 12

計 100 100 100 100

注調査機関はSSLT，成人人口からサンプル抽出．

（質問原文）

1t　is　said　that　opinion　polls　shou］d　be　banned　during　an　election

campaign．　Do　you　think　the　publication　of　opinion　polls　should

or　＄hould　not　be　banned　during　an　election？
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表皿一1－8　（イギリス）選挙期間中での世論調査の公表禁止に対する是非の理由（％）

禁止すべき （複数回答）
（％）

禁止すべきでない （複数回答）
（％）

人々を影響する傾向がある 65 人がどう投票するかを変えない 35

不正確、誤導する 16 物事がどうなっているかを指し示す 28

調査の数が多すぎる 7 自由な国だから 15

その他 13 調査には害がない 9

わからない 4 人々を影響する傾向がある 5

計 105 興味を増す 4

その他 7

分からない 5

計 108

注1983年SSLT調査，　N＝約1000．成人人口からサンプル抽出．
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表皿一1－9　　（イギリス）選挙運動期間中の各種禁止の是非（政党支持別）（％）

（1）回答者のうち「禁止すべき」を選んだ割合：

全体 保守支持 労働支持 連合支持
テレビ・ラジオの選挙報道 24 20 27 21

テレビ・ラジオでの政党の放送 25 20 27 23

新聞での選挙報道 16 10 21 14

世論調査の公表 25 17 32 29

（2）回答者のうち「禁止すべきでない」を選んだ割合

全体 保守支持 労働支持 連合支持
テレビ・ラジオの選挙報道 73 78 69 76

テレビ・ラジオでの政党の放送 72 77 69 77

新聞での選挙報道 81 89 73 84

世論調査の公表 71 79 62 69

注1987年MORI調査．　N＝iO2：3．成人人口からサンフル抽出．

（質問原文）

During　an　eLection　campaign　do　you　しhink　T．　here　shou／d　or　should　not　be：

、
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表皿一1－10　（イギリス）調査結果を公表すべきか（％）

実施年（月） 1988 1992APR 1992AUG 1993APR 19930CT 1994

N 1000 ？ 1000 ？ 1000 1001

新聞テレビで結果を公表 70 59 65 68 64 68

政治家が持ったまま 21 30 26 20 22 22

わからない 10 10 9 11 14 11

計 101 99 100 99 100 101

注調査機関はSSLT，成人人口からサンプル抽出．

　　N＝？はサンプル数不明．1992年4月，正993年及び1994年はSSLTレポートより抜粋．

（質問原文）

In　your　opinion，　during　a　general　election　campaign

，would　it　be　better：

If　the　results　of　the　survey　were　published　by

newspapers，　television，　etc，

that　they　were　kept　for　po！iticians
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表皿一1－11　（イギリス）選挙前世論調査の果たすべき役割（％）

1988 1992APR 1992AUG 1993APR 19930CT 1994

N 1000 ？ 1000 ？ 1000 1001

選挙民が明確な見取り図を得る助けに 27 17 20 22 21 27

沢山の情報の中の一っ 29 36 30 33 35 35

選挙民に影響し選挙結果左誤らせる 22 27 28 22 21 19

重要でない 17 16 15 18 15 13

これら以外 6 4 7 5 7 6

計 101 100 100 100 99 100 勺
h

注調査機関はSSLT，成人人口からサンプル抽出．

　　N＝？はサンプル数不明．1992年4月，1993年及び1994年はSSLTレポートより抜粋．

（質問原文）

From　the　following　statements，　which　is　the　one　しhat

corresponds　best　with　what　role　you　think　pre－election

public　opinion　surveys　shou！d　play？



　投票に対する世論調査の影響に関する回答を見ると、　「影響あり」とした人の

割合は89年以降14～15％で推移している（表皿一1－12）。属性別に考察した結

果では、地域差（表皿一1－13）や政党支持の差（表皿一1－14）はあまりはっ

きりしないものの、年齢差では一一貫した傾向が出ている。すなわち30代以降では

年齢層が高くなるほど「影響あり」と答える人が減り、　「影響なし」と考える割

合が高まる。20代は「影響あり」が最も多いが「分からない」も17％と多い（表

In：－　1　－15）　。

（b）選挙世論調査公表禁止の是非

　選挙運動期間における世論調査結果の公表禁止の是非に関しては、　「禁止すべ

き」とする人が3割台の前半で推移し、　「禁止反対」派は88年以降では6割弱を

占めている（表皿一1－16）。地域別に見ると、アトランティックやケベックと

いった東部地域では「禁止すべき」という意見が増加する傾向があるのに対し、

プレーリーやプリティッシュコロンビアといった中西部では「禁止すべき」とす

る意見は微減に留まっている（表皿一1－17）。年齢層別では、年齢層が高まる

にっれて「禁止すべき」とする度合いが強まる（表皿一1－18）。学歴別では高

卒で「禁止すべき」という意見が若干少ない（表皿一1－19）。

（c）公表禁止の法制化がもたらす影響

　1993年の選挙法改正により、カナダでは投票前2日間および投票日当日の投票

所閉鎖までは選挙世論調査の結果の公表が法的に禁止された。93年調査はこの公

表禁止が適用された以後の調査である。

　このタイミングで調査を行づたことは実に貴重な考察を可能にしている。とい

うのも上のような調査状況は、疑似実験計画（Qliasi－experimental　design）の一一一一一

種である「中断された時系列デザイン（lnterrupted　time－series　design）」の基

本形と見なせるからである。従って、93年調査時とそれ以前の調査時の回答比率

を比較することにより、選挙世論調査の法的規制が行われた場合、有権者の意識

に何がもたらされるのかをある程度確かめることができる。
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表皿一1－12 （カナダ）投票に対する世論調査の影響の有無（％）

実施年 1988 1989 1990 1991 1993

N 1026 1026 1025 1037 1004

ある 11＊ 15 14 14 14

ない 85 82 82 78＊＊ 85

わからない 3＊＊ 3＊＊ 4＊＊ 8＊＊ 1

計 99 100 100 100 100

注調査機関はCIPO．成人人口からサンプル抽出．

　　1989年のNは「禁止の是非」調査から流用．

　　「＊」はp〈．05で，「＊＊」はp〈．01で1993年調査時と比べて有意差の見られた項目を示す．

（質問原文）

Thinkirlg　of　your　own　vote，　do　you　think　you　have　been　irlfluenced　at　all

in　your　decision　as　to　how　to　vote　by　the　results　of　published　opinion

polls，　or　do　you　think　the　published　polls　have　had　no　influence　on　you

ata11？

（1993年のみ）Thinking　back　to　this　past　election，　did　the　results　of

published　opinion　polls　influence　the　way　you　voted？

始



表皿一1－13　（カナダ）投票に対する世論調査の影響の有無（地域別）（％）

影響ある 影響ない
実施年 1988 1990 1991 1993 1988 1990 1991 1993

N 1026 1025 1037 1004 1026 1025 1037 1004

アトランティック 13 14 10 26 85 80 80 74

ケベック 7 15 14 10 89 82 78 89

オンタリオ 13 12 18 14 82 83 76 86

プレーリーズ 12 16 15 15 82 81 76 83

ブリテイツシュ

Rロンビア 18 9 12 78 84 86

トロント市 13 79

モントリオール市 21 79

注調査機関はCIPO．成人人口からサンプル抽出．

℃
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表m－1－14　（カナダ）投票に対する世論調査の影響の有無（支持政党別）（％）

影響あり 影　なし わからぬ 計

進歩保守党支持 12 87 2 101

自由党支持 13 85 2 100

新民主党支持 8 89 2 99

注1988年CrPO調査．　N＝1026．成人人口からサンプル抽出．
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表皿一2－15　（カナダ）投票に対する世論調査の影響の有無（年齢別）（％）

影響あり 影響なし わからぬ 計

18－29歳 20 63 17 100

30－39歳 18 80 2 100

40－49歳 13 80 6 99

50－64歳 8 87 5 100

65歳以上 8 88 3 99

注1991年CIPO調査．　N＝1037．成人人口からサンプル抽出．
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表皿一1－16 （カナダ）選挙運動期間中の世論調査公表禁止の是非（％）

実施年 1980 1988 1990 1991 1993

N 1051 1026 1025 1037 1004

禁止すべき 34＊＊ 33＊＊ 36＊＊ 32＊＊ 45

禁止すべきでない 53＊＊ 59＊＊ 58＊＊ 59＊＊ 28

わからない 13＊＊ 8＊＊ 6＊＊ 9＊＊ 27

計 100 100 100 100 100

注　調査機関はCIPO．　JiSt人人1コからサンプル抽川．

　　　「＊1はp〈．05で，「＊＊」はp＜．Olで1993年調査時と比べて有意差の見られた項目を示す．

（質問原文）

（1980年のみ）Some　p（｝ople　have　suggested　thatしhe　publicati（〕n　of　public

opinion　polls　on　voter　preference　should　be　banned　in　Lhe　period

immediately　preceding　an　election．　Others　say　such　a　ban　would　be

a　denial　of　free　expression．　How　do　you　fee1？

（1993年のみ）Do　you　favor　or　oppose　the　current　law　that　bans　the

publication　of　opinion　polls　three　days　prior　to　an　electi．on？

（他の年は）Do　you　think　that　the　publication　of　opinion　polls　shou］d

be　banned　durting　an　election　campaaign　or　not？
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表皿一1－17　（カナダ）選挙運動期間中の世論調査公表禁止の是非（地域別）（％）

禁止すべき 禁止すべきでない
実施年 1980 1991 1992 1993 1980 1991 1992 1993

N 1051 1037 1025 1004 1051 1037 1025 1004
アトランティック 33 37 41 48 58 54 49 32
ケベック 33 36 41 45 53 59 51 25

オンタリオ 34 30 34 47 55 61 63 29
プレーリーズ 39 31 33 42 49 60 61 27
ブリテイツシュ

Rロンビア 32 31 30 43 49 58 65 29
トロント市 33 64

モントリオール市 40 53

O
、

注調査機関はCIPO成入人口からサンフル抽出．



禁止に賛成 禁止に反対 わからない 計

18－29歳 24 64 12 100

30－49歳 34 51 15 100

50歳以上 43 45 12 100

禁止に賛成 禁止に反対 わからない 計

18－29歳 21 70 9 100

30－39歳 27 67 6 100

40－49歳 31 60 9 100

50－64歳 45 46 9 100

65歳以上 48 44 8 100

表皿一1－18　（カナダ）選挙運動期間中の世論調査公表禁止の是非（年齢別）（％）

注1980年CIPO調査．N；1051．成人人口からサンプル抽出．

注：1991年ClPO調査。　N＝1037、成人人口からサンプル抽出

6’



禁止に賛成 禁止に反対 わからない 計

小・中学卒 42 37 21 100

高校卒 31 58 11 100

大学卒 41 52 7 100

表m－1－19　（カナダ）選挙運動期間中の世論調査公表禁止の是非（学歴別）（％）

注1980年CH）0調査．N＝1051．成人人口からサンプル抽出．
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　その結果は興味深いものである。表皿一1－12を見ると世論調査の影響の有無

については、規制実施の前後では有意差がほとんど見られない。つまり投票前数

日間の調査結果の公表禁止が施行されても、世論調査の影響を受ける人の割合は

ほとんど変わらない。しかし表皿一1－16を見ると、公表禁止の是非についての

意見は、公表禁止が法制化されると大きく変化する。すなわち公表禁止前のいず

れの調査時の回答に比べて、93年時の回答比率では「禁止すべき」や「わからな

い」と答えた割合が有意に多くなり、　「禁止すべきでない」という割合は有意に

少なくなる。過半数には達してないものの、相対多数の意見が「禁止すべきでな

い」から「禁止すべき」へと逆転したのである。

　このようにカナダの事例によれば、投票日前の数日間の選挙世論調査の公表禁

止という措置は自己報告形式による投票への影響の有無自体には重要な変化を及

ぼさない（事実、公表規制の実施された93年にも自由党の地滑り的大勝が起こっ

ている）一方、調査結果の公表規制に対する是非については相対多数の意見を

「反対」から「賛成」に一転させるほど大きく変えてしまうのである。

（ウ）ブラジル

（a）選挙世論調査の影響度

　ブラジルでは82年に2都市で影響と是非にっいて調査されている。これによれ

ば、両都市とも「投票を変えない」が8割台後半を占め、また「勝者に変える」

か「敗者に変える」かという割合はあまり変わらない（表皿一1－20）。

（b）選挙世論調査公表禁止の是非

　選挙世論調査の公表禁止の是非については、　「常時公表すべき」という意見が

7割以上で圧倒的に多かった（表皿一1－21）。

（5）まとめ

63



表m－1－20 （ブラジル）　「支持候補が有利」との世論調査公表に
対する投票先変容（％）

サンパウロ リオデジャネイロ

投票変えない 86 88

勝者に変える 6 4

敗者に変える 2 3

わからない 6 5

計 100 100

注1982年IGOP調査．サンパウロ，リオデジャネイロの

各市から600人ずつサンプルを抽出．

（質問原文）

SupPosjng　Published　public　opinion　polls　sh〔〕w　that　your

candjdate　wou】d　not　wjn．　Would　you　vote　for　him　or　would

you　move　to　another　candidate？

（If　”move”）；T〔〕　the　winner　or　to　another　candidate？
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表皿一1－21　（ブラジル）選挙前調査の公表禁止に対する是非（％）

サンパウロ リオデジャネイロ

常時公表すべき 73 77

選”前15日以外は公表 10 7

全く公表すべきでない 15 12

わからない 2 4

計 100 100

注1982年IGOP調査．サンパウロ，リオデジャネイロの

各市から600人ずつサンプルを抽出．

（質周原文）

Do　you　think　that　pre－election　polls　should　be　published　or　not？

On　the　day　before　election，　or　not　？
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　以上、　3ヶ国の世論調査結果を通覧したところ、選挙世論調査によつて自らの

投票に影響を受けたと答えた人の割合はイギリスでは3～4割台、カナダやブラ

ジルでは1割台であった。しかしこれらの割合の違いは、その国の選挙制度に起

因しているとは考えられない。もしそうであれば下院で小選挙区制を採用するイ

ギリスとカナダで割合が似かより、比例代表制を採用するブラジルと一線を画す

はずである。が、実際はそうはなっていなかった。イギリスの調査例から示唆さ

れたように、たとえば小選挙区制といった制度要因が「戦術投票」といった投票

行動を生みだしやすくなるといった傾向も存在しない訳ではなかろうが、上で見

られた割合の差が生じたのは、単にイギリスの調査では4つの選択肢を使って影

響の程度を詳しく尋ねてまとめた結果であるのに対して、それ以外の国では影響

の有無を単純に二択で聞いたからという、質問形式の違いを反映しているに過ぎ

ないからと思われる。そこで本論文では（「仮説皿一1－1）　「選挙世論調査の

影響を受ける人の割合の多寡は、その人が住む国の選挙制度とは無関係である」

を採択する。

　またイギリスやカナダでは調査が何度も行われているものの、調査された時期

の違いによって影響を受ける割合に何らかの規則性が見い出せることもなかった。

そこで（仮説皿一1－2）　「選挙世論調査の影響を受ける人の割合の多寡は、調

査のなされた時代とは無関係である」も採択することとする。

　ただし、影響を受けたと答えた人と受けなかったと答えた人の割合の値自体に

は幅があるものの、大小関係だけに注目すれば調査国や時代の違いを越えて「影

響」派は常に少数派であった。そこで（仮説皿一1－3）　「どの国においても、

選挙世論調査の影響を受ける人の割合は影響を受けない人の割合よりも常に小さ

い」を採択する。

　このように3ヶ国の世論調査結果を概観すると、選挙に関する世論調査によっ

て影響を受ける人の割合は選挙制度や調査時期の違いだけによって決定しまうも

のとは言い切れず、少数派ながらある程度の割合がおしなべて存在しているよう

である。またカナダで見られたように、公衷規制といった制度ができたとしても

投票への影響の有無自体には重要な変化が生じるわけではない。イギリスにおけ

る支持政党と影響方向との関係、そしてカナダにおけるサンプルの年齢と影響の

有無との関係において関連性が見い出されたことからしても、選挙制度や時代の
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趨勢といった有権者の属性以外の外部要因がアナウンスメント効果の影響度を強

く規定しているとは思われず、それらとは別の要因、すなわち各人をとりまく社

会経済的属性、各人が抱く政治的態度やパーソナリティなどといった要因の関与

を検討するといった方向性が、ここから導き出されるように思われる。
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皿一2　日本における選挙情勢報道の影響

（1）はじめに

　選挙情勢報道が有権者の投票意図に与える影響については、日本においても全

国レベルの世論調査の中で度々質問されている。とりわけ読売新聞の全国世論調

査では国政選挙の度に継続して情勢報道の効果が調べられており、データを時系

列で考察することも可能である。そこで本節では主にこの調査結果を用いて情勢

報道の効果がどのくらいの割合の人々に及んでいるかを把握し、次いで前節と同

様に、制度や時期といった有権者属性以外の要因がこの割合に対して強い規定力

を持っていないことを確認する。

（2）仮説

本節では以下の仮説を検証する。

（仮説皿一2－1）選挙世論調査の影響を受ける人の割合の多寡は、行われた選

挙の種類とは無関係である

（仮説皿一2－2）選挙世論調査の影響を受ける人の割合の多寡は、調査のなさ

れた時期とは無関係である

（仮説皿一2－3）選挙世論調査の影響を受ける人の割合の多寡は、調査時に提

示された世論調査の内容と関連性を持つ

（仮説皿一2－4）どの調査時においても、選挙世論調査の影響を受ける人の割

合は影響を受けない人の割合よりも常に小さい

　最初の三っの仮説は、選挙の実施年代や衆院・参院・同日選といった種類、報

道された自民党や社会党の予測内容の違いといった外部要因によって、情勢報道
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の及ぼす影響に違いが生じていたかを検討するために設定された。ただしアナウ

ンスメント効果の定義上、提示された世論調査結果の内容によって影響の度合い

は当然変わるべきだろうから、仮説皿一2－3だけは関連性の存在を前提とした。

また最後の仮説はアナウンスメント効果が常に存在しているかどうかを確かめる

ためのものである。

（3）データと手続き

　本章では主に、1980年以降の国政選挙の際に読売新聞が選挙後に実施している

全国世論調査結果を用いる（表皿一2－1）。この調査では選挙情勢報道に関し

て、次の2種類の質問が1995年衆院選時まで継続して測定されている1。

　その一一一一つは「投票日前に、新聞やラジオなどが政党や候補者の選挙情勢を報道

しましたが、あなたは、投票する候補者や政党を決めるとき、これらの情勢報道

を参考にしましたか」と尋ねて、選挙情勢の優劣などに基づいた投票意図の決定

がなされているか選択肢から択一させる設問である。もう一っは「また、投票日

の数日前に、　r自民党堅調、社会党苦戦、新進党善戦』という報道がありました。

あなたは、投票する候補者や政党を決めるとき、このような報道によって、次の

ような影響を受けましたか」　（1995年衆院選時の場合）と、政党についての選挙

予測を質問文中で具体的に提示した上で、自民党や自民以外の政党（の候補者）

に投票意図が生じたどうかを選択肢から択一させる設問である。本論文では便宜

的に前者を「情勢報道の参考度」、後者を「情勢報道の影響度」と呼び分けるこ

とにする。

　この時系列データの推移を概観を通してまず仮説皿一2－4を検討する。次い

で選挙の行われた年代や選挙の種類、自民党や社会党に関する予測内容に応じて

調査結果を分類し、その回答割合の分布に差ができるかどうかを検討することに

よって、仮説m－2－1から3を検証する。さらに朝日新聞や明るい選挙推進協

会（明推協）が実施した世論調査にっいても若干触れる。

（4）結果
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表皿一2－1　本論文で用いた読売新聞全国調査の出所

選挙 掲’日 調査日 有効回答数（回収率）

’80年同日 80年7月26日 7／12－13 2208（74％）

’83年参院 83年7月22日 7／18－20 2205（74％）

’83年衆院 84年2月13日 1／28－29 2165（72％）

’86年同日 86年8月11日 7／26－27 2228（74％）

’89年参院 89年9月16日 8／26－27 2169（72％）

’90年衆院 90年3月26日 3／10－11 2258（72％）

’92年参院 92年9月9日 8／29－30 2126（71％）

’93年衆院 93年8月8日 7／31－8／1 2154（72％）

’95年参院 95年8月11日 7／29－30 2103（70％）

’96年衆完 96年11月4日 10／26－27 1986（66％）

注　いずれも全国の有権者3000人，層化多段無作為抽出法，個別
訪問面接聴取法．
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（ア）　「情勢報道の参考度」の推移

　「情勢報道の参考度」とは、新聞やテレビで報道された「強そうだ」　「弱そう

だ」といった情勢によって投票すべき政党・候補者を決めたり、それ以前に決め

ていた政党・候補者に投票する気持ちを強めたり、あるいは棄権するようになっ

たか、また元から参考にしなかったり見聞きしなかったかどうかを尋ねた質問で

ある。っまり全体的な議席予想に対する政党選好の変化を取り上げた「影響度」

と違い、この「参考度」は個々の候補者（参院比例区では政党）に対する個別的

当落予測を見聞きしたことによる影響を確かめているものと考えられる。

　この「新聞やテレビの情勢報道を参考にする度合い」について回答比率の推移

をまとめたのが表皿一2－2である。この表をみると「弱そうと報道された政党

・候補に決めた」すなわちアンダードック効果によって投票意図が生起したと答

えた人、　「強そうと報道された政党・候補」すなわちバンドワゴン効果によって

投票意図が生起したと答えた人、そして「はっきりしたので棄権した」、すなわ

ち離脱効果か見放し効果によって棄権しようと考えた人のいずれの比率も、過去

16年を通して全有効回答サンプルの1～4％程度の範囲を推移していることが分

かる。これらの比率は非常に小さい値ではあるが、有効サンプル数が2000人前後

と多いので比率のサンプリング誤差を計算すると全て有意に0％ではないことが

分かる。すなわち選挙情勢の優劣をマスメディアで見聞きして投票意図を決定し

たり棄権したりする人は非常に少ない割合ではあるが、有権者全体を調べて見た

場合でも必ず存在していることになる。3者の合計は質問方法の異なる96年衆院

での調査結果のみが3．7％と低いのを除けば、6～10％となる。

　これらのサンプルに比べると、　「強そうと報道されていた政党・候補者に投票

する決意を一層強めた」つまりバンドワゴン効果によって投票意図が補強された

人の割合はずっと多く、1993年衆院選までは起伏を繰り返しながらも回答者の2

～3割台を占めて推移している。　このように、選挙世論調査が有権者に与える影

響としては「ピープルズ・チョイス」以来指摘されてきた「先有傾向の強化」と

いう結論が、このデータでも支持されている。しかしながら、95年参院選以降に

なると、この投票意図強化の割合も落ち込む傾向が見られる。

　そして、常に最も回答者の比率が多かったのは「特に参考にしない」と答えた
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表皿一2－2新聞・テレビの情勢報道の参考度（読売新闘全国世論調査）　（％）

投票意図の変容 80年同日 83年参院 83年衆院 86年同日 89年参院 90年衆院 92年参院 93年衆院 95年参院 96年衆院

1襲蕎差報道された候構’政
3．1 3．0 2．9 2．5 2．2 3．3 2．9 3．3 1．4 1．2

2　強そうだと報道された候補者・政

@当に’めた 3．9 3．7 3．2 3．0 4．2 3．4 3．0 2．7 2．7 1．4

3それまで考えていた候補者・政党

31．9 22．5 23．2 26．9 28．9 26．9 20．1 29．2 16．5 9．8

4　それまで考えていた候補者・政党
@の情勢がはっきりしていたので棄
@　し’ 0．7 3．6 2．0 1．9 3．2 一 2．7 2．9 4．2 1．1

5　　　に勿　こし≠かっこ
42．3 47．7 51．4 51．1 50．9 58．7 59．2 51．9 58．9 74．9

6　そのような報道を見聞きしなかっ

@た
9．5 10．1 7．3 9．4 5．7 4．6 6．0 5．9 11．0 8．1

7　答えない 8．7 9．3 10．0 4．6 4．0 3．1 5．2 3．7 4．3 3．4

8）その他 一 一 一 0．6 0．9 一 0．9 0．2 0．9 0．1

縦計 100．1 99．9 100 100 100 100 100 99．8 99．9 100

N
い

注　「一」の欄は選択肢がなかったことを示す，四捨五入しているので割合の合計が100％にならないことがある．

讐磐懸繋瑞蒼ξ叢艦建篠繍肢欝議i欝膿婁膠2蕊騒1齪欝韓蕪嚢
　　ていた」がなく，（5）は「とくに影響を受けなかった」に，（6）は「そのような報道を知らなかった」に変わっている．



サンプルであった。80年には4割強であった「参考にしない」有権者は1980年代

後半になると5割台に至り、さらに1990年代始めになると6割台に迫る。93年衆

院選でいったん下がったのち1995年以降では再び急増している。折れ線グラフに

してみると良く分かるのだが、この情勢報道を特に参考にしない人の割合の増減

は、上の投票意図強化の影響を受ける人々の割合の増減と対応している面が見ら

れる（図皿一2－1）。

　なお、1996年衆院選の結果を見ると投票意図の強化されたサンプルの比率が激

減し、反面「とくに影響を受けなかった」人は回答者の75％まで跳ね上がってい

るeしかしこの結果を解釈する際には留意が必要である。というのも、この調査

からは質問文の表現が「参考にするか」から、選挙予測を提示した上で「影響を

受けているか」と聞く形に改められているからである。次に述べる「影響度」の

設問では、　「とくに影響を受けなかった」と回答している人は今までも全体の6

～7割を占めており、　「参考にしない」サンプルでなくて「影響を受けない」サ

ンプルが当該の選択肢を選んでいるとすれば、この比率は必ずしも激増したと解

釈することはできない。

（イ）　「情勢報道の影響度」の推移

　一方「情勢報道の影響度」とは「自民党が過半数を超える勢い」といったよう

に当該選挙の全般的な議席獲得予想を質問の中に織り込んで尋ねることによって、

政党（の候補者）に対する投票意図の変化を具体的に調べようとした設問である。

投票先を自民党へ投票するように変えたか、自民党以外に投票するように変えた

か、あるいは影響などなかったか、そもそも見聞きしなかったかといった、新聞

の一面見出しに書かれるような自民・社会・新党の獲得議席数予想が政党・候補

者選択に及ぼす影響を測定していると考えられるのである。

　表皿一2－3を見ると、参考度と同様に「とくに影響を受けていなかった」と

答えた人が圧倒的に多く全回答者の6割弱～7割台を常に占めている。その推移

を見ると1980年代では弧を描くように次第に増え、1990年に77％と調査期間中で

最も大きな比率となった以降は逆に減少する傾向がある。これに対して、情勢報

道の影響を受けて「それなら自民党へ投票する」あるいは「自民党以外の政党に
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図皿一2－1　情勢報道の「参考度」



表皿一2－3　投票日数日前の報道の影響（読売新聞全国世論調査）　（°／・）

投票意図の変容 80年同日 83年参院 83年衆院 86年同日 89年参院 90年衆院 92年参院 93年衆院 95年参院

1それなら自民党（の候補者）に投票しよう
@　思った 15．8 6．3 5．8 5．3 6．5 8．6 4．7 9．1 4．7
2）それなら社会党（の候補者）に投票しよう　　思った

一 一 一 一 一 5．8 一 4．2 2．8
3）それなら日本新党（の候補者）に投票しよ　　’》思った

一 一 一 ｝ 一 一 一 5．8 一

4）それなら新進党（の候補者）に投票しよう　　思っ一

一 一 一 一 一 一 一 一 4．9

5）それなら自民党以外（の候補者）に投票し

@　L7　思った 10．2 9．9 8．5 7．主 ll．6 一 6．6 6．5 1．0
（6）それなら自民党や社会党以外の候補者に投　　　　L5ン思った

一 『 ｝ 一 一 2．4 一 一 一

7　それなら社会党以外（の候補者）に投票し
@　　’　思った 一 ｝ 一 一 一 一 一 0．6 0．5
8）それなら日本新党以外（の候補者）に投票　　　　1　黒った

一 一 一 一 一 一 一 0．6 一

9　それなら新進党以外（の候補者）に投票し　　　’　職　　一

一 一 一 一 一 一 一 一 1．1

（10）それなら棄権しようと思った 0．8 一 一 一 一 一 ｝ 0．9 一

（ll）とくに影響夕受けなかった 58．7 65．5 67．5 74．0 73．2 77．0 74．3 65．9 69．3

（12）そのような報道を見聞きしなかった 5．8 10．2 8．6 9．1 4．8 4．2 lL2 6．1 12．3

（13）その他 一 一 ｝ 一 一 一 一 0．2 一

（14）答えない 8．7 8．2 9．5 4．6 3．9 2．0 3．2 一 3．5

縦計 100 100．1 99．9 100．1 100 100 100 99．9 100．1

卜
注　　’一」の欄は選択肢がなかったことを示す，四捨五入しているので割合の合計が100％にならないことがある．

　　　但し80年データでは「自民党の候補者に投票しようという気持ちが強まった」（13．7％｝と「特に決め
　　　ていなかったが、自民党が優勢なら自民党の候補者にしようと思った，（2．1％〉
　　　の合計を（1）に，「自民党以外の候補者に投票しようという気持ちが高まった」（5，3％）と「自民党が過
　　　半数をとれるのなら自民党以外の候補者にしようと思った」（2．　1％）

　　　とJ特に決めていなかったが、自民党以外の侯補者にしようと思った」（2，8％）の合計を（5）に，「自民
　　　党が過半数をとれるのなら投票しなくてもよいと思ったt（0．8Y・）を（10｝に再分類した．

　　　また93年データでは「答えないtは「そのような報道を見聞きしなかった1に含まれる、

なお、各々の選挙時の報道内容は以下の通り．

’80年同日1「自民党が衆議院でも参議院でも過半数を維侍しそうだ一

’83年参院：「自民党が過半数を維持しそうだ」

’83年衆院；「自民党が安定多数を維持しそうだ一

’S6年同日：「自民党が衆議院で過半数あるいは安定多数を超えそうだ二

’89年参院：「参院で自民党の過半数割れ必至、社会党倍増の勢い」

’90年衆院：「自民党が過半数を確保、社会党も躍進の勢い」

’92年参院；「自民70議席前後の公算．社会・連合伸び悩み、

’93年衆院：冶民党公示前を上回る公算、社会党苦戦、日本新党躍進一

’95年参院：「自民党堅調、社会党苦戦、新進党善戦」

’96牢衆院：「自民党過半数に迫る、新進党伸び悩む、民主党50議席台、共産党堅調」

（’96年衆院時の調査では質問がなかった）



投票する」と答えた人の比率は起伏を繰り返しながらそれぞれ1割台の周辺を推

移している。自民党への投票生起は1980年同一選時の調査結果で最も多く、他方

自民党以外への投票生起は日本新党への投票変更といった選択肢が新たに質問に

加わつたためか、1993年のデータで調査期間中最大となった。さらに両者を比べ

ると、この1980年と1990年の事例を除けば、自民党以外へ投票するように影響さ

れた人の割合は自民党へ投票するように影響された人の割合よりも有意に大きい

（図皿一2－2）。

　なお、これらの投票意図に対する影響をアナウンスメント効果として分類する

ためには、提示された選挙予測内容と投票意図の変化とを関連づけて考えなくて

はいけない。　しかし後に述べるように、調査ごとの自民・社会党の議席予測にお

ける優劣の違いは、上で挙げたような投票意図の生起割合の間に明確な差を見せ

ていない。

（ウ）その他の調査結果の概観

　ここで「参考度」や「影響度」以外の調査結果についても簡単に触れておく。

　まず読売新聞が1992年に実施した全国世論調査では、選挙期間中の予測報道の

是非を尋ねている（表皿一2－4）。ここで、全回答者のうち46％の人は「新聞

報道は当然」と答えており、　「選挙結果に影響を与えるので問題だ」と答えたり

「どちらとも言えない」と答えたサンプルの2倍の人数を占めている2。なおサ

ンプルの属性別に考察してみると、　「当然」派は50歳代後半、内閣や自民党を支

持する人で有意に多く、民社支持者や内閣・政党支持がなかったり答えない人で

少なかった。一方「問題」派は大都市居住者や男性で有意に多く、九州居住者や

女性、労務・サービス職や主婦以外の家庭婦人で少なかった。

　読売新聞以外が行った全国世論調査としては、まず1979年に朝日新聞が行った

全国世論調査の結果を取り上げる。アナウンスメント効果が学術的に検討され最

初の時期に行われたこの調査では、　「自民党が安定多数を取りそう」　（実際の選

挙結果は過半数割れだった）という報道で投票先を変えた投票者は全サンプルの

3％、影響を受けた棄権者も1％しかおらず、合計4％の割合しかいなかった。

しかし、投票変更者に限ればその3分の2の人は「自民党の安定多数限止」をそ
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図m－2－2　情勢報道の「影響度」

畳自民党（の候補者）に

o自民党以外（の候補者）に

▲特に影響を受けなかった

　報道を見聞きしなかった

◇その他

　答えない

注　表皿一2－3をグラフ化した．
なおこの図では「自民党以外へ…」
の項目に社会党，日本新党，新進党へ
投票しようと思った人の割合も加算
した．これ以外は「その他」に含め
た．
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表皿一2－4　選挙の期間中、新聞に掲載される世論調査による選挙情勢の
予測報道の是非（読売新聞全国iLF論調査）　（％）

総計

有権者の動向を正
mに伝え、有効な
ｻ断材料を提供す

ｱとは轍騨

有権者にr断を与
ｦ、選挙結果に影
ｿを与える恐れが
ｦ7の・　子1’だ 捗F　　雪えー 倣えない

全’ 2146 46．3（％） 23．8（％） 246（％） 5．4（％）

北海’首・東北 277 51．6 22．4 23．8 2．2　一

関東 634 45．3 26．8 23．0 4．9

中部 362 47．0 26．8 21．8 4．4

近畿 397 46．6 24．4 24．4 4．5

中・四国 224 46．9 27．2 21．4 4．5

九州 252 4】．3 9．1　－一 36．1十十 13．5　十十

大　市 423 47．8 28．4　十 21．0 2．8　一

中都市 803 44．7 22．2 26．3 6．8

小‘市 418 51．2 22．7 21．5 4．5

町村 502 43．6 23．3 27．3 5．8

男 1008 47．1 27．4　十 22．8 2．7　－一

女 ll38 45．6 20．6　一 26．1 7，7　十

20－24歳 172 46．5 19．8 28．5 5．2

25－29歳 138 49．3 23．2 26．1 1．4　一

30－34歳 168 43．6 22．1 32．5　十 1．8　一

35－39歳 184 45．1 23．9 23．9 7．1

40－44歳 262 43．5 26．7 26．7 3．1

45－49歳 248 47．2 27．4 22．2 3．2

50－54歳 240 41．7 27．9 23．3 7．1

55－59歳 222 54，1十 2i．6 19．8 4．5

60歳代 345 46．7 23．5 24．1 5．8

70歳代以L 172 46．5 17．4 21．5 14．5　十十

小・中学校病 571 44．3 2】．0 25．9 8．8　十十

高校卒 1106 46．0 24．1 24．8 5．1

人学卒 469 49．5 26．2 22．4 1．9　－一

自営業 392 48．5 25．8 20．9 4．8

給与生活者 969 45．4 25．5 25．6 3．5　一

無職者 785 46．4 20．6 25．1 7．9　十

農林水産業 133 47．4 20．3 22．6 9．8　十

商工サービス業 239 50．2 28．0 19．7 2．1一
自由業 20 35．0 35．0 25．0 5．0

鱗理・一一門職 112 49．1 29．5 21．4 0．0　一

事務・技術職 381 47．2 24．7 24．4 3．7

労務・サービス職 476 43．1 12．5　－一 27．5 4．2

主婦 507 45．4 20．3 27．2 7．1

主婦以外｛庭婦人 103 40．8 ］4．6　一 26．2 18．4　十十

学生 34 52．9 32．4 14．7 0．0

その他・無職 M1 52．5 23．4 19．1 5．0

内閣支持する 721 53，3　十十 20．4 22．1 4．3

内閣支持しない 】091 46．0 26．6 24．3 3．1一
内閣その他 40 35．0 32．5 30．0 2．5

内閣DK・NA 294 32．0　－一 20．4 31．0　十 16．7　十十

自民支持 954 51．5　十 21．5 22．4 4．6

社会支持 280 47．9 21．8 23．6 6．8

公明支持 76 48．7 27．6 18．4 5．3

共産支持 28 39．3 35．7 21．4 3．6

民祉支持 50 32．0　一 28．0 38．0　十 2．0

祉民連支持 5 40．0 40．0 20．0 0．0

その他支持 15 40．0 26．7 33．3 0．0

支持政党なし 690 41．6　一 25．8 27．2 5．4

支持DK・NA 48 20．8　－一 31．3 29．2 18，8　十十

注　　「＋」　「一」ならばpく．05で，「什」　「一一」ならばpく．01で，全体比率との間に有意差．

　読売新聞92年10月16日（9／26－27調査iN＝2146有効回答率72％）

　全国の有権者3000人，層化多段無作為抽出法，個別訪問面接聴取法．
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の理由としており、アンダードック的な反応が示されている。一方、棄権者中で

「支持する人が当選確実だった」ことを理由とした人は1割強、　「支持する人が

当選の見込みがなかった」ために棄権した人はいなかった（表皿一2－5）。

　また1987年に明推協が行った全国世論調査は、一回ごとの選挙についての影響

ではなく、それまでの選挙において受けた選挙情勢報道の累積的経験を訊ねてい

るところが特徴である。その結果、投票動員、投票選好ともに「よく」と「時々」

を合わせて1割前後の人が変容させている。一方で、選挙結果が予めわかってし

まうような無風選挙の時でも6割以上が投票に行くとし、また自分の支持する政

党や候補の勝つ見込みがなくても、6割弱の人にとっては投票することは無駄で

はないと考えられている（表皿一2－6）。

（エ）外部要因の及ぼす影響の検討

　最後に1980年から1995年までの過去9回分の読売全国世論調査の結果を用いて、

選挙の行われた年代や選挙の種類、また自民党や社会党に関する予測内容の違い

によって、回答割合に差があるかを調べた。ただし1996年衆院選時の調査結果に

ついては質問文がそれまでと変えられているので、ここでの分析では除外した。

　具体的な比較の手順は次の通りである。一つ一つの調査結果の比率からはその

サンプル誤差が統計的に推定できるので、有意水準を5％としてまずこれを計算

する。すると真の回答比率が含まれる範囲（つまり全ての有権者に聞いた場合の

回答比率が含まれる範囲）を示すことができる。これは調査比率の値の両側にサ

ンプル誤差の分だけ少し広がった「幅のある」値になっている。単に点としての

調査比率が、各々の調査結果を実施年代・選挙種類・予測内容の違いで分類した

時にどう散らばっているかを見るのでなく、このような幅を持った範囲がどう散

らばっているかを見るのである。

　さて、各々の調査結果は以下のような分け方で分類される。すなわち実施年代

にっいては「1980年代」か「「1990年代」の2分類、選挙種別にっいては「衆参

同日選」　「衆院選」　「参院選」の3分類、自民党に関する予測内容については

「過半数を越えない」か「維持もしくは越える」の2分類、そして社会党に関す

る予測にっいては「苦戦・伸び悩み」か「倍増・躍進の勢い」の2分類に分けた
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表皿一2－51979年衆院選追跡調査（朝日新聞）

問（「投票した」82％の人に）投票日まえに「自民党が安定多数を取りそう」という報道が

ありました。この報道で、あなたは投票する政党を変えましたか。

全体（％）　全投票者中（％〉

変えた 3 4

変えなかった 75 91

報道を知らない 3 4

その　・答えない 1 1

問（「変えた」3％の人に）それは、この報道で安心したためですか。

それとも自民党の安定多数を阻1ヒするためですか。

全体（％）　全変更者中（％）

安心したため 1 33

自民安定多数阻止のため 2 67

その他・葱えない 0 0

問　（「投票しなかった」17％の人に）投票日まえに「自民党が安定多数をとりそう」という

報道がありました。あなたが投票しなかったのは、この報道が影響したのでしょうか。

全体（％）　全棄権者中（％）

影　した 1 6

影　しない 14 82

報道知らない 1 6

その他・答えない 1 6

問（「投栗しなかった」17％の人に）そのほか、この中に、あなたが投票しなかった理由

近いものがありましたら、一つだけあげて下さい。

全体（％）　全棄権者中（％）

投票したいが恰がつかなかったから 7 41

投票したい人がいなかったから 3 18

選挙には　心がないから 3 18

支持する人が当選確実だったから 2 12

支持する人が当選の見込みがなかったから 0 0

その他・答えない 2 12

注　朝日新聞1979年11月8H（10／29－30調査有効回答率89．1％）

　　全国の有権者3000人，層化無作為二段抽出法で選挙前に行った全国調査の

　　有効回答者2574人（明示されなかったので有効回答率より計算）にパネル調査した．
　　面接法．
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表皿一2－6　選挙に関する全国意識調査（明推協1987年）

Q9（Dよく選挙前に新聞などで、　「自民党大勝」とか、　「与野党伯仲」などび）選挙結果

のf’測が発表されます。あなたはそれをごらんになって投票に行くことをやめたこと

がありますか。　　　　　　　　　　　（％）

よくやめたことがある 2．1

時々やめたことがある 7．5

やめたことがない 83．7

わからない 6．8

Q9（2）それでは、あなたはその選挙結果の予測をごらんになって投稟する政党や候補者を

変えたことがありますか。　　　　　　　（％）

よく変えたことがある 1．5

時々変えたことがある 10．2

変えたことがない 82．7

わからない 5．6

Q】0（Dあなたは選挙の結果が予想できるような無風選挙の場合、投票に行きますか。

それとも棄権できますか。しいていえばどうでしょうか。
（％）

無風選挙でも投票に行く 61．4

投票してもあまり意味

ｪないので棄権する 15．2

一概に言えない 19．9

わからない 3．5

Ql1（1）「自分の支持している政党や候補者が勝つ見込みがないときには、投票しても

無駄である」という意見ついて

　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

そう思う 3．7

どちらかといえばそう思う 6．2

どちらとも言えない 12．6

どちらかといえばそうとは

vわない 15．5

そうは思わない 58．4

わからない 3．6

注　全国の20歳の男女3000人，層化二段無作為抽出法，面接調査．

　1987年1／28－2／3調査．N＝2321（有効回答率77％）。
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3
。

　最後に分類分けした各デー一タの「範囲」がどのように散らばっているか、いわ

ば「範囲の分布範囲」を集計する。この集計結果が表皿一2－7である。これを

見て、分類分けしたグループ間でその分布範囲が互いに重なっていなければ、回

答割合には歴然とした差が存在していると解釈するのである。

　解釈の具体例を示そう。例えば、選挙の行われた年代が1980年代であるか1990

年代であるかの違いが「弱そうだと報じられた候補者・政党に決めた」人の割合

に差を生み出しているかを判断する時を考える。最初に弱そうな政党・候補に入

れた人の割合から各々のサンプル誤差を計算し、真の比率が含まれる範囲を定め

る。そうして計算した「範囲」が分布している範囲を集計すると、1980年代に行

われた5っの調査結果にっいて誤差幅を含めた回答比率の分布範囲は1．6％から3．

8％の間になった。同様に1990年代に行われた4つの調査結果の真の比率の範囲

が分布するのは、O、9％から4．i％の間であった。この両者の範囲を比べて、仮に

1980年代の範囲よりも1990年代の範囲の方が重なることなく完全に大きな値とな

っていれば、90年代の方が弱そうな候補・政党に入れる人の割合が確かに増えて

いると判断することができる。しかし実際は両者に重複部分があるので、1980年

代の調査結果の分布範囲と1990年代の分布範囲との間に大小関係をはっきり断定

することはできない。従って、　「弱そうだと報じられた候補者・政党に決めた」

人、すなわちアンダードック効果に基づく投票意図生起が起こった人の割合は選

挙の実施年代と関係があるとは言えない、と解釈するのである。

　このような手順で表皿一2－7の各項目を検討したが、項目ごとの真の割合の

分布範囲が互いに重ならなかった事例は全くなかった。すなわち、調査対象とし

た1980年から1995年までの国政選挙にっいては、選挙の実施年代やその種類、自

民党や社会党に関する獲得議席予想の違いといった状況的要因によって、情勢報

道の参考度や影響度の間に明確な差は生じなかったと言える。

（5）まとめ

　以上、本論文で考察した世論調査の結果によれば、情勢報道を参考にしない人

は1980年から1995年までの全ての国政選挙において増減はあるものの全体の4～

曾z



表皿一2　7　状況要因で分類した回答比率の真の範囲が分布する範囲（読売新聞
全国世論調査　1980年～1995年）

A）年代別

80年代 90年代
参 弱そうだと報じられた候補者・

ｭ党に決めた 1．6　～　　3．8 0．9　～　　4．1

考 強そうだと報じられた候補者・
ｭ党に決めた 2．3　～　　5．0 2．0　～　　4．2

度
それまで考えていた候補者・政
}に投票する決意（気持ち）を
一層強めた 20．8　～　33．8 14。9　～　31．1

とくに参考にしなかった 40，2　～　53．5 49．8　～　61．3

そのような報道を見聞きしなか
った 4．7　～　11．4 3．7　～　12．3

影 それなら自民党（a）候補者）に
兜[しようと思った 4．4　～　17．3 3．8　～　　10．3

響
それなら自民党以外（の候補者）に投票しようと思った

6．0　～　　13．0 5．5　～　18．1
度 とくに影響を受けなかった 56．7　～　75．8 63．9　～　78．7

そのような報道を見聞きしなか
った 3．9　～　11．5 3．4　～　13．7

B）選挙種別
同日選 衆院選 参院選

参 弱そうだと報じられた候補者・
ｭ党に決めた 1．9　～　　3．8 2．6　～　　4．1 0．9　～　　3．7

考 強そうだと報じられた候補者・
ｭ党に決めた 2．3　～　　4．7 2．5　～　　4．2 2．0　～　　5．0

度
それまで考えていた候補者・政
}に投票する決意（気持ち）を
層強めた 25．1　～　33．8 25．1　～　31．1 14．9　～　30．8

とくに参考にしなかった 40．2　～　53．2 49．8　～　60．7 45．6　～　61．3

そのような報道を見聞きしなか
った 8．2　～　10．7 4．9　～　　8．4 4．7　～　12．3

影 それなら自民党（の候補者）に
兜[しようと思った 4．4　～　17．3 4．8　～　　10．3 3．8　～　　7．5

響 それなら自民党以外（の候補者
jに投票しようと思った 6。0　～　11．5 7．1　～　18．1 5．5　～　13．0

度 とくに影響を受けなかった 56、7　～　75．8 63．9　～　78．7 63．5　～　76．2

そのような報道を見聞きしなか
った 4．8　～　10。3 3．4　～　　9．8 3．9　～　13．7
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C）自民党に関する予測
過半数越えない 過半数維持・越える

参 弱そうだと報じられた候補者・
ｭ党に決めた 0．9　～　　4．1 1．9　～　　4．0

考 強そうだと報じられた候補者・
ｭ党に決めた 2．0　～　　5．0 2．3　～　　4．7

それまで考えていた候補者・政
度 党に投票する決意（気持ち）を

一層強めた 14．9　～　31．1 20．8　～　33．8

とくに参考にしなかった 48．8　～　61．3 40．2　～　60．7

そのような報道を見聞きしなか
った 4．7　～　12．3 3．7　～　11．4

影 それなら自民党（の候補者）に
褐Iしようと思った 3．8　～　10．3 4．4　～　17．3

響 それなら自民党以外（の候補者
jに投票しようと思った 5．5　～　18．1 6．0　～　ll．5

度 とくに影響を受けなかった 63．9　～　76．2 56．7　～　78．7

そのような報道を見聞きしなか
った 3．9　～　13．7 3．4　～　11．5

D）社会党に関する予測
苫戦・伸び悩み 倍増・躍進の勢い

参 弱そうだと報じられた候補者・
ｭ党に決めた 0．9　～　　4．1 1．6　～　　4．0

考 強そうだと報じられた候補者・
ｭ党に決めた 2．0　～　　3．7 2．7　～　　5，0

度
それまで考えていた候補者・政
}に投票する決意（気持ち）を
一層強めた 14．9　～　31．1 25．1　～　30．8

とくに参考にしなかった 49．8　～　61．3 48．8　～　60．7

そのような報道を見聞きしなか
つ　｝ 4．9　～　12．3 3．7　～　　6．7

影 それなら自民党（の候補者）に
兜[しようと思った 3．8　～　10．3 5．5　～　　9．8

響 それなら自民党以外（の候補者
jに投票しようと思った 5。5　～　18．1 7．1　～　13．0

度 とくに影響を受けなかった 63．9　～　76．2 71．3　～　78．7

そのような報道を見聞きしなか
った 5．1　～　13．7 3．4　～　　5．7

注　まず調査比率からサンプル誤差を計算し（有意水準5％），真の比率の含まれる範囲を定める．
　　次に当該分類に属する調査結果の真の割合の範囲が分布している範囲を集計し、その最小値～
　　最大値を記載した．この最小・最大の範囲が互いに重ならなければ，項目ごとの回答割合の間に
　　差が存在していると解釈する．

　　自民予測で「過半数越えない」は89，92，93，95年，「過半数維持・越える」は80，　83参，83衆，86年．

　　祉会予測で「苫戦・伸び悩み」は92，93，95年，「倍増・躍進の勢い」は89，90年．

　　90年衆院選で「それなら自社以外～」の割合は「それなら社会党（の候補者）に投票しようと
　　思った」と「それなら自民党や社会党以外（の候補者）に投票しようと思った」の合計．
　　93年衆院選で「それなら自社以外～」の割合は「それなら社会党（び）候補者）に投票しようと
　　思った」と「それなら日本新党（の候補者）に投票しようと思った」と「それなら自民党以外
　　（の候補者）に投票しようと思った」の合計．
　　95年参院選で「それなら自社以外～」の割合は「それなら社会党（の候補者）に投票しようと
　　思った」と「それなら新進党（の候補者）に投票しようと思った」と「それなら自民党以外（
　　の候補者）に投票しようと思った」の合計．
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6割を占めており、さらに投票政党の選択にっいても6～8割の人は特に影響を

受けないと答えている。何らかの参考にしている場合も有権者が予め抱いていた

投票意図を補強された人の割合が格段に多く、候補者などの選挙情勢を参考にし

て新たに投票意図を抱いたり棄権しようと考えるようになった人の割合はいずれ

も一桁台のパーセントと僅かである。

　しかしながら各種の意図変化の生じた回答者の割合を足し合わせると全期問を

通じて大体1割前後になり、さらに投票意図が補強された人の割合を加えると情

勢報道を見聞きして何らかの意図変化が起こった人の割合は3～4割程度になる。

影響度の方で見ても、自民党や自民党以外の政党に投票意図を生起もしくは変更

させた人の割合を合計すると1割～2割くらいになる。このように質問文や選択

肢の違いによって影響を受ける人の割合の値自体には幅があるが、大小関係のレ

ベルで見ればやはり影響を受けると答えた人は常に比較少数ながら存在している

ようだ。そこで（仮説皿一2－4＞　「どの調査時においても、選挙世論調査の影

響を受ける人の割合は影響を受けない人の割合よりも常に小さい」は本節におい

ても採択することとする。

　また選挙の実施年代やその種類、自民党や社会党に関する獲得議席予想の違い

といった状況的要因の違いごとに分類して回答比率の真の値の範囲の大小関係を

調べたところ、どの項目においても範囲の聞には重複部分が存在していて情勢報

道の参考度や影響度の間に明確な差は見い出せなかった。このことから本論文で

は（仮説皿一2－1）　「選挙世論調査の影響を受ける人の割合の多寡は、行われ

た選挙の種類とは無関係である」と（仮説皿一2－2）　「選挙世論調査の影響を

受ける人の割合の多寡は、調査のなされた時期とは無関係である」を採用する一一

方、　（仮説皿一2－3）　「選挙世論調査の影響を受ける人の割合の多寡は、調査

時に提示された世論調査の内容とは関連性を持つ」を棄却する。つまり、時期や

選挙の種類、選挙予測の内容といった外部的な状況要因だけではアナウンスメン

ト効果の影響の多寡を説明するのが難しく、やはり以下で検討していくような有

権者のいろいろな属性を検討していく必要性がここからも示唆されるのである。

　ただ、　（仮説皿一2－3）まで棄却することになったのは大事（おおごと）で

ある。選挙予測の内容までも無関係となると、これはもうアナウンスメント効果

とは言えない。アナウンスメント効果が提示内容に左右されて生じる意図変化で
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あったことに立ち戻れるならば、このような予測内容に連動しない「意図変化」

を何とか取り除く工夫が必要となろう。この問題に関しては次章において分散分

析を使うという形で対応されることになる。
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IE－3　選挙世論調査の規制と社会経済変数および政治制度の関係

（1）はじめに

　前節まで見たように、世論調査の結果を通覧すると、比較少数派ながら常にあ

る程度の割合の人数が選挙世論調査の「影響」を受けている。このような事実に

基づけば、選挙世論調査のアナウンスメント効果とは、国の違いを超えて人間の

政治心理に関与する普遍的な現象であるようにも思われる。しかしながら適当な

世論調査結果を見つけることができた国の数は日本を含めて4ヶ国だけで、必ず

しも全ての国でアナウンスメント効果に関する世論調査が実施されている訳では

ない。より多くの国においてアナウンスメント効果の状況を比較するためには、

どのような変数に注目すればよいであろうか。

　本節では試みの一つとして「選挙世論調査を規制しているか否か」という変数

に注目して議論を進めることにする。というのも、ある国で選挙に基づく世論調

査の実施や公表が法的に規制されているということは、その国の国民あるいは政

治的指導者が選挙世論調査が引き起こす「影響」に気づいており、さらに規制を

課すほどその「問題」性が強かったことを意味していると考えたからである。こ

の規制の有無は各国の法制度を照会すれば、ある程度調べがっく。そこで調査規

制の有無がどのような種類の社会経済要因や政治制度によって説明できるのかを

検討することによって、世論調査結果の及ぼす影響に寄与する政治・経済・社会

要因の解明に対してもいくらかの助けにしたいと思う。

　アナウンスメント効果と社会経済要因の関係にっいては、前述したようにいく

っかの先行研究や言及がある。たとえばアメリカではホワイトカラー層は提示し

た世論調査結果の方向に、逆にブル・・一カラー層は結果と反対の方向に選好が変化

する（Navazio　1977）といった実験結果がある。日本国内での調査データからは、

大都市住民ほど世論調査を見て投票行動を変える傾向が見受けられている（明る

い選挙推進協会1987）。さらに実証されてないが、女性の方がアナウンスメン

ト効果を受けにくい（青木1991）という言及もある。さらに各国議会における論

議では、規制反対の理由の一っとして「言論の自由」がしばしば挙げられている

（亀ヶ谷1993）ことから、この権利が尊重されている国ほど規制が設けられな
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いことも予想できる。

　これらの先行研究を踏まえて仮説を設け、以下選挙世論調査の法的規制のある

国はどのような政治・経済・社会的特徴があるかにっいて考察を進める。

（2）仮説

　以上の問題意識に基づいて、どのような社会・経済変数や政治状況に関する変

数が、その国で選挙に関する世論調査が規制されているか否かを説明できるのか

に関して、以下の仮説を検証する。

（仮説皿一3－1）男性人口の多い国では、選挙世論調査に開する規制が行われ

る傾向がある

　この仮説を設定したのは青木（1991）が言及しているように男性がアナウンス

メント効果を受けやすいとしたら、男性の多い国で選挙世論調査が問題化し規制

されるようになると思われるからである。

（仮説皿一3－2）生産年齢人口の多い国では、選挙世論調査に関する規制が行

われる傾向がある

（仮説皿一3－3）第三次産業人口の多い国ほど、選挙世論調査に開する規制が

行われる傾向がある

（仮説皿一3－4）都市化が進んだ国ほど、選挙世論調査に関する規制が行われ

る傾向がある

（仮説皿一3－5）経済水準が向上した国ほど、選挙世論調査に関する規制が行

われる傾向がある

（仮説皿一3－6）衛生・福祉水準が向上した国ほど、選挙世論調査に関する規
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制が行われる傾向がある

（仮説皿一3－7）国内の晟族多様性が高まった国ほど、選挙世論調査に関する

規制が行われる傾向がある

　これらの仮説を設定したのは、社会が高度・多様化し生活水準が向上した国ほ

ど「支持なし」層など政治選好の流動的な有権者が生まれており、彼らが世論調

査結果を判断材料にすることにより世論調査の「影響」が顕在化したために規制

が設けられるようになると考えたからである。

（仮説皿一3－8）マスメディアが発達していない国ほど、選挙世論調査に関す

る規制が行われる傾向がある

（仮説皿一3－9）報道の自由が尊重されていない国ほど、選挙世論調査に関す

る規制が行われる傾向がある

　これらの仮説を設定したのは、各国での議論でマスコミの反対や、報道の自由

の主張が規制の反対理由として多く挙がっていたからである（亀ヶ谷，1993）。

（仮説皿一3－10）政治的権利が尊重されていない国ほど、選挙世論調査に関す

る規制が行われる傾向がある

　この仮説を設定したのは、選挙権や人権一般にっいて尊重されていない国ほど、

選挙自体の規制も増え、選挙世論調査にも規制がなされると思われるからである。

（仮説皿一3－ll）大陸法の影響下の政治制度を導入している国ほど、選挙世論

調査に関する規制が行われる傾向がある

　この仮説を設定したのは規制の有無を調べたところ、規制のない国はウェスト

ミンスター型の政治システムが導入されていることが多く、一方規制のある国は



ヨーロッパ大陸の諸国が多かったように思われたためである。

（3）データと手続き

　調査の対象とした国は1995年3月現在で、選挙に関する世論調査の実施や公表

に対する規制の有無が判明した国のうち1、他国と共通する社会経済指標の乏し

かった台湾とリヒテンシュタインを除いた54ケ国である（表皿一3－1）。そし

て従属変数として、規制がある国を「1」、ない国を「0」としたダミー変数を

作成した。

　一方、独立変数は25項目とし、人間相手の調査でrフェースシート」にあたる

ような項目や、その国の特徴を区別できるような変数を選んだ。すなわち、性別

に当たるものとして「男性人口比」、年齢に当たるものとして「15－64歳人口比」、

職業構成に当たるものとして「第一次～三次産業従事者人口比」を採用した。ま

た都市化の程度を見るたあには「都市人口比」、衛生・福祉水準を見るためには

「乳児死亡率」や「自然人口増加率」、民族の多様性を見るためには「民族的同

質性指標」、経済水準を見るためには「千人当たりGDP」や「消費者物価指数の

順位」2、　「収入上位10％の世帯が受け取った国民支出の割合」　「失業率」を用い

て、その国の特徴づけを行った。またマスメディアの発達程度を測定するために

千人当たりの「新聞用紙消費量」　「テレビ所有数」　「ラジオ所有数」を調べた。

　政治状況については、フマーナが評定した「人権指数」と、この下位尺度で報

道の自由に関係する「報道の検閲を受けない権利」　「平和的に政治を批判する権

利」　「複数選挙で秘密投票する権利」　「新聞・出版・放送の自律性に対する権利」

といった諸権利の尊重度を変数として採用した。また制度との関係では、選挙制

度に関して「下院選挙で比例制を導入しているか否か」と、政体に「議院内閣制

を用いているか否か」をダミー変数化して用いた（各指標の出典は表皿一3－2

の注に記した）。

　以上の変数をそろえた後で、まずこれらの変数の順位平均値が調査規制の有無

の違いによって有意差を生じているかどうかについて、　「比例制導入」および

「議院内閣制導入」との関連に関してはx2検定を、これ以外の変数については

クラスカル＝ワー一・一リス検定を行った。ノンパラメトリック検定を用いたのは、い
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表m－3－1各国の選挙世論調査に対する法的規制…覧（アイウエオ順）

1．規制なし（39ケ帽）
アイスランド、アイルランド、アメリカ、アルゼンチン、イギリス、イスラエル、
イラン、インド、インドネシア、エジプト、オーストリア、オランダ、
ガボン、ギリシア、キプロス、クウェート、ケニア、シンガポール、スイス、
スウェーデン、スーダン、タイ、チリ、デンマーク、口本、ニュージーランド、ノルウェー、
パキスタン、パプア・ニューギニア、バングラディシュ、フィリピン、フィンランド、
ブラジル　ホンジュラス、マリ、マレーシア、南アフリカ　メキシコ　ヨルダン

2．規制あり （15ケ国）

イタリア 選”世論調査の公表禁止（投票前15日間）

オーストラリア 牌’竭Oの水【一一』正2時から’遂終了まで「’”事項　の放送禁止

カナダ 選挙世論調査の公表禁止（選挙日前の金曜夜】2時から投票終了（刀曜）まで）
玉 人気　票　の禁止　旦し’’”‘動に　，、しない世郵言査報’は盛ん）

コロンビア ’挙†猛論調査の公表禁止（投票前30日間）、調査方法などの明示

スペイン 選挙世論調査の公表禁止（投票前5日間）、調査方法などの明示、

?尅I鱗が鱗掌
セネガル 世論調査の実施禁止（’挙期間中＝2週問）

チェコスロバキア 選挙世論調査の公表禁止　投票前6日間）　（チェコになっても継続）

ドイツ 投票終了前の出口調査結果の公表禁1ヒ（選挙世論調査自体は盛ん）

ハンガリー 選挙世論調査の公表禁止（投票前8日隅）

フランス 選挙世論調査の公表禁量ヒ（投票前1週間）、調査方法などの明示、

｢論調査委　会の設置・管掌
ペルー 世論調査の実施禁止（投票前1週間）

ベルギー 調査方法などの明示、世論調査委員会の設置・管掌
i選し’一世論調査の公表禁止　投票前30目間）条項は91年に廃止）

ポルトガル 選挙世論調査の公表禁止（投票前1週間）、調査方法などの明示、
ﾄ督機関（AACS）の設置・管掌（但し罰金を払って禁止期間中に調査

距｢　発表する　’　　も子在
ルクセンブルグ ’挙世払調査の公表禁止　投票前1月間）

注

（D調査対象は82ヶ国。民主的選挙を実施している国の中で，マスメディアの普及度などを勘案して筆者が選定した．

有効回答は1995年3月現在で56ヶ国（有効回答率68％）．全て，在日大使館や本国政府に照会して規制の有無を

確認した．なお大使館で調ぺがつかず，本国政府からの返答も来なかったために確証の取れなかった国は以下の通り．
アルシーt：リア，ウルグアイ，エクアドル，カメルーン，カ“ンビア，グアテマラ，コスタリカ，コートジボワール，シリア，スリランカ，チェニジア，ドミニカ，

トルコ，ナィシー’エリア，ネバ一ル，パナマ，バラク“アイ，フでジ一，ベネス寸エラ，ボリヒ“ア，ミクロネシア連奔区，モロッコ，モンコ’tル

（このうちトルコについては，1991年総選挙時の現地新聞において選挙世論調査の結果が規制なく報じられていた

ことを確認している．）

（2）表に掲載された他に，タンザニア，ブルガリア，ポーランドの各国からは「選挙制度が流動的なため良く分からない」

旨の回答を得た．

（3）台湾とリヒテンシュタインでも「規制なし」が確認されているが経済指標などが揃わず本論文の分析対象から外した．
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ずれの変数も正規分布しているとは言いがたかったからである。そして変数同士

の影響の大小を比較するために重回帰分析も行った。

（4）結果

　各変数ごとの関連性を測定するために、規制の有無を水準としたクラリカル＝

ワーリス検定およびX2検定を行った結果が表田一3－2である。

　まず男性比について見ると、規制のある国ではその割合が有意に小さい。っま

り規制のある国では女性人口が多い傾向がある。性差によるアナウンスメント効

果の影響差に関しては上で述べた通り指摘されていたが、その方向性は仮説と逆

向きであった。このため（仮説皿一3－D　「男性人口の多い国では、選挙世論

調査に関する規制が行われる傾向がある」は棄却する。

　次に生産年齢人口比に関しては、規制のある国でその割合が有意に大きかった。

そこで本節では（仮説皿一3－2）　「生産年齢人口の多い国では、選挙世論調査

に関する規制が行われる傾向がある」を採択する。生産年齢人ロが多いほどその

国で働くべき人口が多いことを意味し、比喩的に表現してその国が「若く」　「活

力がある」状態であると言うことができよう。

　産業構成にっいては、規制のある国の方が第二次産業従事者の占める割合が有

意に大きかった。先に述べたようにアナウンスメント効果の影響と職種にっいて

の先行研究では、プルーカラー（すなわち第二次産業従事者）は提示された調査

結果で優勢とされた候補の対立候補へ選好を示す傾向があるとされる。このこと

は調査結果と実際の選挙結果が逆転する可能性のあることを示唆している。因果

関係を確認していないので断言はできないものの、このような調査結果と選挙結

果の食い違う傾向が、調査規制の法制化と関係しているのかも知れない。このよ

うに産業構成が規制の有無と関連していたものの、その種類は当初仮定していた

ような第三次産業ではなく第二次産業の人口比であったため（仮説皿一3－3）

「第三次産業人口の多い国ほど、選挙世論調査に関する規制が行われる傾向があ

る」は棄却する。

　その他、規制のある国では自然人口増加率が有意に小さく、かなり衛生事情の

改善した高福祉の国でも規制は生じていると思われるものの、もう一つの指標で
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表皿【－3－2選挙世論調査の規制と政治・社会・経済変数との関連

変数

　　検定結果
K制ある国の方が

直近人口に占める男性人口比ac 小＊＊

92年人口に占める15－64歳人口比bc 大＊＊

直近雇用人口に占める一老産業従事者の割△a n．s

近雇用人口に占める二翌産業従事者の1恰a 大＊

直近雇用人口に占める三次産業z事者のり合a n．S

90年推計人口に占める　市人口比a n，S

90年千人当たり乳児死亡率a n．s

90年自然人口　加率a 小＊＊

60－65年民族的同質性指標d n．s

90年千人当たりGDP（100万米ドル）a n．s

91年消費物価指数（料’80＝100）のサンプル・中順立a n．s

85年収入上立10％の世帯が受け取った国民支　の割合d n．s

91失業率a n．s

89年千人当たり新聞用紙消費量（K）a n．S

89年千人当たり推定テレビ数a n．S

89年千人当たり推定ラジオ数a n．s

フマーナの人権指数e n．S

人権尊重度（報道の検閲を受けない権利）　e n．S

人権尊重度（平和的に政治を批判する権利）　e n．S

人権尊重度（数政党選挙で’・密投票する権利）　e 大＊

人　尊重度（新聞の自∠性に対する権利）e n．s

人権尊重度（出　の餅性に距する権利）　e n．S

人権尊　度（ラジオテレビ放送網の自律性に対する　利）　e n．s

下院の選挙制度に比例制を採用（部分採用も含む）　f n．s

議員内閣制もしくは首相の権限が強い政体を採用f n．s

注

（D項目名についている英数字はデータび）引用先を示す．

a：国際連合統計局（編）1994後藤政夫（訳）世界統計年鑑1990／91原書房
（Vnited’ mativns　Statistical　Division（Ed，）　】993　Statistical　year　book　38th　issue

　1990／91．　New　York：United　Nations．）

b：Wor且d　Bank　1994　World　deveIopment　rep〔｝rt　1994。　New　York：Oxford　University　Press．

c：日本ILO協会1994国際労働統計年鑑1992（51版）日本ILO協会

（lnternational　【．abour　Office　l992　Ycar　book　of　labour　statistics　51st　issue．）

　Geneva：International　Lab〔〕ur　Office．）

d：Kurian，G．　T．　1991　The　new　book　of　wortd　rankings．　3rd，　ed．，　New　York：Fact　on　fi］e．

e：フマーナ．C（編）竹澤千恵子（訳）jg94世界人権ハンドブック明石書店

（1｛umana、　C．　1992　World　human　rights　guide．　3rd．　ed．，　Oxford：Oxford　university　press．）

f：各種年鑑、新聞記事で調査．

（2）データの再計算や準用については以下の通り．

男女比は直近の総人口のうち男子人「1が占める割合を計算した．

千人当たりGDPは90年GDPを90年人口年央推計値で除した割合を計算した、

直近麗用人口に占める産業従事者の割合は「産業別雇用」の各種類をコーリン・クラークの

分類に従って，第…次～三次産業に再分類した．

該当年のデータがない場合は直近のデータを使用した，統一前のデータしかないとき，ドイツ

は西独のデータを用いた．

（3）比例選挙，議院内閣制についてはカイ2乗検定，これ以外はクラスカル＝

ワーリス検定を行い、選挙世論調査の規制がある国で有意に大きい場合を記した．

（3）＊はp＜，05，＊＊はp〈．Ol，　n．　sは有意差なしを示す．
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ある乳児死亡率に関しては有意差は見られなかったので、仮説（皿一3－6）

「衛生・福祉水準が向上した国ほど、選挙世論調査に関する規制が行われる傾向

がある」は厳しく判断することとして棄却する。

　これら以外の、都市化の程度や民族の同質性、各種の経済指標はいずれも有意

差を生まなかった。すなわち選挙世論調査規制の有無は、都市化や経済生活の程

度とは開係なく法制化されている。また国内の民族間のクレビレッジの深度とも

関係ない。従って（仮説皿一3－4）　「都市化が進んだ国ほど、選挙世論調査に

関する規制が行われる傾向がある」、　（仮説皿一3－5）　「経済水準が向上した

国ほど、選挙世論調査に関する規制が行われる傾向がある」、　（仮説皿一3－7）

「国内の民族多様性が高まった国ほど、選挙世論調査に関する規制が行われる傾

向がある」はいずれも棄却する。

　マスメディアの発達程度や報道の臼由の尊重度についても、調査規制の有無に

よって有意差は生じなかった。そこで（仮説班一3－8）　「マスメディアが発達

していない国ほど、選挙世論調査に関する規制が行われる傾向がある」と（仮説

皿一3－9）　「報道の自由が尊重されていない国ほど、選挙世論調査に関する規

制が行われる傾向がある」は棄却される。このことは、報道の自由に対する侵害

の多い国ほど調査規制がなされている、といった単純な関係では収まらないこと

を意味している。つまり、しばしば規制反対の理由として報道の自由が主張され

るにも関わらず、その国で報道の自由が尊重されることと、その国に調査規制が

存在するということは無関係に起こり、場合によっては併存することもありうる

ことを示しているのである。一方、秘密選挙の権利については、調査規制のある

国ほど尊重されている度合いが有意に高かった。そこで、本論文では（仮説皿一

3－10）　「政治的権利が尊重されていない国ほど、選挙世論調査に関する規制が

行われる傾向がある」を棄却する。調査規制の存在する国の多くが、人権状況の

比較的良好なヨーロッパ諸国であることは一見矛盾する。しかし以上の結果から

理解すれば、選挙世論調査の規制は報道の自由とは無関係に、実質的な選挙権の

尊重を高める一方法として位置づけられているであろうと推察できる。

　最後に政治制度の影響に関しては表皿一3－1を見ると、アメリカ、イギリス、

英連邦や旧イギリス植民地など英米法圏に属する諸国は調査規制のない国群に多

く含まれており、反対にフランス、ドイツ、スペインといった大睦法圏に属する
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諸国は調査規制あり国群に含まれることが多いことが、直感的に捉えられる。し

かし「英米法」　「大陸法」といった概念は理念型であり、そのまま測定可能な変

数に落とすことが出来なかった。そこで、選挙制度と政体の二点において「選挙

区制か比例制か」、また「実質的権力が首相にあるかどうか」で測定することと

した。　しかし、選挙制の違いや議院内閣制の有無と、選挙世論調査規制の有無と

の関連性は見受けられなかった。従って（仮説皿一3－1D　「大陸法の影響下の

政治制度を導入している国ほど、選挙世論調査に関する規制が行われる傾向があ

る」は棄却される。

　最後に、個別的に関連性の見られた変数間の影響力を比較するために重回帰分

析を行った。もっとも独立変数間は強い相関関係があるものが多かったため、抑

圧の生じないようにAIC基準によるステップワイズ法を用いて変数を選択した。

この計算結果が表皿一3－3である。変数選択の結果残ったのは複数政党選挙で

秘密選挙する権利の尊重度と二次産業従事者割合の2つで、これらが大きいほど

規制が存在する傾向がある。標準偏回帰係数の値を見ると前者がやや大きい程度

の差しかなく、両者とも影響の大きさはあまり変わらないa

（5）まとめ

　以上の検定結果をまとめれば、選挙世論調査に対して何らかの規制が存在する

国とは次のような国である。農業国ではないものの第三次産業の比率はまだ大き

くなっていない工業国で、人口爆発の状態は脱したがまだ生産年齢人口は減少傾

向にない「壮年」の国。実質的な選挙権が尊重されている国で、報道の自由が調

査規制と併存しているかもしれない国。このような国で選挙世論調査は規制され

る傾向がある。そして経済水準や政治制度、マスメディアの発達程度や報道の自

由の尊重度、民族の多様性などの違いは規制の有無とは関係なかった。

　このように選挙結果に関する世論調査の法的規制は、何も政治的に抑圧されて

いたり報道の自由が擁護されていなかったり、あるいは経済的に未発達な国で多

く見られる訳ではなく、何処にでもありそうな、あるいは経済発達の途上段階で

経験しそうな中進国で見られるようである。従って、もし規制が施行された国で

はその施行前にある種のアナウンスメント効果が問題化していたからこそ、その

ような規制が施行されたのだと言うことができるのあれば、アナウンスメント効
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表m－3－3　調査規制の有無を従属変数とした重回帰分析の結果

投入変数 標準偏回帰係数
直近雇用人口に占める二次産業従事者の割合 O．324＊

人権尊重度（複数政愚選”で泌密　票する権利） 0，291
（R＝0．454）

注Nこ39．AIC基準によるステップワイズ法を用いて変数選択をした．

独立変数は選挙世論調査の規制の有無のダミー変数（0，D，

従属変数は表m－2－2で有意な関連性の見られた5つσ）変数を川いた．

＊印はp〈．05で標準偏回帰係数が0でないことを示す．
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果の起こりやすい国というのも上のようなごく平凡な国なのであろうと思われる。
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皿一4　実証的な先行研究の内容分析

（1）はじめに

　本節ではアナウンスメント効果に関する32例の実証研究を内容分析し「メタ分

析」と「方法論の確認」を行う。その際、研究論文の中で何らかのアナウンスメ

ント効果が見い出されたどうかに注目し、研究の行われた国や時期との関連性を

確かめる。

　本論文で言う「メタ分析」とは、検討するテーマに関する実証研究の論文や報

告書を可能な限り集めて内容分析して、個々の研究対象となっているサンプル集

団を重ね合わせ各々で共通する結果の一般化可能性を推し量ることを言う1。本

節ではこの際、研究結果の中で言及されているアナウンスメント効果の有無を従

属変数として、それが研究の行われた時期や国、被験者の種類の違いなどによっ

て偏りがあるか調べる。そうすることによってアナウンスメント効果がより一般

的な事象であることを推定するための傍証を得たいのである。

　…方「方法論の確認」とはきわめてプラグマティックな話であって、どのよう

な研究手続きをとればアナウンスメント効果が調べやすいのかを探索することで

ある。この際、本節で注目したいのはパネル調査による投票意図変化の測定や架

空の世論調査結果を用いて条件統制を行うといった「疑似実験計画」の手法を用

いた方が、アナウンスメント効果を見つけやすいのかという点である。また多変

量解析の使用といった分析技法の洗練化がもたらす影響についても注目する。

（2）データと手続き

　内容分析に用いるデータはアナウンスメント効果に関する実証的な先行研究32

例である（表皿一4－1）。

　分類項目は以下の10項目である。ます研究自体を識別する変数として「調査国

名」と「題材とした選挙の種類」を選んだ。研究手続き、とりわけ疑似実験計画

を採用しているかどうかをチェックする変数としては分析に使用する「デー・一タサ

ンプルの種類」2、　「パネルの有無」、　「架空の世論調査結果の提示による条件
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表皿一4－1　アナウンスメント効果に関する先行研究
一

パネル 効果 効果
… 調査の 架空の世論調査の 世論調査以外の・有 の有 の方

一者 ［ 渚／データ 従　変数 有無 提承 ≡1の独立変数 ！析方法 無 向 結果
支持×藩莉薪待のマトリックスで分布パーセントが

｝ 対角に大きく，人々は自分たちが当選すると期待す
i る候補蓄に投票する傾向がある，しかし相関関係な

Lazarsfeld
?狽≠P．（工944）

　　肖

ﾄ

lI汗り一郡市民量120ω＼ 40年大統領選で共
a覚・民主党のど
ｿらに投票するか ヌ ×

当膿丁るという期
ﾒ

相関係数の計
Z △ 1

3

のでバンドワ：ゴン効果だけでなく逆の因果方向，す
ﾈわち投映効果の可能性もある，パネル調査や実験
I方法の必要性を示唆．

…ニューヨーグ州

Berekon　et

ヱルミア市力成P人1029名（第一回調査の有効回答

4H年大統領選の投
バネル間のク
鴻X表の比較

バンドワゴン効果（勝者になると思う人に投煩しが
轤ﾈこと）と投映効果（自分たちや自分たちの友達が好意的に思う候補が勝つと思いがちなこと）の強

a1．（1954） 米 率81％） 輿意図 ○ x 投哩の丹諸予想 （らしい） C［ B さはほ1｛同じ，

一持率55％でケネ

Dizney＆ ケネディ・ニクソ ディがリード／二
R〔｝skens 学生生宅に住む ンのどららに段票 クソンがリート／ 害崎の差の検
r1962） 米 岸生 ずろか × 統制群 × 定 殴 黛ての灸件で有意差なし．

1

1
｝ 69％対31％僕験1

i
1 ）－9％対17％から9
1 賜対9％の6パター

ξ ン嘆験［D，3魯
対33％対3肱45％対

黒空候補（実験1 44％対11％，ig％対28 候補者の属性情報
【

HVは2候補．実験 、％対】4％僕験1丑） の提示（鉱齢・性 繁点のない状況下ではゲーム傾向が生じ候補昔間の1

k大学生（実験1 毘罫欝鱗 i 1，481㌔対28U」対14％対

X％曜権）、臨対14
別・宗教・民族1
i実験D，サン

半衡を志向して負けている候補に投票がシフトする
Q候補の場合はリード差と負け候補への投票が直

Laponce ～助，小・高校 ル模擬投票で擾票 ！ ％対L％（実験IV）， プ・レの年齢（実験 割合の差の検 線関係．政党支持の違いはない，低学年の方が投票変
（1966） 加 生（実験V） ：柾を変更した割合 o 70［繍30％喫験V、 V卜 定．回1分析 △ u 更が有煮に多い．

笠　字’三予『選（cH　1 1

OICE’68）でマヅカ
一シー・ケネヂィ
のどちらに投栗す
ろか，および1賜の
所得税増税・マリ
ファナ・ウォーレ 評点の平均値はウォーレン委員会の項目を除いて提
ン委員会の調査再 上 お内容の方向へ変化，統制鮮との篭はマッカーシー

ウイスコンソン 開についての賛否 大ド・の学生は賛成 平均値の遷の ・税金増加条伴で有意，一元配置の分散分析では候
Atkin（1969） 米 大学宝101人 の程度 0 ／反対！ほぼ同じ × 検定，分散分析 ○ IB 補者選好についてのみ有憲差あり，

突空の市長選で誰
に投票†るか（最 4回の模擬投票に 1

・卜情報粂件，つまり よるバネ・レ調査の E

政党支侍に芸る差 第L－2波間に調 パ嚢ル調在の第2 ： 世論調査結果で示された支持差による票移動には有
が生じない地方選 査結果を提示．他 一3波間で各儘浦 【 意差なし，しかし優勢候補が有利である理由と劣勢
ノ）ような選輩での の独立変数の提示 に関丁る質的情報 i 候補が不利である理由（質的情報）を提示すると有

アナウンスメント を組み合わせ，結 の提示，第3－1 意にバンドワゴン効果が見られる．さらに両候補の
Fleitas フロリダ州虹大 効果について調べ 果3群＋統制群に 波間で各岐補の支 割合の差の検 政党支持情報を提示すると、票は政党支侍の方向へ
q97／） 米 学生625人 る） ∩ 分ける 持政党の提示 定 × ！移動しアナウンスメント効果は弱くなる，

ま



｝
1 72年大統領選で二

ニクソンがマクガ
oンに対してリ… 1

マクガバン支持のサンプルでは同候補への選好，投
1 クソン・マクガバ ドしている差が・k 藁の有効度，投票への熱心さは世論調査でニクソン

旨 ンに対ナる選好，投 1きくなる・変わら のリードが広がると小さくなる．ニクソンへの選好
de 票の有効嵐投票へ な1、ゾ小さくなろノ ニクソン支持かマ 平均値の差の 1 およびニクソン支持のサンプルでは条件間で有意差
B。ck（1972） 米 学部学生160人 の熟心さ ○ 統制群 クガバン支持か 検定 △ u かし．

・

隊票者・各条件瞬で400人以上・

1 労働党が饗一ド’
Tε，er＆ 面接調査（英で初 どの政党の候補に 1

保守党がり一ド・ 割合の差の検
S〕ence　q973｝ 英 の「実験　） 投票すろか lx 提示情報なし × 定 × 各群間で有意潅なし．

1 孜ポ　則こついて、笠　ンアルで・窪　亡剛こ　”意垂1 i
旨 はなかったが「絶対に投票に行く」と答えたサンプ

「
1

ルを除．・て計庫すると労働・保守党問の支持率差が
1 1 1 小さい条件群ほど投票に石く傾向あ匹保守・労働

i ； 1 党支持者は相界の党がリードしでいる時，自由党支
ﾒ者は保守党が労働覚よリリードしている時投票に

7・1年総選挙で投票 1
保rr党が5％リ…

1 1

行く．投栗選好については，保守・労働党の得嘆は両
に行く確かさ，どの

」

ド2％リード・保 ｝ 者の世論調査の差が少な（なるにつれ増え，自由党

弓askell
ロン∵ンの1っ
ﾌ接戦区の住民3

纏i三讐誘館 t 守・労働とも同じ
^労働党が2％リ 割合分布の考 ｝ の得票は保・労いずれかが大きくリードすると増え

驕D保・労いずれかが大きくリードするときには投
q974） 英 ％人・面接調査 に投票したか レ 一く、5％リー㌃ x 察 i△ s 彌未定者も劇的に増える、

711年参院選で投票 投票日直前に決めるサンフルほど，世論調査の影響
者を決めていた人 し を受けて投票行動を変える，サンプルの支持する政

放送世論研究
椛I挙プロジ
Fクトq97田

1
1 いわき市民

欝鼎羨鶴者を変えたか ｝
x ×

投票候補力決定時
冾ﾅグルー一プ化

割合分布の考
@ C l

s

党から2人が航候補しているときは，新聞で当落線
qと予患されていたり，他政党候補と激しく争って】、・る方に投票十る傾向がある．

1 1 曇均・分散の単純な青思差は，。、かったが，職婁別に
r ト 効果の方向に差が出た．統制群では職業間に違いが

エテン市民
ニクソンに対する
ﾆ績評価・i言頼度 i

I

全国世論調査の精
ﾊて56～5跳が肯 平均・割合の …

i

見られなかイ）たのに、実験群ではブルー方ラーはニ
Nソンに批判的な一・方，サービス裳やホワイトカラ

Navazio 203人〔回収率42％ ・誠実さ・統治に ～ 定している〆統制 差の検定，椙関 「 一は女子意的な評定であった．世論調査目体が準拠集

q977） 米 〕・蜀1送調査 対する満足度 旨 群 ’κ 分桁 込 u 団の役割を果たしている．

力睡（1980） 巳

全国有廉者（読
юV聞の追跡調
ｸデータ）

螺
痛
馨
灘
1
ゑ
擁
摺
欝
翻
参
両
院
で
過
半
数
ギ
維
侍
し
そ
う
だ
と
い
1
う
搬
道
の
影
響

lx × 社含的属性
割含分布・）考

@ s

投票行動に影響を受けなかった人は4割弱で投票先
�ﾏ更てるのは3～罵．しかし有権者の多くは自ら投
[しようとする候補・政党を巡ろ情勢報道を確認し
Aその意志を固める，

3新問の予測記 9

箏をコ∩人のコー
前田（1980），、laeda＆

jqbavashi　　げ

曹X80） 日

ダーで内容分析
ｵ各侯補の当選
m率を6段階に
ｪ類した結果

79年衆院選でわ当
I順位 ズ × 予唄ll分類の順位 内容分析 ○ u

指数化ソ）結果，予測順位の高い候浦では実際ハ当選
㊧ﾊは下がり，予測順位が低い候捕では実際ハ当選
㊧ﾊはそれよりとがる傾向がある．

質闘形態〔パネル
カーター一が強い 調」隻の第L波は授 優勢という情｛i段は劣勢候補への磧極的な動きを引き

レーガンが強い 業ヰ1に質問，第2 起こさず，単に環在優勢と予想きれている人なら誰

カーター・レーガ 教示なしをバネ・レ 波はニセカ調査会 でも離れる動きのみを引き起こす（oppositlQna1

ceci＆
jainq982） 米

中西部の大学生
P3Q4人

ンのどろらを支持↑ろか

○
ごとに組森合わせ

ﾄ9群
社からと見せか1ナ
ｽ慮話質問）

変更した剖合
ｪ前の考察 ○ s

rξ・activIty　hypDthesis）。

�ｦ内容の不一致によっては有琶差なし．

亀
亀
、



｛ 1 別ザンフ・レで測定
1

1

した闇題ごとの被
‘

多数意見の賛成・
験爵に対ナる関連
ｫの程度．回答を 平均値の差の

サンプルとの開連度が低い問題についての直接投栗では，多数意見を入れ替えて提示したグループ間で

Kaplowitz　et ミシガン州症大 6つの公共問題に 反対を入れ替えて 公長ずるか秘密の 検定，共分散分 有意差あり．パンドワゴン効果の傾向，サンプ，レの回 ｛
a／、（1983＞ 米 学生ll3人 対すろ態度 x 群分：す ま蚕にするか 析 △ B 答を公表するか否かは無関連。 　

3町に居住する2
O歳以下の子供 現在状況は賛成／ 麗鷹猫纈論錨部菱響魏饗薯‘

1 LO55人（有効回収 反対ノ世論の変化 くすべきというバンドワゴン効果の傾肉が生主れる

｝Marsh　q984） 英

率51．6％）・割当

@・面接調査
妊娠中絶法への賛
ﾛとその強度 ×

方向は賛成へ／反

ﾎへ サンプルの属性
クロス表の検

○ B
．若年層では影響強い．静的な世論情報を呈示した場
㈹Q刷に有意差なし．

｛ ↓
ヨ

f ～
ロジット分析

f
1 1

を用いて、投
｛ 票選好と属性

1 ！ から勝者予想
1 1 を了・測丁るモ
．
｝
　
　
ー
　
ー
’

1
　　　　　　　　i

ﾔ潔奉昏轟獅
（A式）メディア属
ｫ、教育、女性、黒
?D

デ・レ（A式）と，

汢ｹ予測と政
�ｩら投票選

投票選好から勝者予想を予測するA式は投映効果の
ﾚきさを，勝者」ち想から投票選好を予測するB式はバ
塔hワゴン効果のナくきさを測定する．［・2月時と｝ か（勝昔予想）と，1 （B式〉経済，税対サ 好を予測ずる 4月時の間でロジスティンク回帰係数の増減を比鮫

；lB。rt，lslq985）

米

全国一餅崖者（】98

O年NES調査デー
^）

誰が第一位の選択哩
ﾆたるか（段票選1
D｝

l
C

×

一どス，防衛，イラ

投t題，リーダー
V！プ

モデル（B式）

ﾌ2式を立て
ｻ ｝

L
B

した結果、バンドワゴン効果は勝昔と予想される躾補のリード差が増えるにつれて減少するが，投映効果は一定のままだった、

｛ 1 ｛ 全体の［9、9％は投票・不投票の理由として選挙予測1
　
1 衆院峰岡一区

　　　　　　　　｝80年嗣日選で投票 に関する項目を選んでいる，蚕た選挙事務所のイン
^ビューでは世論調査についての禁止意見はなくい

1 800人（有効回収 一週闇前と没票直・ かに利用するか，全体情勢をとらえるかを考えてお

1辻村（1986）
日

率はこのうち？5
S％）

後の意図変化バターン『

℃ ×

投票および不投璽の理庄1

割合分布の考
@ △ S

り，優勢でも劣勢でも常に陣営引き締めを狙ってい
驛ﾖ、

｝蒲島繊Iig88b）及び明匿い選挙推進

全国有’権者
Q163／1＼（77．1Lも）・

ｳ作為抽出法・

　　　　　　　　1I挙予測を見て棄
?ｵた経験およびi投票ナろ政党や候｝補者を変えた経験｝

割合・の差の検

世論調査結果を見て棄権や投票先を変更した割合は
崧蜻@撚蕪論鷲1，販売サービス，大都市居住，野党支待・支持なし．与

協会（1987） 日 面接調査 の有無 ヒぐ
× サンプル属性 定 △ s 野党白仲志向者でも棄権・変更者は最も多い，

Skalaba月
i1988） 米

全国角権者（NES
ｲ査デー勺

1
ぐ
！

×

世論調査に影響さ
沫ｫ繍フ。ど紛繁こ見るか

析 ○ B

プロビット分析を進めてIEの係数を算出。当時はレーガン勝利の世論調査が報じられていたのでバンド

純Sン効果こ解釈きれた．
層旧の夢謡臼・政

86年嗣日選で投票 党への気持ちか強

池田（1988a，：

武蔵野「行の育権

ﾒ308人（有効回収

ｦ3G，跳，最終パ

直前の調査と投票
冾ﾌ調査との間に
ｶじた投票意図の

差、毫疫翌考雛1補に変える，影響なし．選撃結果、・ノー見聞き，予想は意1外㌍．セ観的な選

、割、径分布の考

　パネルにおげる投稟意図の変化と圭三観的影響間の間には関連性がない．バネノし目判のパス解祈では投票意

988b、1988c） 日 ネル調査時） 果 r　T × 挙f・想 察．パス解祈 x 図の変遷と主観的な影響に有意なパスはない．
世論調査清果の内 原則論に従って自己調整する過陛が意見変容の主要

87年秋と88年俘の 容（静的かトレン 因．世論による刺激は次要因で約8％まで意見変化の
Cloutier　et 肇・加間の自由貿 トか1，原則論とし 害蛤・分布の比 1傾向泄論調査の提示内容が静日勺か趨勢かは臆差
aL（1989） カ 大学眠269メ、 易に対する防否 ’へ x てハ是非 較 △ u なし．

、
O
、



成人
～larsh＆ 1202人（有効回収 88年・rギリスがEEC 世論の動き（共同 クロス表で閨連性が見られ，共通市場反対者のみに
げBri［・n 率約50％）。無1乍為 に参加することに 市場へ向かう／止 クコス表の検 バンドワゴン効果．事前に意見を侍たない人や気に
q989工 英 抽出・電話調査 気する童見 まる／　脱ずる） × 定 △ B しない人が影響大善い

go年衆院選で新聞
1

3つの新闘の情
ｨ報道記事を内

の情勢記…臥二おけ

驫e候補の戸想ラ
自民・社会の複数
�笳i立区とそれ

履数候補擁立区の方が全候補者の平馴直よりも選挙
?ｪの効果が天きい（政党内アンダードック効果｝

小木（1990） 日 容分析した結果、 ンク × × 以外の選挙区 内容分析 △ u 1
亀

2年次の進級テス ニセの世論調査結
ト，および殺虫剤の
_業使用に吋する

1峯稀蓋熱昏
設問の種類で，そ

の態度（使用する i結果内容（単独の のイシニーが被験
Hol！ander 問題の種類で破験 調査結果か世論調 者と関連性の高い 分散分祈の結果いずれの聞題でも有意差なし．が，問
（1991，の研究

世

者の閨連性を条件 ｝ 査のトレンドか） ものかどうかを操 題に対するサンプウの関連性が低いときは世論調葭
1 米 学生i隠人 統制している｝ ド 夕操作 作 分散分析 × の影蟄がある程度見られた，

キャヒタルゲイン ： ’験昔の確実志向
課税，および就職難 　 1確実志向・中間

｝」（ノ11ander

曹X9Uの研究

世論調査の方回（

Aメリカ人の8馬
ｪ賛成／反対／記述

・千確実志向），
ﾔ題と被験都欄連性（高低｝，肚論調査を引用した

世論調査結果が引用している記事の主張と一致する
桙ﾌみ，サンプ’レとより関連性のある間題で世輸調査が影響．魍セの問題ごとの関連性の影響は複雑．不

m実志向者のアンダードソク効果については，キヤ
2 米 学生照3人 る1 ’

ス なし） 記執：］体フう論調 分散分析 △ s ビダルゲィン課税の場合のみ認められる．
［ 投票意図は群間で有意差なし．高卒のみ’・験群でア

全国の成人
し 藩丁責蔽契雛鞭縢瀦劉隔塑：1三

Ll互vrakas　et

≠戟Dq！ゴ9D 米

940人t有効回収
ｦ85軋，選挙3週
?繧ﾌパネル時
j・無作為抽出’・ぎ話調査

88年大統領選でブ
bシ・けデコカキ
ｯ窓：筋に糠

｝
ト
1
6

×

最漸の世論調査精
ﾊ1：終始ブツシユ
ｪリートしていた
rノ1提示統制群1

害蛤’の差の検
閨D判別分析，

o回帰分析 △ u

の判別式を使’って実験群サンプルを弁別した結果、
�J灘爆整鋸繋：がバンドワゴンの3倍（つ，

世論調査結果の知
ヒ 覚ブ有無，投票決

、lcAllister＆ 79，83，97年の各総 i 1 定時期，世論調査 バントワゴン効果があっ1＝がアンダードッ”効果は
Studlar

曹X9P 英 出口調査デ…タ

選挙時でどの政党に投栗したか
｝
ビ L 結弔の剥用，政党

x痔
ロジスティッ
N回帰分析 e B

見られたい，投映効果もみられる，これらの効果より
ｭ党支持の規定力はずっと大きい．
璽回帰の結し畠‘意推あり．霊祭報じられた世論調i

86年ロードアイラ
i

の内容は法案反対だったのでアンダードッウ効果と

west（1991） 米
州民投票の出口
兜[結果

罠羨耀1き鱒継法案法案への賛否 1
メ X

予則を闘いたゐ舌
ｩ 重回帰分析 OI B

解釈．住民投票は政党支持の影響が少なく争点投票
ｻするので，元々持っていた意見や世論調査という「手がか「｝」が効くのではないか．

91年4月東京都知票
選での投票意図，投
票動員，各候補への 見闘きした各候補
好悪を変数1ヒ，世論 の情勢，鈴乍・磯 見聞きした憶勢認印と投票行動の諸変数間に小さな
調査を見聞きした 村候補の差，サン 0でない負相関が見られることから，鈴木候補に対
前後でそれぞれど フ・レの鳳性・政治 十るアンダードソク効果傾向か見られた」芋盤に予
うだ’ゴとかを事後 選婦・投票行など 棉関分析，主成 測を見聞きした．業績重視，候補ξを乗り換えがち，

亀ケ谷〔1992｝ 日 大学’ヒ2⑪6メ、 に想起起せた ン × 動にi1すろ変敷 分分折 △ u 小沢に反発，といったサンプルで二の傾向が高い．

モントリオール
1

市の仏語圏の人，

e条件群で220～ 娃娠中絶お疑ドケ
｛ 世論状況の種類（

^成方向へ〆反対 　　　　　　　　Pｼ問題ともバネ・レ第1波では賛否に有意差はなかっ
Nadea1」et

i
280人．無作為抽 ベックの主権にっ 方向へ小∫も見せ クロス表の検 たが，世論調査提示後の第2波では有意差．バンドワ

a1．（1993）
1
カ 出法・霞話調査 いての瞥成の程度 r、 な’、・） x 定 ○ 1

3 ゴン効果あり。

べ
O
、



岩淵（1994） 日

3雑誌の予測順
ﾊを5段階fヒし
ｽ平均1直を再び
T分類した結果k

と
実
際
の
順
位
の
差
）

93年衆院選での当
I順立 × ×

予測分類の順位、
�竡ﾒの所属政党 内容分斤 △ u

予測順位の高い候補では実際の当選順位は下がり、
¥測順位が低い候補では実際の当選順位はそれより
繧ｪる傾向がある．しか政党別に見ると新党候補者
ｪ有利な傾向もあり「追い風」の影響も考えられる

注
「効果の有無」欄の符号

　○　アナウンスメント効果のk：在に肯定的な結論
　△　一部の有権昔に関してのみアナウンスメント効果の存在に肯定的な結論
　X　アナウンスメント効果の存在に否定的な結論

「効果の方向」欄の符号
B　バンドワゴン効果ト緒にその他の効果が見られた場合も含む）
U　アンダードック効果（一緒にパンドワゴン効果が見られた場合も含む）

S　その他の効果

（1）

謙嶋癬影簸繧誰甥薦麗躍当論讐喫鶴難鵠孚薯蛎
を挙げない方が多いことを除いて，選挙予測：こ関係する投栗・不投票の理由と投票変
化パターンの間に閲連はなかった．
（2）しかし，この分析方法では誤判別とアナウンスメント効果との区別が付かない．

飢
O
、



統制の有無」を選んだ。また分析技法の洗練化に関する変数として世論調査結果

以外の「第三の独立変数の導入」と「多変量解析の導入」をコードした。そして

これらの変数の時間的推移を調べるために「論文の発表時期」もコードした。一

方、各研究の結論にっいても「アナウンスメント効果の有無」　「効果の方向」の

2項Flをコードした。分析単位は原則として一論文ごととしたが同内容の論文は

…っにまとめ、逆に異なる内容が一論文中に含まれている場合は分割した。以一ヒ

の分類のコーディングは表皿一4－2に掲げたコード表に従って筆者が行った。

　分析の順序としてはまず全体の分布割合を概観してどのようなデータや方法、

結果が先行研究全般と通して支配的であったのかを見通すことから始める。割合

分布に関する考察の後はデータの種類と結論の間の関連性から、より一般的なサ

ンプルについても同様の結果が得られるかを調べる。そして変数間の関連性をよ

り詳しく考察するためにアナウンスメント効果の有無や方向を従属変数とした林

の数量化理論第ll類を行い、どのようなデータ種類や方法論をとった研究がアナ

ウンスメント効果を検出しやすいか、といった方法論の確認の問題に取りかかる

ことする。

（3）結果

（ア）単純集計

　先行研究を内容分析した結果の単純集計を表皿一4－3に示した。ここでは、

どのようなデータ・方法論・結果がアナウンスメント効果研究で支配的であるか

をまとめることとする。

　データの出自に関しては、研究時期や研究対象となる選挙の種類にあまり偏り

がなかった。　しかし調査国では米国が全体の4割強を占めており、またデータサ

ンプルの種類では一般市民を用いた研究が多かった。

　実証方法にっいて実験計画的な発想を取り込んだ研究例はそれほど多くなかっ

たi。パネル調査データを用いて投票行動の変化をより正確に測定しようとした研

究は4割弱、また架空の世論調査結果の提示を通してより厳格な条件統制を行お

うとした研究も4割強ほどに留まっている。
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表M－4－2先行研究の内容分析のためのコード表

発表時期 1＝70年代以前，2二80年代，3＝90年代

調査国 1＝米，2＝英，3・カナダ，奮日

データサンプルの種類 1計一般市民，2＝学生，3＝新闘記事

選挙の種類 1＝大統領選主たは首長選，2・議会選3＝直接投票

パネルの有無 1＝有，2無

架空の世論調査結果の提示 1＝有，2＝無

第三の独立変数の導入 1＝有，2＝無

分析方法 1＝平均の差の検定、クロス表の比較・検定，分散分析（1），相関分析

Q二多変量解析（他の分析方法との併用を含む）
R＝・安ミム

アナウンスメント効果の有無 1＝有，2＝一部有，3＝無

アナウンスメント効果の方向 1；バンドワゴン効果（一緒にその他の効果σ）見られた場合も含む）

Q＝アンダードック効果（一緒にバンドワゴン効果の見られた場合も含む）

R＝その他の効果（戦術投票など）

S＝効果なし

妬
O
、

注　（1）分散分析は平均値の大小関係を比較する手法であるので，本論文では「多変量解析」から除外した．
本論文で「多変量解析」というのは重回帰分析やロジット分析，主成分分析などを指している．



表nI－4－3
アナウンスメント効果に関する実証的な先行研究を対象とした
内容分析の結果（N＝32）

項目 カテゴリ 度数（％）

発表時期 70年代以前
W0年代
X0年代

11（34．4）

P2（37．5）

X（28．1）

調査国 米国

p国
Jナダ
坙{

15（46．9）

T（15．6）

R（9．4）

X（28．1）

データサンプルの種類 一般市民

w生
ｻの他

18（56．3）

P1（34．4）

R（9．4）

選挙の種類 大統領・首長選

c会選
ｼ接投票

11（34．4）

P2（37．5）

X（28．1）

パネルの有無 有
無

12（37．5）

Q0（62．5）

架空の世論調査結果

ﾌ提示
有
無

15（46．9）

P7（53．1）

第三の独立変数の導入 有
無

25（78。1）

V（21．9）

分析方法 多変量解析以外

ｽ変量解析
燉e分析

20（62．5）

X（28．1）

R（9．4）

アナウンスメント効果

ﾌ有無
効果あり

�ﾊ一部あり
�ﾊはない

10（31．3）

P7（53．1）

T（15．6）

アナウンスメント効果

ﾌ方向
バンドワゴン効果

Aンダードック効果
ｻの他の効果
�ﾊはない

11（34．4）

X（28．1）

V（21．9）

T（15．6）
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　多変量解析を用いて複数の変数間の関係を考察しようとした研究も全体の3割

弱程度に留まる。　しかし候補者の情報、予測における対立候補間の支持率差、有

権者の属性や政治選好といった「多変量」でない少数の独立変数を導入して、ア

ナウンスメント効果の説明要因を探そうとする研究の割合は全体の9割を占める。

すなわち大半の研究は平均差や割合差の検定を行ったり、分散分析3によって平

均値を比較するといった、より単純な比較の図式を用いて仮説を試しているので

ある。

　さて、このような研究方法によって得られた結論に至ったのだろうか。内容分

析の結果、アナウンスメント効果が全くないと結論した研究例の割合は全体の16

％ほどしかなかった。世論調査結果と投票行動の間に何らかの関連性が見られ効

、果があったと結論した研究は3割、…部のサンプルや一定の状況下で効果の存在

を認めた研究数は全体の半数を占め、何らかの効果を見い出した研究結果の方が

多いのである。なお、ここでアナウンスメント効果が「一部」あったというのは、

争点の有無、政党や候補者に対する支持の有無、有権者の職業や年齢、予想され

る候補者間の支持率の差、有権者と直接投票の選択肢の関連度、有権者の不確実

志向、当該選挙区の候補者の競争状況などの違いによってアナウンスメント効果

の発現が左右されることを示している。

　効果の方向に関してまとめると、バンドワゴン効果のみが認められた研究が34

％で最も多かった。アンダー一ドック効二果も見られたとする研究の割合は28％であ

った。バンドワゴン効果やアンダードック効果以外のその他の効果は、22％ほど

である。ここで「その他の効果」とは当落線上の候補や他と激しく争う候補に投

票する傾向、自ら投票しようとしていた候補への投票意図が補強される傾向、優

勢と予想される候補ならだれでも得票が減る「離脱効果」といつた効果の他、投

票動員の程度が変化したり棄権や投票先の変更を一括して考えている場合を指す。

　このように研究結果に関しては、特定の世論内容の時や特定のサンプルに対し

てのみ効果が見られたとする「一部あり」という結果が半数にLっている。さら

に効果が見られた場合、世論調査で支持の高かった候補や政策へ投票するように

なるバンドワゴン効果の見られた研究の方が、支持の少ない候補や政策へ投票す

るようになるアンダードック効果の見られた研究よりもやや多かった。なお、ア

ナウンスメント効果の方向とのクロス表から「効果あり」という結論ではバンド
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ワゴン効果が、　「…部あり」という結論ではアンダードック効果や他の効果が測

定されることが多い。

（イ）変数間の関連

　次にカテゴリー一間でクロス表を作り変数間の関係を調べた（紙幅の都合上クロ

ス表そのものの提示はここでは省略し、有意であった結果のみにっいて以ド述べ

ている）。なお、ここで取り上げたデータは標本というより悉皆調査に基づくデ

ータに近いと考えられるため統計的検定は行わず、クロス表の横行中で最も大き

い割合のセルが行ごとに異なる縦列に分かれて存在しているとき、項目間の関連

性があると判断することとした。

　まず、研究の発表時期について年代順で2っに分けて4割合を比較したところ、

アメリカでの事例や直接投票を扱ったり架空の世論調査結果を使用した研究は、

最近になると少なくなる傾向が見られた。しかし、このようなデータや研究方法

以外の、たとえば多変量解析の使用やアナウンスメント効果の発現や方向性とい

った結論については、時期によって差は見られなかった。

　架空の世論調査データを用いて投票行動の変化を測定するということは、条件

統制をより精緻に行おうとしている点で実験的デザインを持っ研究であることの

メルクマールとなると思われる。この架空の世論調査を用いる研究はアメリカで

の研究例に多く、最近の研究では少ない。またこのような研究では学生サンプル

や直接投票を扱う傾向がある一方、他の変数を導入したり多変量解析を使うこと

はしない傾向がある。さらに研究結果に関してでは、架空の世論調査を実験統制

に用いた研究はアナウンスメント効果がなかったとする結果が多いことが分かつ

た。他方、その研究が実験的デザインであることを示すもう一つのメルクマール

と考えられたパネル調査の使用に関しては、これら変数との関連は見られなかっ

た。

　最後にアナウンスメント効果の発現に関しては、アメリカで行われたり一般市

民サンプルや直接投票を扱った研究で「効果あり」や「一部効果あり」という結

論が多く出る傾向がある。また効果の方向にっいて、これらの研究ではバンドワ

ゴン効果が多い傾向がある。
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（ウ）数量化理論第II類による弁別

　最後に林の数量化理論第ll類による分析を行い、どのような研究手法がアナウ

ンスメント効果の発見・未発見の弁別に寄与しているかを調べる。ただし情勢予

測記事の内容分析はサンプルに質問してデータ収集する他の研究と異質な方法で

あるので、以下の分析ではこれを除いた29例の先行研究を考察することとする5。

　まず独立変数間の抑圧を取り除くために、独立性の検定結果を参考にして特に

強い関連性のある変数の一方を取り去って抑圧がなくなるように取捨選択を行っ

た。この結果、国、架空の世論調査データの提示、第三の変数の導入の変数を除

外し、　「発表時期」　「データサンプルの種類」　「選挙の種類」　「パネルの有無」

「分析方法」の5つを独立変数として以下の分析を行った。

　表皿一4－4には、アナウンスメント効果が「ある」もしくは「一部ある」い

う結論の研究と、　「効果なし」という結論の研究とを弁別する場合の数量化理論

第H類の分析結果を掲げた。この分析における判別の的中状況は69％ほどでそれ

ほど悪くない。

　カテゴリーのレンジの大きさから判断すると、結論におけるアナウンスメント

効果の有無を弁別するためによく効いている項目は、サンプルの種類や選挙の種

類といった変数であった。すなわち一般市民サンプルのデー・一一タを用いたり直接投

票を取り上げた研究では何らかの効果の存在が結論づけられる研究が多い傾向が

見られた。反対に学生サンプルのデータを用いたり議会選を取り上げた研究では、

効果なしという結論が主張されがちであると考えられる。

　次に表皿一4－5は、各研究で結論されたアナウンスメント効果の方向性を弁

別した結果である。この判別の的中率も75％と悪くないので考察に値する。

　判別空間に布置されたサンプルの重心を解釈することによって、第1軸はバン

ドワゴン効果のみの結論を得た研究（＋方向）とその他の効果（一方向）とを分

ける軸、第ll軸はアンダードック効果も見られた研究を取り出す（＋方向）軸で

あると考えられる。

　前者の弁別に寄与の大きいカテゴリーは、取り上げた選挙の種類、分析方法、

発表時期といった変数である。すなわち直接投票を取り上げたり多変量解析を用
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表M－4－4
アナウンスメント効果の有無を従属変数とした数量化理論第U類の結果

カテゴリー
Eエイト レンジ

項目 カテゴリ 第1軸
発表時期 70年代以前

W0年代
X0年代

0，355

|0，424

O，108

0，778

データサンプル

ﾌ種類
一般市民

w生

一〇．621

P，Ol6

1，636

選挙の種類 大統領・首長選

c会選
ｼ接投票

一〇．074

O，825

|0，734

1，559

パネルの有無 有
無

一〇．205

O，144

0，349

分析方法 多変量解析以外

ｽ変量解析
0，164

|0，364

0，528

判別空間における各群の重心

第1軸
効果あり・一部あり 0，727

効果なし 一〇．152

見かけの的中率
推測

実
際

効果あり・一
@部あり 効果なし 計

効果あり・一部あり 4 1 5

効果なし 8 16 24

注的中率二68．97％
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表皿一4－5アナウンスメント効果の方向を従属変数とした数量化理論第H類の結果

カテゴリーウエイト レンジ

項目 カテゴリ 第1軸 第2軸 第1軸 第2軸
発表時期 70年代以前

W0年代
X0年代

0，677

|0，198

|0，573

一〇．207

O，390

|0，375

1，250 0，765

データサンプル

ﾌ種類
一般市民

w生
0，332

|0，665

0，467

|0，934

0，997 1，401

選挙の種類 大統領・首長選

c会選
ｼ接投票

一〇．011

?C240
P，098

一〇，562

|0，050

O，676

2，337 1，237

パネルの有無 有
無

0，179

|0，128

一〇．228

O，163

0，307 0，391

分析方法 多変量解析以外

ｽ変量解析

一〇．523

P，045

0，085

|0，169

1，568 0，254

判別空間における各群の重心

第1軸 第2軸
バンドワゴン効果 0，745 0，381

アンダードック効果 0，089 一1．041

その他の効果 一1．247 0，294

見かけの的中率
推測

実
際

バンドワゴン
@　効果

アンダードツ

@ク効果
その他の

@効果 計

バンドワゴン効果 8 2 1 ll

アンダードック効果 2 4 0 6

その他の効果 0 1 6 7

注的中率＝75．　00％
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いたり70年代に行われた研究ではバンドワゴン効果を認める研究が多い傾向があ

る。また議会選を取り扱った場合ではその他の効果が見つかる傾向がある。さら

にアンダードック効果を求めた研究例では学生サンプルや大統領・首長選を取り

上げた研究でよく見られる傾向がある。

　パネル調査データの利用は研究結果の理解を容易にさせるけれども、アナウン

スメント効果の有無や効果方向の弁別にはあまり寄与していない。　しかし、もう

一っの疑似実験計画の特徴と思われた架空の世論調査データの提示の有無に関し

てはクロス表の分析において学生サンプルデータの使用と関連性が見られていた

ことから、アンダードック効果の弁別に効くものと思われる。また第三の変数の

導入も、多変量解析の使用と関連があったことから、バンドワゴン効果を結論づ

ける研究に特徴的な項目であると考えられる。

（4）まとめ

　アナウンスメント効果に関する実証研究の内容分析結果を検定しても、データ

の集められた国や時期の違いによって各々の研究の結論は大きく左右されている

とは言えなかった。従って本論文で取り上げた先行研究に関する限りでは、アナ

ウンスメント効果に関する実証研究の結論において何らかの効果を見い出したか

どうかは、調査国や研究時期とは無関係であると考えられる。

　各研究の結論により強く関連性を持っていたのは、研究に用いたデータサンプ

ルが一般市民であったか学生であったかといった、データの種類の違いであった。

すなわち一般市民を対象とした研究ではアナウンスメント効果が「あった」ある

いは「一部あった」とする結論の研究例が多かった。数量化理論第ll類を用いた

分析結果からも、各研究の結論はその調査国や研究時期にはあまり影響を受けて

いない反面、研究手法や題材とした選挙の種類の違いが比較的大きな差を生み出

していることが分かる。すなわちアナウンスメント効果を一部なりとも認める結

論の研究では直接投票や一般市民サンプルを取り扱う傾向が大きく、効果はない

と結論した研究では学生サンプルのデータや議会選を取り扱う傾向が見られた。

従って「方法論の確認」という観点から言えば、自らの研究において何らかのア

ナウンスメント効果の存在を見つけるためには、以上のような種類のデータや選
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挙を取り上げれば都合がよいことになろう。

　もっとも使用されるサンプルは「社会調査」の視点に立つか「実験」の視点に

立っかといった研究スタイルの違いに対応して集められ使い分けられていると考

えるならば、このことによって引き起こされる結論の差は研究手続きの差による

ものと還元して考えることができるのかもしれない。また学生サンプルの使用が

疑似実験計画の特徴の一一・っであると考えられるならば、実験的デザインを研究に

取り入れることは結果的にアナウンスメント効果の発見を抑制する方向に働いて

いる点にも注目したい。考え方によっては学生サンプルのデータを用いた実験的

研究の方がより細かな条件操作ができる分、社会調査データを用いるよりもアナ

ウンスメント効果を発見しやすいのではとも思われる。が、ここで取り上げた先

行研究に関する限り、この考えとは逆の結果となっていた。むしろ本節での考察

結果は、現実の選挙の際にはアナウンスメント効果の間接効果も存在するので効

果が見られるがこれが統制された実験室内のデータでは効果が見られないとする、

ヘンシェルとジョンストンの理論的考察を支持する結果となっている（Henshel＆

Johnston　l987）6。

　さらに、皿一2で衆院選・参院選といったレベルの違いが選挙情勢報道の回答

割合に大きな差を与えなかったことを思い出すならば、アナウンスメント効果の

有無に影響を与えるのは中選挙区制か比例代表制かといったレベルの違いではな

くて、ここで分類したような議会選か直接投票かといったレベルの違いであると

考えられる。これらの選挙間で異なっているのは有権者が考慮しなくてはいけな

い選択肢の数の多さであろう。直接投票においては有権者は投票にかけられてい

る政策に賛成か反対か二者択一で済むのに対して、議員選では何人もの候補者か

ら選び出さなくてはならない状況も少なくない。選択肢が多くなる分、誰から誰

に変えたかといった投票意図の変化パターンも多くなり、実際の変化はそれらの

間に細かく散らばってしまうことも多くなろう。そうすれば効果の測定は相対的

に難しくなる。議会選よりも直接投票の方でより効果が見いだされる傾向がある

のは、このような事情を反映しているのであろう。

　最後に、何らかのアナウンスメント効果が見つかった研究においてその効果の

方向を考察した場合も、どのような選挙を測定変数としていたかが関連性を持っ

ていた。数量化理論第ll類の結果では、バンドワゴン効果が生じたと結論づけた
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研究は直接投票を取り扱う傾向が大きく、アンダードック効果も認めた研究は大

統領選や学生サンプルのデータを、その他の効果を結論づけた研究では議会選を

題材として扱う傾向が大きかった。さらにバンドワゴン効果を結論づけた研究で

は、多変量解析を用いる傾向も比較的大きかった。
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IV．アナウンスメント効果測定の工夫

N－1　アナウンスメント効果の尺度構成と分散分析を用いたその解釈

（1）はじめに

　前章では選挙世諭調査が投票意図などに与える影響の程度が、対象となる国や

時代の違いによってどれほど異なるものかを考察してきた。そしてその関与の度

合いがかなり小さいことが、繰り返し示された。つまり選挙世論調査が投票に与

える影響の有無や方向性は、その有権者がどんな国に住んでいるかとかどんな時

代の話かといった外部要因によって全て定まっているのではなくて、有権者自身

が有している何らかの特徴の違いによって規定されている可能性が予想される。

より人々の間に共通して見られる属性の程度の違いによってアナウンスメント効

果の効き方が左右されているのであるからこそ、色々な国において同様に、大多

数の人々は情勢報道の影響を受けないと答えている一方、少数ながら「影響を受

けた」と答える人も必ず存在しているという状況が見られるのであろう。

　この段に及んで、いよいよ有権者の持っ諸属性の中でアナウンスメント効果の

原因探しを始めることになるのだが、その前に測定尺度の作成を行うことにした

い。これまでの世論調査で用いられてきた質問文は、もちろん折々の検討を経て

練り上げられてきた内容であるけれども、必ずしも先にまとめたアナウンスメン

ト効果概念の類型に沿った形で作られている訳ではない。だからアナウンスメン

ト効果の理論的蓋然性を確かめるためには、新たに演繹的に構成された尺度を作

る必要がある。

　さらに本論文では投票行動に表れない、心の中の変化も検討の対象としたいと

考えた。例えば情勢報道を見聞きした結果、それまで投票しようと思っていた候

補者にますます投票したくなったといった「補強効果」のような現象も票の増減

には直接表れないからといって「効果なし」と見なさずに、　「効果あり」として

測定すべきと考えたのである。また多変量解析のような詳しい分析を行うために

も、効果の度合いが測れるより敏感な尺度を作ることが望まれた。このような訳

で、具体的な分析に入る前にアナウンスメント効果を測定するための尺度構成か
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ら始めるのである。

　さてll章では、逆機能や潜在的機能といった側面から考えることによって、ア

ナウンスメント効果にはバンドワゴン効果以外にもアンダードック効果や見放し

効果、離脱効果といった項目も考えられることを述べた。理論的に考えられたこ

のような分類は、果たして実際にも存在しているのだろうか。

　このことを調べるためには色セな情勢予測の下で起こりうる様々な投票意図に

っいて、それがどの位起こりうるのか事例を集めなくてならない。でも従来の実

証的研究のように、実際の選挙における投票意図を聞く方法では、どうしても現

実に起こった選挙情勢の下での反応だけしか尋ねることができない。また、サン

プルは自分が経験した一つの選挙状況下での一つの反応しか答えられないため、

色々な状況下での事例を採集するには複数の選挙区で大勢のサンプルを集めなく

てはいけない。

　そこで本論文では次のような尺度を考案した。すなわち、ある候補者の選挙情

勢1の内容と回答者の投票意図の変化とを組み合わせた文章を提示し、その現象

が回答者にどれくらい起こりそうかという程度を答えさせたのである。このよう

な聞き方をすることによって、アナウンスメント効果として考えられる様々な事

例にっいて網羅的、体系的に回答を得ることができる。また意図について聞いて

いるので、　「変えた」　「変えなかった」といった聞き方よりも細かく心理的な変

化を捉えることができ、また全て統一して起こる程度を聞いているので尺度間で

の比較が可能である。また全ての事例について、各々をサンプル全員に評定して

もらうことができ、サンプルの大きさが小さくても回答数が稼げ、多変量解析と

いった処理に持ち込みやすいのである。

　以下では、このようなアナウンスメント効果に関する網羅的な尺度群による測

定を行った後、まずその縮約の可能性を探り、続いて分散分析を用いてアナウン

スメント効果の有無の検出を行う。

（2）アナウンスメント効果の操作上の分類

　アナウンスメント効果を測定する尺度を考えるために、どのような情勢内容と

投票意図とを仮定すべきだろうか。
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　本論文では、投票意図変更の対象となる候補者を一人だけに絞り、立候補して

いる全ての候補についての回答は尋ねなかった。有力なものに限ったとしても立

候補者数が増えれば彼らの選挙情勢の組み合わせが級数的に増えてしまい、全て

の選挙結果の可能性を考慮しようとすれば、有権者は投票所にたどり着く前に頭

がパンクしてしまうであろう。新聞には数ページに渡って全選挙区の情勢記事が

細かく書き連なっているけれども、それを全て読みこなすのは筆者のような専門

家くらいで、有権者の大半が目にするのは自分の選挙区の箇所だけであろうし、

筆者の経験からしても、もし応援している候補がいれば真っ先にその候補の状況

に注目すると思われる。

　ただし候補を一人に限るといっても、回答者にとっては意中の候補が予め存在

している場合といない場合とがあるだろう。そこで選挙情勢を読むまでに「投票

しようと決めている候補」がいる場合はその意中の候補に関しての投票意図変化

を考え、決めていない場合にっいては、情勢内容そのものによって注目した一人

の候補への投票意図変化を考えることにした。

　一人の候補者に対する投票意図に限って考えた結果、本論文では「変更」　「棄

権」　「補強」　「生起」という四っの意図変化現象を考案するに至った。　ここで

「変更」とは選挙情勢の記事を見て投票予定の候補を別候補に変えた場合である。

「棄権」とは、候補を別の候補に変更しないまでも投票に行かなくなった場合で

ある。逆に「補強」とは選挙情勢の記事を見て投票予定の候補に投票する気持ち

が強くなった場合である。この「補強」は得票数の変動には表れないので、実際

の投票数の増減で見ると無変化の範晴として扱われてしまう。しかし本論文では

投票意図といった有権者の内面の変化を測定することから、このような変化もア

ナウンスメント効果として考えることとした。

　以上の「変更」　「棄権」　「補強」の三つは、予め投票予定の候補が決まってい

る場合に生じる変化である。これらに対して、　「生起」とは、それまで投票予定

の候補がいなかった（従って投票に赴こうと思っていなかった）回答者が、選挙

情勢を見て投票する候補を見っけた場合を指す。

　これらの4っの変化について、候補者の立場から言えば「変更」　「棄権」は当

該候補にとって不利な変化であり、　「補強」や「生起」は有利な変化であると言

える。　また、投票動員の変化か選好方向だけの変化かという違いで分けると、
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「生起」や「棄権」は投票所への動員数の変化を伴う変化であるのに対して、

「補強」　「変更」は投票先のみが変更するだけで投票をすること自体は変わらな

いのであるから投票率を変化させることはない、という違いもある。

　…方、情勢報道の内容の種類については、あまり細かく分けるとサンプル数を

散逸させることになるので、当該候補が「優勢」であるか「劣勢」であるかと大

きく2っに分けることにした。ただし、選挙区によっては、このように候補者の

優劣がはっきりとした「無風区」ばかりがあるのではなく、各候補が横並びの

「接戦区」も少なくない。そこで一部のデー一一一タでは「接戦」を加えた3種類の情

勢内容を措定している。

　このように、本論文ではまず2つ（もしくは3つ）の選挙情勢内容と4っの投

票意図の変化パター一一一・ンを仮定した。そしてこれらを組み合わせた8つ（もしくは

12）の現象を起こりうるべきアナウンスメント効果の現象として措定した。

　さて、これまで先行研究で考察されたバンドワゴン効果やアンダードック効果

といったアナウンスメント効果のサブ効果を、選挙情勢と投票意図の変更の2つ

の軸を用いて概念図に表したものが図IV－1－1である。そして従来のアナウン

スメント効果概念と、今考えた12の現象とをつなげるべく、この図上に重ね合わ

せたものが図1V－1－2となるz。っまり「補強」と「生起」という候補者に有

利な2つの変化と、　「棄権」と「変更」という候補者に不利な2変化とを、それ

ぞれペアにして区分けし、各サブ効果のラペルを張り付けた。ただし、接戦状況

下のアナウンスメント効果については先行研究においてもこれまで名前が付けら

れていなかったので、本論文では新たに「競り勝ち効果」および「競り負け効果」

と名づけることにした。

　以後、従来のアナウンスメント効果概念との結びつけて考えるときには、この

スキームを用いることとする。ただし本節で措定した12の現象は当初はあくまで

独立に起こりうるものとして仮定されている。従って、個別の効果を示す時には

「優勢一補強」効果、と言った風に情勢内容と意図変化の種類の名前の組み合わ

せで呼ぶことにする。

（3）データと手続き
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（投票意図の変化）

当該候補に有利

勝ちそう

図IV－1－1

　バンド
ワコン効果

アンダー
トック効果

（選挙情勢）

負けそう

　　　当該候補に不利

アナウンスメント効果の下位効果の分類
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意図変化が有意に起こりやすかった
　　　　選挙情勢の内容

投　生起
票
意
図　補強
変

化
の　棄権
種
類
　　変更

バンドワゴン効果 競り勝ち
@効果

アンダー
hック効果

離脱効果 競り負け
@効果

見放し

�ﾊ

図IV－1－2
拡張されたアナウンスメント効果のド位効果の燥作1二の分類
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（ア）使用データ

　本節以後の研究では1993年から95年にかけて筆者が調査した4っのアンケート

調査結果をデータとして用いる。その概要は表IV－1－1にまとめた通りで、い

ずれのデータも20歳前後の大学生もしくは短大生に対して授業時間中に質問紙法

によって調べられた。なおこれらのデータは表中に示したように以下「データ1」

～「データ4」という形で呼ぶ。

　表N－1－2から4に示したように、データ2と3では8つのアナウンスメン

ト効果の現象を、データ4の調査では接戦状況を含めた12パターンの現象をそれ

ぞれ文章にして提示した。そして回答者はその事例がどれ程度自分に起こるかの

程度を5段階尺度で評定するように求められた。なお提示された質問文自体は調

査を重ねるにつれて若干変えてある。データ2、3では選挙情勢と投票意図変化

との間に変化の理由となる心理状態を補った文章を提示したが、データ4ではこ

の部分を除いている。そのデータ4では選挙情勢の種類に「接戦」状況を導入し

た以外にも、優劣の表現を「勝ちそう」　「負けそう」から「当選しそう」　「落選

しそう」に改めた他、従属変数も起こりやすさの5段階尺度から変更経験の有無

に変えてある3。

　なお各データを分析するに際には、回答者を投票経験：者群と未経験者群とに分

けてそれぞれ計算している。回答者は大学生なので有権者でないサンプルも少な

からず含まれる。そこで、彼らの投票経験の有無が回答に影響しているかを比較

して確かめる必要があるからである。但し、投票経験の有無の及ぼす影響は回答

内容に関しては比較的少なく、例えば図IV－1－3に示したように両群の回答比

率の間には直線関係が存在する。

（イ）因子分析による尺度縮約の失敗

　以上のようにして、起こりうる現象を全て網羅すべく8もしくはt2本の尺度群

を構成したのであるが、データを分析する上では、より変数の数が少ないほどそ

の扱いや解釈が容易になるのも事実である。そこではじめに、尺度数の縮約を図

るべく因子分析を行った。その結果を表1V－1－5から9に示す。
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表IV－1－1　本章以降で用いるデータのあらまし

一一 ^1 ♂“

黹^2 “テータ3 データ4

1993　7 1993　12 1994　10 1995　10

名称

選
挙
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト

　’子　術」
刀vに関するアンケート調査 政治と選挙にアンす

驛Aンケート
科学技術に関するア
塔Pート調査

対象 産能短大学生 学習院大学学生 学習院大学学生 学習院大学学生

有効回答数 14．4 315 123 263

調査方法
授業時間中に質問紙
@により調査

授業時間中に質問紙
@により調査

授業時間中に質問紙
@により調査

授業時間中に質問紙
@により調査

年齢層

18歳63．9％

P9歳29．9％

Q0歳以上6．2％

19歳14．3％

Q0歳53．Q％

Q1歳以上32．7％

20歳以下33．3％
Q1歳35．8％

Q2歳以上30．9％

19歳以下30．096
Q0歳30．4％

Q2歳以上39．696

男女別 男0．796女99．3％ 男53．3％女46，7％ 男48．8％女51．296 男53．1％女46．9％

本論文に関
Wする主な
ｲ査目的

アナウンスメント効
ﾊスキーマの考察

アナウンスメント効
ﾊ尺度の項目分析と
�q分析

疑似パネルによる投
[行動変化の測定 心理変数との関連

～
、

注
「データ5」とはW－4で扱った選挙ボランティアの士気やカンパについての意見に関するデータを指す．調査方法などの

詳細ほ【V－4を参照せよ．



表IV－1－2データ2で用いられた質問文（抄）

澗18　あなたは、血塗麺童　Kに冥　るig一謳査を見茸き’ると　どんなことが起こると思いますか。

次にかげる出来尋51にっいて、あなたにも己きると思うことなら「あなた　のliに、　なた以　の多く

の人になら起きると思うことなら「他の人　の　に、トの説明に従って1から5までの数字をお醤き

ドさい。なお、おXえが副鼎ことに裾しても　いませんから、思いっいたままをお書き下さい

（数字の説明） 1＝まったく起こらない　2＝あまり起こらない

3＝どちらとも言えない　4＝やや起こる　5；非常に起こる

あ盆　　他の人

1．投票しようと決めていた候補が「勝ちそう」だったので、

　　　　　　　　自信がっき、投票する気持ちが強くなった

2．投票しようと決めていた候補が「勝ちそう」だったので、

　　　　　　安心して、投票所に行かなかった

3．投票しようと決めていた候補が「勝ちそう」だったので、

　　　　　　安心して、別の候補に投票したくなった

4．投票しようと決めていた候補が「負けそう」だったので、

　　　　　　　同情して、投票する気持ちが強くなった

5．投票しようと決めていた候補が「負けそう」だったので、

　　　　　　　あきらめて、投票所に行かなかった

6．投票しようと決めていた候補が「負けそう」だったので、

　　　　　　　あきらめて、別の候補に投票したくなった

［　］

［　］

［　］

［　］

［　］

［　］

［　］

［　］

［　］

［　］

［　］

［　］

（7、　8は略）

9．投票しようと決めていた候補が「一一歩リード」だったので、

　　　　　　　投票する気持ちが強くなった

10．投票しようと決めていた候補が「あと一一歩」だったので、

　　　　　　　投票する気持ちが強くなった

U．投票したい候補は決まっていなかったが、選挙日前の

　　　　　　　世論調査で人気のあった候補に投票した

12．投票したい候補は決まっていなかったが、選挙1－1前の

　　　　　　　世論調査で人気のなかった候補に投票した

［　］

［　］

［　］

［　］

［　］

［　］

［　］

［　］

（以ド略）
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表］N－1－3　データ3で用いられた質問文（抄）

問22　あなたは、他の人がヒの予測記事を読むとどんなことが起こると思いますか。ドの尺度の説

　　明に従ってそれぞれの尺度の数字に一一つマルを付け、その番号を回答用紙に書き写して一ドさい。

　　なお、お答えが設問ごとに矛盾しても構いませんから、思いっいたままをお書きドさい

　（数字の説明）　1＝全く起こらない　2＝あまり起こらない

　　　　　　　　　3＝どちらとも言えない　4＝やや起こる　5＝非常に起こる

1．投票しようと決めていた候補が「勝ちそう」だったので、

　　　　　　　　自信がっき、投票する気持ちが強くなった

2．投票しようと決めていた候補が「勝ちそう」だったので、

　　　　　　安心して、投票所に行かなくなった

3．投票しようと決めていた候補が「勝ちそう」だったので、

　　　　　　安心して、別の候補に投票したくなった

4．投票しようと決めていた候補が「負けそう」だったので、

　　　　　　同情して、投票する気持ちが強くなった

5．投票しようと決めていた候補が「負けそう」だったので、

　　　　　　あきらめて、投票所に行かなくなった

6．投票しようと決めていた候補が「負けそう」だったので、

　　　　　　　あきらめて、別の候補に投票したくなった

1－2－3－4－5

1－2－3－4－5

1－2－3－4－5

1－2－3－4－5

1－2－3－4－5

1－2－3－4－5

（7、　8は田各）

9．投票しようと決めていた候補が「渉リード」だったので、

　　　　　　投票する気持ちが強くなった

10．投票しようと決めていた候補が「あと一一歩」だったので、

　　　　　　　投票する気持ちが強くなった

11．投票したい候補は決まっていなかったが、選挙日前の

　　　　　　　世論調査で人気のあった候補に投票した

12．投票したい候補は決まっていなかったが、選挙日前の

　　　　　　　世論調査で人気のなかった候補に投票した

1－2－3－4－5

1－2－3－4－5

1－2－3－4－5

1－2－3－4－5

（以下略）
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表IV－1－4データ4で川いられた質問文

問4　選挙の数日前には／鳶国ll｝：論1調査の結果に基づいた当落f’測記’］；：が新聞に掲載されます。今まで

の選挙の際に、あなたはこのような記ぽi：を見て以ドのような気持ちにどの位なったことがありますか。

（1）～（12）のそれぞれについて、次の1～5のii’から’1’1てはまるものを選び、文末の（）に数字で記

人してドさい。

1＝全くない　2＝・、　渡ある　3二何度もある

4二（20歳未満の方）まだ選挙に行ったことはないが、もし投票できるならそういう気持ちになる

5＝（20歳未満の方）まだ選挙に行ったことはないが、もし投票できてもそういう気持ちにはならな

い

（D投票しようと決めていた候補が「落選しそう」と報じられていたので、その候補に投

　票するのをやめて別の候補に投票することにした

（2）投票しようと決めていた候補が「落選しそう」と報じられていたので、その候補に投

　票するのをやめて投票所に行かないことにした

（3）投票しようと決めていた候補が「落選しそう」と報じられていたので、その候補に投

　票する気持ちがもっと強くなった

（4）投票しようと決めていた候補が「当選しそう」と報じられていたので、その候補に投

　票するのをやめて別の候補に投票することにした

（5）投票しようと決めていた候補が「当選しそう」と報じられていたので、その候補に投

　票するのをやめて投票所に行かないことにした

（6）投票しようと決めていた候補が「当選しそう」と報じられていたので、その候補に投

　票する気持ちがもっと強くなった

（7）投票しようと決めていた候補が「接戦」と報じられていたので、その候補に投票する

　のをやめて別の候補に投票することにした

（8）投票しようと決めていた候補が「接戦」と報じられていたので、その候補に投票する

　のをやめて投票所に行かないことにした

（9）投票しようと決めていた候補が「接戦」と報じられていたので、その候補に投票する

　気持ちがもっと強くなった

（10）投票したい候補がまだ決まっていなかったので、　「接戦」と報じられていた候補に投

　票することにした

（ID投票したい候補がまだ決まっていなかったので、　「落選しそう」と報じられていた候

　補に投票することにした

（12）投票したい候補がまだ決まっていなかったので、　「当選しそう」と報じられていた候

　補に投票することにした
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lOO

塗

聖
磐8⑪

幻
零
QR　60

樋　40
罰

9

騨　20

麟

　e70

0　　　　　　　　　20　　　　　　　　40　　　　　　　　60　　　　　　　　80

　　投票経験者中で当該ア効果を経験した割合（％）

注　横軸は投票経験のあるサンプルに尋ねた際に当該アナウン
スメント効果尺度に対してそのような気持ちに…，二度，もしく
は何度もなったと答えた人の割合．縦軸は投票経験のないサンプ
ルに尋ねた際に当該アナウンスメント効果尺度に対してもし選
挙権があればそう思うと答えた人の割合．「ア効果」とはアナウ
ンスメント効果の略図中の番号は表V－1－4の質問番号．図
中の回帰直線はy＝1．42x－1．　42（r＝．99）．

図W－1－3　投票経験の有無と回答内容の差（データ4）
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表IV－1－5　デー・一・・タ2（あなた）の因子分析結果

選択肢本文 第1因子 第2因子 第3因子
投票しよりと’めていた屡　が

1 けそう」だったので、あきらめて、
投票所に行かなかった 0，770 0，051 0，195

見 票しようと“　ていた震　が
放 けそう」だったので、あきらめて、
し 別の候補に投票したくなった 0，729 0，005 0，268
十 投票しよりと決めていた戻　が　疋
離 ちそう」だったので、安心して、投
脱 票所に行かなかった 0，627 0，251 0，041

ホし　つ　’　ていこ　　・
H けそう」だったので、同情して投票

す気持ちが強くなった 一〇．143 0，813 0，286
ア 投票したい震　は’まっていよかっ
ン たが、選挙日前の世論調査で人気の
ダ なかった戻補に　票した 0，255 0，672 0，008
十 票しよっと’めていた戻　が　　’
離
脱

ちそう」だったので、安心して、別の候補に投票したくなった

0，452 0，534 一〇．290

皿 刀て　　　つ　’　　　いこ　　　》

ちそう」だったので、自信がっき、
ノく 投票する倉持ちが強くなった 0，109 0，042 0，860
ン 投票したい候　は’まっていよかっ
ド たが、選挙日前の世論調査で人気の

あった候　に投票した 0，393 0，121 0，628
直 2．60 1．23 1．03

与率 32．6％ 15．4％ 12．9％

寄与率 （32．6％） （47．9％） （60．8％）

注因子分析．主成分法・バリマックス回転後の結果．

　1993年12月に都内大学生317人に5段階尺度で尋ねた．

　1＝全く起こらない，2＝あまり起こらない，3＝どちらとも言えない，

　4＝やや起こる，5＝非常に起こる．

ノz7



表IV－1－6　データ2（他人）の因子分析結果

’択肢本文 第1因子 第2因子 第3因子
投票しようと決めていた震　が　”

1 ちそう」だったので、安心して、投
票所に行かなかった 0，685 0，116 0，101

ア 票しよっ　’めていた震　が
ン けそう」だったので、同情して投票
ダ する気持ちが強くなった 0，663 一〇，187 0，313
十 票しようと’めていた尉が　’
離 ちそう」だったので、安心して、別
脱 の候補に投票したくなった 0，634 0，337 一〇．325

票したい　　は“　っていよかっ
たが、選挙日前の世論調査で人気の
なかった候補に投票した 0，577 0，109 一〇．047

爪し．つ　　　ていこ　　・
H けそう」だったので、あきらめて、

別の候　に投票したくなった 0，137 0，866 0，008
見 票しようと決めていた屡　が
放 けそう」だったので、あきらめて、
し 投票所に行かなかった 0，061 0，629 0，431
皿 爪　　　つ　　　　　いこ　　　ヨ

ちそう」だったので、自信がつき、
ノく 投票する気持ちが強くなった 一α069 0，071 0，785
ン 投票したい柔　は決まっていよかっ
ド たが、選挙日前の世論調査で人気の

あった候補に投票した 0，439 0237 0，562

値 2．32 L25 LO1
寄与率 29．0％ 15．7％ 12．6％

寄与率 （29．0％） （44．7％） （57．2％）

注因子分析．主成分法・バリマックス回転後の結果．

　1993年12月に都内大学生317人に5段階尺度で尋ねた．

　1＝全く起こらない，2ニあまり起こらない，3＝どちらとも言えない，

　4＝やや起こる，5；非常に起こる．

’2s



表IV－1－7　データ3の因子分析結果

選択肢本文 1因子 第2因子 第3因子
1

投票しようと決めていた候補が「負
見
放

けそう」だったので、あきらめて、
ﾊの候補に投票したくなった 0，772 一〇．187 0，023

し
＋
バ

投票しようと決めていた候補が「負
ｯそう」だったので、あきらめて、
兜[所に行かなかった 0，678 一〇．243 0，166

ン
ド 投票したい候補は決まっていなかっ

ｽが、選挙日前の世論調査で人気の
あった候補に投票した 0，634 0，445 一〇．34、0

ノく 投票したい候補は決まっていなかっ
ン たが、選挙日前の世論調査で人気の
ド なかった候補に投票した 一〇．048 0，742 0，161
十

ア 投票しようと決めていた候補が「勝
ン ちそう」だったので、自信がつき、
ダ 投票する気持ちが強くなった 0，195 一〇．682 一〇．132

皿

投票しようと決めていた候補が「勝
見 ちそう」だったので、安心して、別
放 の候補に　票したくなった 0，Ol8 0，386 0，679
し

十 投票しようと決めていた候補が「負
ア けそう」だったので、同情して投票
ン する気持ちが強くなった 一〇，038 0，014 0，651
ダ

投票しようと決めていた候補が「勝
ちそう」だったので、安心して、投
票所に行かなかった 0，495 0，136 0，622

有値 1．86 1．79 1．03

寄与率 23．2％ 22．3％ 12．9％

累　。与率 （23，2％〉 （45．6％） （58．5％）

注因子分析．主成分法・バリマックス回転後の結果．

　1994年10月に都内大学生123人に5段階尺度で尋ねた．

　1＝全く起こらない，2＝あまり起こらない，3＝どちらとも言えない，

　4＝やや起こる，5＝非常に起こる．
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表IV－1－8　データ4（投票経験者）の因子分析結果

1

見
放
し
＋
離
脱

H

バ
ン
ド

皿

ア
ン
ダ
ー

IV

選択肢本文

投票したい候補が「落選しそう
」と報じられていたので、その
候補に投票するのをやめて投粟
所に行かないことにした

投票したい候補が「落選しそう
」と報じられていたので、その
候補に投票するのをやめて別の
候補に投票することにした

投票したい候補が「当選しそう
」と報じられていたので、その
候補に投票するのをやめて投票
所に行かないことにした

投票したい候補がまだ決まって
いなかったので、　「当選しそう
」と報じられていた候補に投票
することにした

投票したい候補が「当選しそう
」と報じられていたので、その
候補に投票する気持ちがもっと
強くなった

う
の
と

そ
そ
つ

し
、
も

選
で
が

落
の
ち

「
た
持

が
い
気

補
て
る

候
れ
す

い
ら
票
た

た
じ
投
つ

し
報
に
な

票
と
補
く

投
」
候
強

投票したい候補がまだ決まって
いなかったので、　「落選しそう
」と報じられていた候補に投票
することにした

投票したい候補が「当選しそう
」と報じられていたので、その
候補に投票するのをやめて別の
候補に投票することにした

固有直

寄与率

累　寄与率

第1因子

0．861

0．689

0，551

0．225

一〇．042

第2因子 第3因子 第4因子

一〇．185 0，150　　　　－0．127

0．276　　　　－0．210

0．276

0．798

0．737

O．131

一〇．007

0．186

一〇．006 0．241

0．121　　　－0．034

0．162

O．133

O．413　　　－0．205

0．079

2．16

0．818

0．683

0．010 0．122

　27．0％
（27．　0％）

1．41

　17．7％

（44．6％）

1．13

14．2％

（58．8％）

一〇．037

O．382

O．　908

0．83

　10．3％

（69．2％）

注因子分析．主成分法・バリマックス回転後の結果、

　1995年11月に投票経験のある都内大学生157人に3段階尺度で尋ねた．

これを再分類して，O＝そういう気持ちになったことは全くない，1＝そういう気持ちになったこ
とがL2度ある＋何度もある，の2つに分けた．
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表lV－1－9　データ4（投票未経験者）の因子分析結果

1

見
放
し

H

バ
ン
ド

正【1

V

i39択肢本文

投票したい候補が「落選しそう」と
報じられていたので、その候補に投
票するのをやめて別の候補に投票す
ることにした

投票したい候補が「落選しそう」と
報じられていたので、その候補に投
票するのをやめて投票所に行かない
ことにした

投票したい候補がまだ決まっていな
かったので、「当選しそう」と報じ
られていた候補に投票することにし
た

投票したい候補が「当選しそう」と
報じられていたので、その候補に投
票する気持ちがもっと強くなった

投票したい候補が「当選しそう」と
報じられていたので、その候補に投
票するのをやめて投票所に行かない
ことにした
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投
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補
つ
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落
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う
補
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候
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し
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補

選
そ
候

当
、
の

「
で
別

が
の
て

補
た
め

候
い
や
た

い
て
を
し

た
れ
の
に

し
ら
る
と

票
じ
す
こ

投
報
票
る

投票したい候補がまだ決まっていな
かったので、　「落選しそう」と報じ
られていた候補に投票することにし
た

固有直

寄与率
寄与率

1　子

0．861

O．714

一〇．092

0．215

2因子 3L子 i4因子 5因子 第6因子

0．040　　　－0、086　　　－0，243

0．098

0．820

O．792

0．275　　　－0．006

0．561　　　－O．025　　　　－0．037　　　　－O．084

0．028　　　　－O．066

0．051　　　－O．356

一〇．lI8

0．946

0．208　　　　－O．177

一〇．220　　　　－0．003

0．382　　　　－O．153

0．180

0．Ol4

0．010

0．035

0．914

O．047

0．084

0．091　　　－O．084

0．037

0．049

0，945

一〇．045　　　　－0．080　　　　－0，100 O．066

0．061

0．122

2．Ol

25．2％

（25．2％）

1．37

17．1％

（42．3％）

1．29

16．2％

（58．5％）

1．16

14．5％

（72．9％）

0．80

9．9％

（82．9％）

0，128

0．977

0．59

　7．4％
（90。3％）

注因子分析．主成分法・バリマックス回転後の結果、

　1995年】1月に投票経験のある都内大学生102人にもし投票できたらどう思うかを尋ねた．

　O＝そういう気持ちにならない、1；そういう気持ちになる．
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　因子分析は主成分法とパリマックス回転を用いた。一つのデータごとに因子数

を変えながら何度も計算し直し、図IV－1－2で掲げたアナウンスメント効果の

類型図に一番近い形で因子が析出される場合を採用した。累積寄与率は第三因子

まで析出したデータ2、3では6割前後、4因子と6因子を析出したデータ4で

は、7割と9割にまで上った。この結果を分かりやすいように因子ごとに色を塗

り分けて表したのが図IV－1－4である。これを見ると分かるように、アナウン

スメント効果が4色きれいに塗り分けられるケースは5例中一っもなかった。っ

まり因子分析を用いて実際に測定された変数間の関連性の程度から分けてみると、

アナウンスメント効果は4つの類型に理論的に考えられたようにはきれいに分か

れなかったのである。各データの第1因子は、第2因子以降に比して寄与率が飛

び抜けて高いものの、2割から3割を占めるにとどまり、この因子だけでアナウ

ンスメント効果全体を代表させるのは難しい。同一の傾向として考えるには小さ

すぎる。それに各尺度の因子負荷量は全て正で対の関係が見られないので、因子

の意味解釈も難しい。

　もっとも、しかし全くアナウンスメント効果の分類が成り立っていないのでな

く、見放し効果については5つの事例で一貫して一色で塗り分けられている。バ

ンドワゴン効果についても一例を除いて同一一因子として析出される。っまり見放

し効果やバンドワゴン効果は、他のアナウンスメント効果のサブ効果とは明確に

区別されうるのである。　しかしながら、これ以外の効果については生起・補強と

棄権・変更の間に統一一一した関連性が見えづらい。因子は類型を越えて同一であっ

たり、他の効果に属する因子の一部であったり、あるいは別々の細かい因子に分

裂していたりして、一・貫していない。従ってこれらの因子分析結果に基づいて尺

度を縮約することは、データごとに異なる種類の因子を仮定してしまうことにな

り、かえって結果の比較や解釈を複雑なものとしてしまうことになろう。むしろ

変数の数が多くても、当初仮定した8つもしくは12パターンの枠組みを残した方

が、データ間で同一の尺度を比較することができ、分析結果の解釈もはっきりで

きうるという判断から、以下では因子分析の結果に基づく尺度の縮約は行わず、

尺度群をそのまま残して分析を進めることとした。

（ウ）分散分析によるアナウンスメント効果の測定
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投票意図の変更

　　　　　　　負けそう　　勝ちそう

仮説通りになった時の理想的な因子構造

投票意図の変更

　　　生起

　　　補強

　　　棄権

　　　変更

　　　　投票意図の変更

　　　　　　　　1

予測内容　　　　　　　負けそう　　勝ちそう

　　　　　データ2（あなた）の因子析出結果

　　　　　　　　　　　　　予測内容

データ2（他人）の因子析出結果

投票意図の’

　　　生起

　　　補強

　　　棄権

　　　変更

投票意図の変更

　　　生起

　　　補強

　　　棄権

　　　変更

投票意図のt

　　　生起

　　　補強

　　　棄権

　　　変更

負けそう　　勝ちそう

データ3の因子析出結果

予測内容

予測内容

　　　　　　落選しそう　当選しそう　　予測内容　　　　　　落選しそう　当選しそう　　予測内容

データ4（投票経験者）の因子析出結果　　　　　　データ4（投票未経験者）の因子析出結果

注　ローマ数字は因子の番号．おのおのの四角形は選択肢を表す．同じ番号の場所は同色で塗った．

図IV－1－4　因子分析の結果

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ33



　因子分析によって適当な因子軸が析出されなかったことは、情勢内容と投票変

化の間に関連があるとしても、それが従来言われてきたような定型的な効果とし

てはっきりとは分かれない複雑なものであることを示唆している。そこで、新た

な分析方法として、情勢内容と投票変化とを要因とした二元配置の分散分析を行

うことにした。分散分析を用いるのは交互作用を見るために他ならない。っまり

情勢一投票変化間の交互作用が有意であるか否かをアナウンスメント効果の有無

と見なそうというのである。

　本論文ではさらに政党支持4も要因に加え、都合3元配置の分散分析を行うこ

ととなった。前述した全国世論調査の分析結果でも見た通り、支持政党の違いが

アナウンスメント効果の発現に影響していることが考えられるので、これを確か

めたかったからである。例えば自民党支持者には特にバンドワゴン効果が起きや

すいとか、逆に野党支持者にアンダードック効果が起こるなどといった風に、も

しアナウンスメント効果が支持政党によって異なるのなら、情勢内容×投票行動

変化x政党支持の交互作用の項目が有意になるはずである。

　さて、分散分析において各要因が有意であった場合、その解釈は次のようにな

ろう。もし投票意図変化の要因に有意な差が現れたとすれば、それは回答者の投

票意図の変化が情勢記事の内容の違いと無関係に起こっていることを示している

ことになる。つまり当該候補の情勢が「勝ちそう」であれ「負けそう」あれ、い

ずれの場合でも「補強」の起こる程度が「変更」の起こる程度より常に高い、と

か低いとかいった解釈となる。情勢内容の要因が有意であるとすると、今度は逆

に投票意図の変化の種類と関係なく、ある情勢内容の下で意図変化がおしなべて

一斉に起きやすくあったり起きにくくなったりしている、ということになる。政

党支持が有意な場合も、これらと同様に考えればよい。

　しかしこれら分散分析の主効果のみが有意であれば、アナウンスメント効果は

存在しないと言える。アナウンスメント効果とは情勢内容と意図変化の相互作用

であるとすれば、これは分散分析の中では両要因の交互作用として表される。っ

まり、この交互作用が有意であるということは、ある特定の選挙情勢の内容と特

定の投票意図の変化の種類とが組合わさった時に、その現象の起きる程度が大き

くなったり小さくなったりしていることを意味する。だから、交互作用が有意差
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をもたらす場合が、そのデータにおいてアナウンスメント効果が見られたと考え

られ、その交互作用の特徴が、すなわちアナウンスメント効果の具体的な内容と

みなせるのである。

　以下、このような解釈の基準に従って分析結果を考察する。分析を進めるにあ

たっては、まず優劣2情勢下の回答者自身の意図変化について考察し、次に選挙

情勢に接戦状況を追加した場合どうなるか、さらに回答者以外の有権者の意図変

化を尋ねた場合回答者自身の振る舞いとどのように違うものか、についてそれぞ

れ検証して行く。

（4）分散分析の結果

（ア）基本的な状況

　分散分析の結果をまとめたものが表】V－1－10である。ここで優勢一劣勢の2

情勢の下でのサンプル自身の反応について尋ねた調査結果が、デー．．”タ2の「あな

た」にあたる。この分析結果をみると、回答者に投票経験があろうとなかろうと

同じく、主効果に関しては投票意図の変化と調査前に行われた93年総選挙での

「投票政党」が有意な要因となった。そして問題の交互作用に関して情勢内容×

投票意図の変化の項目が有意な差を生んだ。上に述べたようにこの項目が有意で

あるということは情勢内容と投票意図変化の間には何らかの関連性があることを

意味しているのであるから、すなわちこの回答者の間にはアナウンスメント効果

が生じうるということを意味する。

　これら分散分析においてF値が有意であった要因については、チューキー法に

よる多重比較を行ってそのカテゴリーの水準間の平均値の大小関係を調べ、具体

的にどういう方向の効果があったのかを確かめる。

　主効果にっいての多重比較の結果は表IV－1－llにまとめた。これによると、

まず投票意図の変化については、情勢内容がどうであってもおしなべて投票選好

の補強が起こる度合いが最も大きく、投票の生起や棄権が次に続き、投票意図の

変更は常に最も起こりにくいことが分かる。また投票政党（政党支持）の効果に

関しては、情勢報道の内容や投票変化の種類とは関係なしに、自民党投票者は新
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表IV－1－　10　分散分析の結果

（a）データ 2
一　西イ 西’

《　一

二195
、

n＝89

オた h ナた 1

髭．甑ノヴム・’ 15 13．85 ＊＊ 0．13 18．‘0 ＊＊

L票煮乗の亦 70．39＊＊ 35．97 ＊＊ 56．92 ＊＊ 25．15 ＊＊

政”Mレ’、’ 3．36＊＊ 3．89 ＊＊ 3．15 ＊ 2．32

与納入蜘×
し蛭’旨渓の亦　、　　　　、

16．86＊＊ 19．43 ＊＊ 5．06 ＊＊ 12．78 ＊＊

晒・舶邑マ× 諺脇　　一　垂一

@　　「
1．17 1．73 0．61 1．38

L腹’竃萱’叉のノミ　　　、 　・・　，山p…一
~　、 「 0．81 1．18 0．67 1．16

k　鯵シ‘ぐ× し世億雲の爪 　一~ オ皇‘　　’

@　　、 0．6 1．12 0．74 1．35

（b）データ 3

投票経験者
@　　；60

示
投西未経験者
@　　　二63

」 h

喧‘勢内帰 1．09 0．00

L・｛亙音文の’ノド ノ 23．70 ＊＊ 16。47＊＊

距畳支’1 6．62 ＊＊ 1．67

1三蝕ノ∫”｛X し蝋散文の郷 2．78 ＊＊ 2．94＊＊
髭’ A・殊× ’膏

1圃 0．49 0．44
し・1し三Σ【㌢文び）づ　　　、

く’X
’・’‘ P・1” 0．81 0．90

講しシ圃・× L些舐 文の・く ×
’　産匹鼻漁層

@　　　」ζ 0．53 1．53

（c）データ4

投票経験者
@　n；160

投票未経験者
@　　n＝104

オ　ー4 オ　こ4

一駐　　し　　グ詮 1．22 3．73＊

臆f意文の瓶 148．63＊＊ 181．91＊＊
一’P」‘・辟，‘ 3．10＊ 4．59＊＊
誕も人労ぐ×　　L∫髭妻諌そi’（7）二｛ 3，89＊＊ 11．19＊＊

玉三一’

焉@披×．漂’・±‘． 0．30 1．60

ご」・裏激文（ノ）ノく　　×距　”脇　肇‘、 LO4 1．83＊

鉱も帰×し璽音叉の猷　×政’w” 0．44 1．08

注

表中の数字は各データの分散分析で計算されたF値．＊はpく．05，＊＊はp〈．Olで有意．

従属変数は，データ2，3では各変化の「起きる程度」の5段階尺度による評価値．データ4では経験の有無（投票未
経験者はもし投票できたらそうするか否か）の2択の1，0ダミー変数を用いた．

「情勢内容」のカテゴリーは「勝ちそう」　「負けそう」．データ4は「当選しそう」　「落選しそう」　「接戦」．

「投票意図の変化」のカテゴリーは「生起」　「補強」　「棄権」　「変更」．

「政党支持」のカテゴリーは以下の通り．ただしデータ2については「93年衆院選での投票政党」で代替した（
投票未経験者には仮に投票した場合σ）投票政党を聞いた）．

データ2：「新生」　「日新」　「白民」　「他（社会・さきがけ・公明・民社・共産・他）」　「棄権」．

データ3：「新生」「さきがけ」「自民」「他（社会・日新・公明・民社・共産・他）」「支持なし」．
データ4：「ゴ1民」　「新進」　「他（さきがけ・社会・共産・他）」　「無党派（以前は支持する政党があったが現
在はなし）」　「支持なし（元々支持する政覚はない）」．
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表IV－1－11　ア効果尺度の分散分析・主効果の多重検定結果

西ぐ、 票　、

，主　　　　殊 r】．S曹 n。s．データ2
iあなた） 西意“の… 補強〉（生起・　権）〉変更 補強〉（生起・棄権）〉変更

93年衆院選の（仮
z　　西　愚 ・　　〉’一 ．〉　　・

，　　　　　穴 n．s． 接戦〉当選しそうデータ4
iあなた） 票意文の亦 補強〉生起〉（変更・棄権） 補強〉生起〉（変更・棄権）

愚　　　　、 無党派〉支持なし 自民〉支持なし

西イ 西　　｛

，　　　　穴 勝ちそう〉負けそう 勝ちそう〉負けそうデータ2
i他人） 唖　　叉の亦 補強〉（生起・棄権＞＞変更 補強〉（生起・棄権）〉変更

93年衆院選の（仮
z　　西　愚

　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

r　　　・ n．S．

，主　　　　穴 11．S． n．S．データ3

i他人〉 西意文の・・

補強〉（棄権・生起・変更
jかつ棄権〉変更 補強〉（生起・棄権）〉変更

愚　　　、

（新生・さきがけ・他・
x持なし）〉自民 n．S．

注

分散分析で有意（pく．05）だった要因のセ効果のみについて，カテゴリー別の’F均値をTukey法によ
って多重比較した．表中のn．s．は有意でなかった要因の欄を示す．
従属変数は，データ2，3では各変化の「起きる積と度」の5段階尺度による評価値．データ4では経験
の有無（投票未経験者はもし投票できたらそうするか否か）の2択の1，0ダミー変数を川いた．

「情勢内容1のカテゴリーは「勝ちそう」　「負けそう」．データ4は「当選しそう」　「落選しそう」　「接戦」

「投票意図の変化」のカテゴリーは「生起」　「補強」　「棄権」　「変更」．

「政党支持」のカテゴリーは以ドの通り．ただしデータ2については「93年衆院選での投票政党」
で代替した（投票未経験者には仮に投票した場合の投票政党を聞いた）．

データ2；「新生」　「日新」　「自民」　「他（社会・さきがけ・公明・民社・Jt：産・他）」　「棄権」．

データ3：「新生」　「さきがけ」　「自民」　「他（社会・ll新・公明・民社・共産・他）」　「支持なし」

データ4：「白民」　「新進」　「他（さきがけ・社会・共産・他）」　「無党派（以前は支持する政党
があったが現在はなし）」　「支持なし（兀々支持する政党はない）」．
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生党投票者（回答者が投票経験者の場合）もしくは棄権者（回答者が投票未経験

者の場合）意図変化の起きる程度が全般的に見て有意に高いことが分かった。

　さて、交互要因の効果が有意となったものにっいては水準ごとの平均値を折れ

線グラフとしてまとめた（図！V－1－5）。この際、これらの平均値の大小関係

を比較するために、情勢内容と意図変化を組み合わせたものを一一つの新しい水準

に再カテゴリー化し直してこれを要因とした一元配置の分散分析を改めて行い、

この分散分析における多重比較を行った。図中の＊印は、この多重比較の結果有

意であったことを示している。

　データ2の「あなた」のグラフを見ると、　「補強」以外の投票変化に関しては

「勝ちそう」情勢であった時と「負けそう」情勢であった時との間では起きる度

合いの平均値に有意差に見られない。グラフは「どちらでもない」に対応する評

定値3より下を推移していることから、これらの投票意図変化は、どちらかとい

えばもともと起こりにくいものであると考えられる。

　反面、　「補強」に関しては右上がりのグラフであることから分かるように、

「勝ちそう」情勢のときよりも「負けそう」情勢の時の方が、その起きる度合い

が大きくなっている。つまり劣勢と報じられた候補者への投票意図が補強される

という形のアナウンスメント効果が生じているのである。投票経験者群では、こ

の起き具合の程度の差は有意に大きかった。投票未経験者群の場合では有意差ま

でには至っていないものの、グラフの形は総じて経験者群のものとよく似ていて、

同様の傾向が存在しそうなことがうかがえる。なお「棄権」や「変更」といった

変化は、元々起こりにくいと評定されているので、情勢内容の違いによっても有

意な差が生じない。

（イ）接戦情勢の追加

　先に述べたように、選挙区によっては候補者の優劣がはっきりしていない接戦

区となることも多い。そこで、次に、選挙情勢のカテゴリーに「接戦」を加えた

データ4の分析結果を考察することとする。データ4では従属変数が5段階評価

から「そう思う」か「思わない」かの1、0のダミー変数に変わっているが、こ

の場合でも上と同様に、投票変化と政党支持といった主効果が有意差を生むと共
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データ2（あなた）

　投票経験者群

　3．

埋　3

降2，5

　　2

　1．5

　勝ちそう　　　　負けそう

　一生起補強一棄権変更

　0．8

埋o．6

E－　o．4

　0．2

　　0

データ4　（あなた）

　投票経験者群

勝ちそう　接戦　負けそう

一生起補強一棄権変更

データ2（他人）
　投票経験者群

　3，5

目一2．5

　　2

　1．5

　勝ちそう　　　　　負けそi

　一棄権補強一棄権変更

データ3（他人）
　投票経験者群

　3，5

埋

b－2．5

　　2

　1．5

　勝ちそう　　　　負けそう

　一生起補強一棄権変更

データ2（あなた）
　投票未経験者群

　3．

埋

脚2．5

　　2

　1．5

　勝ちそう　　　　負けそ己

　一生起補強一棄権変更

　0．8

mp　o．6

bFO．4

　0．2

　　0

データ4（あなた）
　投票未経験者群

勝ちそう　　接戦　　負けそう

一生起補強一棄権変更

データ2（他人）
投票未経験者群

　3．5

埋

甘2．5

　　2

　1．5

　勝ちそう　　　　負けそう

　一生起補強一棄権変更

データ3（他人）

投票未経験者群

　3．

埋　3

bF　2．5

　　2

　1．5
　勝ちそう　　　　　負けそう

　一生起補強一一棄権変更

へ
餓
＼

注　＊は改めて行った一元配置の分散分析の多重比較においてp〈．05で有意差があったことを示す．

図IV－1－5　交互作用の分析結果



に、情勢内容×投票意図変化の交互作用の要因も有意となった。さらに未経験者

群では情勢内容や投票変化×政党支持も有意となるが、情勢内容×投票変化x政

党支持の要因は有意でないままだった。多重比較の結果、投票行動の変化にっい

ても上と同じく「補強」が有意に起こりやすく生起がそれに続く。政党支持にっ

いては、自民支持者や「無党派」の回答者に比べて、政党支持のない回答者はお

しなべて情勢報道に伴う投票行動の変化が有意に起こりにくい5。また情勢内容

の水準問の平均値の検定では、情勢内容が接戦であるときの方が当選しそうと報

じられた時よりも、投票行動の変化がおしなべて有意に起こりやすいことが示さ

れている。

　交互要因についてのグラフを見ると「補強」についても「当選しそう」一「落

選しそう」間で有意差が見られなくなった代わりに、投票経験者群・未経験者群

ともに「接戦」で状況下で起きる程度が有意に高くなっていることが分かる。投

票投票経験者群では、　「生起」についても接戦状況の時の方が有意に起こりやす

くなっている。このように接戦という情勢が加わると、優勢、劣勢という情勢の

差はなくなってしまい、接戦情勢下での投票意図の「補強」が行われやすい。さ

らに投票未経験者では、予め意中の候補が定まっていない時には、接戦している

候補への投票意図の「生起」を喚起する傾向も生じると考えられる。

　なお、データ2と3では、　「一歩リード」や「あと一歩」といった接戦時の情

勢表現の違いが投票意図の補強の起こる程度にどのような差をもたらすかも同様

の質問方法で測定している。ここで「あと一歩」とは接戦ながらやや不利、　「一

歩リード」は接戦ながらやや有利な状況を表現したものである。これに「勝ちそ

う」　「負けそう」を合わせた4水準からなるカテゴリーを用いて一元配置の分散

分析を行ったところ、データ3の投票経験者群での場合を除いて有意な差が生じ

た。

　その多重比較の結果が図IV－1－6である。回答者自身の投票意図の補強を聞

いたデータ2「あなた」の事例については、いずれも「あと一歩」の情勢下の方

が「勝ちそう」とされた時に比べて補強の程度が有意に大きい。上の「勝ちそう」

一「負けそう」間の比較では有意な差とならなかった投票未経験群でも、　「あと

一歩」との間では有意差となった。情勢記事を内容分析した先行研究の結果（前

田1980，Maeda＆Kobayashi　l980）と同様に、ここでもやや不利な接戦状態であ
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投票未経験者群
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注＊は隣り合う水準間に，aやbは「勝ちそう」水準とその水準の間に有意差があることを示す（い
ずれもP〈．・05）．

図IV－1－6　予測表現の違いと投票意図の補強



る「あと一歩」の情勢内容では、投票意図の補強がなされる程度が大きいと言え

る。逆に「勝ちそう」という情勢下では補強は起こる度合いが小さくなる。ただ

し、　「一歩リード」と「あと一歩」との問では有意な差は生じず、接戦状況の内

部ではやや：有利、やや不利という程度の表現の違いは大きな差とならない。

　他人の投票意図の補強を推量させたデータ2やデータ3の「他人」の事例でも、

「あと一歩」という情勢下での方が、　「勝ちそう」という情勢下の時よりも補強

される度合いが有意に大きい例が見られる。但し、デー一タによって有意差を見せ

たのが投票経験群だけだったり投票未経験群であったりと一定していない。

（ウ）他人の投票意図変化の推量

　データ2と3では、自分自身の投票意図の変化だけではなくて他の人が情勢記

事を読むとどんなことが起きるかにっいても尋ねている。ここで他者に対する意

見に注目したのは、回答者が自身以外の人のアナウンスメント効果の発現を推量

する上でどれほどの自分の意見と異なってるか、その認知の偏りの程度を考察し

たかったからである。

　表1V－1－10を見るとデータの区別や投票経験の有無を通じてやはり「投票意

図の変化」要因と「情勢内容×投票意図の変化」の交互作用の項目が一貫して有

意である。これ以外では、投票経験者群では両データとも「政党支持」要因の項

目が有意となる一方で、データ2のみに関しては両群で「情勢内容」の要因が有

意となった。

　多重比較の結果も今までと共通するところがある。投票意図変化の水準の大小

関係では「補強」の起こる度合いが一一番大きく、　「生起」や「棄権」がこれに続

き、　「変更」が最も少ない。投票経験者の政党支持にっいては、データ2では自

民党支持者のサンプルの方が新党支持者よりおしなべて投票意図の変化の起こり

具合が高いが、データ3になると逆に新党支持者の方が自民支持者よりも意図変

化の度合いが少なくなっている。

　データ2（93年12月に調査）とデータ3（94年10月に調査）は同じく学習院大

学生に尋ねた結果なので、III－1でのカナダの事例の時に用いた「中断された時

系列デザイン」の発想をここでも援用すれば、これらの結果の間に違いがあると
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すればそれは回答者の属性に起因するところよりも、調査時期の違いに起因する

違いの方が大きいと考えた方が適当である。実は、両調査の間には連立政権の組

み替え（94年6月）が起こり自民党が野党から与党へと復帰している。っまり政

権にっいていないときには自民党支持者の投票意図変更は新党支持者よりおしな

べて起こりやすい傾向があり、それが連立ながら政権に復帰すると、投票意図の

変更は収まるのである。　しかしこれらの傾向は投票経験者にっいてのみ当てはま

り、投票未経験者ではこのような傾向は見受けられない6。

　デー一タ2において投票経験の有無に関係なく有意であった情勢内容要因につい

ては、　「勝ちそう」という情勢下である時の方が「負けそう」と書かれている時

に比べて、どの種類の投票意図の変化もおしなべて起こりやすい。同時に測定さ

れたデータ2の「あなた」のデータでも、データ3でも有意な差を生じないこと

から考えると、これは非自民連立政権時の他者の投票意図変化の推量に特有の傾

向であると考えられる。

　交互作刑の解釈については、今までと同様に図】V－1－4でデータ2の他人と

データ3（他人のみしか測定していない）のグラフを比較する。既に見たように、

補強の直線だけが上方にある「あなた」のグラフと比較して、　「他人」の図では

それ以外の直線も上方に集まっている。それだけ、起こりにくい種類の投票変化

もその起こりにくさが他人の行動では緩和されていることになる。有意となる直

線の傾きにっいても、　「あなた」とは違う。　「あなた」についてで情勢内容の違

いが生起の程度に差をっけたのは「補強」についてであった。　しかし、　「他人」

では、　「補強」に関しては情勢内容によって有意差は生まれず、代わりに投票意

図の「生起」の起こりやすさが、劣勢情勢で有意に小さくなることが、投票経験

の有無に拘わらず生じているのである。しかしながらデータ3では当初の分散分

析では有意となりながら多重比較においては有意差は検出されなかった7。

　このように、他者について聞くと、投票意図変化の傾向が全般的に嵩上げされ

る上に、　「勝ちそう一意図の生起」という形のアナウンスメント効果が認められ

ることがある。これはそれまでに投票選好を定めていない有権者に対するバンド

ワゴン効果とラベルづけできる。しかしこれは自民党の野党時代に行われた調査

で見られ、連立政権復帰後の調査ではこの傾向は見られなくなる。

1q2



（5）まとめ

　ここまで見てきたようにアナウンスメント効果を複雑にしているのは、投票意

図変化の種類の違いが情勢内容にかかわらず生起度の多寡を左右している側面が

あるためだった。っまり、それまで応援していた候補への投票意図の「補強」現

象はもともと起こりやすく、反対に候補者を乗り換える投票意図の「変更」は情

勢報道をきっかけとしようとしまいとそもそも起こりにくい、といった傾向があ

るために、ある選挙情勢とある意図変化の種類とが組み合わさったときに生じる

意図変化の生起度の違いが、しばしば覆い隠されてしまうのである。そこでこれ

らの変動を取り除いて、情勢報道の内容と投票意図変化の種類が連動して変化し

ている部分だけを取り出そうとした試みが、分散分析を用いて交互作用の考察す

るやり方であった。

　果たして、この交互作用の項目は全データで一貫して有意であり、多重比較の

結果でも、多くのデータ例においてアナウンスメント効果の方向性が解釈された。

すなわち、投票経験のあるサンプルに自分臼身の意図に関して尋ねた際、優勢一

劣勢の2分類しかない場合では劣勢状況下での意図補強効果が見られ、さらに接

戦状況を導入した場合では接戦状況下で意図補強効果が見られた。投票未経験者

に尋ねた場合では、さらに接戦状況下では投票意図の生起も有意に起こりやすく

なった。

　このように、アナウンスメント効果の現象として理論上で考えられた12の現象

のうち本論文で調べたサンプルの間で実際に確認された効果とは、自分の投票し

たいと考えていた候補が劣勢もしくは接戦の時にその候補を応援する気持ちがよ

り強まるというものだった。これまで言われていたアナウンスメント効果の分類

名で表せば「アンダードック効果」もしくは「競り勝ち効果」の一部が認められ

たことになる。

　しかしながら質問の仕方を変えて他者の投票意図の変更にっいてという形で尋

ねてみると、上の方向性とは逆に優勢下において投票意図の生起が起こりやすく

なるという結果も一部見られた。つまり、　自分以外の他人が投票する時には、彼

らが予め意中の候補がいない、いわば「支持なし」層であるときに、　「勝ちそう」

と報じられた候補に投票したいと思うようになる、すなわち「バンドワゴン効果」
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の一部が起きると思い込む傾向があるのである。

　何万もの有権者が携わる今日の選挙においては、自分を抜いた「あなた」の回

答を積み重ねた総体が「他の人」の回答の総体とニアリー・イコールと見なせる

ことも多いであろう。従って冷静に考えれば、自分たちが劣勢候補への投票意図

の補強をしがちだということになれば、当然「自分以外の自分たちの集まった」

他の人達も、自分の投票傾向と同じ振る舞い方をすると考えてしかるべきである。

しかしながら、たとえば「観察者」か「行為者」かといった立場によって認知す

る状況内容が異なるように、投票意図変化の対象が自分であるか否かによっても

影響しやすいアナウンスメント効果の種類が異なって認識される可能性があるこ

とを、上の結果は示唆していると考えられる。

　白黒のまだら模様が写っているとしか見えないピンぼけの写真であっても、い

ったん「ダルメシア犬」という説明がつくだけで犬の形が見え、もうそれ以外に

は見えない（Myers　l993）。複雑すぎて曖昧の状況の把握に先入観（Preconcept

ion）が及ぼす影響は絶大である。そしてアナウンスメント効果もまた曖昧模糊

とした現象である。自分は今まで応援した候補が負けそうな時には、もっとその

候補を応援するのだけれど、他の人の場合は自分とは違って今まで投票したいと

いう候補がいなかった人が勝ちそうな候補に投票するようになる。アナウンスメ

ント効果の「捉え方」にこのような先入観が存在するとすれば、食い違った彼我

の投票意図変化のいずれに立って事象を捉えるかによって、その後の議論は大き

く異なるだろう。選挙世論調査の規制に関する論議で常に見られるような水かけ

論争の原因の一端には、このような先入観の及ぼす影響が関係しているのかもし

れない。

（6）尺度の外部妥当性についての補足

　以上で考察してきた「網羅的なアナウンスメント効果尺度」は、あくまで選挙

情勢と投票意図の変化とを組み合わせた事象を想定しそれぞれの事象がどれくら

い自分や他人に起こりうるのかの程度をサンプルに逐一尋ねているだけである。

この際には別段なんらの選挙情勢を提示しているわけでもなく、ただサンプルの

主観的な回答を一般的に尋ねているだけに過ぎない。
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　このような測定は確かにアナウンスメント効果について直接聞いているから

「アナウンスメント効果」を調べていることには違いないのだろうけれど、では

このような尺度によって得られた傾向は「本当」にその人がどれほどアナウンス

メント効果の影響を受けているかを測定しているのであろうか。言い換えれば、

実際の投票行動とどれほど関連があるものであろうか、あるいは投票行動に関す

る他の意見や態度と整合的な関係が保たれているであろうか。

　この点にっいては、V－2でその他の政治意見などとの関連性を検証する際に

一一一一 №ｵて調べられている。詳細は後に譲るがそこでは、投票経験者において93年

衆院選における実際の投票一棄権状況がアナウンスメント効果尺度との間で整合

的な関連性を持っていたり、また投票生起についてだけではあるが投票政党につ

いてもアナウンスメント効果の測定結果と関連性が見られ、選挙情勢との関係も

当時の政治状況と整合性が見られている。さらにアナウンスメント効果とバッフ

ァー投票や調整効果との関連についても、先行研究の結果と同様な傾向がアナウ

ンスメント効果尺度データを用いた場合にも見受けられた。このような結果から

考えれば、本論文で用いたアナウンスメント効果尺度は現実にあり得ない全く仮

想の状態を測っている訳でもなくて、その測定結果には各々のサンプルが実際に

行った投票行動がある程度反映されているものと思われる。
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］V－2　情勢記事と選挙資金の関連一間接効果の実証（その1）

（1）はじめに

　前節では直接効果、っまり有権者がは公表結果を見聞きして投票行動などを変

更する現象を調べるために尺度の構成や分析を試みた。しかしfi章で述べたよう

にアナウンスメント効果には、運動員の士気や選挙資金の変動などへの作用を経

由して選挙結果に影響を及ぼす間接効果も考えられている（Hanshel＆Johnston

1987）。たとえば「勝ちそう」という予測が報じられるとその候補者の運動員

や支持者の士気が上がり選挙運動が活発となるので結果として得票が増える、あ

るいは逆に「負けそう」という予測が報じられると危機感を抱いて陣営が引き締

まり得票が増える、といった現象が起こりうると考えられているのである1。同

様に、　「勝ちそう」　「負けそう」といった予測に基づいて、その候補に集まる選

挙資金量が変化して選挙結果に影響が及ぶとも考えられている。

　以下の2節では、このような間接効果の影響の測定を試みようと思う。まず本

節ではこれら間接効果のうち選挙資金に関する影響を測定するべく、情勢報道と

選挙収入の相関関係の有無を調べる。ただし両者に相関関係があったとしても、

それは直ちに情勢報道の変化によって選挙収入が変化するということを意味しな

い。反対に清勢報道の公表時までに集まった選挙収入が多く、これを使って選挙

運動を活発に行ったために、終盤の情勢が好転したかもしれないからである。

そこで本論文では2回の衆院選に続けて立候補した候補者のデータを用いて一種

の「パネル調査」的状況を設定し、実際の選挙結果も加味したパスモデルを組ん

で、選挙情勢と選挙収入の間の因果関係を推定することとする。

（2）仮説

本節で実証すべき仮説は以下の通りである。

（仮説N－2－1）各候補者の選挙収入は、

される

その候補者の選挙情勢によって左右
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（3）データと手続き

（ア）使用データ

　研究対象としたのは、1990年と1993年の衆院選の両方に同一選挙区から立候補

した候補者593人である。90年の立候補者総数は953名、93年の総数は955名だか

ら、本論文で検証対象とするサンプルは各々の回で全候補者の6割ほどになる。

2回の選挙間の変化を調べるためにサンプルを連続立候補者に限定したので、93

年に引退した候補や地盤を引き継いだ二世候補、一回で立候補を諦めてしまう候

補、選挙区を変えた候補などは以下の考察から除外される。反面、落選し続ける

候補者などは含まれることになる。なお奄美群島区の候補者にっいても93年時に

同区が鹿児島一区と統合されて対応関係がつかなくなったので、サンプルから除

外した。

（イ）用いる変数の選択と内容分析

　考察に用いる変数のうち、まず選挙収入の変数としては「衆議院議員総選挙結

果調」の「候補者別選挙運動費用支出額に関する調」のうち「収入の部」の金額

を用いた（自治省選挙部1991，自治省選挙部1994）。この金額は公選法上で選

管への提出義務があるものの、自己資金や借入金といった寄付以外の収入も含ま

れる。そして当然「裏金」は含まない。しかしながらこのデータでは選挙に関係

する収入だけがある程度峻別されており、落選者データも網羅されているという

利点もあった。それに個人献金額には制限があるものの、選挙支出額と違って収

入額自体には上限はないので「辻褄合わせ」の度合いも少ないと思われる。なお

選挙収入の度数分布は縦に細長くかつ右裾野が長い形をしていたので分析結果が

「外れ値」に引きずられることを防ぐべく、計算する際には収入額の「順位」に

直して用いることとした。

　他方、各候補者の選挙情勢の変数については、各回選挙の投票数日前に朝日新

聞の紙上で公表された選挙区別の終盤情勢記事を内容分析して作成した2。新聞
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に限ったのは、日本では衆院選の候補者別情勢は実際上放送番組では直接報じら

れないからであり、終盤情勢を採用したのは支局の取材だけから判断された序盤

情勢の記事と異なり、この段階での選挙予測は世論調査結果に基づいて報道され

ているからである。　しかし新聞の情勢記事は候補者ごとの調査支持率がそのまま

数字で書かれていることはなく、優劣に関する文章表現のみが記載されている。

これは従来の情勢記事のスタイルを踏襲しているだけが理由なのではなくて、予

測が的中しない場合に候補者からの批判を和らげたり、決定論的な印象を読者に

与えないための工夫のようでもある。事実、統計学や確率論の知識を持たない読

者がサンプリング方法やその大きさが意味する調査精度を適切に理解し、常に誤

差幅を踏まえて数値を見ることができるようになるには、多少の訓練が必要なの

かもしれない。しかしながらこのような表現方法を分析しようとする場合、改め

て数値化するために内容分析が必要となる。

　具体的には、まずプレコーディングを行って各候補者の紹介順などを手がかり

に優劣の程度を分類し、共通して用いられているキーワードを抜き出した。この

際、90年の終盤情勢記事と同日に掲載されていた情勢別候補者数の一覧表の体裁

にならって優劣の段階を5つに分けた。候補者の分類をさらに行いながらコード

表を作成し（表IV－2－1）、　これを用いて候補者の優劣の程度を変数化した

（表IV－2－2）。コード表によって分類が機械的にできなかった候補や複数の

キーワードが併記されてコーディング基準上で矛盾するような候補は「分類不能」

として集計から除外した。以上の作業は筆者が行った。

（ウ）分析の考え方とデータ上の制約にっいて

　ある選挙時において候補者の選挙情勢と選挙収入の問に何らかの相関関係があ

ったとしても、これだけではどちらが原因でどちらが結果なのかは決められない。

そこで本論文では「時間差」を導入して因果関係の向きを確定しようと試みた。

因果の流れは時間的に前の変数から後の変数にしか進まないのだから、例えばも

しある時点の選挙情勢がそれより後の時点の選挙収入との間においても相変わら

ず関連性を保っていたとしたら、そこからは選挙情勢が原因となって選挙収入を

変化させているといった推論が可能となろう3。
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表IV－2－1　選挙情勢記事のコード表
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表IV－2－2　選挙情勢記事の内容分析結果（N＝593）

1990年 1993年

性 男性 561（94。6） 同左

別 女性 32（5．4）

自民 283（47．7） 243（41．0）

社会 122（20．6） 120（20．2）

公明 28（4．7） 29（4．9）

所 共産 74（12．5） 74（12．5）

属 民社 25（4．2） 23（3．9）

政 新生 一一一 48（8．1）

党 さきがけ 一一一 8（1．3）

日本新 一一一 9（1．5）

その他 6（1．0） 6（1．0）

無所属 55（9．3＞ 33（5．6）

都 大都市 152（25．6） 同左

市 都市 167（28．2）

類 地方市 216（36．4）

型 村 58（9．8）

当 90，93年で連続当選 一『一 335（56．5）

落 90，93年で連続落選 一一一 93（15．7）

類 90年のみ当選 一一一 101（17．0）

型 93年のみ当選 一一一 64（10．8）

選 1最有力 147（25．3） 154（27．4）

挙 2有力 102（17．5） 69（12．3）

情 3やや有力 115（19．8） 136（24，2）

勢 4当落線上 106（18．2） 65（11．5）

5あと一歩・苦戦 112（19．2） 139（24．7）

500万円未満 42（7．1） 47（7．9）

500万円～1000万円未満 68（11．5＞ 50（8．4）

選 1000万円～1500万円未満 224（37．8） 115（19．4）

挙 1500万円～2000万円未満 160（27．0） 130（21．9）

収 2000万円～2500万円未満 46（7．8） 106（17．9）

入 2500万円～3000万円未満 21（3．5） 95（16．0）

3000万円～3500万円未満 15（2．5） 31（5．2）

3500万円以上 17（2．9） 19（3．2）

注　N・＝59　3．ただし選挙情勢のコーディングでは分類不能を除外したのでN＝
582（1990年），および563（1993年）．都市類型は1990年当時の状況．新生，さき
がけ，日本新党は90年衆院選時には存在せず．
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　ただし、選挙序盤時と終盤時といった同一選挙の期間内で時間差を取ることが

できれば、各選挙ごとの情勢一収入の関係を考察することができるけれど、デー

タの仕様上の理由から実際には選挙情勢と選挙収入のデータセットは一回の選挙

に一組ずっしか用意できない。従って一番短いの2時点間とは2つの選挙の間と

なってしまう。このようなデータ上の制約から、本論文では2度の選挙の間の情

勢や収入の変化を考察せざるを得ない。このことは、前回選挙の情勢や選挙収入

が次回の選挙収入や情勢に関係する可能性を仮定することにもなる。同一候補の

情勢や選挙収入なのだから次の選挙になってもある程度の関連性はあるだろうが、

本当にそうなのか少し考えてみよう。

　前回選挙の選挙収入が次回の選挙情勢との間に相関関係を持つ可能性は存在す

るだろう。というのも、前回選挙での選挙収入の多寡がその候補者の前回時の選

挙運動を規定し、そこで生まれた運動組織やネットワークが次回選挙までに培わ

れ、結果次回の選挙運動に反映するといった事態が想起されうるからである。け

れども前回選挙の情勢が次回の収入に影響するという可能性はどうだろう。投票

H2、3日前に公表される情勢記事以降に新たに集まる選挙収入はそれほど多くな

いだろう。むしろ資金管理団体を経由する企業献金などは選挙期間以前に集めら

れていることが多いだろう。その場合、献金者は今回選挙の情勢記事が公表され

る以前に入手できる情報のみで、どの候補に献金するかを決めることになろう。

この場合まず参照されるのは当該選挙に関して評論家の下馬評や記者の取材結果

による事前予想記事や序盤情勢記事だろうし、既に前回の選挙結果が済んでいる

からその確定得票数も用いるだろう。けれども年齢、職業、支持政党別の票のま

とまり具合といった支持者の属性に関する正確な情報は、世論調査の結果からし

か知り得ないはずだ。そして選挙区レベルの選挙世論調査結果は、前回選挙のそ

れまで遡らなければ見っからない。とすれば、前回選挙の情勢が次回の選挙収入

に影響を及ぼす可能性も全くない訳ではなかろうと思われる。

　上で考えたように前回の情勢記事以上に前回選挙の結果そのものが及ぼす影響

も大きいだろうから、パスモデルには前回選挙の結果を経由した影響の流れも含

めた方が賢明であろう。そこで本論文では選挙結果の変数として90年選挙で当選

したか落選したかのダミー変数を紐み込むことにした。このようにして90年、93

年衆院選時の選挙情勢と選挙収入、そして90年選挙での当落という合計5っの変
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数を組み込んだパスモデルを作り、分析した結果が図】V－2－1である。

（4）結果

　図】V－2－1を見ると90年と93年の選挙収入同士の間にはO．74といった強い相

関が見られ、選挙情勢同士の問にも0．54といった比較的強めの正相関が見られた。

っまり相対的には、前回選挙の選挙収入の多かった候補者は次回選挙の際も収入

が多い傾向があるし、同様に前回選挙で情勢が良かった候補者は次回の情勢も良

い傾向がある。そして各回選挙ごとに見ると、選挙情勢と選挙収入の問には一〇．3

1（90年）、－0。43（93年）程度の弱い相関関係がある。選挙情勢の変数はその候

補者が優勢であるほど順位が若くなるようにコーディングしてあるので、これら

の相関係数の符号が負であることは「選挙情勢が優勢であるほど選挙収入も多く

なる」という関係を示している。上述したように選挙情勢同士、選挙収入同士に

は選挙時期が違っても相関関係が見られたのだから、ここで見られたような情勢

一収入間の相関関係の因果方向を推定するために異なる時期の情勢一収入の相関

関係を比較しようとする本論文の方針は、結果的に妥当なものとなろう。

　図IV－2－1において90年の当落結果を経由するパスを見ると、90年の選挙情

勢は同年選挙における当落結果と一〇．57の相関関係にある。符号に注意すれば、

これは選挙情勢が当落にある程度正しく反映されていることを示している。また

90年収入も当落との間に大変弱いながら関連性が存在する。　しかし90年の当落は

93年の情勢、収入のいずれにも有意な影響を与えていない。つまり選挙情勢は前

回選挙での当落とは無関係に評定されているし、選挙収入の集まり方も前回選挙

の勝敗とは関係ないのである。従って90年の情勢・収入と93年の収入・情勢とを

結ぶパスのうち、当落結果を経由するパスは中断されてしまう。

　そこで残った情勢一収入間を直接つなぐパスの係数値を比較すると、90年情勢

から93年収入に向かうパスの係数の値は一〇．09しかないのに、90年収入から93年

情勢へ向かうパスの係数は一〇．26と前者を上回っている。このことから各回選挙

に見られる情勢一収入の弱い相関関係は、情勢報道の変化によって選挙収入が変

化しているからというよりも、逆に選挙収入が多く集まって（選挙運動が活発に

なったために）終盤の情勢が好転しているからと推定した方がより妥当であると
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図】V－2・－1　選挙情勢と選挙収人のパス解析結果（全候補者を対象）
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考えられる。これは（仮説IV－2－1）　「各候補者の選挙収入は、その候補者の

選挙情勢によって左右される」とは逆の結論であるから、本論文ではこれをを棄

却する。すなわち2っの選挙間における選挙世論調査結果の間接効果は、選挙収

人の多寡を左右しているとは言えないのである。

　しかし候補者の属性によっては間接効果が現れやすかったり現れにくかったり

することがあるかもしれない。そこで性別、90年および93年選挙時の所属政党、

90年現在の立候補した選挙区の都市類型、93年選挙での当落といった候補者の属

性ごとにサンプルを細分した上で、それぞれ同様のパス解析を行った（表】V－2

－3）。その結果、90年情勢から93年収入へ向かうパスの係数の合計値が90年収

入から93年情勢へ向かう合計値をL回ったのは、共産党や新生党の候補者を分析

した場合であった。前者は90年情勢と93年収入とを直接結ぶパスのみが有意であ

ったのに対し、後者は当落変数を経由するパスのみが有意であるといった違いが

あるが、このように所属政党によってはアナウンスメント効果の間接効果が存在

するという結果が得られる場合もある。ただしこの結果にしても頑強性は乏しい。

というのも、念のために読売新聞の情勢記事を内容分析して選挙情勢変数を作り

同様の分析を行ってみたところ、これらのパスは全て有意でなくなってしまった

からである（表jV－2－4）。っまりちょっとした情勢記事の内容の違いによっ

て失われてしまうような、脆弱な効果に過ぎないのである。

（5）まとめ

　本論文では選挙情勢内容の問接効果が候補者の選挙収入に対してどのように働

いているか考察した。　しかし衆院選の連続立候補者の選挙収入を用いてパス分析

を行っても、アナウンスメント効果の間接効果は全般的な傾向として認めること

ができなかった。情勢報道の内容と選挙収入の間には常に弱い相関関係があった

ものの、推定された因果関係は仮説とは逆方向だったからである。所属政党によ

っては間接効果が測定される場合もあったが、その結果も安定的ではない。
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表IV－2　3候補者の属性別に行ったパス解析結果の抜粋

選挙情勢（90年） 選挙収人（90年）
→’F墜叉　93｛三 一撰溢1渤93イ三

全体 一〇．09 一〇．26

性 男性 一〇．10 一〇，25

別 女性
90 自民

年 社会 一〇，18

所 公明
属 共産 一〇．27

政 民社
党 無所属
93 自民

年 社会
所 公明
属 共産 一〇．27

政 民社
党 新生 一〇．22

日本新党

無所属
都 大都市 一〇．17

市 都市 一〇．34

類 地方市 一〇．11 一〇．29

型 農村 一〇．35

当 93年は当選
落 93年は落選 一〇．09 一〇．29

IE　候袖首の属怖ことに行ったハス解研で，　　　　　　　　　　　　　　　　　　Igo牛情勢」
数と「93年収入」変数とを結ぶバスおよび「90年収人」変数
と「93年情勢」変数とを結ぶパスにっいて，「90年当落」変
数を経山した効果としなかった効果を合計した1：で一一覧表に
まとめた。ただし係数が有意（p〈．05＞でないパスは計算から
除外した．効果の合計が0となった揚合，表中ではただ空欄と

雛蛾翫瓢纏講蕩！鯉年収入→93鞘蜘絶
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表IV　一一2－4

読売新聞の情勢記事を用いて候補者の属性別に行
ったパス解析結果の抜粋

選挙情勢（90年） 選挙収入（90年）
一→’” 普@　　93二 →” c”儲し93オ三）

全体 一〇，05 一〇。34

性 男性 一〇．04 一〇．35

別 女性 一〇．22 一〇．26

90 自民
年 社会 一〇．22

所 公明
属 共産

政 民社
党 無所属
93 自民

年 社会 一〇．17 一〇．22

所 公明
属 共産

政 民社
党 新生

日本新党 一一一 一　一

無所属 一〇．30

都 大都市 一〇．36

市 都市 一〇．36

類 地方市 一〇．09 一〇．39

型 農村 一〇．26

当 93年は当選 一〇．13

落 93年は落選 一〇」3 一〇．44

1－ll読売新聞1990年2JI　15　Hおよび93年7月14　f］の情勢記事を
内容分析して4段階に分類した結果を変数に用いて，表IV－
3－3と同様のパス分析を行った，

　候補者の属性ごとに行ったパス解析で，　　　　　　　　　　　　　　　　　「90年情勢」変数
と「93年収入」変数とを結ぶパスおよび「90年収入」変数と
「93年情勢」変数とを結ぶバスにっいて，「90年当落」変数

を経由した効果としなかった効果を合計したhで’覧表にま
とめた。ただし係数が有意（pく．05）でないパスは計算から除
外した．効果の合計が0となった場合，表中ではただ空欄とし
，90年情勢→93年収入の絶対値が90年収人→93年情勢の絶対
1直よりも大きい欄には網をかけた．レー一」は欠損値によりパ
ス係数が計算ができなかったことを示す．
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IV－3　情勢報道と選挙ボランティアの士気等の関連一間接効果の実証例（その

2）

（1）はじめに

　選挙資金の増減を取り扱った前節に続いて、本節ではアナウンスメント効果の

「間接効果」のうち、選挙運動員の士気や資金カンパの意図の変化が情勢内容に

基づいて変化する可能性にっいて、筆者自身が参加した選挙運動で行ったフィー

ルドワークにおける観察結果とその際行った選挙ボランティアに対するアンケー

ト調査の結果から考察する。

（2）仮説

（仮説IV－3－1）選挙運動員の士気は、応援する候補者の選挙情勢によって左

右される

（仮説IV－3－2）選挙運動員のカンパの意図は、応援する候補者の選挙情勢に

よって左右される

（3）データと手続き

　1996年10月に行われた衆院選の際に、筆者は埼玉第5区の枝野幸男候補（民主

党）の選挙事秘所で選挙ボランティアとして働き、同時にフィールドワークを行

った1。さらに同年11月前半には、選挙事務所で作業に従事したボランティア95

人に対して郵送法によるアンケートを行った2。

　このアンケートの中では情勢報道を見聞きした有無、枝野候補の情勢予測内容、

その結果どの程度がんばろうと思ったか思わなかったのか、を尋ねた。このデー

タから今回の状況下で運動員に対する情勢調査の影響がどの程度あったかを調べ

る。次に、情勢報道内容と選挙運動に対する士気やカンパに対する意図の変化の

種類を組み合わせた文章を提示し、どの程度そう思うかを測定する。そして最後

に、実際のボランティア人数の時系列的推移とこれらの心理的な変化の関係にっ
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いて・考察する。

（4）結果

（ア）実際の選挙運動における士気の変化

　新聞各紙の情勢報道記事は、ほとんどが投票4日前の1996年10月16日に掲載さ

れた。記事をまとめると（表IV－3－1）、埼玉5区では福永（自民）、金子

（新進）、枝野（民主）の3人が横並びか、もしくはそこから福永が一歩リード

しているという内容であった。しかし有力さの順序に対応していると見られる情

勢記事中の候補者名の紹介順序に着目すると、全ての記事で福永が筆頭だった。

小選挙区では筆頭の一人しか当選しないこと、また枝野候補に対してなされた

「今後の伸びにかける」　「急迫」　「風が吹くかがポイント」といった表現をIV－

3で内容分析した際のコード表を援用して判断すると、同候補の情勢は小選挙区

では当落線上よりやや劣勢の側に位置していたと判断できる。

　他方、比例区については、当該候補が所属する民主党は北関東ブロックで三議

席確保という見方が多かった。　しかしこのブロックで民主党の小選挙区候補は全

員が比例区に重複立候補しており、さらにその名簿順位は全員がag　一位と同一で

あった。そのため誰が当選するかは全て開票時の惜敗率（小選挙区で一位当選し

た候補との得票数の比率）の大きさで決まることになっていた。従って「比例区

では通るだろう」という漠然とした期待感はあったものの、誰が当選するかは実

際のところ見当がっかなかづた。

　アンケートではまず、投票日の数日前に新聞に発表された世論調査に基づく選

挙情勢記事を読んだか否かを尋ねた。ここで回答者の86％（36人）が読んだと答

えた。このように大半のボランティアは新聞の情勢記事を目にしていることにな

る。

　情勢記事を読んだ人に対してさらに枝野候補の情勢を5段階尺度で尋ねると、

「当落線上」であったとした意見が読んだ者の46％（16人）、次いで「やや劣勢」

という意見が23％（8人）となり、実際に報じられた情勢記事の内容に見合った知

覚がなされていた。また「その情勢記事を見て、あなたはどう思いましたか」と
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表IV－3－1　新聞の情勢報道記事の内容

新聞名 一面見出し
リード中での民主党の
@　　情勢 比例区・北劉東ブロックの情　　（少） 小選挙区・埼玉5区の情勢

日 自民、過　数の勢い 民主はほぼ王”維持

自民は…人議席程度を獲得しそうだ。…
B新進は…五議席前後となりそうだ。民
蛯ﾍ埼玉を中心に自民、新進に次ぐ支持
�Wめており、三議席を確保しそうな勢
｢。民主党支持層を手堅くまとめており
Aさらに議席が増える可能性もある

福永信彦（自前）が、各地域で支持を集め一
焜梶[ド。枝野幸男（民前）は「菅人気」に
謔ﾁて、今後の伸びにかける。金子善次郎（
i新）は新進支持層はほぼまとめた。藤原幸
N　共新）は苦しい。

毎日
自民、過半数をうか
ｪう 民主60議席台も

茨城など北3県での支持を固める自民が
梶[ド。新進・民主が追う形。自民は…
V議席をほぼ手中に。新進は…6議席をう
ｩがう。民主は…4議席をほぼ固めたが…無党派層へのさらなる食い込みがカギ

福永、枝野氏が並走。金子氏をまじえ混戦。
e子2代にわたる強固な地盤を担う福永氏は
o遅れを取り戻し、4月に設立した後援会女
ｫ部が主婦層に支持を呼びかける。菅直人厚
叶l気と薬害エイズ問題の実績を持っ枝野氏
ﾍ浮動票を取り込み、サラリーマン層に支持
�iえる。昨年から地道な活動を続けてきた
V人の金子氏は広範囲な支持を得て、新進の
賰b票に加え「消費税3％据え置き」を前面
ﾉ浮動票を租う。追い風が吹く組織力の藤原
≠ﾍきめ細かい活動で主婦層に食い込む。阿
博≠ﾍ浮動票狙い。

読売 自民、過半数に泊る 主、50議席台か

自民と新進が激しく競り合い、定数の三
ｪの二前後を固めつつある。これに続く
ﾊ置で民主が追い上げ、共産も複数議席冷うかがう　…

福永、枝野、金子の三人がほぼ横並びの状態
B福永は職業別に支持の偏りがなく、自民支
搗wに加えて無党派層にも食い込み、強みを
ｩせる。薬害エイズ問題の追及で活躍した枝
?ﾍ、民主、社民支持層を手堅くまとめ、無
}派層にも浸透している。金子は、組織票を
恂ｽに引き締め、保守層への浸透に全力をあ
ｰる。藤原は消費税廃止などを訴え、党勢拡
蛯�ﾟざしている。

日経 自民、過半』’の　い 民主、50台は確保へ

自民が七議席をうかがい、新進党が五議
ﾈ、民主党が四議席を固めている。共産
}は二議席を目指し、社民党が一議席を
､かがう。

福永信彦（自前）、金子善次郎（進新）、枝
?K男（民前）の三つどもえ。福永は元衆院
c長の父の地盤を守り逃げ切りを狙うが、金
qと、無党派層の支持を受ける枝野が急迫す

産経
自民、過半数獲得の
ﾂ能性 民主、50議席突破へ

…自民党は…10議席を目標に票の上積み
�b､。…伸び悩めば8議席で頭打ちも

B… B新進は調査では五議席にとどまっ
ﾄいるが、…創価学会の集票で1－2議席
繽謔ｹの可能性も。…民主は…3議席を
m実にしつつある

福永、金子、枝野が横一線。枝野はどれだけ”民主の風”が吹くかがポイント。

東京 自民、過半数の勢い 民‡、50議席前後

　一、　　　、　　＼・　気で　丁・　の
Lがりを見せる民主が拮抗（きっこう）
B自民がやや優勢だが、終盤の情勢次第
ﾅは三党が5議席ずつ分け合い、共産は
l一三議席、社民が一義席を獲得する可
¥性もある．

自民・福永が大宮市でリード。新進・金子が
x持層を固め、迫る勢い，民主・枝野は無党
h層を取り込み、絡む展開。

注

掲載日は1996年10月16日朝刊．但し日経は選挙区詳報以外をt5日朝刊に掲載．
文章甲の「…」は省略を示す．

o
鴇
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聞いてみると、読んだ：者の76％に当たる25人が「もっとがんばろうと思った」と

答えた。残りの回答も「別に何も思わなかった」にとどまり、　「正直なところ、

がんばろうという気持ちが少し薄れた」と答えた人は全くいなかった。このよう

に大半の選挙ボランティアの土気は常に高まる傾向にあると言える。

　しかしながら知覚された情勢記事の内容と運動員の士気の間でクロス表を作り

（表】V－3－2）、さらに前者を「当落線上」か「やや劣勢」かで、後者を「も

っとがんばろうと思った」か「別に何とも思わなかった」かで、それぞれ再分類

して2x2のクロス表を作り関連性の検定を行ってみたものの、有意な関連性は

検出できなかった。情勢記事内容のカテゴリーをいろいろ組み合わせて再分類し

てクロス表を作り直しても、やはり有意な関連性は見られなかった。

（イ）情勢報道に対するスタッフやボランティアの反応

　この結果は、フィールドワークで得た感触とも一致する。情勢報道に対してス

タッフは目立った対応をしていないし、ボランティア側も情勢報道を話題に取り

挙げることはなかった。

　候補者は選挙前から「風は吹かない」と認識しており、内心では落選するとさ

え思っていたと言う。従って情勢報道記事については、4位や5位と書かれて当

選争いの増外にされることを畏れていたようだ。従って「互角」　「横並び」とい

う書かれ方は「結果オーライ」であり、実際、公表当日も関係者はニコニコして

いて沈痛な雰囲気は全く感じられなかった。当日の事務所2階の作業部屋は、張

りつめた緊張感でも厭戦気分でもない、ある種の和らぎが支配していた。

　また、運動方針自体が情勢報道によって修正されることはなかった。リークさ

れた情勢が公表日以前に話題になることもなく、　「電話作戦」すなわち電話によ

る投票依頼に応じる有権者の受け答え方から「票読み」を行うこともしなかった。

また公表日以降もそれ以前に立てられた遊説日程に大きな変化がなく、劣勢な地

区へのテコ入れなども見られなかった。事務所側が情勢報道に対して反応した唯

『のことは、作業場の机の上に掲載紙を重ねて置いたことであった。しかしそれ

をボランティアがむさぼり読む、といったことはなかった。

　情勢報道に対してこれほど無頓着であったのは、同事務所が徹底したボランテ
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表IV－3－2　選挙情勢記事の内容とボランティアの士気変化

枝野候補の情勢

ボランティアの士気
優勢 やや優勢 当落線上 やや劣勢 劣勢

覚えてい

ﾈい 横計

もっとがんばろうと
vった 0（0．0） 3（12．0） 12（48．0） 8（32．0） 2（8．0） 0（0．0） 5（100．O）

別に何も思わなかっ
ｽ 0（0．0） 1（12．5） 3（37．5） 0（0．0） 3（37．5） 1（12．5） 8（100．0）

響ろ臓驚融磯舗鵬為麟嬰激鰹騰談灘命計は33人・なお士気に関して「殖なと
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イア選挙を行い、また組織だった後援会すらなかったために「組織のゆるみ」を

気にする必要自体がなかったためかもしれないし、また電話作戦を行わないとい

う独特の運動方針も影響しているだろう。あるいは、いわゆる「選挙参謀」がお

らず候補者自らが選挙運動のリーダーシップをとる中で、スタッフたち自体が仕

事に忙殺されていて世論調査など気にする暇がなかったというのが、実状に近か

ったのかも知れない。

　そしてボランティアの間でも、　「（無党派層からの得票が頼りなので、投票率

が高ければ自分たちに有利なので）投票率が問題だ」という話は何度か聞かれた

ものの、情勢報道記事に関する話はほとんど会話に上らなかった。

　ボランティアは街頭に立てば、通行人のビラの取り方一つでどの位人気がある

のか、どう変わってきているのかを突きつけられる。選挙ビラを受け取る人数や

街頭演説に足を止める通行人の少なさから「民主の風」など全然吹いていないこ

とも分かっていたし、それが菅直人が応援演説に来た15日以降大きく変わって

「手応え」が感じられるようになったことは、ボランティアの間でも大いに話題

になった。相手候補の陣営の様子にしても、どこがポスターをはやく貼り終わっ

たか、こちらが訪れた時にどの候補のビラが既にボスティング（家々のポストに

ビラを入れて回ること）されていたか、街頭演説にどれだけサクラの聴衆が集ま

ったか、そろいのユニフォームを買い揃えられたか、といったことでその組織力

や資金力を推し量ることができた。だからいずれにしても、ボランティアはあえ

て世論調査結果に頼る必要がなかったと思われる。世論調査が扱う、そして実際

に投票してくれた何万人もの有権者はあまりに人数が膨大すぎて、今でもうまく

そのイメージをまとめることができない。だが、駅頭ですれ違った一人一人の

「有権者」との経験は、強烈な印象を残したのである。

（ウ）分散分析による間接効果の分析

　このように今回のケースに即して調べた結果では、士気の変化は情勢報道の内

容と無関係に起きている。しかし、この場合では実際の情勢状況の下での変化し

か測定できない。

　そこで次章で行う分析と同様に、選挙情勢の内容と選挙運動の変化とを組み合
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わせた網羅的な尺度群を用いた質問を行った。すなわち、たとえば「自分が手伝

っている候補が『当選しそう』だったので、もっとがんばろうと思った」といっ

たように、自分の応援している候補の情勢と、それを見聞きしたときの運動員の

士気及び資金カンパの意図の変化（以下「意図変化」と呼ぶ）とを組み合わせた

文章を作り、それぞれ「全くそう思わない」（1点）から「非常にそう思う」　（5

点）までの5段階尺度で評定させた。

　情勢の種類は「当選しそう」　「落選しそう」　「接戦」の3種類、意図変化のう

ち運動員の1：気の変化にっいては「もっとがんばろうと思った」　（強化）と「が

んばる気持ちが薄れた」　（弱化）の2種類、運動員のカンパの意図についても

「カンパしようと思った」　（強化）と「カンパしなくてもいいと思った」　（弱化）

の2種類のカテゴリーを設定した。従って運動員の士気、カンパそれぞれ3x2

＝6通りの質問文が作られた。そしてこのようにして得られた回答データを用い

て選挙情勢と意図変化を要因とし、　「そう思う」程度を従属変数とする二元配置

分散分析（GLM）を行うのである。

　各要因が有意であった場合の解釈は次のようになる。もし士気やカンパの意図

変化の要因が有意であれば、情勢記事の内容の違いにかかわらず、ボランティア

の士気やカンパの意欲が変化していることになる。つまり、情勢報道がどうであ

ってもいっでも士気が高いとか、逆にどんな場合であっても士気は低いままであ

るといった解釈になる。また情勢内容の要因が有意であるとすると、今度はある

情勢の下では士気であれカンパであれその種別にかかわらず意図の変化が一…様に

起こる傾向のあることが示されている。

　そしてアナウンスメント効果が生じていると考えられるのは情勢内容と意図変

化の交互作用が有意な時、つまり、ある情勢内容とある士気変化（もしくはカン

パ意図の変化）とが組合わさった時に、その現象が起こると思う程度が大きくな

ったり小さくなったりしている時であった。

（エ）分散分析の結果

　分散分析の結果を表工V－3－3に示す。これをみれば分かるように、主効果に

おいては士気・カンパともに意図変化の要因のみが有意となっている。チューキ
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表IV－3－3　情勢報道の間接効果に関する分散分析の結果まとめ

要因 運動員の士気 検定の結果
選挙情勢 0．23

意図変化 163．44＊＊ 強化〉弱化
選挙情勢×意図変化 6．00＊＊ 図V－4－1を参照

要因 運動員のカンパ 検定の結果
選挙情勢 0．21

意図変化 7．03＊＊ 強化〉弱化
選挙情勢×意図変化 3．34＊ 図V－4－1を参照

注

表中の数字は各データの分散分析で計算されたF値．＊はp〈．05，＊＊はpぐ01で有意．

従属変数は「全くそう思わない」（1）から「非常にそう思う」（5）までの5段階尺度による評価値．

「予想内容」のカテゴリーは「当選しそう」　「落選しそう」　「接戦」．

「意図変化」のカテゴリーは「士気」では「がんばろうと思った」　（強化）か「がんばる気持ちが薄れ
たか」　（弱化）の2つ，　　　　　　　　　　「カンパ」では「しようと思った」　（強化）か「しなくてもいいと思った」　（弱
化）の2っ．
分散分析で有意（p＜．05）だρた要因のうち主効果にっいてはカテゴリー別の平均値をTukey法によって多
重比較し，検定結果の欄に記した．
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一法により多重比較を行ったところ、いずれの場合でも意図が強化する時の方が

弱化する時よりも「そう思う」程度が有意に大きかった。つまり選挙ボランティ

ァにとっては、自分が手伝っている候補の情勢予測がどうであれ「もっとがんば

ろう」と思うことが多いし、カンパしたいと「思わない」度合いも少なくなる傾

向がある3。

　しかしながら、交互作用にっいても同じく士気・カンパともに有意となった。

カテゴリーの組み合わせごとに評定値の平均をまとめたグラフ（図IV－3－1）

を見ると意図強化、弱化のグラフはそれぞれ接戦情勢の下で山型、谷型となって

おり、接戦の情勢下では運動員の士気やカンパへの意図が補強される傾向がうか

がえる。カンパについては多重比較においてこの傾向が有意差を持っている。士

気に関しては強化一弱化の生起度の差が大きく多重比較を行うと接戦以外の情勢

でも有意差が見られるが、強化にっいては接戦時の方が劣勢時に比べて有意に生

起度の平均が高く、接戦時の強化の傾向がこのようにして示されている。

（5）まとめ

（ア）分散分析結果の考察

　これまで見てきたように、選挙ボランティアに対するアンケート結果では、実

際の選挙の場では情勢内容とは無関係に運動員の士気は高まっていた。尺度を工

夫してより詳しく聞くと、応援する候補の選挙情勢が接戦である場合、選挙ボラ

ンティアの士気やカンパの意思が補強される傾向が生じている。このように「も

っとがんばろう」という主効果は常に働いているものの、この影響を取り除いて

みると確かに選挙運動員は情勢報道に応じて運動への士気やカンパの意図に違い

を生じさせている側面もあることから、本論文では（仮説IV－3－1）　「選挙運

動員の士気は、応援する候補者の選挙情勢によって左右される」と（仮説N－3

｝2）　「選挙運動員のカンパの意図は、応援する候補者の選挙情勢によって左右

される」を採択する4。

　接戦において士気が補強されるという傾向は投票意図の変化、すなわちアナウ

ンスメント効果の直接効果においても同じく現れるものである。つまりボランテ
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（ア）運動員の士気　　　　　　　　　（イ）運動員のカンパ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　gr　5
　埋　　　　　　　　　　　　　　　　　興

馨・齢＼　　覧・
　副，　　　　　　　　　～1」3
　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A

有・　　　　　　　　某・
　1ト・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R
　’iミ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　当k、そう接戦落選、そう　　当選・そう徽落選・そう

　　　　一意図強化　意図弱化　　　　　　　　　　一意図強化　意図弱化

9想綾潴謙観鷺儲：（ア）でCま・～fの全ての間で，（イ）では・の間で意図変化

図IV－3－1　選挙情勢×意図変化の交互作用
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イァにとっては、投票も選挙運動の一一環なのである。とりわけ街頭でのビラまき

の時などにつれない通行人の態度に接すると、自分の意のままになる自らの…票

や家族の数票を、利用可能な政治資源として強く自覚するようになる。従って、

仮に情勢報道の影響が有権者と選挙運動員の両方に及んでいたとしても、それら

は相殺する方向に働くというよりも、むしろ一致する方向に作用すると考えられ

る。

（イ）実際のボランティア人数の推移

　しかしこのような心理的な効果が、例えば実際のボランティアの参集状況に反

映しているとは言えないことにも留意しなくてはいけないだろう。ボランティア

による選挙運動といっても、実際には士気の高低以外の作業量の多寡や事務所の

運動方針、あるいは自分の仕事日とのやりくりが大きく影響しているからである。

　アンケートと別に、筆者はボランティアの士気の増減を表す変数として「来訪

者名簿」5に記名したボランティアの人数を毎日記録していた。というのも、もし

アナウンスメント効果の間接効果があったとしたら、情勢報道の公表日の前後で

集まるボランティアの人数に大きな変化が生じるだろうと考えたからである。こ

の人数の推移を図】V－3－2にまとめた。これを見ると情勢報道が公表された16

日以降、集まる人数が急に少なくなっていることが分かる。

　アンケートの結果から考えるとボランティアは常にがんばろうと思っているし、

今回の事例のように「接戦」という情勢下では、むしろその度合いは高まってい

いてもよいはずである。なのに実際に集まる人数は減ってしまっていて、これだ

け見れば情勢報道の公表はかえって士気の低下に作用しているようにも思えてし

まう。それに回答者は決して組織化された「草野球のレギュラー争い」のような

関係にないので、ことさら嘘をっいてまでアンケートの回答の中でその忠誠心を

示す必要もないと思われる。

　ボランティアの参集数が減ってしまった本当の理由は、フィールドワークでの

観察結果から得ることができる。

　第一にボランティアはそもそも公表日前後の日には集まりづらい。グラフを見

れば分かるように、ボランティアが最も多く集まるのは公示日、次いで日曜日で
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注　図中の点線は親｛月に情勢記事が掲載された10／16（水）を示す．

合計人数はのべ270人．tgllの記人数は20人だが，モモタロー出発時に筆者が数えたところ
lS　］人いた．

図IV－3－2　選挙運動期間中のえだの事務所「来訪者名簿」記名者数の推移

！s9



ある。このうち公示日に最も人数が多いのは、ポスターを選挙区内の掲示板に貼

ってまわるためである。早く貼り終えられるほどその候補者に実力があることを

他の候補に示せるため、ポスター貼りは候補者同士で「競争」になっている。そ

のため乎日にも関わらず特にお願いして人数を集めたらしい。そして日曜日に集

まる人が多かったのは、勤めている人や遠く離れて住んでいる人が訪れたためで

ある。

　休日に人が集まる一方で、平日は人が集まりにくい。週の後半、特に金曜日は

集まりが悪く第一週目でも10人半ばしか集まらなかった。とすれば、投票日は日

曜と決まっているので、終盤情勢記事が報道される投票日の2、3日前とは、常

に週の後半にあたる。っまり、情勢報道の公表から投票前日までは、もともと集

まる人数が少ないのであった。

　しかも必要な人数というのは、当日行う予定の作業量によって大きく左右され

る。枝野事務所は公選法の規定通り街頭演説での運動員を15人までに限定してい

たので、これ以外でボランティアが選挙運動期間中に従事する主な作業は選挙ビ

ラを二っに折る作業と選挙葉書の宛名書きであった。しかしビラ折りは選挙運動

第1週目のうちに大方終わり、宛名書きも公表日前日の15日にほぼ終了していた。

選挙葉書は郵送日数を考えなくてはいけないので、常に投票日の数日前が締め切

りとなり、これも情勢報道の公表日の付近となる可能性が高いのである6。

　他方、枝野事務所では投票日直前の期間を含めて電話作戦をほとんど行わない

方針をとったため、情勢記事が公表された16日以降は事務所で行う作業が激減し

た。事務所2階の作業部屋は小さくて、10人も入れば一杯となった。他陣営と違

って別に選挙事務所を開設していなかったので、無駄に事務所に来たところで文

字通り居場所に困ることになったであろう。

　このように公表日以後の数日間はもともと人の集まりづらい週の後半にあたっ

た上に、人手のかかる作業も公表前日までにあらかた終了してしまったことが、

ボランティアの参集人数をさらに少なくした原因であったと考えられる。とすれ

と、皿章で見られたような国会議員のアナウンスメント効果観や、よく聞かれる

ような「陣営がゆるむ」といった情勢報道の効果は、このようにもともと運動員

の参集人数が減るような事情になっている投票日数日前の動員状況を「擬似的な

アナウンスメント効果」として誤認しているだけのことも多いのかも知れない。
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V．有権者諸属性の影響

V－1　世論調査データに見るアナウンスメント効果と社会経済変数・政党支持

等の関連

（1）はじめに

　前章ではアナウンスメント効果を測定するための尺度を考案して分析例を示し

た。いよいよこれを使って「どんな人がアナウンスメント効果を受けやすいのか」

を調べる。そしてその結果からアナウンスメント効果を引き起こす原因が何であ

るかを類推するための手がかりを得たい。

　本章では有権者の持っ諸属性を、社会・経済的属性、政治的選好その他の変数、

アナウンスメント効果に関する先有知識がもたらす認知Lの偏りの程度、そして

パーソナリティの4っの側面から捉え、それぞれ測定可能な変数にブレイクダウ

ンしながら順次検証を進めていきたい。

　本節ではまず前に用いた読売新聞の全国世論調査結果を用いて、性別・年齢や

政党支持といった有権者の属性の違いによってアナウンスメント効果の影響の程

度に差が生じるのか、言い換えればどのような社会経済的属性や政治的選好を持

っ人々がアナウンスメント効果を受けやすいのかあるいは受けにくいのかを検証

する。さらに政党支持と投票予定候補の選挙情勢の認知の関連について、1992年

参院選東京選挙区の事例を用いて検討する。

　社会・経済属性を検討する際には、当然学生を対象とした調査データを用いる

ことはできない。既存の世論調査結果の再分析という形になったのはそのためで

ある。このデータは全国レベルのサンプリングが行われているで、その一一一般性は

f分なものであると思われる。しかも情勢報道の影響について同様の質問が毎回

継続して尋ねられているので、時系列に沿った比較も可能となる。反面、前章で

考案した尺度群を用いてアナウンスメント効果を測定している訳ではないので、

あくまで同調査独自の質問形式で情勢報道の影響を扱わざるを得ない。また全国

調査であるから、質問中で提示される情勢予測は各党の獲得議席予測数であって

選挙区別の選挙情勢ではないeさらにデータ提供の形式は集計済みのクロス表の

ノフ1



形であるから、分析方法は度数を扱うレベルのものに限られる。

も踏まえた一Lで、以下の分析を進める。

このような限界

（2）仮説

　読売新聞世論調査の集計表ではサンプルの居住地域、居住地の都市規模、性別、

年齢、学歴、職業、政党支持、内閣支持といった変数がクロス表の項目となって

いる。本論文ではこれらの変数によって、アナウンスメント効果の発現に差が出

るかどうかを検討する。なおこれらの変数全てがいっぺんに有意差を生み出すと

は考えにくいので、やや煩雑になるがそれぞれの変数ごとに仮説を立てることと

する。なお、調査回数が少ないので仮説検証までにはいかないが実際の投票行動

や世帯年収、新党支持の関連も考察の対象に入れる。

（仮説V－1－1）選挙情勢調査の結果を見聞きすることによって投票意図が変

化する有権者の割合は、その居住地域によって異なる

（仮説V－1－2）選挙情勢調査の結果を見聞きすることによって投票意図が変

化する有権者の割合は、その居住地の都市規模によって異なる

（仮説V－1－3）選挙情勢調査の結果を見聞きすることによって投票意図が変

化する有権者の割合は、その性別によって異なる

（仮説V－1－4）選挙情勢調査の結果を見聞きすることによって投票意図が変

化する有権者の割合は、その年齢によって異なる

（仮説V－1－5）選挙情勢調査の結果を見聞きすることによって投票意図が変

化する有権者の割合は、その学歴によって異なる

（仮説V－1－6）選挙情勢調査の結果を見聞きすることによって投票意図が変

化する有権者の割合は、その職業によって異なる
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（仮説V－1－7）選挙情勢調査の結果を見聞きすることによって投票意図が変

化する有権者の割合は、その政党支持によって異なる

（仮説V－1－8）選挙情勢調査の結果を見聞きすることによって投票意図が変

化する有権者の割合は、その内閣支持の程度によって異なる

（3）デー一タと手続き

　前節と同様、本節でも1980年から1996年までの国政選挙後に行われた読売新聞

世論調査の結果のうち、継続測定されている「新聞・テレビの情勢報道の参考度」

（以下「参考度」と表す）と「投票日数日前の報道の影響」　（以下「影響度」と

表す）の回答結果をデータとして用いた。同調査の元データ自体は非公開だがサ

ンプルの属性と回答との間のクロス集計表は入手可能であった。この度数分布デ

ーt ^を用いて、性別や年齢層といった属性群ごとに計算した回答比率が、サンプ

ル全体で計算した回答比率よりも有意に大きかったり小さかったりしていないか、

パーセント差の検定を行った。例えば、1986年同一選後の調査で「強そうだと報

道された候補者、政党に決めた」と答えた有権者の割合はサンプル全体（2228人）

で刮算すると3．0％だが、北海道・東北に居住するサンプル（288人）だけで集計

すると5．2％になる。パーセント差の検定を行うとこの2っの比率は有意水準5

％で有意な差となった。そこで北海道・東北に居住している有権者は強そうな候

補・政党に投票しようと考える人の割合が多い、と判断する。このような検定を

全調査の全ての選択肢に対して、全ての属性ごとに行ったのである。

　有意差のあった項目を一一覧表にまとめたのが表V－1－1と2である。これら

の表では、ある属性群の回答比率が全体比率に比べて有意（P〈．05）に大きかった

場合には調査された選挙の実施年をそのまま書き入れ、有意に小さかった場合に

は【　】をつけて選挙実施年を書き込んだ。上に挙げた例で言えぱ、86年の調査

で「強そうだと報道された候補者、政党に決めた」と答えた人の割合は北海道・

東北居住者の問で有意で多かつたのであるから、表V－1－1の左上隅の該当す

る欄に「86」と言う数字が記入されることになる。
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表V－1－1　「新閉・テレビの情勢報道の参考度」の検定結果のまとめ

弱そうだと轍道され
ｽ候補者・政党に決めた

強そうだと報道
ｳれた候補者・
ｭ党に決めた

それまで考えていた候補者・政党に投票する気持ち〔決，）を一層強めた

（それまで考えてい
ｽ）候補者・政党の
譿ｨがはっきりしていたので棄権した

とくに参考にしなかっ
ｽ（96年は「影響を受
ｯなかった」〉

そのような報道を見聞きしなかった（知らなかった）

答えない その他
北『道・東北 86 9293 92 9293 92 93

90 8084 84　96 84 92地
域 中部 89 8083 80　96 90 84，86，90、96

近畿 96 8Q　93 84　　9395 95 84．90 95
・四国 86 8086 84 80　，92

九州 8692 89 8389 869596
大　市 84 80 96 8083都

市
規

中 89 96

小　市 84 90 84
92 809295 809295 8384　，95

男 96 【84，93】性
別 84

2｛ト24歳 8083848692939596 95 B｛｝84868992939596 89．96
25－29歳 84 90 80838592　93　95　96 808692　95 8｛｝8692939596 96年

齢 30－34歳 90 86　，89 95 8489 86 89

35－39歳 8695 8G　83 ！83】 93
40－－44歳 96 84

45－49 93 96

50－54歳 84．8693 89】

55－59歳 83．86 86 92

60　代 86 839σ，9295．96 92 95 95

70歳　昆上 83 95 8695 84899396 808384．86
小・中学校卒 808495 89 雛学

歴 高校卒

大学卒 90．93 8086．90 8696 92
自“ 8486 86 86 8496職

別 与生活者 86

婦その他（無職者） 96 84
産 8083848695 8395 86 84

職 エサービス 86 96 96
業 自由 89 8384　　92 86．92 86．92

理・　門職 86 8489．96 83．8493 84
　汚f　　丁 90 9095 93

・サービス

主婦 ％
婦以外　庭婦人 84 95 808384．868993 84．96

凸生 8995 5 4 92　9396 9396 96
の　　・鉦　　　，L」、 86 86 95 8992
帯　収200万円未満

世 帯年収20G－400万 95

400－600万帯
年
収

世帯年収6QO－800万
世帯年収800－【000万 95

帯　収1ぴ00万以上 95

収DK・甑
内閣支持 92　，95 83．86 83．8486．92 86 8384．8（乳9G．96内

閣
支

内閣不支 8386 83．86 92 84 89

内閣その他 92 96
一一．一

尊
ミ



持 内閣DK・NA 83 83　84　86　89　9Q　92　95　96 84　90　96 83　84　86　8992　9596 8384　86　89　9〔｝，92．95g6 89

自　支持 83，86，92，93 8083 80869295 日08384．8689b90
社会支持 8083 83 83　84　86　89　90　9　　95 89 838689 84】

公 84 8083848693 84 83 8384　．90
支
持
政
党

共産支持 93 8492 80 83．95

民社支持 【83

自ク支持 83 84 86 86

士　’　持 86 92 86

新生　持 93 93

日本新支持 93 93 93

さきがけ支持 95 96

’　持 9596 95

その他支持 83．89 95 83 93 83 80．90

支持政　なし 90．92 8386 80　83　84・86　89　90　92　93　95　96 869395 83848899293，9義96 8＆8384，86，89‘90

支持DK・NA 808690 8384，95．96 839395 80　8a．84，86　90㌧92，93，95　96

たった 80 8｛｝ 80 80

票 投票行かなかった 80 0 8σ 0 80

注1980年から1996年までの間の国政選挙の度に実施された読売新聞全国世論調査のクロス寂を検定した結果を一覧できるようにまとめた．数字は調査年を示す（従って調査異施が翌年となった83年衆院選にっいて表中では「Stl」と示されている
　）．数字のみは全体比睾に比べて当該項目の比率が有意に大きいことを，1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】付きは有意に小さいことを示す（いずれもp〈．05）．なお当該属性項骨がクロス表に登場した諸査回数の過半数で一貫した有意差が見られる禰には網をかけた．
　政党支持が調査された時期については，公明は80－95年，社民連は80－93年，新自クは80－86年，新生と日本新は93年のみ，さきがけは93年以降，新進は95年以降のみ調査．杜会は96年では社民に移行．95年の自由連合と96年の民主および新社会は有意
　差の項目がなかったため掲載を省略した．

　内閣支持は80年と93年では調査されていない．また投票の有無は80年のみt世帯年収は95年以降でのみ饅査，

　元データには1O歳ごとの「年代別jの項目もあったが重褄するので省略した．ただし95年以降の調査では50代以下も年代別しか区分されていないので，該当する5歳ごとの年齢欄の前半、後半両方に同様の内容を記載した．

　選択肢の文章は各調査により若干表現が異なる．特に96年衆院選の訓査結果については質問文自体がそれまでと異なっているので注意されたい，

卜
、



表V－1－2　股票日数6前の報道の影響」の検定結果のまとめ

それなら　民へ れな　自民£外へ それな 特に乏　なし 見闘きしなかった わからない・無回答
北’道・東北 93 9093 92 86，90，【92 92

90 93 90地
域 中 84 80 84．86

近畿 93 86
83186189　，93．95 95 80，83，84，90

・四 83 83 80　95
九嚇 95’ 92
大　市 80．93 8384．92．93 83 80，　92

》市
都
布
規
槙

小　市 90，　95 8492 90 92
町寸 80．9395 83．86．93日 8386，　95 【83、84

84．86性
別 84

2G－24歳 80，83．95 93土 89．92 臼08a89，92，93，95 89
25－29歳 80、83．95 80 92 83，92．95年

齢 30－34 86 83．89　90　90土　　　95社 80
35－39歳 86 86　95士 83 83
40－44歳 93 95 【92

45－49歳 92 95
5⑪一54歳 86
55－59歳 89 89 【83

60歳気 80．83、86．89 8086．95ネ 8395
70　代£上 90．929a95 90　93 8083848695 34868993 80，83．84β6
小・中辱校卒 80．83869395 8392．93β 93 80，83．84β6 8384．89 84β6学

歴 80

大愚 80臼386．929395 80、84．86 83．8495 84 84
自営業 80．83．93．95 8083．86．90社 80．83，84】職

別 帖　生　者 808695 84
婦みの　　（無　　） 8386 84
林水産業 80，83．93，95 80　83　84　86　90　　，93艮 95 92
エサービス業 80，84．89 184職

業 自由 93

理・専『職 89 8384868990．92 808384869293 84，86．92
事務・技術職 80839293．95 80 83．95

・サービス 93 93

主婦 8084 83，86．90社93日
主婦以外　庭婦人 93．95 83，84．86，gq社 8384．8695 8384．86，89，93，95 83β4．86
愚生 93日 93 93

その　・無職 8386．89 80　95祉 808318489 80
世帯　収200万円未満 5 95

帯　　200－400万世
帯
年

帯　　　4◎0－6GG万

年収600－800万
収 世帯　収800－1000万 95 95

帯　　　1000万髭上

収DK・NA 95 95
内閣支持 83．94．86899α92 83　84．86．89，90．9（）峯士．92　　，95社　　　95進 83、84．86 83．89 83、84、86，89
内　不　持 838486899092 83、84　86　89．90。9　　土．92　　　95土　　、95進 84．92

内
閣
支
持

内　矛の
内閣DK・黙 83．86 83

B歌8486899295 84β689．9395 8384，86．8990，9295
自民 ，83　84　86．89　90　92　93　95 80　83　84　86　89　90　9　　　　92　93　93士　93　　　95’ 8384，86。　95 80 8083．84869990
社△　持 80　93　84　86　89　90　92　93　95 80．83　84　86　89　90士　92　93社．　　931ヨ　　　95土 93 8386 84支

持
政

公明　持 SO　83，868990．93 80．8390，　93社．93日 80 8992．93 93 83．84

共産　持 80．83．89，93 80．B38689 95 95

管
、



党 民社支持 80，84　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80　93　84　89　90　93 84

ク　持 83

土民 8084　　9G　9 8690
93　　　　　　　　　　　　　　　　　　93筍

日本新　持 93　　　　　　　　　　　　　　　　ga縫 鴨 93

がけ 93
、 95 95社　．95’ 96：

自戯A支持
の 8395 8090

オし 80　B3　　　　86　89　9⑪　92　　　　95 8692　93日9iヒ 83848692　93 脇84．8689．登29．96　　8窪肱86899餅
支持DK・NA 8493 80 838童8＆9蘇　．95 83　93　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　838婁868蟻90　92　95

投 ㌍った 80 80・　　　　　　　　　　　囎’　　　　　　　．

たかなかった 8麟 80 80

注麟鵡購毒ε鯉習翻畿録馨鎌撃漕欝勝轍鴇謡灘蜜轡π翻楚講灘鵜籠肇欝書薙趨石碧礎霧議ぞ響黎難窪雛魏霰舗赫蘭ている）・
　政党支搾が調査された時期については，公窮は80－95年，社民連は80－93年．新自クは80－86年，新生とロ本新は93年のみさきがけは93年以降，新進は95年のみ鍵査．95年の自由連合は有意差の項目がなかったため掲載を省略した．

　内閣支持は80年と93年では調査されていない．また投稟の有薫は80隼のみ，世帯年収は95年のみ講査．

　元データにはIO歳ごとの「年代肋の項目もあったが重複するので省略した．ただし95年の調査では50代以下も年代甥しか区分されていないので，該当す65歳ごとの年齢柵の蔚半．接半両方に同様の内容を記載した．

　質問の選択肢のうち「それなら棄権」は80，93年のみで謂査された．また80年データについては表皿一1－3の注に従って選択肢を再分類した．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　fそれなら新選党（の候補者）に1の検定緒果は，この表においては「祉，　f則　「進jの添字を付けて「それなら自民以外へ」の欄に記　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「それなら日本新党くの侯補者）に」　9G卜95年で用いられた「それなら社会党（の候補者》に1
　載した．90年の「それなら自民党や社会党以外の候檎者に投票しようと思ったJの検定結果は、添え字なしで「自民以外へ1の欄に記載した，

　一方「それなら社会党以外〔の候補者｝に1「それならH本新党以外（の候補者｝に」「それなら新進党以外（の候補者〕に1と「その他1の検定結果は、二の表への記載を省略した．

ト
ト
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　ただしある属性群の回答比率に有意差が見られたとしても、それが一度や二度

の調査でしか生じなければ一一一4時的な影響に過ぎないかも知れない。また年によっ

てまちまちで定まっていなければ、やはりその属性がどういった影響を与えてい

るのか判断が見極められないだろう。事情の異なる様々な選挙状況下においても

一一一一 阨綷?ﾌ有意差を生じさせる属性こそが…般性の高い影響を及ぼす要因である

と考えて本節では以下、調査回数の過半数の検定結果において一貫した有意差が

生じている場合を「多い傾向がある」　「少ない傾向がある」と表現することにす

る。冒頭の仮説の採択・棄却もこの判断基準を用いて行うi。

（4）結果

（ア）属性関与の経時的安定性

　表V－1－1と2を一一瞥すれば分かるように、　【　】っきと【　】なしの数字

が混在しているマスはきわめて少ない。調査回によって有意に回答比率が大きく

なったり小さくなったりしている箇所は表V－1－1では11ヶ所、表V－1－2

では16ヶ所で、有意差のあった全箇所のうちそれぞれ5．1％、8．3％しか占めてい

ない。すなわちサンプルの社会・経済・政治的属性によってアナウンスメント効

果の発現が有意に増減する場合、その9割以上の事例では増減の方向は選挙の度

に変化せず一貫しているのである。

　従って衆院・参院・同日選といった選挙の種類の違いや時期的な偏りは明確で

ない。また自民党の過半割れが唯一予測された1989年参院選時とそれ以外の選挙

の間や、社会党の優勢が報じられた89年参院選・90年衆院選と劣勢が報じられた

92年参院選以降との間のように、各党獲得議席予測の内容が異なる年の調査にお

いて「参考度」や「影響度」の各選択肢の回答割合が変わっているようにも見え

ない2。

（イ）　「参考度」と有権者属性の関連

情勢報道の中の優劣表現によって当該政党や投票者に対する投票意図がどう変
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化するかを聞いた「参考度」の回答の検定結果は表V－1－1に示されている。

これを見ると有意差自体は広範に生じているが、調査回数の半数を上回るほど繰

り返されている箇所は限られる。居住地域や都市規模、性別、学歴、雇用・被用

の別に関しては・調査回数の過半数で有意差が測定できた項目はなかった。職業

にっいても有意差ありとする検定結果が調査回数の過半数に上った項目は、主婦

以外の家庭婦人において「そのような報道を見聞きしなかった」人の割合が大き

いということだけで、投票意図の変更に直接関係するものではなかった。また調

査が2度しか行われていないので信頼性には乏しいが、世帯収入の違いも有意差

を連続して生み出してはいない。

　一方、年齢、内閣支持、政党支持にっいては「それまで考えていた候補者・政

党に投票する気持ち（決意）を一一一層強めた」回答割合がサンプル全体で計算した

割合よりも有意に大きい、もしくは小さいといった事例が調査回数の過半数に渡

って見られた。ただし「弱そうだと報道された候補者・政党に決めた」　「強そう

だと報道された候補者・政党に決めた」　「情勢がはっきりしたので棄権した」と

いった、　「一層強めた」以外の投票意図の変化の発現の多寡は、サンプル属性の

違いと大きな関係がなかった。

　年齢に関しては、20代のサンプルで「一層強あた」と答える割合が大きい傾向

がある。一・」方60歳代のサンプルでは過半数には達しなかったものの、　「一層強め

た」割合が有意に少なかった結果が5回ほど見られた。ここから情勢報道によっ

て事前の投票意図が補強される傾向は若年層では少なく老年層では多いと考えら

れる。

　政党支持に関しては、社会党や公明党の支持者の間でr　一一層強めた」割合が大

きい傾向がうかがえる。他方、支持政党を持たないサンプル群では「一層強めた」

割合は全ての調査時において常に有意に少なかった。っまり自民党以外の比較的

大きな政党を支持している人は、先有する政党や候補者の選好を…層強める傾向

があり、政党支持を持たない場合にはこのような情報報道の効果は弱い傾向があ

ると思われる。内閣支持に関しても、内閣への支持・不支持を答えない、いわば

「内閣支持なし」のサンプルにおいて、政党の「支持なし」：者と同様の傾向が見

られた3。

　「一層強めた」割合の多かった20代や内閣に対して支持・不支持を答えない者、
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支持政党がない者では「そのような報道を見聞きしてない」と答える人数の割合

も有意に多い傾向がある。このことからは、これらの属性を持っサンプルにおい

て先有する候補者選好の補強効果を受ける人が少ないのは、情勢の有利な人へ、

あるいは不利な人へ投票意図を変更するといった、他種のアナウンスメント効果

の影響を受ける人が多いからというのでなく、その分情勢報道を見聞きしない人

が多いからだと考えられる。

　付言すれば1980年の調査データしかないものの、実際の投票行動の有無と「参

考度」の回答との関係は興味深い。実際に投票に行ったと答えた人は「一層強め

た」という補強効果を受けた人が全体比率よりも有意に多く、　「弱そうだと報道

された候補者・政党に決めた」や「情勢がはっきりしたので棄権した」と答えた

人は有意に少ないのである。もし他の選挙時においても同様の傾向が見られると

するならば、このことはただでさえ多い「一層強めた」人は投票する人だけに限

るとさらに多くなり、反面「判官びいき」のような考えを持つ人は実際に投票に

行った人の中ではより少なくなることによって、投票結果には結果的に前者の影

響がより大きく反映されることになろう。

（ウ）　「影響度」と有権者属性の関連

　次に、自民党他の獲得予想議席を提示した上でどの政党（の候補者）に投票し

ようと思ったかを尋ねた「影響度」の質問に対する回答は、サンプルの諸属性と

どのような関連が見られるだろうか。表V－1－2を見るとここでも居住地域、

都市類型、性別、雇用・被用の別は回答比率に恒常的な影響を及ぼしていない。

また調査回数が少ないので信頼に劣るけれども、世帯年収の違いも回答に連続し

て差を及ぼしている訳ではなさそうだ。さらに「参考度」では過半数の調査で有

意差が見られる項目のあった年齢にっいても、20代前半で獲得議席予想を「見聞

きしなかった」割合が多い傾向を見せるのは「参考度」の場合と同様であったも

のの、自民党か自民以外の党かといった聞き方をしたこの「影響度」の回答結果

では関連がなくなった。

　しかしながら内閣支持や政党支持に加えて、新たに学歴や職業といった属性に

おいても一貫した有意差が過半数の調査で見られるようにもなった。表V－12
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を端的にまとめれば、議席予測報道を見聞きすることによって自民党に有利な投

票意図を抱く（すなわち「それなら自民へ」投票しようと思つた人の割合が有意

に多かった調査結果が過半数を占めている、もしくは「それなら自民以外の政党

へ」投票しようと思った人の割合が有意に少なかった調査結果が過半数を占めて

いる）サンプルは、小・中卒、農林水産業に従事、内閣を支持、自民党を支持、

といった属性的特徴を持っている。一方自民党以外の政党に有利な投票意図を抱

く（すなわち「それなら自民以外の政党へ」投票しようと思った人の割合が有意

に多かった調査結果が過半数を占めている、もしくは「それなら自民へ」投票し

ようと思った人の割合が有意に少なかった調査結果が過半数を占めている）サン

プルは、大卒、事務・技術職、内閣を不支持、社会・公明・民社の各党や社民連

を支持、および政党支持なし、といった特徴を持っていると言える。

　ここで自民党支持者の属性的特徴とつき合わせてみると（表V－1－3）、小

・中卒や農林水産業に就く有権者は自民党支持者の多い属性であり、逆に大卒や

事務・技術職の有権者では臼民党を支持する有権者が比較的少ない傾向がある4。

また調査時のほとんどで自民党は単独もし’くは連立政権の座にあったことを考慮

すれば、内閣に対する支持・不支持は自民党に対する支持・不支持とほぼ一致す

ることも考えがつく5。とすれば、上に挙げた有権者の属性のうち政党支持以外

のものは全て政党支持に還元して考えることができる。結果、　「自民へ」　「自民

以外へ」といった具体的な投票政党を聞く形式で測定した場合、情勢報道の影響

は有権者が予め抱いていた支持政党に則して選ばれていることが分かる。前に述

べたようにこれらの傾向は質問文中に提示された自民党他の獲得予想議席数の多

寡に対応してはいない。　「過半数割れ必至」と自民党にとって唯一不利な予想の

出た89年参院選の時だけ「それなら自民党へ」の回答割合の多寡が逆転している

サンプル属性は見られないし、社会党にっいても「倍増」　「躍進」とされた89年、

90年の選挙と「仲び悩み」　「苦戦」とされた92、93、95年の選挙との間で「自民

党以外へ投票する」割合がはっきり変化しているような：有権者属性の項目もなか

った。

　政党支持のない者は報道を「見聞きしなかった」り「答えない」割合が多い傾

向がある一方、　「それでは自民へ」投票しようと答えた割合は、全調査時におい

て全体比率よりも有意に少なかった。
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表V一

総数 ピ眠支持 社会支持 公明支持 民社支持 共産支持 祉民連支持 支持なし

1≧体 2321 39．8　㈲ 11．5　㈱ 3．7　㈱ 3，0　㈱ 1．6　㈲ 0〆1御 33．9　ω

」L海道 1H 36．9 252　　目 3．6 〔1．9 0．9 0．0 27．0

東北 197 52．3　目 13．7 1．5 L5 Lf工 0．5 23．9

関東 6・47 37．7 lo．4 ・1．1） 2．5 1．5 o．8 38．2　　1

地
区
プ
1
「
」
ヅ
ク

ll｝部 466 ！12．9 iO．7 2．8 3．9 o．4　　一 α2 32．8

近畿 3・18 25．9 9．8 6．9　　｝ ・1．6 4，9　昌 0．0 44．0　目
1い国 158 P6，8 9．5 3．8 5．1 O．0 L3 18．4

四国 9・1 36．2 1L7 3．2 2一 0．0 0．0 362
瓦州 300 15．7 12．0 2．3 2．0 L3 0．3 3L3
IIノくlh 445 29．2　－一 10．1 6．5　　｝ 4．〔1 3．i　　．1 O．7 42．0　寸1都規

ﾐ模 その他の市 】312 39．4 】2．3 3．3 2．6 1．1 0．5 33．8

叫・r 564 48．9　目． 1⑪．8 2．5 3．2 1．2 0．2 27．7　　一

男 1⑪・13 45．3　　1 11．1 3．3 4．7　　十 1．3 0．3 29．1
性
別 女 1278 35．3　　－． iL9 4．1 L6　　一 1．7 o．5 37．9　　i

20　2～｝歳 271 24．4 7．4　　． 4．4 L5 L1 0．0 55〆1　目年
齢 30　39歳 515 32．0　　． 142 3．7 2一 1．7 0．4 39．8　　．1

．IG　、19歳 513 4⑪．2 12．7 3」 4．3 1．9 G．6 33．1

50　59歳 496 43．1 12．1 4．8 3．8 Lo o．4 28．4

乏iQ歳以ヒ 526 5L7　口 9．5 2．9 2．7 L7 0．6 23．0

小・高小・新中章 772 45．6　　1 】0．6 3．6 3．5 L2 0．3 28．4学
歴 川h彩i高卒 目35 38．6 12．1 ・1．5 2．8 L3 0．5 34．5

1日高専大・新ノく卒 405 32．8 12．1 L7 2．7 3．o 0．5 42，0　ii
自営＊農林漁奨 128 72．7　口 7．0 o．8 3．1 L6 0．0 9．4職

奨 白宮＊商L．リ’・一ビス白由業 267 56．6　目 4．5 2．2 3．7 1．9 0．4 25．8

家族従業＊農林漁業 65 66．2　目 4．6 0．O 0．0 0．0 L5 13，8　　．

家方斐従．導室＊商　1二髄リ’一　マヒゴス　白　1圭i業 137 5Ll　　l 5．8 5．1 0．7 α7 0．0 32．8

被傭＊小計 808 29．0　．一… 16．5　．日． 4．8 4．7　　十 L6 0．5 38，6　　1

被傭＊管理職 36 44．4 5．6 2．8 5．6 0．0 0．0 33．3

破傭＊専門技術・事務職 323 27．6　　一 2L4　＋1一 2．8 3．4 2．8 0．6 37．8

被傭＊販売・保安・サー一ビス 188 26．1　－一 10．1 6．9　　→ 4．3 L】 L1 45．7　＋．＋

被傭＊運輸・通1言・生匪董！．程 26】 30．7　　一 16，5　　＋ 6．】 6．5　　十 0．8 0．〔｝ 35．2

無職＊学生 34 35．3 2．9 2．9 0．0 0．0 0．0 58．8　｝＋

無職＊i三婦 624 32．2 12．2 4．3 2．2 】．4 o．6 39．4　　｝

無職＊その他 257 45．9 10一 L9 】2 2．3 0．0 28．8

1｛》万円未満 194 37．6 15．5 3．1 2．6 L5 L5　　1． 26．8

lo万円以i： 165 32．7 1生5 4．2 L8 3．6 0．0 4L8　　t
15万円以ヒ 177 39．5 13．6 5．6 2．8 1．1 G．0 33．9

20万円以L 186 34．9 16」 3．8 3．2 0．5 0．0 38．7

月
｝
1
三
均
手
取
り
収
人

25万円以ヒ 158 4L1 10．8 7，6　　モ 5．7 1．3 1．3 27．2

30カ’ ~以L 107 43．0 13．1 3．7 7．5　　十 2．8 0．0 29．9

35万円以L 41 46．3 12．2 0．0 12．2　十十 4．9 ⑪．0 19．5

40万円以k 】24 55．6　・1．1 6．5 α8 4．8 L6 0．0 25．8

収入不定 n5 57．4　＋＋ 3．5　　－． α9 1．7 0．0 α0 28．7

わからない 138 46．4 6．5 3．6 2．9 0．0 0．7 33．3

属性群ごとの比率の間でパv－一セントの検定を行った
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一
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．
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と
を

注明推協調査（1987｛il）の結果から本節で関連する属性項口のみを抜き出したヒで，全体比率

　政党支持の項Rで｝その他」「わからない1は省略した．

　　属　hならpく．〔｝5で，ltH　［　〕ならpく．Olで，全体比率との間に有意差があること
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　その他、議席予測を見て「それなら棄権」しようと考えた割合が過半数の調査

で有意に多かったり少なかったりしている属性はなかった。　「特に影響なし」と

答えた割合にっいては管理・専門職で多い傾向があり、70歳以上や内閣支持・不

支持を答えない、政党支持なしといった属性では少なくなる傾向がある。　「見聞

きしなかった」と答えた割合は20代前半や70歳以上の他に、主婦以外の家庭婦人、

内閣支持・不支持を答えない者、支持政党なしの者で多くなる傾向があり、他方

管理・専門職では少ない傾向がある。

　調査回数の少ない属性のうち、新生党や日本新党といった新党を支持する者は、

自民以外の政党を支持する者と同様の傾向が見られた。80年の投票経験者は特に

「影響のなかった」人が有意の多い一方、　「自民へ」　「非自民へ」といった投票

意図の生成については全体比率と有意な差は生じていない。棄権者にっいては

「見聞きしなかった」　「わからない・無回答」といった項目の他に「それなら棄

権」と答える割合も全体割合よりも有意に大きくなる一方、　「自民へ」　「非自民

へ」といった投票意図を持っ割合は有意に少なくなっている。

（エ）政党支持と情勢認知の歪みの関係

　情勢報道を見聞きして決める政党別の投票意図は、サンプルの持っ政党支持に

従う傾向が見られた。しかし、例えば本当は強そうな候補に投票したい、あるい

は弱そうな候補に味方したいと思って投票しているのだけれど、自分の支持政党

（の候補）に肩入れして選挙情勢をひいき目に見てしまうがために見かけ上は情

勢報道による投票意園の改変効：果がみられなくなる、という可能性も考えられな

い訳ではない。この点を明らかにしておくために1992年参院東京選挙区での調査

データを用いて考察を行う6。すなわち投票予定候補に対して下された選挙情勢

の5段階評価は、その候補の所属・推薦政党とサンプルの支持政党とが一致して

いる場合と、一致していない場合で異なるものかどうかをクラスカル・ワーリス

検定を用いて検定したのである（表V－1－4＞。各群の標本数は多くはないが

と記の検定を行うには十分なサンプル数が確保されている。

　この結果いずれの候補に関しても有意差は生じなかった。っまり投票予定候補

の所属・推薦政党を支持している有権者であろうと、他の政党を支持している有
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表V『1｝4　政党支持と情勢評価の関連

投票先候補 群変数 標本数 順位和 平均順位 カイ2乗値
i自由度＝2）

カイ2乗値
ﾌ有意確率

小倉基
@（自民）

自民支持

�ｩ民支持
x持なし
iタイの種類）

24

R
3
4

353．0

U2．0

T0．0

14．71

Q0．67

P6．68

1，493 0，474

浜四津敏子
@　（公明）

公明支持

��ｾ支持
x持なし
iタイ0）種　）

18

S
4
4

282．0

Q4．0

S5．0

15．67

U．00

P1．25

6，039 0．049＊

上田耕一郎
@　（共産）

共産支持

ﾐ会支持
x持なし
iタイの種類）

9
3
8
4

102．5

Q5．5

W2．0

11．39

W．50

P0．25

0，615 0，735

　森田健作
i社会・民社

ﾐ民連支持）

社会・民社・社民連・その他支持

ｩ民支持
x持なし
iタイの種類）

14

T
1
5
4

266．5

T1．5

Q77．0

19．04

P0．30

P8．47

3，446 0，179

内田雅敏

@　（無）

社会支持

�ﾐ会支持
x持なし
iタイの種類）

4
3
5
3

26．0

P9．5

R2．5

6．50

U．50

U．50

0，000 1，000

注　1992年参院選時に東京選挙区で行ったlit：論調査の結果（詳細はIV－2の注6を参照せよ）を用いて，投票予
定候補に対する5段階の情勢評価が政党支持の違いによって差を生むかどうかをクラスカル・ワーリス検定
で調べた．

　小野清子については自民支持者以外の投票予定者が1人しかなく検定ができなかった．浜四津敏子（＊印）
にっいてはぎりぎり有意差が検出されたものの、セッフェの方法による対比較では群間に有意差が見られな
かった，
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権者であろうと、さらに支持政党のない有権者であっても、投票予定候補が選挙

戦でどのような情勢にあるかの評価には有意な違いが生じていなかった。従って

始めに考えたように政党支持が「色メガネ」となって投票予定候補の選挙情勢を

歪めているわけではない。投票予定候補の情勢は極めて客観的に把握された上で、

投票意図が形成されているのであった7。

（5）まとめ

　以上、全国世論調査の結果を用いて、アナウンスメント効果の発現がサンプル

属性の違いによってどう左右されるかを検討した。その結果「参考度」　「影響度」

両方の設問において「見聞きしていない」や「分からない」以外の選択肢の回答

割合が、全調査の過半数に渡って一貫して全体比率と有意に異なる事例が見られ

たのは、有権者をその政党支持で分類した場合においてであった。さらに「参考

度」の回答結果だけに限れば年齢で分けた場合にも、また「影響度」の回答結果

だけ限れば学歴、職業、内閣支持の違いによっても、上記のような回答割合の：有

意差が生じていた。

　ここで学歴、職業、内閣支持において有意差のあった項目を抜き出すと、自民

党支持者の持っ属性的特徴と重なっていた。また回答割合の多寡の方向も政党支

持と矛盾していなかつた。そこでこれらの属性において一貫した有意差が見られ

たのはそれぞれが独立して作用しているからと考えるよりも、政党支持の影響が

派生して見かけ上の関連性が表れたからと考えた方がより妥当と思われる。従っ

てこれらの属性的影響にっいての仮説は採用を見送り、政党支持の関与のみを認

めることにする。

　しかし年齢に関しては、政党支持の派生した関連性として考えることはできな

かった。もし年齢の影響にっいても政党支持のそれに還元して考えることができ

るならば、　「それなら自民党へ」投票意図を抱く割合は、自民党支持者の持って

いる傾向と同様に若年者で少なく老年層で多くなっているはずである。しかし実

際にこのような傾向は観測されなかった。この結果を「参考度」の検定結果と合

わせて考えるならば、サンプルの政党支持が何であろうと、若者には補強効果が

少なくなる傾向があることになろう。このように、年齢という属性は、政党支持
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の違いが及ぼす影響とは別の系統で補強効果の発現に関与していると考えられる。

　属性によって影響を受けていたアナウンスメント効果の種類は、先有傾向に対

する「補強効果」のみであった。　「参考度」では「それまで考えていた候補者・

政党に投票する気持ち（決意）を一層強めた」と答えた人の割合において調査回

数の過半数を越える有意差が測定された一方、　「強そうな候補」や「弱そうな候

補」に対する投票意図の形成・補強や「それなら棄権」とした回答割合に関して

は、どのような属性を用いて有権者を分類した場合でもサンプル全体で算出した

時の分布割合と大きな違いが生じなかった。　「影響度」の結果の解釈においても、

政党支持が「先有された政治的選好」であったことを考えれば、提示された獲得

議席予想の内容の違いにかかわらず投票意図が政党支持の内容と一致している場

合にその割合が多く、一一致していない場合に少なくなる傾向があったことは、ま

さしく「補強効果」の具体例が測定されたものと考えられる。

　以上の考察に基づき、本論文では政党支持と年齢がアナウンスメント効果の発

現を左右していると考え、冒頭に掲げた仮説のうちで（仮説V－1－4）　「選挙

情勢調査の結果を見聞きすることによって投票意図が変化する有権者の割合は、

その年齢によって異なる」と（仮説V－1－7）　「選挙情勢調査の結果を見聞き

することによって投票意図が変化する有権者の割合は、その政党支持によって異

なる」を採用する。つまり情勢報道を有権者が見聞きすることは、その支持する

政党の候補者に投票しようという気持ちを一層補強するように作用する。そのよ

うな先有傾向がない場合、っまり政党支持を持たない有権者では事前に決めてい

た政党・候補へ投票意図に対する補強効果が少なくなる分、情勢報道自体を「見

聞きしない」割合が多くなる。そして、これらとは別に20代といった若者層にお

いても補強効果は少なく、やはりその分情勢を見聞きしない人が多くなる傾向が

見られる。そして地域差、経済格差、雇用・被用の別、姓差といった年齢以外の

社会・経済的属性の違いは、アナウンスメント効果の発現とは大きな関連性を持

っていなかった。
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V－2　学生・選挙運動員データに見るアナウンスメント効果尺度と政治的選好

その他の変数の関連

（1）はじめに

　どのような性質を持った人がアナウンスメント効果を起こしやすいのかを調べ

るために、本節では日本の大学生や選挙運動員を対象とするアンケート調査のデ

ータを用いて、アナウンスメント効果尺度と政治的選好その他の変数との間の関

連性を検討する。】V－1で触れたように、この際にはアナウンスメント効果尺度

の値が実際の投票行動とどれほど関連があるか、また投票行動に関する他の意見

や態度と整合的な関係が保たれているかについても合わせて検討する。

　ここで用いた調査データの大半は大学生を対象にしているので一般性に乏しい。

選挙運動員データにはいろいろな年齢・職業の人が含まれているが、特定候補の

元に集まった人々にしか尋ねていないので党派的にはバラエティが少ない。しか

しながらこれらの調査は筆者が自ら調べているので考察に必要な変数を必要な形

で尋ねることができるし、アナウンスメント効果尺度を用いて質問することもで

きる。また素デー一・タを入手できるから多変量解析のような分析も可能になる。さ

らに調査コストが比較的安価であることから何度も調べることができ、様々な変

数や条件設定を試すこともできる。

　人々の問の意見分布を把握する際には、回答者がしっかりと社会の縮図になる

ようにサンプリングを行って集めなくてはならない。けれども人々が併せ持っ性

質や属性がどのような関係を保っているかを調べる場合には、その性質が程度の

差こそあれ、人々の間に広く存在していると考えられるものであって、実際に集

められた回答を見てもその性質の度合いにある程度ばらつきが見られているので

あれば、検討を行うことは可能となろう。そもそも後者において求めようとして

いるのは人々の間に「当たらずといえども遠からず」のレベルで当てはまるよう

な傾向に過ぎないからである。もちろん行き過ぎた外挿は戒めなくてはいけない

し、別のサンプルを使った調査でも同様の傾向が見られるかどうかを確かめるこ

とによって、その傾向の一般性を高めるべく努力することが必要なのは言うまで

もない。このようなデータの利便と限界を踏まえた上で、以下の考察を進める。
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（2）仮説

（ア）直接効果との関連

　初めに回答者の政治的な好みとの関係を考える。例えばもともと当選の見込み

の少ない小政党の候補に対して「（当選が）危ない」と報じられると票が逃げて

しまうといったように、もし候補者の選挙事情等によって影響の仕方が定まって

いるとすれば、有権者がどのような政党、政治家、政策を支持しているかによっ

てアナウンスメント効果の受け方に差が出るかも知れない。そこで、

（仮説V－2－1）アナウンスメント効果の生じる度合いはその人の政党支持の

度合いと関連している

（仮説V－2－2）アナウンスメント効果の生じる度合いはその人の政治指導者

への支持の度合いと関連している

（仮説V－2－3）アナウンスメント効果の生じる度合いはその人が各々の政策

への支持の度合いと関連している

　あるいは政治に関する知識が多かったり、いわゆる戦術投票を行う傾向の高い

人なら、とにかく勝ち馬に乗ってしまおうといった現実主義の姿勢を取りやすい

のかも知れない。そこで、

（仮説V－2－4）アナウンスメント効果の生じる度合いはその人の政治にっい

ての詳しさの度合いと関連している

（仮説V－2－5）アナウンスメント効果の生じる度合いはその人の戦術投票に

対する志向性の度合いと関連している
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　またマスメディアをよく利用する人の方が情勢報道を目にする機会が多い分、

パーソナルな情報源を使う人よりもアナウンスメント効果を受けやすいとか、ボ

スター一や政見放送のような選挙宣伝をよく見る人の方が情勢報道に対しても注意

を向けやすく、アナウンスメント効果を受けやすくなるといったように、有権者

が投票内容を考えるときに利用する情報源の違いもアナウンスメント効果の発現

に関連しているかも知れない。そこで、

（仮説V－2－6）アナウンスメント効果の生じる度合いはその人が投票内容を

考える際に情報源とするメディアの種類によって異なる

　次節以降でも取り扱うけれども、世論調査自体に対して有権者が抱いている信

頼感や被影響観の違いや、その人の同調性の程度如何によってもアナウンスメン

ト効果の受けとり方は異なるのかも知れない。そこで、

（仮説V－2－7）アナウンスメント効：果の生じる度合いはその人の世論調査に

対する見方の違いによって異なる

（仮説V－2－8）アナウンスメント効果の生じる度合いはその人の同調性の度

合いと関連している

　最後に、L1－1で構成したアナウンスメント効果尺度の外部妥当性を確認する

ために以下の仮説を検討する。

（仮説V－2－9）アナウンスメント効果尺度で測定された同効果の生起度はそ

の人の実際の投票行動と関連している

　なお学生データであっても性別については分析が可能だったので、本節でも触

れる。データ4では所属学部や成年・未成年の別についても調べている。さらに

「他人の受けるアナウンスメント効果」を尋ねたデータ3ではイデオロギー、投

票候補決定時期、関心のある選挙の種類、選挙情報の情報源、模擬投票における
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情勢予測といった変数も尋ねているので、仮説検証という形にはしないもののこ

れらの関連性にっいても触れたい。

（イ）間接効果との関連

　選挙運動員データにっいては有効回答数が43人分しかないのでそう細かくカテ

ゴリーを設けることはできないけれど、回答者の社会・経済的属性自体は学生デ

ータと違ってバラエティがあるので、性別、年代、学歴、職業、参加団体といっ

たデモグラフィック項目がアナウンスメント効果の間接効果による選挙運動員の

士気や資金カンパの意図変化と関連しているかどうかを調べることができる。た

だし、政党支持については一っの選挙事務所に集まったボランティアを調査対象

にしているという事情から党派性に偏りがあるため、代わりに政党支持の有無や

拒否政党との関連を調べている。また現実の選挙運動の際に感じられた士気変化

との関連を調べることによって、間接効果を測定する際のアナウンスメント効果

尺度の外部妥当性についても調べる。その他、選挙運動への参加意欲や政治関心、

そして社会運動参加の原因の一つとなる相対的価値剥奪感の程度を確かめる上で

世の中への不満度などとの関連についても調べる。データ5ではまた、ボランテ

ィアの「人となり」を端的に把握するためにその人の「夢」を自由回答で尋ねて

おり、そこで家族の幸せや自分の進路といった「私的な夢」を一番叶えたいとし

ていたか、それとも社会の改革や政策の実現といった「公的な夢」を挙げていた

かで分類を行っているので、これとアナウンスメント効果の発現の関連について

も考えてみる。

（仮説V－2－10）アナウンスメント効果の間接効果の度合いは、選挙運動員の

性別によって異なる

（仮説V－2一日）アナウンスメント効果の間接効果の度合いは、選挙運動員の

年齢によって異なる

（仮説V－2－12）アナウンスメント効果の間接効果の度合いは、選挙運動員の
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学歴によって異なる

（仮説V－2－13）アナウンスメント効果の間接効果の度合いは、選挙運動員の

職業の有無によって異なる

（仮説V－2－14）アナウンスメント効果の間接効果の度合いは、選挙運動員の

家庭の年収によって異なる

（仮説V－2－15）アナウンスメント効果の間接効果の度合いは、選挙運動員が

抱いている運動参加への熱意の違いによって異なる

（仮説V－2－16）アナウンスメント効果の間接効果の度合いは、選挙運動員が

抱く夢が公的なものか私的なものかによって異なる

（仮説V－2－17）アナウンスメント効果の間接効果の度合いは、選挙運動員の

政治関心の程度と関連している

（仮説V－2－18）アナウンスメント効果の間接効果の度合いは、選挙運動員が

抱く世の中への不満の程度と関連している

（仮説V－2－19）アナウンスメント効果の間接効果の度合いは、選挙運動員の

政党支持の有無によって異なる

（仮説V－2－20）アナウンスメント効果の間接効果の度合いは、選挙運動員が

拒否する政党の種類によって異なる

（仮説V－2－2Dアナウンスメント効果の間接効果の度合いは、選挙運動員が

参加する団体によって異なる
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（仮説V－2－22）アナウンスメント効果の間接効果の度合いは、

現実の選挙状況の知覚内容と関連している

選挙運動員の

（仮説V－2－23）アナウンスメント効果尺度によって測られた間接効果は、選

挙運動員の実際の運動状況における士気変化と関連している

（3）データと手続き

　本節ではN－1で用いたデー一タ2～4に加えて、】V－3で用いた選挙ボランテ

ィアの士気やカンパへの意図の変化に関するデータを「データ5」として併せて

検討する。分析はサンプルを投票経験者と未経験者に分けてそれぞれに別に行わ

れた。また他人に対するアナウンスメント効果や間接効果についての考察は回答

者自身に対する直接効果の考察とは別にまとめた。

　本節で用いられる分析方法は、関連性を確かめる相手となる変数の種類によっ

て異なる。すなわち政党支持1や政策支持など数量的尺度で測定された変数が相

手となる場合はスピアマンの順位相関係数を計算してその値の大小で関連性の程

度を検討する。一方、各種情報源への接触したかどうかといったカテゴリー尺度

によって測定された変数が相手となる場合は、ウィルコクソンの順位和検定（カ

テゴリーの数が2群の時）もしくはクラスカル＝ワーリス検定（カテゴリーの数

が3群以上）を用いた。このように順位相関係数や順位和検定といったノンパラ

メトリックな分析方法を用いたのは、投票経験別に分けたアナウンスメント効果

尺度の回答の度数分布を見たところ分布の山型がはっきりしていないなど正規性

が仮定できなかったものが多かったからである。そこで検定力は落ちてもディス

トリビューション・フリーである方法を用いた方が、関連性を過大に認め過ぎな

いという意味で堅実な結果が得られると考えた。なお相関係数にっいては有意に

0でない値であってもその値があまり小さい場合は関連性があるとは言えないの

で、便宜的に絶対値がO．3を越える項目に着目して解釈を行うこととした。

　分析結果は例えば表V－2－1のように一覧表にまとめた。表の縦列には左か

ら生起、補強、棄権、変更といった投票意図の変化の種類をまず並べ、それぞれ

の変化ごとに当該候補が優勢であった場合と劣勢であった場合とをペアにして並
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長V－2－1　アナワンスメント効果尺度≧他変数の関連（データ2、　「あなた一の影響、投票経験者）

生起 繍強 棄 変更

lP順立相関係敏 優勢候補に 劣勢候補に 優勢候楠を
棲戦時L歩り＿ぐ　　　　．み 接戦時．あと一

@　　　を ”勢候　を 候補を 劣勢候補を 優勢候補から 劣勢候補から
栓会 0．149宰 0，169＊ O．151＊ 0．182＊

新生 一〇．153＊ 0．208＊＊ O．151＊

ききかけ
政
覚
支
痔

日雲新克 0．156＊ O．165＊ 0．161＊

公明 o，148＊ o．25t＊＊

民辻 0．五56宰 0．171＊
社民’ 一Q．208＊＊

自民 0，158＊ O．197越
共産 r．幽〕7宰＊

スポーツ平和 o．一一＊ ．303＊＊

台与　政

自民単独政権 0．L74＊

細川首櫓〔日本　　ナ 〔）．」｝06＊＊ O，L57＊

河野・昌民党総哉 0．191＊ O、147＊

小沢・新f　て．、　事
政
治
菜
支
嵜

村山・社会　委員長 0．164＊ 0．158＊ O．L63＊
土卑・棄．

羽田・新生党代表 o，167＊ （，．192＊＊

竹村・さきがけ代衰

選挙制度を改革する 一〇．186＊ 0．15⑪＊ 一く｝．209林

に二る戚弓　　〃や硫る

汚職政治家を逮捕する
政
箭
支
痔

カを強　ナる 0，190＊ ‘）．178ホ 0．201＊＊

米の輸入を自由ヒすろ

を増やして　’　を滅らず

環境アセスメン＼ウ厳しくずる 一〇．ユ06＊＊ 一〇．233＊＊ 一〇．2U＊＊ 一⑪，296＊＊

外　　人労　者の入　夕制限＋ろ

日本の戦争責任を明うかにずる 0．L斗9＊

死刑制　タ　止＋る 0．161宰

生活保護の制限を厳し（する 1）．151＊

世路調査で人気のある候補なら、ζ・、人

ｨだ ．6＊索 0．236＊＊ O．183＊ O、2D4＊＊ 0．正68＊

選挙日前の世論調査の結果を見ると、本
魔ﾌ選挙結果もほぼのその通りになる o，171＊ o．231＊＊ o．169＊

世ス

_テ

ｲレ

ｯτ

�ﾅ型

選挙日前の世謡調査の結果を公表する．二
兜[率が下ボる 0．156＊

女性は投票すろ時に、選挙に関ずる世論
ｲ査を男性よりも気に†る 1〕．L30＊ o，150＊

選挙に関才る匿論調査は政治家に榛作き
黶Dて．．・る

o．202＊＊ o．：67＊ 0、206宰＊ o．L83＊ o．223＊＊

一つの政覚の議員か多くなり＋ぎないように．選挙口前の世鹸韻査結果を見て、

?ﾟている（門と違う候補に投票’．と〔バ
¥7アー投票にζろ変更♪

O．353＊＊ o．51工＊＊ 0．L7⑪＊ o，288＊寧 ．りτ＊＊ ．36＊＊ o．393騨 O．385＊＊

窯
　
府
　
　
投
　
票

．ご丹り舞 　「FC　1　輝 ∩．「6寒 f．q6＊ 0．4ワ＊＊ O，469林 0．339‡宰 0．465＊＊
投票．一よ・三≧決療ていた候補か当選確翼

ﾈので、それよりも確度の低い二番目こ
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（表V－2－1のつづき）

生起 強 変更

（2》　立祐の　定 候　に ’　候　に 優勢候補夕
接戦時「一歩り一吋　　　　を 接戦時一あと一

@　匹 小勢候　を 候　を 劣勢候補を 優勢候補から 劣勢候補から
93　衆　　で　票に　ったか 〉　　＊禦 蕪権〉投票雫実投

ﾛ票
ﾌ

93年衆院　での投票政党’ 自民　〉新生糎

93年衆院選への関心 無関心〉　心串 無関心〉関心脚 無開心・関心抑
NHKテレビ’ニュース7」

　　P`冊’ニュース・ステーシ3ン1

他のテレビ番組
マ
ス
　
コ
ミ
情
報
源

日新聞

の　聞
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広 2い〉　た粉 ない》た軸 元い〉　た叡

政見放1 ない〉　た喰 見ない・見た糊 免ない慌た聯 見ない見た寧 ない現た騨 ない〉見た騨 見ない・見た聯
ポスター

見た～ない虞
世輪鯛査の箱果

．　　レのム四

族との会話

バ情

¥報

R源
~

社会の雰　気

選挙演説 見ない〉見た拳

性別 性別 女〉男・
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同
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人の意見に従うのは、その人を喜ばせたい場合か，正しい意見が分からない場合か（同調行動の影響は規範的か情報的か

的♪　　申 情綴的〉規範的噛

ま
、
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べた。なお、データ2、3を調査した時点では接戦時の投票意図の変化について

は尋ねていないが、補強に関してだけは例外的に「一歩リード」や「あと一歩」

といった接戦時のマージン差との関連を調べているので、この回答も分析に加え

ることにする。なおデー一タ4以降では接戦情勢を含めたアナウンスメント効果尺

度を採用しているので一覧表の配列も増えている。

　裏V－2－1以降の表で気をつけて見なくてはいけない点とは、アナウンスメ

ント効果が存在したと言えるのは、ある投票意図の変化において順位相関係数の

絶対値が大きかったり有意差の見られた項目が「優勢の時だけ」だったり「劣勢

の時だけ」であった所だということである。優勢・劣勢時のいずれでも大きな相

関関係や有意差が「見られない」場合、その変数がアナウンスメント効果尺度と

全く関係がないことは自明のことである。同様に優勢・劣勢時のいずれでも相関

係数の絶対値が大きかったり有意差が見られる場合も、相関関係が選挙情勢によ

って変わっていないという意味で、やはりアナウンスメント効果尺度とは無関係

なのである。

　例えば、表V－2－1でのバッファー一投票による変更の行とアナウンスメント

効果による投票意図変更の2列との交わった欄を見ると、優勢候補に対して生起

する場合も劣勢候補に対して生起する場合のどちらも0．3を越える比較的大きな

順位相関係数が算出されている。これでは、バッファー投票の結果投票先を変更

しやすいと答えるサンプルは当該候補の情勢がどうであれ、おしなべて投票意図

を生起させやすいということを示しているだけである。しかし仮に、優勢候補に

ついてのみ相関係数が算出されて劣勢候補については空欄であった（っまり有意

な大きさの係数に至らなかった）としたら、バッファー投票による変更をしやす

いという傾向は、優勢候補に対して投票意図の生起が起こりやすい傾向のみと関

連があることになる。特定の選挙情勢下で投票（意図）の変化が起こってこそア

ナウンスメント「効果」なのであるから、このような場合に限ってアナウンスメ

ント効果と関連性のある変数と考えるべきなのである。

　ただし、優劣両方の情勢下で関連性が見られた場合でも、　「生起」や「補強」

自体と当該変数との間に関連性があること自体は言うまでもない。従ってアナウ

ンスメント効果尺度の値が当該変数との整合｛生を保っているかどうかを確かめる

ためには、このような知見も利用可能となる。例えば上の場合では、バッファー
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投票による投票意図の変化を起こしやすい人はアナウンスメント効果尺度で測っ

た場合でもやはり投票意図の変化を起こしやすいことが分かる。このように他変

数とアナウンスメント効果尺度の結果とが相互に矛盾せずに結びっいていること

を確かめていくことは、アナウンスメント効果尺度で「測られるもの」の妥当惟

を補強する証左を重ねていくことになる。

（4）結果

（ア）投票経験者

　表V－2－1ではデータ2のサンプルのうち投票経験者の結果を示した。

　最初は順位相関係数による分析である。政党支持や政治家への支持、そして個

々の政策に対する支持の程度との関連に関しては、有意に値が0ではない大きさ

の順位相関係数はいくっも見られるものの、その多くは絶対値がO．3未満で比較

的小さな値に留まっている。唯一〇．3を越えたのは劣勢候補に対する投票意図生

起とスポーツ平和党に対する支持度の問に正の相関が見られたことであった。

　次に世論調査の信頼感や被操作感などのステレオタイプ的な既存知識の保有の

程度に関して相関係数の絶対値がO．3を越えたのは、　「世論調査で人気のある候

補なら、よい人物だと思う」度合いと優勢候補に対する投票意図の生起度との関

係だけだった。このように世論調査に対するサンプルの考え方もアナウンスメン

ト効果の起きやすさとはほとんど関係ないが、世論調査での人気を判断基準とす

るといった世論調査の「情報的影響」を受けやすいサンプルほど、投票意図の生

起でバンドワゴン効果の傾向が見られる。

　政治についての詳しさの程度との関連性についても調べたが相関係数の値はO．

3を越えるものはなく、アナウンスメント効果との関連性は小さいものと思われ

る。ただしデータ4を用いて順位和検定を行った結果（表V－2－2）では、サ

ンプルの学生が法学部である場合は他学部の学生であった場合よりも、接戦して

いる候補に対して投票意図を生起する度合いが有意に大きい。法学部で勉強して

いるサンプルの方が政治についてもいくらか知識を持っている人が多いだろうと

考えれば、政治についての知識があるか否かは、接戦状況下での投票生起におい
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表V－2－2　アナウンスメント効果尺度と他変数の関連（データ4、　「あなた」の影響）

（1）投票経験者

生起 補強 棄権 変更
優勢候補に 接戦候補に 劣勢候補に 優勢候補を 戦候補を 劣勢候補を 優勢候　を 接戦候補を 劣勢候補を 憂勢候補から 戦候補から 小勢候補から

性別デグ

c 所属学部 法学部〉他学部＊

（1）投票未経験者

i2洲位和の検定

生起 強 変更
優勢候補に 接戦候補に 劣勢候補に 優勢候補を 接戦候補を 劣勢候補を 優勢候補を 接戦候補を 劣勢候補を 勢候補から 戦候補から ノ’ｨ候補から

性別 女・男＊＊ 男〉女＊デグ

c 成年か未成年か 成年》未成年＊

所属学部

ト
ミ

注　wilc。x・n　rank　sum検定で有意差のあった結果だけ記載した，＊はpく．05，＊＊はpく、01で，カテゴリー問において各アナウンスメント効果尺度の1直の順位和に有意差があったことを示
す．各情勢のいずれかの欄のみで有意差があった部分には網をかけた，



ては関連性が見られるのかも知れない。

　以上、政党支持などの政治的選好や世論調査の捉え方、そして政治に関する詳

しさに関しては、アナウンスメント効果の主観的生起度と大きな関連性を持っ変

数は散見できるほどしかない。しかしサンプルの戦術投票に関する変数との間に

は、複数の投票意図変化のカテゴリー一において、比較的大きな正の相関関係が横

断的に見られるようになる。

　まず、ひとつの政党の議員が多くなりすぎないように選挙日前の世論調査結果

を見て棄権したり投票先を変更する「バッファー・ポーティング」　（蒲島1988a，

蒲島1988b）の生起度に関しては、補強以外の投票意図変化のカテゴリーにおい

て0．3台から0．5台の有意な正相関が見られる。もっとも特定の情勢下のみに比較

的大きな相関係数が算出されたのは、バッファーを考慮して投票先を変更する度

合いと、棄権が生じる度合いとの間であった。すなわちバッファーを考慮して投

票先の変更をしやすいと答えたサンプルほど、劣勢候補なら棄権する度合いが高

いと答えている。これ以外では優勢、劣勢いずれの情勢においてもバッファー投

票の生起度との間に正方向の比較的大きな相関係数が計算されている。前に述べ

たように、このような結果は単に、与野党伯仲を志向して棄権したり投票先を変

えることが多いと答えたサンプルでは、アナウンスメント効果尺度で測った場合

でも選挙情勢の優劣にかかわらず投票意図の生起や棄権、変更が生じやすいと答

えがちであるという傾向を表しているにすぎない。しかしながらこの結果は同時

に、バッファー投票に関する変数とアナウンスメント効果尺度変数という異なる

尺度間においてもサンプルの回答には一貫したものが見られることを示しており、

アナウンスメント効果尺度の信頼性を高める証左の一例ともなっている。

　戦術投票に関する変数では、むしろ「調整効果」　（…三宅　1989）、っまり投票

しようと考えていた候補が当選確実なのでそれよりも確度の低い2番目に支持し

ていた候補に投票しようと思う度合いとの問に意味のある相関関係が多く存在し

ている。っまり調整効果を受ける度合いが多いと答えたサンプルほど、アナウン

スメント効果尺度で測った場合においても劣勢候補に対する投票意図の生起や補

強が起きやすく、他方優勢候補に対してなら棄権したいと考える度合いが大きく

なる傾向が見られる。調整効果とは次善ながら当選確度が低い候補に投票しよう

という投票上の嗜好であるのだから、このような傾向が強い人ほど、アナウンス
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メント効果尺度を用いて測った場合においても優勢候補に対して不利な種類の投

票意図変化が生じ、劣勢候補には有利となる投票意図の変化が生じるという傾向

が見られたことは極めて整合的であると考えられる。

　さて、相関分析の次はカテゴリー変数との関連を順位和検定で調べることにす

るDまずデータ2を調査する薗蔚に行われた1993年衆院選での実際の投票状況と

の関係を検討した。その結果、実際の投票において棄権したサンプルは、投票所

に赴いたサンプルに比べて、アナウンスメント効果尺度の値の上でも情勢にかか

わらず棄権が生じる度合いが有意に大きかった。また当該選挙への関心について

も無関心であったと答えたサンプルの方がアナウンスメント効果尺度で測った場

合においても、そうでない人に比べて情勢にかかわらず棄権が生じる度合いが有

意に大きかった2。さらに投票政党に関してでは、自民党や「（自民・日本新・

新生以外の）他の政党」に投票したサンプルは、新生党に投票したサンプルに比

べて劣勢候補へ投票意図が生起する度合いが有意に高い。93年総選挙は新党が躍

進し初めて自民党が野党に転じた選挙であった。とすれば、現実の投票において

「劣勢」な政党であった自民党や新党以外の「その他の政党」の候補に投票した

サンプルは、アナウンスメント効果尺度に対する答えにおいても劣勢候補へ有利

な投票意図が生じる蓋然性を高く答えていることになる。このようにアナウンス

メント効果尺度と実際の投票行動との間に整合的な関係が見られる。

　選挙の情報源の違い、つまり各種のマスメディアやパーソナルメディアに対し

てサンプルが接触したかどうかは、アナウンスメント効果尺度の評定に有意な差

を開かせるものではなかった。しかし、選挙公報や政見放送といった選挙宣伝メ

ディアを情報源としたかどうかは、アナウンスメント効果尺度の値と負方向の関

連性を見るものが多い。すなわち選挙公報を見ないサンプルはそうでないサンプ

ルに比べて、優勢候補に対して投票意図が生起したり補強したりする度合いが有

意に大きくなっている。政見放送についても同様で、視聴しなかったサンプルは

そうでない人に比べて、優勢候補に対して投票意図が生起する度合いが大きく、

さらに補強や棄権の生じる程度は優勢候補であれ劣勢候補であれ、常に大きい。

また選挙演説を見聞きしない人も、優勢な候補には棄権しやすい傾向がある。た

だしポスターに関しては、それを見た人の方が劣勢な候補から別候補に変更する

度合いが大きくなっている。
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　性別については、表V－2－1では女性の方が優勢候補に対して投票生起が起

きやすいという傾向が見受けられる。しかし接戦時の投票意図変更を含めて検討

されたデータ4では、投票経験者に関しては性別の違いによってアナウンスメン

ト効果尺度の得点に有意差は生じず（表V－2－2）、いっも関連性が見られる

とは限らない。

　以上の変数とは対照的に「人の意見を気にする方」か否かという変数は複数の

アナウンスメント効果との間で有意差が横断的に見られた。すなわち「人の意見

を気にする方」と答えたサンプルは「気にしない」と答えたサンプルに比べて、

優勢候補に対しては投票意図を補強させやすく、劣勢候補に対しては棄権や変更

を起こしやすい傾向がある。また投票意図の生起に関しては情勢にかかわらず常

に起こりやすい。

　最後に同調行動をとる際のタイプに関しては、情報的な影響、すなわち正しい

意見が分からないときに人の意見に従うことが多い人の方が、単に相手を喜ばせ

たいがためにその意見に従う（規範的影響）場合が多い人よりも、一歩リードの

候補に投票意図を補強したり、劣勢候補となったら棄権する度合いが有意に大き

くなつている。

（イ）投票未経験者

　未成年であったり棄権したりしてまだ投票経験がないデータ2のサンプルに対

して諸変数との開連性を調べた結果をまとめたものが表V－2－3である。これ

を見ると、意味のある関連性が見られる箇所のぱらつき方は投票経験者の場合と

違っており、戦術投票や選挙宣伝メディア、人の意見の受けやすさとの関連性が

少なくなっている分、政治的選好においては関連性の見られる項目が若干増えて

いる。

　投票未経験者だけで計算してみると、まず政党支持や政治家の支持に関しては

公明や民社党、そしてこれらを含む連合与党政権（当時）への支持の強いサンプ

ルほど、優勢状況下での意図生起が多く起こると答える傾向がある。共産党を支

持する人は逆に、劣勢候補に対する投票生起が生じやすし㌔また社会党の村山委

員長を支持するほど優勢な候補への投票意図が生起され、劣勢候補から投票意図
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表V－2－3　アナウンスメント効果尺度と1．数の関適（データ2、　一あなた　の　　、投票未経験者
生起 強 変更

q）順位相鶏係数 勢候補に 劣　屡補に 侵　ヰ
接戦時．一歩∵一ヒ　　　　々 接戦時一あと一

@噸．　　を ’勢虞　を 候　を 劣勢候補を 勢候補から 劣勢候補から

社会 ⑪．222＊

新生 0．263＊

ζながけ
政
党
充
博

日塞新 oり　＊

公明 0　5＊＊ 0．268＊

民仕 0．3　＊＊

桂民1

目民 o．249＊

共産 346＊＊

スポーツ平和

庫合与党政権 0　8＊＊ 0，252＊ 0．214卑

自民単独政権

細川首相；日本新党）

河　・目民　’戯

小沢・新生党代表幹事
政
治
家
支
侍

村山・辻会党委員長 0　00＊＊ ．35＊＊

上井・衆院　長 一〇．212＊

羽田・新生党代表 一〇　ウリ＊零

竹村・さきがけ代表

選挙制度を改革する

偏差直による成績評価夕やめる O．318＊

汚職政治家や逮捕する
政
策
支
博

防衛力キ強化する

米の輸入を目由化する

消費税を増やして所得税を減らす

環塊アセスメントを厳しくする

外国人労働者の入国を制限する

日本の戦争資任を明らかにする

死　　1　を，止＋る 0．256＊
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（表V－2－3の続き）

生起 補強 権 変更
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が変更される傾向がある。一方新生党の羽田代表を支持するほど、優勢候補から

投票意図が変更されなくなる傾向がある。このように投票未経験者では投票経験

者に比べて、政党への支持、それも連合与党に組みすることになる諸政党に対す

る支持度合いが高いほど投票生起に対するバンドワゴン効果の蓋然性も高くなる

という関係が見られる。

　政党支持がアナウンスメント効果に関連しているとなると、サンプル自身の政

党の好き嫌いをさしおいて投票するという戦術投票の志向性とアナウンスメント

効果尺度との間に関連性が見られることは少なくなることが予想される。果たし

て表を見ると戦術投票に関する変数では0．3を越える相関係数の欄の数が激減し

ている。意味のある相関関係が見られたのは調整効果との関係で、接戦時の補強

に関して「あと一一一・一歩」と接戦ながら相対的に劣勢と評された場合でのみ相関係数

が0．3を越えているけれど、　「一歩リード」でも0．248の相関係数が計算されてお

りその差は小さい。

　順位和の検定結果に入っても、情報源に関していくつかの主要なマスメディア

との関連が見られるようになった反面、投票経験者で有意差が比較的多く見られ

た選挙宣伝メディアとの接触や人の意見の気にしやすさといった変数との関連性

はほとんど見られなくなっている。具体的に言えば、朝日・読売以外の新聞を見

た人は優勢候補から変更しようと思う程度が高く、雑誌を選挙の情報源としてい

るサンプルは劣勢候補を棄権しようと思う程度が高い。また、パーソナルメディ

アに関してでは家族と会話を交わしたサンプルは優勢候補に投票意図を生起させ

る度合いが有意に少ない。

　性別にっいてデータ2では有意差は見られなかったものの、データ4では補強

や変更といった意図変化の生じやすさに有意差が見られた（表V－2－2）。す

なわち、女性のサンプルは男性に比べて、接戦している候補に補強したいと考え

る度合いが有意に多く、一方男性は優勢候補から投票意図を変更しやすい傾向が

見られる。また年齢についても、20歳以上の投票未経験者（この中には棄権経験

がある者が含まれる）は、参政権自体のない未成年者と比べて、劣勢候補を棄権

する割合が有意に大きい。

　以上、投票未経験者のデータでは政党や政治家への支持、投票決定時に用いら

れる情報源、性別といった変数との間に関連性が見られるようになる一方で、戦
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術投票や選挙広報メディア、人の意見を気にするかどうかといった変数との関連

性はあまり見られなくなる。っまり戦術投票への嗜好というのは一、二度であれ

実際に投票して初めて体得されるものであって、投票経験のないサンプルは代わ

りに政党支持や情報源とするマスメディアの好みの違いによって、投票決定時に

情勢報道をどう考慮するかが決まっていくようだ。

　もっとも投票したい候補がいなかった場合、候補の人気を手がかりに投票をさ

せる傾向は投票未経験者でも見られる。　「世論調査で人気のある候補なら、よい

人物だ」と考えるサンプルは優勢候補への生起でのみ相関があるし、同調行動の

影響の種類についても、情報的影響をよく受ける方だと答えたサンプルの方が優

勢候補に対する投票意図が生起される度合いが有意に大きい。

（ウ）他人に対するアナウンスメント効果の推量

　これまでは自分自身のアナウンスメント効果にっいて考察してきた。ではサン

プルが自分以外の他の人が受けると推量したアナウンスメント効果にっいては、

サンプル自身の持つ性向との間にどんな関連性が見られるだろうか。

　筆者が「他人に対する効果の推量」のような形でアナウンスメント効果の測定

を行おうとしたのは、自分に対するアナウンスメント効果の影響は「他人に対す

るアナウンスメント効果」としての答えの方に、より素直に投映されるのではな

いかと考えたからであった。アナウンスメント効果は同調傾向とも関わりがある

と思われたから、このような話題を尋ねる時には「社会的のぞましさ」に引きず

られた回答がなされるかも知れない。だから「他人にはどう影響するか」と焦点

をずらして聴けば、本音が捉えられるかも知れないと考えたのである。

　しかしながら、デP・・タ2の投票経験者についての場合を見ると（表V－2－4）、

アナウンスメント効果と諸属性との関連の仕方は、表V－2－1とはかなり異な

ってしまっている。

　相関分析の方で意味のある相関開係が認められるのは戦術投票に関してのみで

ある。具体的には、自分が調整効果を受けやすい人ほど自分以外の他の人は劣勢

候補に対して投票意図を補強しがちであると考がちである、自分以外の人はバッ

ファー投票による変更を行いやすいと考えている人ほど、他人は劣勢候補に投票
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意図を生起させやすいと考えがちである、自分以外の人はバッファー投票による

棄権を行いやすいと考える人ほど、他人は劣勢候補から投票意図を変更させやす

いと考えがちである、そして自分以外の人で接戦になるほど自分の一票が役立つ

と考える人ほど、他人はあと一歩の候補に対して投票意図が補強されやすいと考

えがちである、といった傾向が見られる。

　順位和検定に移ると、まず93年衆院選で本人が実際に投票したサンプルは棄権

したサンプルに比べて、他人は劣勢候補への投票意図を変更するだろうと考える

度合いが有意に高く、一方「一歩リー一一ド」の場合には他人の投票意図は補強され

るだろうと考える度合いは有意に低い。しかしながら、アナウンスメント効果を

受けて棄権しようと考えるかどうかは、実際の投票状況とは無関係だった。選挙

に対する関心の程度との間でも有意な相関係数は計算されなかった。

　投票政党に関してでは、自民党に投票したサンプルは新生党に投票したサンプ

ルに比べて、他人は優勢候補に対して投票意図を生起させ、接戦候補に対しても

比較優勢な「一歩リード」の時の方が投票意図を補強する度合いが有意に高いも

のだと考えている。一ヒに述べたように自民党投票者には、自分自身は劣勢候補に

生起する度合いが高いと答える傾向があったから、自他の違いによってアナウン

スメント効果の影響の受け止め方にギャップがあることになる。

　情報源に関しても選挙宣伝媒体・との間の関連性は少なくなり、若干他のメディ

アとの間に有意差が見られるようになる。まず選挙公報をよく見るサンプルは、

そうでないサンプルに比べて、他人は劣勢候補から投票意図を変更する度合いが

大きいだろうと答えがちである。またポスターを見た人は、他の人は優勢候補に

対して投票意図の補強の生じる度合いが大きいと答える度合いが有意に高い。主

要ニュース番組以外の番組を見たサンプルは、他人は優勢候補から投票意図を変

更させるだろうと考える度合いが有意に高く、また読売・朝日以外の新聞を選挙

時の情報源としているサンプルは、他人は優勢候補に対して投票意図の生起や補

強が起こりやすいだろうと考える度合いが高くなっている。　しかしこれらの関係

も、サンプル自身が被るアナウンスメント効果を分析した時には見られなかった

ものである。

　データ2において政党支持を初めとする政治的選好や世論調査の捉え方は、政

治への詳しさや性別といった変数と同様、アナウンスメント効果尺度との関係が
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見られなかった。人の意見の気にしやすきについてもアナウンスメント効果との

関連性は見られないが、受けやすい同調行動の影響の種類では規範的影響を受け

やすいサンプルの方が情報的な影響を受けるサンプルよりも、他人では優勢候補

に対する投票意図生起が起こりやすいだろうと考えている。

　しかしデータ3では（表V－2－5）、一一転して旧連立与党政権3に与してい

た政党を支持する程度と他者が優勢候補に対する補強の度合いとの問に0．3以上

の正相関が多く見られ、政党支持以外の政治家や政策に対する支持の程度とアナ

ウンスメント効果尺度の間にもいくつか意味のある開連性が見られるようになる。

従って、他人のアナウンスメント効果は必ずしも政党支持とは関連していないと

は言えない、もっともデー一タ3においても、戦術投票や人の意見を気にするかと

いった変数との相関はあまりない。

　データ3の調査時にはイデオロギーや政治有効感他の政治的態度、関心のある

予測の種類などの新たな変数を質問に加えた。上で述べたように各党の政党支持

との問で集中的に関連性が見られる以外にも、様々な変数がアナウンスメント効

果尺度と関連を持っていたけれども、あるサンプルの性向が複数の投票意図変化

の種類と横断的に関連性を保っていたかについて注目すると、それは「大きな政

府より小さな政府を望む」サンプルは、自分以外の人は劣勢候補に対して投票意

図が生起されるだろうと考えたり優勢候補への意図補強がなされないだろうと考

える傾向があること、そして世論調査が選挙に影響するということをマスコミ以

外の機会で知ったサンプルや、週刊誌に載るような選挙予測は正確ではないと考

えるサンプルが、他人は優勢候補を棄権したり意図変更を図る度合いが大きいだ

ろうと考えがちであるといった例に留まる。これら以外の変数では関連性が見ら

れた場合でも、当該変数はアナウンスメント効果のうちの一っの種類だけにしか

効いておらず、これらの関連性をつなげてアナウンスメント効：果の受けやすさに

関する属性的特徴を統一的にまとめあげることは難しい。

　最後に戦術投票に関する変数については、他者に対するアナウンスメント効果

尺度と間においてはあまり関連が見られなくなっているし、人の意見を気にする

かといった変数とは有意な関連性は全く算出されなかった。93年衆院選での投票

状況や選挙の情報源の接触に関しても、関連性の見られる項目は（ア）で考察し

た時とかなり異なってしまっている。
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表V－2－5　アナウンスメント効果尺度と他変数の関連（データ3、「他人」への影響、投票経験者）

生起 補強 棄権 変更

（D順ウ相誓係数 勢候補に ノ’ ｨ候．に ・、｛　を

戦時　一　ヲード．候補” 戦時　あと一
烽R候補を 劣勢候補を 、　　　　夕 ノ　、 辛から 〆’ �竄ｩら

自民 一。338＊＊

祉全 9＊

さきオ！け 0　　3索
政
党
支
持

日本新当 Q36＊＊
新生 030＊
公明 0．31＊

民仕 ＊＊

共産

目社連立政権

細川・日本新党代表 0．285＊ 一〇，27Q＊

河野・自民党総裁

小沢・新生党代表幹事 一〇．365＊＊ 0．256＊
政
冶
家
支
痔

村山首相（社会党）

七拝・衆院議長 0330＊ 0323＊

羽田・新生覚惑首

竹村・さまがけ代表 0．275＊

選挙制度を改革する

偏差値による戌績評価をやめる

汚職政治家を逮捕する 0．290＊
政
策
支
持

防衛力を強化する 0．281＊

米の輸入を自由化する

消費税を増やして所得税を減らす

環境アセスメンkを厳しくする『 0．319＊ 0．281＊

外国入労働者の入国を制限する

日本の戦争費任を明らかにする

死刑制度を廃止する 0．257＊

生活保護の制限を厳Lくする

PKOのため自衛隊を海外派　すス
一〇．276＊

国連安保理の常任理事国になる

『国　　より一国民　を尊重すス

’済政策では競争より噛帯々尊重すス 309＊
イギ

fi
I
「
1

大きな政府よη小さな政府を　む 0。315＊　　　　　　－　　　428＊＊ 一〇285＊

自助・自立よη結果の平等を尊重する

一っの政党の議員が多くなりすぎないよ
､：こ、選挙日前の世論調査結果を見て、
?ﾟているのと違う候補に投票した（バ
bファー投票による変更） 0．299＊ G．278＊

戦
　
術
　
　
投
　
票
　
・
他
人

一つの．兄の議貝が　くなりすぎない玉
､：二、選挙日前の世論調査結果を見て、

兜[所に行くのをやめた（パッフ7一投西1，」ス

0．り91＊

　票しようと決めていた　　が当選確．
ﾈので、それよりも確度の低い二番目に
x持していた候補へ投票した（調整効果
j ．47＊＊

他 投票候i補決定時期

年齢

注　順位相関係数の値tts有竜なものだけを掲載した漣はpく，05，＊＊li　pく．OLで有意一r・あったことを示す．帽関係数の絶対値がO．：3以上の欄には網をかけた．優勢一劣勢〔一歩ジードーあと一歩〕のいずれかの欄のみが0。3を越え

る部分には2重棒線をっけた．
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（表V－2－5の続き）

i2）順立和の　定

生起 補強 棄 変更

優勢候補に 劣勢候補に 優勢候補を
接戦時「一歩リード・　　　キ 接戦時「あと一

@爆i「　タ 劣　候補を 優勢候補を 劣勢候補を 勢候補から 劣勢候補から

自∠の一稟は’立つか

自∠の　票が無駄だった時とは
廻
政
治
的
有
効

投票を無駄にしたくないと思う方か

自ノの　票が役だった時とは

投票に行く理由

政党支博強度

時の　　項目政
治
的
選
好

好きな政党に投票するのが良いか、状況
ﾉ　り．・十　の二　いひ ン　　，事

政治参加とは強制的か自発的か

治にっいてよく　寸か

治への詳’さ
詳しくない〉詳しい幸

比例制と小選挙区制のどちらが良いか 比例〉小選挙＊

週刊誌
ない〉　た＊

知人家族
選
挙
の
情
報
源

会社団体

選挙演説

気に才るのは準拠集団の意見か世間一般

ﾌ，　か

どの情報源から「壁論調査の影響｝にっ
｢て知ったか

他〉マスコミ＊ 他〉瓢コミ牌

世論調査で人気のある候補なら、よい人

ｨだ
新聞記事だけでなく、週刊誌の選挙予測尋かナリ　　　ざ

否定〉肯　躰 否定〉貨定＊

世ス

_テ

[　レ

ｸオ

ﾌ型

女性は男性よりも投票する時に選挙に関ぐ　　　　　　　～レ　　こ一ぐ

肯定》否定掌

選挙に関する世論調査は政治家に操作さ

@fい
新闘の予測記事は統計的に正確か 正確〉不正碗寧

投票率予測

区別当落予測

関る

S予
ﾌ測 別議席　予 無　心》心零

政党別得稟率予測

武田〔新生）　　詔知の偏り 当）「　禦　投

?[ 中川〔目民）情勢認知の偏P

人の意見を気寸る方か

少　　見でも嘱　．せず言うか 言一メ　　する＊同
調
傾
向

人の意見に従うのは、その人を喜ばせた
｢場合か、正しい意見が分からない場合
ｩ1同謂行動の影響は規範的か情報的か

的〉　的摩
選挙予想があると投票を考える上での情　粥　　　鴫去

、　、　寧

自分の投票先を誰かに知られてしまうか 知られず1・知られる率

他人の考えを先読みして行動する方か

性別

他 親の職業

世の中への満足 満　》不満紳

景気の責　は政府か個人かそれ以外か
他〉個人率

轄響講・1劉1墜読響物1跳瀦。癬纈鱒鰯騰禦鰐赴・申は・’・°5・＊蜘・°1で・カテゴV－rmにおいて各アナウンスメント効職のf直の順位和に縦があつた二と

、
べ



（エ）間接効果

　最後にサンプルの属性や考え方の違いによって、アナウンスメント効果の間接

効果、すなわち選挙運動員のi：気や資金援助をしようという意図の変化に対する

情勢報道の効果の程度に違いが生じるどうかを検討する。表V－2－6ではデー

タ5を用いて、選挙運動ボランティアのデモグラフィック変数や政党支持や参加

団体などの有無とアナウンスメント効果尺度の関係を検定した結果をまとめた。

　選挙運動の士気に関しては、選挙運動員の年代や拒否政党、参加団体、情勢接

触後の選挙運動士気変化、公的・私的な事象のいずれに関心を持っか、といった

違いにおいて、アナウンスメント効果尺度の値に有意差が生じた。

　まず政党支持にっいては支持政党があるかどうかとは関係がなかったものの、

共産党を拒否4するかどうかといった、どうしても勝たせたくない政党がある運

動員はそうでない人に比べて接戦時に士気がより強化される、　「競り勝ち効果」

に相当する傾向が見られる。また実際の選挙運動においても、予測記事を見ても

っと頑張ろうと思った選挙ボランティアはそうでない人に比べて、この「競り勝

ち効果」が有意に生じやすい。また50歳代以上の年齢層のボランティアは20歳代

以下の人に比べて、劣勢時に意図強化の度合いが強まる、っまり「アンダードッ

ク効果」に相当する効果が有意に大きくなった。さらに候補者の後援組織に属し

たことのない人は当選しそうな場合に士気が低下する、いわば「離脱効果」が比

較的大きく見られる。最後に家族の幸せや自分の進路といった「私的な夢」を一

番叶えたいとした人よりも、社会の改革や政策の実現といった「公的な夢」を一

番叶えたいとした人の方が、劣勢な情勢下で選挙運動に対する士気が弱化する

「見放し効果」の傾向があった。

　次に資金カンパの意思の変化と選挙運動員の属性等との関連について、表V－

2－6を見るeすると上で見た運動への士気変化における結果と共通しているの

は、共産党を拒否政党とするかどうかについての検定結果のみであって、関連性

が見られた項目はかなり異なる。

　まず参加団体のうちボランティア運動に参加したことのない人は、情勢が優勢

な時にカンパの意図が増す「バンドワゴン効果」が比較的大きく見られる。男性

2〃



表V－2－6　アナウンスメント効果尺度と他変数の関連（データ5、間接効果の影響、選挙運動ボランティア参加者）

（1）選挙運動の士気 意図強化 ，、図弱化

優勢な時 接戦の時 劣勢な時 優勢な時 接戦の時 劣勢な時

性別

年代（20代以下，3～40代，50代以上） 50代以上＞20代以下＊

住所（選挙区の中か外か）

学歴（中・高卒か大学中退以上か）

デ
モ
グ
ラ
フ
イ
ク
他

職業の有無

家庭iの年収

気軽に参加か居ても立たず参加か

一番かなえたい夢の内容 公的な夢〉私的な夢＊

政党支持の有無

拒否政党　自民

拒否政党　新進

政
党
支
持

拒否政党　杜民

拒否政党　共産 拒否する〉拒否しない＊

市民活動に参加したか

ボランティア活動に参加したか

参
加
団
体

政党活動に参加したか

候補者の後援組織に参加したか 参加しない〉参加した＊
爆

世論調査に基づく情勢報道を読んだか

枝野候補の情勢は優勢。線上か劣勢か
情
勢
報
道
他

情勢接触後の選挙運動の士気変化 士気強化〉不変＊＊

世の中への不満

政治関心

、
N

注　カテゴリーが2群の時はWi！c。x・n　rank　sum検定，3群以上の時はKruska1－wallis検定とtukey法による多重比較を行い，有意差のあった結果だけ記載した．
＊はp〈，05，＊＊はpく．01で，カテゴリー間において各アナウンスメント効果尺度値の大小関係に有意差があったことを示す．情勢によって有意差のある欄が分かれる部分には網をかけた．



（表V－2－6の続き）

（2）資金カンパ ，、図強化 意図弱化

優勢な時 接戦の時 劣勢な時 優勢な時 接戦の時 劣勢な時

性別 男〉女＊

年代（20代以下，3～40代，50代以上）

住所（選挙区び）中か外か）

学歴（中・高卒か大学中退以上か）

デ
モ
グ
ラ
フ
イ
ク
他

職業の有無 なし〉あり＊

家庭の年収

気軽に参加か居ても立たず参加か

一番かなえたい夢の内容

政党支持の有無

拒否政党　自民 拒否する〉拒否しない＊

拒否政党　新進

政
党
支
持

拒否政党　社民

拒否政党　共産 拒否する〉拒否しない＊ 拒否する〉拒否しない＊

市民活動に参加したか

ボランティア活動に参加したか 参加しない〉参加した＊
参
加
団
体

政党活動に参加したか 参加した〉参加しない＊ 参加した〉参加しない＊ 参加した〉参加しない＊

候補者の後援組織に参加したか

世論調査に基づく情勢報道を読んだか

枝野候補の情勢は優勢・線上か劣勢か
情
勢
報
道
他

情勢接触後の選挙運動の士気変化

世の中への不満 大変不満〉以外＊ 大変不満〉以外＊

政治関心

、
N

叙認調欝勢賢闘綴繁勇響鷺螺灘齢描懸驚艦讃蓼躍薯騰誉聾講蓼糖藩脇・部分には網を・・ナた．



や自民党を拒否する選挙運動員は、接戦時にカンパの意図が強化される「競り勝

ち効果」が見られる。共産党を拒否する人や世の中に大変不満を感じている人は、

そうでないサンプルよりも接戦時に加えて劣勢時でも意図強化の度合いが高く、

「競り勝ち効果」とともに「アンダードック効果」に相当する傾向も見られた。

最後に学生・主婦・無職者など定職にっいていない人はそうでない人に比べて接

戦時にカンパへの意図が弱化する度合いが大きく、　「競り負け効果」がより強く

表れているようだ。

　このように有意差をもたらす属性が、選挙運動への士気かカンパの意図かによ

ってまちまちであることから想像すると、どうも無償で手伝いにきた選挙ボラン

ティアにとっては、自分が運動に参加することと、お金を寄付することとは同一

線上のものとは考えていないのかも知れない。性別や職業の有無といった変数が

カンパの意図変化にだけ有意差を生じさせたということも、もしかすると身一つ

でやつてくればよい選挙運動への参加とは違って、資金カンパをするためにはそ

もそもその人が自由に使えるお金を持っていなければできない、そのために比較

的職に就いているだろう男性かどうかが、あるいは仕事を持っていると答えた人

かどうかが、カンパに対する意図変化の有無と大きく関わってしまっているのか

も知れない。

　なお参加団体にっいては政党活動に参加した経験のある人は、そうでない人に

比べて、優勢・接戦・劣勢全ての選挙情勢下でおしなべてカンパの意図が強めら

れる度合いが大きい。選挙情勢の違いによって大小関係に違いが生じていないか

らこれはアナウンスメント効果ではないけれど、このことは政党活動に携わった

ことのある人は選挙資金の重要性をよく認識しているということの表れであろう。

（5）まとめ

（ア）回答者自身に対するアナウンスメント効果と関連性の深い性向

　投票経験者について、アナウンスメント効果と意味のある関連性は、バッファ

ー投票や調整効果といった投票の戦術性や選挙宣伝メディアを見ない程度、人の

意見の気にしやすさに関する変数に多く見られた。

z’9



　先行研究での結果（蒲島1988a，1988b）と同様に、バッファー投票への志向が強

い人は本論文のアナウンスメント効果尺度を用いても、　「補強」を除く他の投票

意図変化で情勢にかかわらず強い関連性が見られる。さらにアナウンスメント効

果の一つとして理論的に言及された調整効果に基づく投票志向とアナウンスメン

ト効果尺度との間においても、選挙情勢と変化方向の関係に関して整合的な関連

性が見られた。そこで（仮説V－2－5）　「アナウンスメント効果の生じる度合

いはその人の戦術投票に対する志向性の度合いと関連している」を本論文では採

択する。

　また投票の際に情報源とするメディアと、アナウンスメント効果尺度の間にも

関連性のある場合が比較的多く見られていたことから、本論文では（仮説V－2

－6）　「アナウンスメント効果の生じる度合いはその人が投票内容を考える際に

情報源とするメディアの種類によって異なる」を採択する。しかしその具体的な

内容は仮説の所で書いたようなものではなくて、概して主に選挙宣伝メディアを

見ない人には生起や補強といったアナウンスメント効果が起きやすいことが多い、

言い換えれば選挙公報や政見放送をよく見ない人の方がむしろ選挙情勢報道を考

慮した投票意図の形成・変容を行いやすいことが多かった、というものであった。

　人の意見を気にしやすい方だと答えたサンプルは、投票予定の候補が勝ちそう

なときはその候補へ投票しようという気持ちが高まるが、負けそうな場合には棄

権しようと思ったり別の候補に投票しようとしているので、言うなれば「逃げ足

の早い」有権者であることが想像される。とすると、本論文の調査で尋ねた「人

の意見の気にしやすさ」とは、筆者が意図していたように有権者の付和雷同的な

傾向を測定していたのでなくて、むしろ彼らが戦術的な考えに基づいて君子のご

とく豹変する傾向を示しているように思われる。このことは、サンプルが一般的

に同調行動からどんな影響を受けるかを尋ねた質問との関連性から支持される。

つまり、人の意見に従うのはその人を喜ばせたい場合か（規範的影響）正しい意

見が分からない場合か（情報的影響）を尋ねた時、　「劣勢一棄権」や「一歩リー

ドー補強」といったアナウンスメント効果尺度の値が有意に大きかったのは、情

報的影響を受けるサンプルの方だった。つまり同調的な行動をとる場合でも、そ

の目的は情報取得といったものであって他者の意見にただ迎合しているだけとは

言えないのである。このように「人の意見の気にしやすい」人はアナウンスメン
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ト効果を受けやすいとは言えるものの、これを同調傾向のもたらすものと解釈す

るにはもう少し論考が必要なように思われるので、　（仮説V－2－8）　「アナウ

ンスメント効果の生じる度合いはその人の同調性の度合いと関連している」の採

択はここでは見送る。

　これら以外の政党支持や政治家支持、政策支持といったサンプルの政治的選好

に関する変数、世諭調査に関するステレオタイプ的理解、政治への詳しさ、性別、

といった変数はアナウンスメント効果と大きな関連性が見られなかったり、ごく

部分的にしか関連性が見られなかったりしたので、本論文では該当する仮説は棄

却する。つまり、回答者の政治的選好や政治的な知識の豊富さ、あるいは世論調

査に対する先入観は、アナウンスメント効果の主観的な生起度とは無関係である

ことがずっと多い。性差に開しても、提示する選挙情勢の違いによって有意差が

見られたり見られなかったりしていたので、アナウンスメント効果との関連性は

不安定なものと考えられる。

（イ）現実の投票行動との関連

　投票経験者において、93年衆院選における実際の投票一棄権状況とアナウンス

メント効果尺度との関連性が整合的であったことは、アナウンスメント効果尺度

によって得られた値が実際の投票動員の結果と一貫性を持っていることを示唆し

ている。また投票生起についてだけではあるが、投票政党についてもアナウンス

メント効果の測定結果と関連性が見られ、選挙情勢との関係も当時の政治状況と

整合性が見られた。このようにアナウンスメント効果尺度の測定結果はサンプル

が実際に行った投票結果とも、ある程度関連しているのである。

　また上の（ア）でみたように、戦術投票に関する先行研究の結果と同様な傾向

がアナウンスメント効果尺度を用いた測定の際には、同尺度の外部妥当性を支持

することになろう。このように投票経験者に対してその人自身が被る影響を問う

形式で尋ねられた場合、アナウンスメント効果は実際の投票行動と関連性がある

と考えられるから、本論文では（仮説V－2－9）　「アナウンスメント効果尺度

で測定された同効果の生起度はその人の実際の投票行動と関連している」を採択

する。
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（ウ）投票未経験者・他人に対する効果の推量

　以上のような関連性は、投票経験のある回答者を分析したときだけで見られる

ものである。投票経験のないサンプル群で変数間の関連性を調べると、投票意図

生起に関して政党や政治家への支持度との間に多少の関連性が見られるようにな

る反面、戦術投票への志向性や人の意見に気にしやすさとの関連性はほとんど見

られなる。

　データ5以外で用いたサンプルは大学生であるから、その年齢を考えると投票

経験といってもほんの1、2回の体験でしかないはずである。にもかかわらず投

票経験の有無は、戦術投票への志向性とアナウンスメント効果を結びっける上で

鍵となっているようである。社会心理学における「精査可能性（ELM）モデル」

のアナロジーで言えば、アナウンスメント効果に至る中心経路が戦術投票である

とすれば、支持政党などの政治的選好は周辺経路であり、注意が喚起されるかの

鍵になっているのが、投票経験、っまり一度でも実際に投票選択に頭を使ったか

どうか、の経験であるということになろう。

　他人に対するアナウンスメント効果を回答者に推量させて答えさせた場合でも、

変数同士の関連性の特徴は上の（ア）　（イ）でまとめたような結果とは異なった。

　前にも述べたが、筆者がこのような形でアナウンスメント効果の測定を行おう

としたのは、自分に対するアナウンスメント効果の影響は「他人に対するアナウ

ンスメント効果」としての答えにより素直に投映されるのではないかと考えたか

らであった。確かに計算してみると「あなた」と「他人」のアナウンスメント効

果の回答値の間には、高い順位相関係数が算出された。さらに「あなた」尺度で

は起こりづらいと答えられた尺度ほど、　「他人」に立場を置き換えた尺度では生

起度が増幅されて答えられる傾向があり、後者の聞き方が尺度としてはより「敏

感」であることがうかがえた。　しかも後に述べるように影響の方向性は屈折した

ものにはなるが、他人に対するアナウンスメント効果尺度を用いても模擬投票の

結果を説明することができる。

　しかしながら、サンプルの実際の投票行動との関連性を計算してみると「あな

た自身」のアナウンスメント効果の時よりも効果のあづた変数との間の相関係数
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の値が増したりはしていなかった。その他の変数との関連性を検討してみても、

確かに大きな相関関係や有意差の生じる項目は散在しているものの、内容的には

ばらっきが大きく、検定結果を統一的に解釈することは難しかつた。

　このように見ていくと、全体的な視点に立って関連性の解釈を行う上で「他人」

尺度は「あなた」尺度の時より説明力が増しているとは書えない。従って外部的

妥当性の側面から考えると、尺度の感応度の良さにもかかわらず、やはり「あな

た自身について」直接尋ねた質問回答の方が、より分かりやすい結果が得られる

ものと考えられる。

（エ）間接効果

　最後に間接効果、すなわち情勢報道内容による選挙運動の士気や資金カンパの

意図変化の生じやすさに差をもたらす属性や意見は、性別、年齢層、拒否政党、

参加団体、夢、世の中への不満といった変数の中に見られた。検定結果にそのま

ま基づいて仮説の採否を行うなら、まず運動員の士気の変化に関して（仮説V－

2－ID　「アナウンスメント効果の間接効果の度合いは、選挙運動員の年齢によ

って異なる」、　（仮説V－2－16）　「アナウンスメント効果の間接効果の度合い

は、選挙運動員が抱く夢が公的なものか私的なものかによって異なる」、　（仮説

V－2－20）　「アナウンスメント効果の間接効果の度合いは、選挙運動員が拒否

する政党の種類によって異なる」、　（仮説V－2－21）　rアナウンスメント効果

の間接効果の度合いは、選挙運動員が参加する団体によって異なる」、　（仮説V

－2－23）　「アナウンスメント効果尺度によって測られた間接効果は、選挙運動

員の実際の運動状況における士気変化と関連している」の5つが採択される。さ

らに資金カンパの意図の変化にっいての分析結果を踏まえ、　（仮説V－2－10）

「アナウンスメント効：果の間接効果の度合いは、選挙運動員の性別によって異な

る」、　（仮説V－2－13）　「アナウンスメント効果の間接効果の度合いは、選挙

運動員の職業の有無によって異なる」、　（仮説V－2－18）　「アナウンスメント

効果の間接効果の度合いは、選挙運動員が世の中への不満の程度と関連している」

を追加して採択する。

　しかしながら、これら採択された仮説の具体的内容をまとめて間接効果を受け
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やすい人はどういう人か典型像を描く段になると、ここでもやはり直接効果の時

とは違ってなかなかうまく思いっかない。相関関係の見られた属性や態度が特定

の種類に固まっている訳でもなく、特定のアナウンスメント効果の元に集中して

見られる訳でもなく、いろいろな属性との関連性が散在してしまっていて特徴が

捉えづらくなっているのである。

　そこで視点を変えて、採択された仮説の中で頑強性がより高いものは何かを考

えてみることにする。っまり間接効果の異なる2つの事例である、選挙運動への

士気と資金カンパの意図の両方においても、同様な方向の関連性を見せた属性が

より一般性に富む関連性であると考えて、それに着目するのである。

　これは（仮説V－2－20）、すなわち「共産党拒否者は接戦時に意図強化しや

すい」という結果ただ一っに絞られる。資金カンパにっいてだけであるが、自民

党拒否者にも同様の関連性が見られたことも考え併せると、どうしても支持した

くない、勝たせたくない政党がある人には間接効果においても、おしなべてこの

ような「競り勝ち効果」が生じやすくなる可能性が特に高いと考えられる。

　なお、アナウンスメント効果尺度の妥当性を確かめる上では、実際の選挙運動

で感じられた士気の変化とアナウンスメント効果尺度によって測られた意図強化

の間に相関関係が見られたことが注目される。選挙予測記事を見てもっと選挙運

動を頑張ろうと思った選挙ボランティアは、そう思わなかったボランティアに比

べて接戦時に意図強化される度合いのみを有意に大きく回答しているという結果

は、参与観察で得た印象とも矛盾していない。このように間接効果についても、

実際の選挙参加状況とアナウンスメント効果尺度で測られた傾向との間には整合

的な関係を見い出すことができる。
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V－3　アナウンスメント効果尺度と模擬投票結果の関連

（1）はじめに

　アナウンスメント効果尺度によって測られたものが果たして実際の投票行動と

関係しているかについては、前節のV－2において投票動員との整合性が確かめ

られている。本節ではさらに、模擬投票の結果を用いてアナウンスメント効果尺

度の説明を試みることによって、その妥当性を確かめる一助としたい。

　実際の投票結果からアナウンスメント効果を測定する場合、実際に起こった選

挙状況によって生じるアナウンスメント効果の事例しか検討できない。網羅的な

アナウンスメント効果尺度群を考えた理由の一っもこの点にあった。この模擬投

票の利用というのも、選挙のない時期や選挙の経験のないサンプルを対象にして

どうやって研究を行うかという問題に対処するために考えられたアイデアの一つ

であった。

　模擬投票はもちろん実際の投票とは違う。提示される候補者情報は限定され、

候補者とサンプルとの個人的関係は捨象される。第一一、投票所に行くのでなくて

あくまでもアンケート用紙の上での「投票」にすぎない。それでも擬似的かっ短

時間的ながら、サンプルは投票決定時に行うであろう判断過程を一通り体験する

だろう。模擬投票であれば選挙の行われない時期であっても調査が可能であるし、

また選挙権の有無に関係なくもれなく尋ねられるのでサンプル度数の減少を抑え

ることができる。アナウンスメント効果を受ける人の数はもともと少ないので、

この利便さは大きい。さらに研究目的に見合った条件統制が可能であり、投票の

多寡に表れないような各候補者ごとの好悪の変化なども従属変数として設定でき

る。しかも研究者に経済的資源が乏しい場合にもデータ収集が可能であり、本論

文のような探索的な研究の場合に色々なアイデアを試すことが可能となる。この

ような制約と利便性に基づいて、以下の試みを続けたい。

（2）データと手続き

（ア）実験計画による模擬投票
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t，Mectia　election　proiCctions．，’（Hearings　befOre　the　committee　on　commerce，　science，　and　transpOrtatiOn　United　States　Semate），

Serial　No。98－98（1984年8月2日）．

”Early　proiCctions　of　election　resUits．　t’，　Senate　RePort　98　・一　600　d9841ド9月　12日　），

s‘ringle　poll　closing　time．　tt（Hearing　before　the　subcommittee　oD　transportation，　tOurism，　and　hazardous　materia】s　of　the　committee

on　energy　and　commerce　House　of　repnesentatives），　Setial　No．　l　e　O－114　d　987年8月5日），

9　本節で挙げる区別以外にも、人を選ぶ選挙なのか政策（イシュー）を選ぶ投票かといった選択対
象の違いや、提示される世論調査の糧類によって分けることも考えられるが、本諭文では、これらの
違いは変数内のバリェーションと考え、分類項目としては用いない。
10　この論文では、バンドワゴン効果が実験による研究では見つからずフィールド調査や理論考察の
みで見つかるのは、実験室では間接効果を見逃してしまうからと述べている。間接効果をアナウンス
メント効果の主たる源泉と考える見方は輿味深いものの、実際にはMcAllister＆StUdlerて1991）など実験
的手法を用いながらバンドワゴン効果を測定した研究も存在する。また同論文は選挙予測が選挙結果
に対する見通しをシフトさせるので、選挙の回数を重ねていくにつれて世論調査に対する信頼性も増
していく正のフィードバックループが存在する、そしてこれがバンドワゴン効果を引き起こす一因と
なっているとも述べている。しかしこれに関しても既存の世諭調査結果を見る限り、世論調査に対す
る信頼性や、アナウンスメント効果の影響するサンプルの割合が右肩上がりに増えているとは言えな
い。

ll　戦術投票のように有権者が自分の当初の選好通りに単純に投票しない事例としては、世論調査の
裏をかいてしまおうという自由意志（libre　arbitre）投票（Max　l　981）が主張されたり、争点のない選
挙では候補者間の勢力均衡化を図るべく、劣勢候補に対して投票を変更する傾向（ゲーム傾向）が生
じることが指摘されている（Laponce　1966）。

12　政治的認知に関する合理的選択理諭的な人間観と情報処理理論的な人間観の違いに関しては亀
ヶ谷・平野（1994）を参照。
13　これらの影響に関しては、Kavanagh（1981）、　Council　of　Europe（1985）、　Lang＆Lang（1984）、Henshel

＆　Johnstond　987）、　亀ヶ谷（tg92）を参照せよ。また心理学理論との関連についてはH。llander（1991）に詳
しい。

∬－2　議員やジャーナリストの考える「アナウンスメント効果」

1　各意見の発言者は以下の通り（肩書は当時）。

（塩）　：自民党政治改革推進本部長代理　塩川正十郎議員のインタビュー記事

　　　　（朝日新聞1993年4月28H）
（石）　：自民党選挙制度部会長　石井一一議員の意見

　　　　（中山義彰1992選挙予測禁止案が急浮上新聞研究，493，95－96．）
（石2）：自民党選挙制度部会長　石井一議員の意見（朝日新聞1993年4月ユ日）
〈自）：自民党衆院議員（匿名）の意見
　　　　（中山義彰1992選挙予測禁止案が急浮上新聞研究，493，95－96．）
（綿）　：自民党幹事長　綿貫民輔議員の意見（読売新聞1992年7月24日）
（金）；自民党副総裁　金丸信議員の意見（産経新聞1992年7月24日）
（高）：参院奈良選挙区　高市早苗候補の意見（朝日新聞tg93年4月1日）

2　亀ヶ谷（1992）の73　一一　79．を参照せよ。

3　朝日新聞1992年8月23日（「接戦での当打ちに身削る思い（読者と新聞　編集局から」））を参
照せよ。

　またテレビ局にっいても「早く『当確』と放送したテレビ局は視聴率が高い傾向にあるよう」　（朝
日新聞94年4月12日「誤った『当確』注意処分検討」記事中の田中愛治のコメント）と言われており、
普段の視聴率競争が開票速報番組でも戦われていることがうかがえる。
4　詳しくは青木（1990）、岸田〔1987）、放送レポート編集部（1997）を参照せよ。
5　1995年2月の青森知事選で新聞社が行った事前世論調査の数表が担当記者を経て新進党に流れ、同
党の幹部が県内の建設会社へそのままファックス送信して配布したり、別の幹部がこの資料を持参し
て建設会社などを訪れ、自党が推薦する候補に投票して勝ち馬に乗るよう説縛に用いたという事例が
あったとされる（週刊文春［995年2月23日号，35－37．　．フラッシュ1995年2月28日号．8－9．）。

皿～3　日本の公選法における人気投票公表禁止条項の制定

1　第10ra会衆議院公職選挙法改IEに関する調査特別委員会議録第4号、昭和26年5月25日。
2　同上。

3　第ll国会衆議院公職選挙法改正に関する調査特別委員会議録第2号、昭和26年IO月8日。
4　第13国会衆議院議事録第50号、昭和27年6月5日。
5　第22国会衆議院公職選挙法改正に関する調査特別委員会議録第3号、昭和30年6月1日。
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　本節では実験計画（experimental　design）された模擬投票を行って、情勢記

事の影響下での「投票」の変化を測定する。具体的にはデータ3を調査する時の

質問紙中において、1）「選挙公報」の提示、2）第一波の「投票」、3）情勢記事の

提示、4）第二波の「投票」の順に質問を配置して尋ねた。

　状況設定は以下の通りである。本論文では「目白一一一一一区」という架空の選挙区

（定数1）に中川（自民）、武田（新進）、熊谷（共産）の3名の候補が立候補

した場合を想定した。このように小選挙区という状況を設定したのは公選法改正

によって中選挙区制が改められることや、候補者や当選者の数を少なくすること

によって実験結果の解釈が容易にすることに配慮したためである。

　データ3のアンケートには「選挙公報」と称して、これら架空候補たちの経歴

や公約をまとめた別紙を添付した。これは筆者の居住地である（旧）埼玉4区で1

993年総選挙の際に配られた選挙公報の内容を元に、地名などを変えた上で仮想

候補の政党の公約内容に沿うように筆者が再構成したものであった（表V－3－

1）。サンプルはまずこれを見て、候補者ごとの支持度を5段階尺度で評価し

（以下「投票意図の個別的選好」あるいは単に「投票選好」と言う）、さらに候

補者名リストの中からいずれか一人の候補者（あるいは「どれも選ばない」）を

択一的に選ばせた（以下「投票意図の択一的選好」と言う）。これが第一波の

「投票」である。

　第一波の投票内容をそのまま書き写されてしまうことを防ぐために、アンケー

トのページを改めた上で、サンプルは筆者の作成した情勢報道記事を目にするこ

とになる。情勢報道記事には新生党候補と自民党候補とが接戦する「接戦条件」

と、自民のみが優勢な「無風条件」の2通りの内容を作った（表V－3－2）。

質問紙には情勢記事の部分を差し替えた2種類があって、それらは配布前に交互

に混ぜられ、教室内にバラバラに散らばるように配布された。

　この提示文の直後に、一回目の「投票」と同じように個別的選好と択一的選好

とを尋ねる質問文をおいた。これが第二波の「投票」である。上に述べたように

この質問に答えるときには前ページにある第一波の「投票」内容は見えず、また

「前の回答は見直さないよう」にという注意書きも付け加えられた。その後、半

ページほど別の質問に答えさせた後で、網羅的アナウンスメント効果尺度の質問
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6　最近でも、新党さきがけに宛てた自治省選挙部選挙課の回答書の中で「（中略）なお、世論調査
という用語は、公職選挙法上の用語ではないので、当省としては、その用語を解釈する立場にござい
ませんが、調査員が被調査員に面接して調査した場合には、公職選挙法上の『人気投票』には当たら
ないと解しております」という下りが見られた（植村　1997）。この部分からは、面接法による世論
調査が「人気投票」に当たらないという見解が行政側に存在していることがうかがわれる。
7　亀ヶ谷（1993）を参照。

皿一1　各国におけるアナウンスメント効果の影響

1　1992年英国総選挙の際には、世論調査の事前予測で終始有利とされた労働党が結局過半数をとれ
ずに終わり、選挙世論調査の失敗が問題化した。以下の新聞記事を参照。
　T血eti皿e81992年4月11日、　New　York　T血es　l　992年4月11日、　Le　monde　l　992年4月12－13日、　Lib）eration　1992

年4月11－12H、朝日新聞1992年5月22日。
　これらの記事では直前の有権者の支持変更が伝えられている。確かに投票日の出口調査では保守、
労働の支持率の大小関係は紹果と一致しており、前日までの調査結果とは異なっている。ただしその
後「分からない」や「答えない」と回答したサンプルの投票や、投票先を変えたり棄権したサンプル
の投票行動による影響と、保守党支持者を少なくサンプリングしたサンプリングの偏りによる影響で、
もともと保守党が有利であったものが測定出来なかったという研究がなされている（Jowell　et　a1．，1993）

2　読売新聞　且987年6月ll臼

皿一2　日本における選挙情勢報道の影響

l　l996年衆院選の調査では、これらを統合した形の質問に改められている。詳しくは表皿一2－2
の注を参照せよ。

2　選挙予測結果の公表の是非については、日本の選挙研究者に対して行われたアンケートもある
（日本選挙学会『選挙不信研究プロジェクト』選挙制度研究グループ1990，平野1990）。この結果
では、選挙予測詰果の公表に関しては「調査に関する技術的な情報を合わせて公表させる等、公表に
当たってのガイドラインの設定が望ましい」が39．6％と最も多い意見となり、　「投票日直前の一定期
間においては予測の公表を禁止すべきである」が31．1％、　「全く宙由に行わせるべきである」は27．1
％ともっとも少なかった。
3　分類の詳細は表皿一2－7の注を参照せよ。

皿一3　選挙世論調査の規制と社会経済変数および政治制度の関係

1　亀ヶ谷（1993）の使用データを1995年3月現在で改訂した。他にRohme（1992）を参照せよ。
2　ブラジルなどで極端に物価指数が高かったため、サンプル国中の順位に直して変数化している。

皿一4　実証的な先行研究の内容分析

1　詳しくは土田（1994）などを参照。
2　分析に用いるサンプルの種類を一般市民から抽出するか学生から集めるかの区別は単に研究結果
の一般性の差を示すだけでなく、むしろ一般サンプルを扱う社会調査的な研究志向と、学生データを
扱う実験的な研究志向とを分けるメルクマールとして考えることができよう。
3　分散分析は平均値の差を比較する方法であるため、本論文では「多変量解析」から除外している。
ここでの多変量解析とは、重回帰分析やロジット分析、主成分分析などを指している。
4　Mars血d　984）とBartels（1985）の研究がr前期」と「後期」の境目になる。

5　情勢予測記事を内容分析する研究方法は日本独特の手法で、3例いずれもアンダードック効果を
測定している。

6　11－1の注10を参照せよ。

】V－1　アナウンスメント効果の尺度撰成と分散分析を用いたその解釈

1候補者の選挙戦での優劣を「情勢」と呼ぶ場合、あくまでもそれは、調査時点で起こっていた
「事実」として伝えられていると考えられる。そもそもこれらの記事の源となっている世論調査の結
果は調査時点での現実をワン・ショットですくい取るだけの方法である。だから、調査日以後、大き
な異変がなければ現在の情勢が投票日でも持続されるであろう、という予測の側面については、厳密
には読者の常識的な想燥の範囲に委ねられている。しかし実際には「情勢記事」といっても調査デー
タから当選確率を計算してこれを基に記事を書いているところもあり、予測や予想を行っているとこ
ろがほとんどである。従って本節では新聞記事などの表現にならって「選挙情勢」という表現を使っ
ているものの、これは「選挙予測」や「選挙予想」と同義に用いられるべき内容であると考えられるe
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表V－3－1　模擬投票において提示した「選挙公報」

模擬投票用「選挙公報」
【目白県一区（定数1　候補者3）】

（立候補届け出順）

一’ c英日 46 衆生
　（新生・公明・日本新・民社・自由改革連合＝公認〉

【略歴】▽党県本部長［元］党国会対策委員長・党国際局長▽東慶大商学部卒▽当2

【公約】▽国民本位の政治改革▽魅力ある交通ネットワーク▽治水・道路・下水道整備

　　　▽住宅・土地問題への取り組み▽文化・教育施設の拡充▽国際社会への貢献

　　　▽廃棄物処理・再資源化の取り組み▽お年寄り・子供への配慮ある政治

　　　▽国民を守る医療制度の確立▽中小企業・商工業の活性化

　（自民・社会・さきがけ＝公認）

【略歴】▽党税制調査会副会長・党県副会長・県土地改良区理事長［元］科技庁長官・

　　　衆院決算委員長・県議▽早明大法学部卒▽当5

【公約】▽農業用水・河川改修▽JRと目白鉄道の相互乗り入れ▽相続税・土地税制・

　　　固定資産税の見直し▽教育・スポーツ振興▽福祉医療施策の実施▽地域商工業の

　　　活性化▽コメ自由化阻止▽環境基本法の制定▽地方分権・一極集中の是正▽労働

　　　時間の短縮・完全週休2日制の実施▽円高差益の還元

益仁志　37 共産
　（共産＝公認）

【略歴】▽党県委員・党目白一区政策委員長［元］豊島町議▽目白大教育学部卒

【公約】▽企業・団体献金禁止▽選挙区定数の抜本是正▽消費税廃止▽二兆円減税

　　　▽コメ自由化阻止▽高齢者・障害者の福祉充実・老人差別医療廃止

　　　▽労働時間短縮▽目白鉄道の立体・複線化▽河川改修
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表V－3－2　提示された情勢報道記事

（1）接戦条件

　　　　　　無風区が混戦模様に　【目白一区】（定数1）

武田の立候補で「無風区」が一転、混戦模様に。武田と中川は当落線上にあり、

互いに一歩も譲らない戦いぶり。熊谷は厳しい戦い。

（2）無風条件

　　　　　　争いの構図に変化なし　【目白一区】（定数1）

　主な顔ぶれは前回と同じで争いの構図に変化はない。中川は最も安定した支持

Lき肇け二野拠一選甲1亀二紅々ちg～伸びが注目される。熊谷は厳しい戦い。
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2　この図示に関して、投票意図の変化の種類をどう並べるかは、当該候補者の得票に寄与する順に
定めた。っまり新たに自分の得票が増える「生起」、票数は増えないが維持される「補強」、票数は
減るがライバル候補の得票は増えない「棄権」、票数が減りその分ライバル候補の得票が増える「変
更」の順である。

3　質問文自体は経験した頻度を分けて聞いているが、何度もあるという回答は非常に少なかったた
め、分析では「一．一一　i二度ある」と合わせて再カテゴリー化した。従って分析中の従属変数はアナウン

スメント効果による投票意図変化の経験があるかないかの二択の1、0のダミー変数で表したものに
なる。一方・選挙に行ったことのない回答者に対しては、選択肢4、5で示した通り、仮に投票でき
たらそういう気持ちになるかならないかの二択から選択させている。これもデータ4では1、0のダ
ミー変数として扱った。

4　データ2では政党支持を尋ねていなかったので、調査前に行われた93年総選挙での「投票政党」
で代用したe

5　ここではいわゆる「支持なし層」をr無党派」　（以前は支持する政党があったが調査当時には無
くなっていた人）と「支持なし」　（ずっと政党支持のない人）とに分けて考えている。支持なしの分
類については、亀ヶ谷（1995a）およびその引用文献を参照せよ。
6　このような調査時期にっいては、荊述したデータ2とデータ4（95年10月）の関係でも言える。
ただし、データ4は村山改造内閣の末期にあたり、内閣支持率が低迷していたり「無党派層」がマス
コミで取り上げられた時期である。そのため支持なし層が際だって意図変更に無関心になっていたと
考えられる。

7　グラフの縦軸と横軸の取り方で分かるように、本論文の交互作用の解釈にっいては、同じ種類の
投票意図変化の間において、情勢内容ごとに差が出るかに注目している。ここで交互作用が有意にな
ったのは、この側面からの比較でなくて、同じ情勢下で起きる投票意図変化の各種類の起きやすさの
差が、その情勢の内容ごとに異なっていたからである。しかしながら、アナウンスメント効果の問題
を考えるときの帰無仮説として、情勢が異なっても投票意図の変化の程度は変わらないべきだ、とは
考えられるけれども、ある情勢の下では全ての種類の投票意図の変化がみな同じ程度起こるべきだと
は考えられないから、問題の文脈的な判断により有意差なし、と解釈されるのである。

1V－2　情勢記事と選挙資金の闘連一間接効果の実証（その1）

1運動員のま：気に関する悶接効果にっいては、候補者陣営がゲートキーピングを掛け、マスメディ
アからリークされた選挙予測を内部の運動員へ伝える時と外部の支持者へ伝える時とは変えていると
いう報告がある。たとえば「その候補の政党が有利」という予想が報じられると、陣営内部に対して
は火消しに回り、反面有権者には「ブーム」であるとそのまま情報を流すと言われる（tg94年選挙学
会「’93年衆院選の分析」分科会での質疑）。
2　情勢報道記事の元となった世論調査の方法等は以下の通り。
1．QQQ生：奄美群島区を除く全国129選挙区の有権者800人ずっ、計103．200人を調査（有効回答率の全
国平均は77％）。各選挙区ごとに層化無作為二段抽出、面接法。調査日は2月8－12日、公表日は16日。
投票日は18日。

⊥鰹E：全国129選挙区のうち118選挙区の有権者800人ずっと東京の11選挙区の有権者1600人ずつ、
計112．000人を調査（ただし有効回答率の全国平均は77％、東京の平均は57％）。東京以外にっいて
は各選挙区ごとに層化無作為二段抽出、面接法。東京では電話帳から一定間隔で対象世帯を抽嵐しそ
の世帯内で無作為に個人を選んだ上で電話調査。調査日は7月7－11日、公表日は14H。投票日は18日。
3　このような時間差を用いた因果関係の推定法には「方形相関法（cross－　lagged　panel◎orrelation　technique）」

（Eron　et　a1．1972．　Rosenthal＆Rosnow　1975，岩下1985）がある。本論文はこの発想をパス解析に応用し
たものである。

1V－3　情勢報道と選挙ボランティアの士気等の関連一間接効果の実証例（その2）

1　埼玉第五区に含まれるのは県中部に位置する大宮市と与野市である。特に大宮は県内有数の商業
の中心であり、東京通勤者等のベットタウンの一っでもある。選挙当時、ローカルな問題としては周
辺自治体との広域合併の問題があったものの、住専処理や消費税引き上げ、行政改革といった国レベ
ルの政策と同様、結局大きな争点とはならなかった。50％強という低投票率が示すように半数の有権
者は選挙に無関心であったが、他方小選挙区制の導入に伴う激戦化を反映して、選挙運動には連日各
党の党首クラスが応援演説に駆けっけるといった熱の入り様が見られた。同候補の選挙運動ではアル
バイトを用いないボランティアのみの「手作り選挙」が実践されている。この運動方針には組織や大
企業のしがらみにとらわれたくない候補者自身の強い意図が反映されており、その独特の雰囲気はボ
ランティア自身から「文化祭の準備をみんなでやっている感じ」　「大学のサークルみたい」と表現さ
れていた。なお選挙の結果、小選挙区では自民党候補が当選したものの、この民主党候補も比例区で
当選することができた。

2例えば葉書を持ち帰って自宅で宛名書きしたというのではなくて．実際に事務所を訪れて選挙活
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に答えさせた。

（イ）マニュピレーションチェック

　最初に、このような情勢記事条件の操作がサンプルにちゃんと伝わっているか、

マニュピレーションチェックを行った。データ3では上記の質聞とは別に条件提

示後に予測記事の表現から各候補の選挙情勢がどのようなものであったかもそれ

ぞれ5段階尺度で尋ねていた。接戦・無風条件の両方で、これら各候補の情勢を2

人ずっペアにしてウィルコクソン符号付き順位和検定を行って大小関係を比べた。

　ボンフェローこの多重比較の方法に従って全体の有意水準を5％とした場合、

接戦条件では武田の情勢・中川の情勢〉熊谷の情勢、無風条件は中川の情勢〉武

田の情勢〉熊谷の情勢という順に有意な大小関係が見られた。このようにサンプ

ルの知覚した各候補の情勢は提示された選挙情勢記事の操作内容に一致している

から、本論文での条件操作は成功したと考えられる（表V－3－3）。

（ウ）ロジスティック回帰分析に用いる従属変数

　前に述べたように、ワンショットの世論調査はバンドワゴン効果と投映効果と

の区別ができないという測定上の弱点があった。従ってデータ3の調査ではパネ

ル調査の手法を取り入れて因果関係を確定し、投映効果の混入を排除しようとし

た。すなわち第1波投票と第2波投票間での各候補の個別的選好および択一的選

好の評価の変化を従属変数とした。前者については各候補を選好度が情勢記事提

示の前後で「低下した」か「不変」か「上昇した」か3カテゴリーに分けてダミ

ー変数化した。一方後者に関しては、選択された候補が記事提示の前後で変化し

たかしなかったかの2値のダミー変数に変換した（表V－3－4、図V－3－1）。

　そしてこれら従属変数にっいて、候補ごと・提示条件ごとにアナウンスメント

効果尺度の測定値によって説明するような重回帰モデルを立てて両者の関係を検

討する。ただし、従属変数のカテゴリーの度数分布を確かめると不変であるサン

プルが非常に多いので通常の線形モデルは用いることができず、ここではロジス

ティック回帰分析を用いることとした。そのため従属変数を2値にする必要があ
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表V－3　3　候補者情勢のマニュピレーションチェック

接戦条件 無風条件
比較 順位和 有意確率 順位和 有意確率

武田　中川 106．5 0．0230 一481．0 0．0001＊
武田一熊谷 859．5 0．0001＊ 790．5 0．0001＊
中川一熊谷 797．5 0，0001＊ 850．5 0．0001＊
繍轄撒罐甥繊灘轍鴇簾探れ未満の有意確率を持つ揚合＊を記した．
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動を手伝ったボランティアを調査対象とした。反省会に参加した人には会場で質問紙を手渡し、来場
しなかった者には郵送した。質問した総数は95人（筆者を含む）。回答は郵便で回収した。催促は行
っていない。有効回答数は43人（回収率45％）であった。回答者の性別構成は女16人、男26人。年齢
は20代以下が10人、30代が8人、40代が8人、50代が11人、60代以上が5人。職業構成では主婦が最も
多く10人・事務職が6人と続き・農林漁業者以外の職業カテゴリーの回答者がいた（以上、無回答・
不明者は除いた）。なお、本節の調査に当たっては衆議院議員枝野幸男事務所の協力を得た。ありが
とうございました。

3　カンパに関しては・　「強化」群、　「弱化」群のどちらも「そう思う」度合いの平均値が5段階の
3より小さかったので・　「カンパしたい意図」が増すというよりも「カンパしたくない意図」が減る
というように消極的に解釈する方が妥当と思われる。
4　ただし本諭文で取り上げた選挙事務所の事例はかなり独特であって日本における典型的な事例で
あるとは言えないことにも留意すべきである。選挙事務所によっては「その候補の政党が有利」とい
う予想が報じられると、陣営内部に対しては火消しに回り、反面有権者には「ブーム」であるとその
まま情報を流すという事例が報告されている（1994年選挙学会「’93年衆院選の分析」分科会での質
疑）。たとえば情勢報道の内容を加味して戦術を変えたり、投票日まで「電話作戦」を行う方針であ
れば、週末であっても運動員の人数をもっと動員するように計画しただろう。あるいは運動員が純粋
なボランティアでなく組合や業界団体からの「徴用」だったりアルバイトだったとすればその士気は
これほど高くないだろうから、彼らをまとめる上で情勢報道の効果の意味合いが増すのかも知れない。
また事務所がことさら組織の結束を求め、選挙運動を「戦争」になぞらえて事務所の雰囲気を張りっ
めたものにしようとすれば、やはり情勢報道にこれほど無関心であることはないだろう。
5　この名簿は「来訪者」となっているが実際にはボランティア用で、訪れるその度にスタッフから
自分の氏名住所を書き入れように指示されていた。また労組の応援要員も記名しているので、選挙ボ
ランティアの出入りをほぼ反映していると考えられる。ただし19日のようにノートが一一一時定位置に置
かれておらず、そのためか現場で観察した人数よりも少なく記載されていたこともある。しかしなが
らこの記名数の増減傾向は筆者がフィールドで得た感触と概ね合致している。なお枝野事務所は徹底
したボランティア選挙を実践しており、スタッフから日程を割り当てられて無理に請われるようなこ
とはなかった。従って運動員の参加・不参加は本人の気持ちや都合をよく反映したものであると考え
られる。

6　このような動員人数の激少は、同選挙区の他候補にも見られる。例えば自民党候補の選挙費用支
出報告書に記載された人件費の項目内容から推察すると、葉書名書きの従事者は82人（15日支払い分）
から17人q61D、20人（18日）と情勢報道の公表日（16日）を挟んで人数が大きく減っている。

V－1　世論調査データに見るアナウンスメント効果と祉会経済慶数・政党支持等の関連

1　なお前節で述べたようにtg96年衆院選時の調査ではアナウンスメント効果に関する質問が一本化
され、本諭文ではこれを「参考度」の範疇に入れたので、計10回調査された「参考度」の過半数は6
回、計9回調査された「影響」の調査の過半数は5回となる。世帯収入や内閣支持、投票に行ったか
行かないかといった属性項目や、影響度の選択肢のうち「それなら棄権」については、調査によって
は質問されなかった時期があるので適宜過半数を調整する。政党支持にっいても自民党と社会党（社
民党）以外は全ての調査時に存在している訳ではないので、これも過半数を調整する。なお表】V－2
－2の影響度の選択肢で「それなら自民以外」の行には便宜上「それなら新進党に」といった回答の
検定結果もまとめて配置した。この行にっいては、同じ年の調査で異なる党に対して同じ方向に有意
差が生じている場合は、これを1っのものとカウントする。しかし党によって有意差の生じる方向が
分かれているときには方向性が一貫していないとして、仮説の採用は見送る。
2　表皿一2－3の注に記載されている議席予測文を参照せよ。
3　自民党支持者にっいて過半数の調査で有意差が表れた質問項目は「参考度」の質問自体に答えな
い傾向が全体比率に比べて有意に少ないことだけだった。確かに社・公支持者と同様に「一層強めた」
が有意に多かった調査結果も見られ、さらにこれらの支持者と異なり「弱そうだと報道された候補者
・政党に決めた」という回答割合が有意に少なくなった調査結果も見られる。しかしいずれも4回ず
つと過半数に満たないので、本節での判断基準に見合わなかった。
4　読売新聞の世論調査では支持政党と他のサンプル属性の間のクロス表は公開されていないので、
本論文では明るい選挙推進協会の行った世論調査結果を引用した。しかしクロス表の存在する衆院選
や参院比例区での投票政党を支持政党の代用品と見なして他の属性との関連を比較しても、やはり同
様の傾向が見られた。
5　内閣の支持、不支持については95年調査時に「それなら社会党に」投票するかどうかの割合が他
年の結果と逆転している。これは当時社会党が自民党と連立して内閣を支える側に回ってきたことを
反映した詰果であると考えられる。
6　この世論調査は1992年参院選の投票H前に、層化2段無作為法によって抽出された東京都の有権者
1200人に対して郵送法に行われた。有効回答数は530人（有効回答率44．2％）であった。なおこのデ
ータは明治学院大学の平野浩さんの提供による。このデータのより詳細な分析結果については平野G
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表V－3－4　模擬投票における候補者選好の変化

（1）武田候補に対する選好変化

条件 低下 不変 上昇 合計

接戦 10（15．9） 49（77．8） 4　（6．3） 63　（100）

無風 6（10．0） 45（75．0） 9（15．0） 60　（100）

（2）中川候補に対する選好変化

条件 低下 不変 上昇 合計

接戦 11（17．5） 42（66．7） 10（15．9） 63　（100）

無風 7（11．7） 48（80，0） 5　（8．3） 60　（100）

（3）熊谷候補に対する選好変化

条件 低下 不変 上昇 合計

接戦 16（25．4） 44（69．8） 3　（4．8） 63　（100）

無風 8（13．3） 49（81．7） 3　（5．0） 60　（100）

注　（〉内は横び）百分率．択一的選好の変化は図v－3－1に記した．
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図V－3－1　模擬投票における択一一的投票選好の移動
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g94）を参照せよ。

7　後に見るように、より候補者と心理的距離が近いと思われるボランティアの選挙運動員について
調べても自分の応援する候補者の情勢認知は正しくなされ、例えば自分の陣営に有利な方向に偏って
受けli二められている、という訳ではない。

V－2　学生・選挙運動員データに見るアナウンスメント効果尺度と政治的選好その他の変数の関連

1　ここでいう政党支持とは政党リストの中から択一的に選ぶ形式でなく、政党ひとつひとつごとに5
段階尺度で支持・不支持の程度を尋ねたものである（亀ヶ谷1995a）。
2　なお選挙に無関心であったサンプルは、人気のある優勢候補に投票意図を生起させる傾向が強い
という関係もある。

3　調査時にはこの連立は解消され、新たにできた自・社・さきがけの連立政権に組み変わっていたa
4　調査対象になった選挙ボランティアは民主党候補の選挙運動に従事しており、通常の政党支持を
聞くと回答者の55％が民主党支持、次いで11％が同候補が前に所属していたさきがけの支持者であっ
た。また拒否政党では、新進、自民、共産党について聞くと回答者の半数以上のサンプルが拒否と答
えた。

V－3　アナウンスメント効果尺度と模擬投票結果の関連

1　この政党支持も、V－2と同様に政党別の支持強度（個別的政党支持）を用いて測定する。

V－4　アナウンスメント効果スキーマと模擬投票結果の関連

1　「はさみを取りにいったのにいっのまにか本を持って戻ってきた」といったような、人が意図し
ていない行為を行ったときに生じるエラーのこと。
2　政治的スキーマの概略にっいては、Lau＆Sears（Eds．）（1986）、池田d991）、亀ヶ谷・平野（1994）を
参照せよ。またスキーマ概念に対する批判・議論については　Kuklinski　et　aL（1991）及び池田（1997）を
見よ。

3　佐藤祐さん作のAutocOde　vl．21を使用した。このプログラムはコードと原文の対応関係を確かめる
ためのダミー変数データファイルや一覧表などを簡便に作成できる。しかしどの言葉をコードに選ぶ
か、それをどのような分類にまとめるかは研究者自身が試行錯誤を繰り返さなければならない。
4　この分類項目の立て方はDeutsch＆Gerard（1955）の考えを承けたものである。

V－5　アナウンスメント効果尺度と有権者の心理的傾向の関連

1　フランスにおける議論にっいては中村（1983）、友安（1990）を参照せよ。
2　例えば象血e（1980）や岡堂（編）　（1987）を参照せよ。

3　例えば堀江他（1982）、白鳥（1983）、小林（1990）を参照せよa
4　NHK放送世論調査所（編）　（1979）の第10問cを使った。
5　Machiavelliの日本語表記にっいては本論文での引用文献中においても「マキャベリ」　（齋藤（編）
1987）　「マキァヴェリ」　（中西　1987）　「マキアヴェッリ」　（マキアヴェッリ黒田（訳）1532　＝195

9）と不統一である。本論文では引用以外の部分では、歴史教育研究所（編）　（1978）の呼び方であ
る「マキアベリ」を用いるe
6　マックIVの日本語訳は中西（1987）にあるが、　「他人にウソをっいても弁解は無用である」と
「世間で出世する人は、たいてい純潔で道徳的な生活を送る」にあたる質問の訳はこなれていなかっ
たので、Cbri8te＆Geis　d　970）の英語原文に戻って筆者が翻訳し直した。なお、中西はV－17の質問文を
「毎秒生れる乳飲み子がいるというときバナーム弾の使用は誤っている」と訳しているが、この原文

は「Bam㎜匝was　vely　wm皿g　whe且he　said　there’s　a　sucke【bom　every　minitue．」であるから「『いつ何時でも、だま

されやすい人は生まれてくるものだ』と言ったバーナムは非常に間違っている」という訳の方が正し
いと思われる。原文中ではバーナムにっいての詳しい説明はないが、おそらくtg世紀のアメリカの興
行師P．T．バーナムを指すのではないかと思われる。
7　ちなみに析出された因子に基づいて「社会的望ましさ尺度」を2変数に分割してウィルコクソン
順位和検定を行うと、第…因子である「気にくわない相手に対しても、常に礼儀正しく振る舞う」
「わざと相手の感情を傷つけることを言ったことはない」　「やかましく不愉快な人とでも、何とかっ
きあっていける」の合計得点は、全てのアナウンスメント効果尺度で有意差を生み出さなかった。一
方、第二因予に属する「彼らが正しいことは知っていても，権威ある人に逆らってみたくなることが
ある」と「人生をうまくやっていけるかどうか、疑問に思うことがしばしばある」の合計得点を用い
た検定では、5尺度の合計得点で行った場合と同様に投票未経験者群で「接戦一補強」効果を経験し
ない人の方が有意に平均値が高くなった他、新たに投票未経験者群で「接戦一生起」効果を経験して
いない人や投票経験者群で「当選しそう一変更」効果を経験した人においても有意にその順位和の平
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均値が大きくなった。しかしこれら有意差の項目を加えても、やはり表中で対角線に並んでいるとみ
なせるほど有意な項目の数は多くなく、従って本節の結論を覆すものではない。
8　実際には因子別に分けず5項目全ての合計得点を用いた分析も行ったが、投票経験者群において
「落選一棄権」効果と「接戦一棄権」効果の項目で有意差とならなかった以外は、検定結果は因子1
と変わらなかった。

9　例えば、週刊文春1995年2月23日号，35－37．「青森知事選直前朝日政治部から小沢一郎へ流れた
（秘）FAX」や、朝日新聞1997年2月24日「発注エサに集票迫る選挙組織培養に利用（公共事業は
だれのために　2）」を参照。
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ったので、候補者の個別選好にっいては2カテゴリー一ずつ比較していくこととし

た。つまり、3カテゴリーあった従属変数をさらにまとめ直して、その候補者の

選好度が情勢報道記事の前後で「変化したかしなかったか」　「低下したかしなか

ったか」　「上昇したかしなかったか」という3本の回帰モデルを作り、あてはま

りの良さなどを勘案しながら考察を進めるのである。

（エ）ロジスティヅク回帰分析に用いる独立変数

　データ3の時点ではアナウンスメント効果尺度に接戦状況を組み込んでいなか

ったので、独立変数としては「優勢一生起」　「劣勢一生起」　「優勢一補強」　「劣

勢一補強」　「優勢一棄権」　「劣勢一棄権」　「優勢一変更」　「劣勢一変更」に接戦

時のマージンについて尋ねた「一歩リードr－F補強」　「あと一歩一補強」を加えた

10種類のアナウンスメント効果尺度を当初用いようと考えた（質問文そのものに

っいては表IV－1－3を参照）。選挙情勢に基づく投票行動の変化がアナウンス

メント効果尺度によって測られた「効果」で説明されるかどうかは、これら独立

変数の標準化されたロジスティック回帰係数の大きさで判断する。

　本節ではさらに影響の大きさを比較するために基準とするべく、各党ごとの政

党支持尺度1も独立変数に加えることとした。もしサンプルが自分の政党支持に

よって投票意図を形成しているとすれば、その支持度合いが強いほど情勢記事に

よる投票の変化は起こりづらくなるはずである。従ってロジスティック回帰係数

の絶対値を比較すれば、アナウンスメント効果が投票意図を変化させようという

度合いと政党支持がそれを押しとどめようとする度合いのどちらが大きいかを比

べられる。

　ただし、独立変数間には相関の高い項目が含まれる。そこで多重共線性による

誤計算を防ぐためにまず、条件別に独立変数間でスピアマンの順位相関係数を計

算し、0．5を越えるような相関関係がある場合一方の変数を取り除いた。すなわ

ち、さきがけの政党支持度と相関係数の高かった社会党支持度、新生党の支持度

と相関の高かった民社・日本新党の支持度、優勢一補強と相関関係の深かった一

歩リードー補強、そして劣勢一棄権と相関のあった劣勢一一一変更のアナウンスメン

ト効果尺度の計5変数を削除し、残り13個を最終的な独立変数として採用した。
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そしてここから・さらにステップワイズ法による変数選択を行った。

　本節で回帰係数を解釈する上で注意しなくてはいけない点は二っある。第一に、

このデー・一一タ3で尋ねているのは、サンプル自身が被るアナウンスメント効果でな

くて「他人に降りかかる」アナウンスメント効果だということである。一方、政

党支持度についてはサンプル自身の意見である。だから分析モデルの中で比較さ

れているのは・自分以外の他人がどのようなアナウンスメント効果を受けやすい

のかというサンプルの「想像」がどの程度、自分自身の模擬投票結果を左右する

のかということと、これに対してサンプル自身の政党・政策に関する好き嫌いが

どの程度そのサンプルの投票行動の変化を押しとどめるのか、の両者ということ

になる。

　もう一点はV－2の諸表を分析する時と同様に、アナウンスメント効果尺度に

っいて大きな回帰係数が計算された場合でも、優劣いずれの情勢でも同符号で同

程度の大きさの値であった時には、情勢の違いによって意図の変化に差が見られ

ないのであるからアナウンスメント効果が存在したとは解釈すべきでないという

ことである。

（3）結果

　ロジスティック回帰分析の結果は表V－3－5に示した。縦列は一つの回帰式

の結果に対応しており、生のロジスティック回帰係数と標準化されたロジスティ

ック回帰係数の値を並べて示してある。

　表V－3－3を見ると、接戦条件下の熊谷候補に対する個別的選好の変化や同

条件下での択一的選好の変化を従属変数とする場合を除けば、多くの場合、変数

選択を経た後でも有意に0でないような回帰係数を持っアナウンスメント効果尺

度の変数がいずれかのモデルには生き残っていることが分かる。

　政党支持尺度の変数が選択に残つた場合、標準化されたロジスティック回帰係

数の符号を見ると、予想されたように候補者選妊の変更を阻止する方向に働いて

いることが分かる。その係数の大きさは、接戦条件の武田、中川候補に関しては

アナウンスメント効：果尺度の回帰係数の値の2倍程度になることもある。しかし

無風条件の武田ではほぼ同じ大きさ、左記以外のモデル式では政党支持は変数選

≧zg



ftv－－3－5　ロジスティック回帰分析の結果（データ3）

　（1）武田（新生）の投票意図選好が従属変数の場合

（a）接戦条件［設定された情勢：接戦・第1位］

　従属変数

i符号の意味）

投票意図が変化した
ｩどうか
i正方向が変化）

投票選好が低下した
ｩどうか
i負方向が低下）

投票選好が上昇した
ｩどうか
i正方向が上昇）

独立変数

ロジステ
Bック回
A係数

標準ロジス

eィック回
A係数

ロジステ

Cソク回
A係数

標準ロジス
eィック回
A係数

ロジステ
Bック回
A係数

標準ロジス
eイツク回
A係数

（切片） 6，153 一一一 一9．144 ｝一一 一一一

自民

さきがけ 一1．025 一〇．659＊＊ 1，625 1．044＊＊
政
党
支
持

新生

公明

優勢一生起
劣勢一生起
優勢一補強

ア
効
果
尺
度

あと…歩一補強

劣勢一補強

優勢一棄権
劣勢一棄権
、　　＿亦 一〇．638 一〇．437＊ 0，759 0．520＊

AIC 57，514 44，375

Somer’sD 0，566 0，736

（b）無風条件 ［設定された情勢：劣勢・第2位］

　従属変数

i符号の意味）

投票意図が変化した
ｩどうか
i正方向が変化）

投票選好が低下した
ｩどうか
i負方向が低下）

投票選好が上昇した
ｩどうか
i正方向が上昇）

独立変数

ロジステ
Cツク回
A係数

標準ロジス
eィック回
A係数

ロジステ
Cツク回
A係数

標準ロジス
eィック回
A係数

ロジステ
Bック回
A係数

馴・ロジス

eィック回
A係数

（切片） 　一一 一一一 1，694 一一一

自民 一〇．754 一〇．452＊

さきがけ
政
党
支
持

新生

公明

優勢一生起 0，769 0．449＊

劣勢一生起
優勢一補強

ア
効
果
尺
度

あと・・歩一補強

劣勢一補強

優勢一　権
劣勢一棄権

AIC 48，210

Somer’sD 0，571
蓑た識翔猫顯1醗翻蟹愚響響晶灘糠罐赫署叢臨ないことを示す（＊はpく．05，＊＊はp〈．Ol）．モデルのフィット（AIC）は値が小さい方が，予測のよさ（S

omer’ 唐c）は人きい方がよい．

z）v



（2）中川（自民）の投票意図選好が従属変数の場合

（a）接戦条件 ［設定された情勢：接戦・第2 立］

従属変数

i符号の意味）

投票意図が変化した
ｩどうか
i正方向が変ヒ）

投票選好が低下した
ｩどうか
i負方向が低下）

投票選好が上昇した
ｩどうか
i正方向が上昇）

独立変数

ロジステ
Cソク回
A係数

標準ロジス

eイツク回
A係数

ロジステ

Bック回
A係数

標準ロジス
eィック回
A係数

ロジステ
Bック回
A係数

標准ロジス
eィック回
A係数

（切片）
一｝一 一3．835 『『一 16，090 一｝　

自民

さきがけ 一2．047 一1．315＊＊

政
党
支
持

新生 0，722 0．505＊

公明

優勢一生起
劣勢一生起 一1．290 一〇，760＊

優勢一補強
ア
効
果
尺
度

あと一歩一補強

劣勢一補強

優勢一権
劣勢一棄権

　
　
＿
亦
‘

一1，287 一〇．882＊＊

AIC 56，212 41，723

Somer’sD 0，486 0，815

（b）無風条件　設定された情勢：　勢・第1位］

従属変数

i符目の意味）

投票意図が変化した
ｩどうか
i正方向が変化）

投票選好が低下した
ｩどうか
i負方向が低下）

投票選好が上昇した
ｩどうか
i正方向が上昇）

独立変数

ロジステ
Bック回
A係数

標“ロジス
eィック回
A係数

ロジステ
Cツク回
A係数

π｛“

鴻Wス
eィソク回
A係数

ロジステ
Cツク回
A係数

示　ロシス
eイック回
A係数

（切片）
一一一 ｝｝｝ 7，600 一一｝

自民

さきがけ
政
党
支
持

新生

公明
丑二

優勢一生起
劣勢一生起
優勢一補強 一1．332 一〇．830＊

ア
効
果
尺
度

あと一歩一補強

劣　一補強
優　一　権
劣勢一棄権

＿！　、

AIC 32，473

Somer’sD 0，589

注　ステップワイズ法（有意水準5％）を用いた結果，変数選択されたものの値を記した．標準化さ
れたロジスティック回帰変数は1を越えることがある．星印はWa】dの検定で回帰係数が有意に0で
ないことを示す（＊はp〈．05，＊＊はp〈，OD．モデルのフィソト（AIC）は値が小さい方がJ予測のよさ（S
omer’ 唐c）は大きい方がよい．
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（3）熊谷（共産）の投票意図選好が従属変数の場合

（a）接戦条件［設定された情勢：劣勢・第3位］

　従属変数

i符号の意味）

投票意図が変化した
ｩどうか
i正方向が変化）

投票選好が低下した
ｩどうか
i負方向が低下）

投票選好が上昇した
ｩどうか
i正方向が上昇）

独立変数

ロジステ
Bック回
A係数

標準ロジス
eィック回
A係数

ロジステ

Bック回
A係数

標準ロジス
eィック回
A係数

ロジステ
Cツク回
A係数

標準ロジス
eィック回
A係数

（切片）
一一一 一一一 一一匿一　皿

自民

さきがけ
政
党
支
持

新生

公明

共

優勢一生起
劣勢一生起
優勢一補強

ア
効
果
尺
度

あと一歩一補強

劣勢一補強

優勢一棄
劣勢一棄権

　
　
＿
亦
∂

AIC

Somer’sD

（b）無風条件　設定された情勢：劣勢 ・第3位］

従属変数

i符号の意味）

投票意図が変化した
ｩどうか
i正方向が変化）

投票選好が低下した
ｩどうか
i負方向が低下）

投票選好が上昇した
ｩどうか
i正方向が上昇）

独立変数

ロジステ

Cソク回
A係数

標準ロジス

eィック回
A係数

ロジステ

Cソク回
A係数

標準ロジス
eィック回
A係数

ロジステ

Bック回
A係数

票準ロジス

eイソク回
A係数

（切片） 一〇．782 一一一 一｝一 一一一

自民

さきがけ
政
党
支
持

新生

公明

±

優勢一生起
劣勢一生起
優勢一補強

ア
効
果
尺
度

あど歩一補強
劣勢一補強

優勢一棄権
劣勢一棄権 0，790 0．482＊
．　　＿亦

AIC 55，283

Somer’sD 0，417

難驚景写乏落熊鰹灘甥鞄琴縄轍鎌繕鞭斡糊撫
omer’ 唐c＞は大きい方がよい．
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（4）投票意図の択一的選好が従属変数の場合

（a）接戦条件　　　　　（b）無風条件

従属変数

i符号の意味）

投票意図が変化した
ｩどうか
i正方向が変化）

投票意図が変化した
ｩどうか
i正方向が変化）

独立変数

ロジステ
Bック回
A係数

標“ロジス

eイツク回
A係数

ロジステ
Bック回
A係数

標準ロジス
eィック回
A係数

（切片）
｝一一 6，223 一一一

自民

さきがけ
政
党
支
持

新生

公明
共

優勢一生起
劣勢一生起
優勢一補強

ア
効
果
尺
度

あと一歩一補強

劣勢一補強

優勢一棄権
劣勢一棄権 一1．200 一〇．732＊

　
　
＿
亦
’

AIC 43，087

Somer’sD 0，567

　ステソプワイズ法（有意水準5％）を川いた結果，変数選択されたも注
のの値を記した．標準化されたロジスティソク回帰変数は1を越冬るこ
とがある．星印はWaldの検定で回帰係数が有意に0でないことを示す（
＊はp〈．05，＊＊はpく．Ol）．モデルのフィット（AIC）は値が小さい方が，予

測のよさ（Somer’sD）は大きい方がよい．
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択に残っていない。このように政党支持の影響の大きさよりもアナウンスメント

効果の説明力が上回ることも多い。

　しかし変数選択に生き残ったアナウンスメント効果尺度にっいて、標準化され

たロジスティック回帰係数の符号を解釈しようとすると、アナウンスメント効果

尺度の影響は条件設定された各候補の情勢とは反対の方向に働いてしまっている。

従って、データ3で質問されたような「他人に対するアナウンスメント効果」の

度合いは、サンプル自身が被るアナウンスメント効果の影響がそのまま投映され

たもの、と考えることは難しいと思われる。

　順に見ていこう。接戦条件下の武田について、モデルの当てはまりが比較的よ

い「投票選好が低下したかどうか」の式を見ると、回帰係数の符号と従属変数の

ダミー変数の方向性から、他人は離脱効果を受けて投票意図を変更するものだと

考えているサンプルは模擬投票において同候補の個別的選好を低下させない傾向

があると解釈できる。しかし、この関係は情勢報道記事の中で接戦と設定された

武田の情勢を考えると折り合いがっかない。接戦と条件設定されているのだから、

アナウンスメント効果尺度も接戦に関係する変数が残るべきだからである。情勢

記事中の登場順位で武田は一番最初だから彼が比較的優勢であったと考えて見て

も、今度は優勢候補から変更する度合いが高いか低いかという傾向は、模擬投票

においては選好度が変化しているかどうかと結びついていなくてはなるまい。

　次に無風条件下の武田についての分析結果を見ると、同候補の個別的選好が上

昇したかどうかを弁別するモデルで優勢一生起のアナウンスメント効果尺度が選

択されている。回帰係数を解釈すると、投票予定候補が未定の場合、他人は優勢

な候補に投票生起をしがちだと考えるサンプルほど、模擬投票においては武田候

補の選好度を上昇させる傾向があることが見て取れる。しかしこのようなバンド

ワゴン効果に属する傾向が強くあるのなら、そもそも劣勢に設定されている無風

条件下の武田に対しては、模擬投票ではその選好度を下げるべきである。しかし

モデルはこれとは逆の傾向が出てしまっている。

　中川にっいては、接戦条件において投票選好が上昇したかどうかを弁別するモ

デルの中で、有意に0でないアナウンスメント効果尺度が選択されている。これ

を解釈すれば、他人は劣勢候補に投票意図を生起させるものだとか優勢な候補か

ら投票意図を変更させるものだという、いわばアンダードック効果や離脱効果の
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程度が高いと考えているサンプルは、同候補の投票選好を上昇させない（不変も

しくは低下させる）傾向があると見られる。しかし、ここでも接戦に関するアナ

ゥンスメント効果尺度は選択されていない上、たとえ同候補が比較劣勢と受け取

られていたとしても、アンダードック効果や離脱効果の傾向が高いサンプルなら

ば実際の結果とは逆に、模擬投票ではかえって同候補の個別的選好が上昇するこ

とと関係していなくてはいけない。

　無風条件下の中川に関して、投票選好が上昇したかどうかを従属変数としたモ

デルを見ると、他人は優勢候補には対して投票意図が補強されるであろうと思っ

ているほど、模擬投票において同候補の選好度を上昇させない傾向がある。しか

し同候補は「優勢」と条件設定されていたのであるから、優勢候補に対する投票

意図が補強されるという傾向は、模擬投票において彼の選好度が上昇することに

寄与してなければいけない。

　無風条件下の熊谷候補に関するモデルでは、アナウンスメント効果尺度の影響

の方向と模擬投票における選好変化方向の「あまのじゃく」な関係はやや軽減さ

れる。標準化されたロジスティック回帰係数の符号を解釈すると、他人は劣勢候

補を棄権するだろうと考えているサンプルは、ここでは「劣勢」と設定されてい

る熊谷の選好度を変化させる傾向がある。　「劣勢一棄権」が生じる度合いが強い

人ならば劣勢な熊谷には不利な変化、っまり選好度の低下が起きるべきであり、

従属変数が変化するという方向自体は矛盾しない。が、残念ながらここでの結果

からでは変化の方向が低下か上昇かまでは明確にならなかった。

　最後に投票意図の択一的選好、つまり実際の選挙時のように候補者をひとりだ

け選ぱせた場合の変化を従属変数にした場合、無風条件については劣勢一棄権の

項目で有意に0でない値の回帰係数が計算されている。ここからは、他人は劣勢

候補を見放して棄権しまいがちだと考える人は、模擬投票において投票意図の変

更がなされないという傾向が解釈される。しかし、もしこのアナウンスメント効

果がサンプル自身の被る影響を反映したものであるとしたら、回帰式に表れた関

係とは反対に、このような効果は投票意図を変化させるように作用していなくて

はいけないと考えられる。

　このようにアナウンスメント効果尺度が模擬投票の変化を説明できる場合でも

その作用の方向性は、設定された選挙情勢から帰結される模擬投票上の選好変化
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の方向とはまるっきり逆を向いている。このことは、本節で用いられた「他人」

についてのアナウンスメント効果尺度への回答を、そのままサンプル自身の「自

分」についてのアナウンスメント効果尺度の結果が投映されたものと考えること

が難しいことを示している。むしろ、サンプルは他人に対するアナウンスメント

効：果の方向を想像した上で、自らが模擬投票で投票する際にはそれとは反対の方

向へ選好度を変化させていると考えた方が説明がつきやすいのである。

　なお、これら有意であったアナウンスメント効果の種類はまちまちであって、

候補者の弁別にどの種類の影響が寄与しているかは特定できなかった。設定され

た情勢ごとに見ると、接戦条件下の武田、中川においては回帰式に「優勢一変更」

の変数が共通して残っているが、従属変数のカテゴリーの分け方が異なる分、そ

の作用の方向も若干異なっている。

（4）まとめ

　以上のようにモデルの多くでは、いずれかのアナウンスメント効果尺度によっ

て模擬投票の変化は説明できることが分かった。また標準化されたロジスティッ

ク回帰係数を見ると、その影響力は政党支持と比較してもある程度の大きさを保

っていた。しかしアナウンスメント効果尺度の影響の方向性に関しては、本論文

ではサンプル自身の被る影響ではなくて、自分以外の「他人について」の影響を

質問したが故に、ワンクッションを挟む屈折したものとなった。

　データ2では「自分について」と「他人について」のアナウンスメント効果尺

度の問には強い（順位）相関関係があり、投票意図の変更といった比較的生じづ

らいアナウンスメント効果では「他人」にっいての尺度値が高くなっていた。そ

こでデータ3の測定では「他人」についてのアナウンスメント効果尺度をより感

応性の高い尺度として用いた。　しかし標準化されたロジスティック回帰係数の解

釈の難しさからも分かるように、　「他人に対するアナウンスメント効果」として

回答された内容は、そのままサンプル自身に対するアナウンスメント効果が投映

された結果として捉えることはできなかった。マニュピレー一ションチェックの所

で確認したように、回答サンプルは筆者の設定した通りに候補者の選挙情勢を受

け取っているし、V－1やV－4で見るように有権者の選挙情勢認知にはもとも
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と偏りは少ない。とすると、本節での結果からは、サンプルは他人に対して想定

される情勢報道の影響を考慮する際には、その方向を判断材料として頭に入れた

上で、模擬投票ではこれに対抗する方向へ自分の投票意図の変化方向を定めよう

とする、いわばリアクタンスを斜酌した対応がとられているように思われる。

　V－2で調べたように、この他人にっいてのアナウンスメント効果尺度はサン

プルの諸属性との関連性においても統一的な関係性が見い出せず、その解釈が難

しかった。他の変数との関連性が不確かであることから考えても、その感応上の

特徴は別にして「他人に対する」アナウンスメント効果尺度は、尺度として用い

るには心許ないものと思われる。今後、通常の「回答者自身が受ける」アナウン

スメント効果尺度によっても模擬投票の変化が説明できるのか、　「あまのじゃく」

傾向が払拭されるのか、さらに調べを進めることが望まれる。
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V－4　アナウンスメント効果スキーマと模擬投票結果の関連

（1）はじめに

　前に述べたように、世論調査を巡る法的規制に関しての各国での議論は平行線

を辿ってしまうことが多い。この理由の一一つは、報道の自由と候補者間の平等確

保といった政治的価値観の対立が根底にあることであるが、同時に世論調査の公

表が選挙結果にどのような影響を与えるかという把握の仕方自体も、人によって

異なり、もはや折り合いがつかないほど固まっていることを示唆している。

　もし有権者の頭の中にアナウンスメント効果に関するある種の先入観が存在し

ているとすれば、どのような内容の先入観を持っているかによって、その人の投

票意図の変化を説明できるかもしれない。例えばアナウンスメント効果という概

念自体を知っている人は、何も知らない人よりも情勢報道に影響されやすかった

り、あるいはあまのじゃくになって逆に影響を受けないで投票しようと思うかも

知れない。あるいは、世論調査が誰かに操作されているなど、その信頼性を疑う

人であれば、やはり情勢報道に影響されることを拒む傾向があろう。

　そこで本節では、アナウンスメント効果に関する知識を内容分析してまとめた

あと、それが模擬投票における投票意図の変化にどのように影響するかを調べる。

　なお、本論ではこのような先有知識をrスキーマ」というタームで呼ぶ。スキ

ーマとは、人間の情報処理過程の一端を説明するために仮定された「構造化きれ

た既有知識」のことである。ここで構造とは「ある事柄についての属性と、それ

らの属性の問のつながり」（Fiske　1986）といったネットワーク状の形態のことを

指している。

　複雑で不十分な情報しかない事柄なのに、なぜそれにっいて「考える」ことが

できるのか。それは、その人の頭の知識の「枠組み」の中に知り得た情報を位置

づけて、欠けている情報を手持ちの知識で補いながら推論しているからではない

か。このように、考えること（認知）と記憶と結び合わせて説明しようとした時

に考案されたのがスキーマであった。個人が新しい情報を得たときは、特定のス

キーマがそれを濾過、選択、分類し、新たなもしくは既存の認知構造に統合する

し、また脩報を思い出す場合にもその選択に影響を及ぼす（Milburn　l991）。この
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ような説明からも分かるように、スキーマとはいわゆる「ステレオタイプ」から

この単語の持つ否定的な意味合いを排したもの、っまり「ものを見る目の習慣」

とも考えられている（池田1997）。

　ただしステレオタイプと違って、階層的なネットワーク構造をしていると仮定

されているのがスキーマモデルの特徴である。概念図では蜘蛛の巣のように描か

れている（Hastie　l986のFIG．　2．　10）。これによって欠けた部分を補い、推論を

滞らせないことができるし、全体的な観点に立つた処理を行うことができる。つ

まり色々の観点から同時並行的にバラバラ（ピースミル）に考えるのでなくて、

ある種の序列の下で当該対象にもっとも近く結びっけられている知識が真っ先に

呼び出されて、考慮に入れられていくことになる。

　スキーマという考え方は不明な点も多いものの、知覚、言語理解、記憶の想起

などの過程における、　トップ・ダウン型処理の進行をうまく説明するとされ、ま

たアクションスリップ1、文章記憶、抽象的な選択問題、　専門家と素人の考え方

の違いの説明に用いられている（森他1995）。政治的思考という領域について

も1980年代半ば以降米大統領選データの分析（Lau　l986）や日本の衆院選の投票行

動の分析（池田1997）に用いられている2。

　スキー一マモデルの立場に立てぱ、対象語の刺激から引き出された自由回答は、

1）回答自体が想起されるかどうか、2）もし思い起こされた時はどのような内容な

のか、3）どの位の数が思い浮かんだかの3点から考察することができよう。すな

わち、何か思い浮かぶものが出てくるか、言い換えれば活性化される知識が存在

するかということからは、その人が当該事象についてのスキーマを形成している

かどうかを区別することができる。そしてどのような種類の知識が真っ先に活性

化されるかといったことからは、その人の持つスキーマの構造上の特徴を把握す

るのに役立っだろう。さらに他の知識が芋づる式にどれだけつながって出てくる

かからは、その人の持つスキーマの構造化の深さが示唆され、これが深いほど

「一を聞いて十を知る」専門家、っまり「エキスパート」であると考えることが

できる。

（2）仮説
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本節で検討される仮説は以下である。

（仮説V－4－1）アナウンスメント効果の生じる度合いはその人が抱くアナウ

ンスメント効果についての先有知識（スキーマ）の違いによって異なる

（3）データと手続き

　本節ではデータ1を用いる。またスキーマの析出に関しては、多人数の調査デ

ータを用いた先行研究の方法と同様に、　自由回答を得た上で内容分析を行うやり

方を採用する（Lau　l986，池田1997）。一方、情勢報道の影響の度合いに関し

ては、実験計画された模擬投票の結果を変数として用いる。そしてアナウンスメ

ント効果の所有の有無と、情勢報道の影響下での模擬投票における投票意図の変

化の有無の間に関連性が見られるかどうかをクロス裏を用いて検定する。なお具

体的な手続きにっいては、以下叙述していく。

（4）アナウンスメント効果スキーマの内容分析

（ア）内容分析の手続き

　データ1では「r投票日前に発表された世論調査結果によって選挙の結果に影

響が生じる』という意見があります。あなたはどのような影響があると思います

か。」という質問を行い、回答者が思いつく影響を自由回答形式で列挙させた。

また、一つ一つの意見の直後には、それが肯定的に評価できるものなのか、否定

的なものなのか、あるいはどちらでもないものなのかについてを「＋、一、0」

の3っの中から選ばせた。これは「感情の荷札」がスキーマの各ノードにっいて

いる（Fiske　l986）というフィスクの提起した考えに基づいた質問であり、同時

に回答に対するサンプルの評価を付記させることで、第三者であるコーダーが分

類しやすくできるように配慮した工夫でもある。

　このようにして得られた自由回答は内容分析にかけられ、いくつかのグループ

に分類された。この分類された回答一つ一っをアナウンスメント効果に関するス
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キーマと考え（図V－4－1の模式図を参照）、ダミー変数化を行った。この際、

コーディング作業の一貫性を高めコーディングルールを明示化するために、自由

回答自動コーディングプログラムを援用した3。分析単位は各々の回答ごととし、

筆者がコーダー・’一となった。

　内容分析の結果・表V－4－1のコード表を得た。回答の内容は大きく分ける

と同調行動としての側面に関するものと、投票の変化内容に関するものの2っに

分けられる。前者は影響のされ方を推察するもの、後者は影響の結果を指摘する

もの、と考えることができよう。世論調査の影響にっいて同調行動としての側面

を言及する回答は、さらに「規範的影響」に関するものと「情報的影響」に関す

るものに分かれる4。　「規範的影響」として分類したのは、世論調査によって他

人や「みんな」の意見に「同調」したり、流されたり、左右されたりするなど、

有権者自身の意見がなくなることを示唆する意見である。これに対して「情報的

影響」には世論調査から一方的に影響を受けるのでなくて、他人の考えや評価・

評判を知ったり、人気や人望の有無を選択の判断材料にできるといった意見がま

とめられていた。一方、投票結果の変化に関しては「投票選好の変更」つまり誰

に投票するかに関する変更と「投票動員の変更」つまり投票所に行くか行かない

か、という投票率に関する変更の2種類の意見に分かれる。前者はさらに人気の

ある候補に得票が集まるといった「バンドワゴン効果に関する選好変化」に開す

る回答が多く、　「その他の選好変化」とは区別してコードした。なお、以上の分

類に属さない回答は「その他」にまとめた。

　最後に、コード化されたアナウンスメント効果スキーマがサンプルの中で偏り

なく分布しているか調べるため、デー一一タ1の整理番号の前半と後半で二つのグル

ープに折半してクロス衷を作り、x2検定を行った。その結果、回答が空欄のま

まであったり分からない旨の記載があった「スキーマなし」の分布も含めて、全

ての分類で有意差は生じなかった。

（イ）コーディング結果

　コーディングデv・・一一タの単純集計を表V－4－2と3に示した。これにより、ス

キーマの所有状況の関してデータ1のサンプルが持っている特徴を把握しておき

z掌ノ



　　　　　　　　　　　　　　　i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　l　l，　；

　　　　　　　　　　　　投票選好の変化

　　　　　1－　　［（バ耀以タト戸　 1、　－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tS　　　　　　1

　　投票選好の変化　　　　　　　I　　　　　l投票動員の変化　～
　、　　　　　　　　　　　！

　　　　（バ効果）

　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　　　　　　1ナウンスメント効1椙

　　　｛同調の規範的影響1　　　　　　　　（同調の情報的影響1

舳1描され一鰍任せi・　・・　　！1｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　1　　1　　　1
1／0／－　　h／O／－1　い／0／－1

図V－4－1　アナウンスメント効果スキーマの模式図
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表V－4－1　アナウンスメント効果スキーマの分類コード表

【同調の規範的影響】

同調

ノ匡三イfされ～

流される（同情で流されるは除く）

流されて、流されやすい

流れ～

釣られて

みんたがそう思うのならそうだろう

みんなの意見がll1しい

みんなr司じようにしよう

みんなとちがうところでは

自分の意見を変えられやすい

白分の意見が薄れる

自分の意見がない

他者の意に従う

他人まかせ

政治分からぬ人（若者）の票が動く

特に決めてない人が適当に決めてしまう

悩んでいる人が多い党に人れる

分からないから多数側につく

【同調の情報的影

いい結果の人は人気がある

白信が持てる

　爵のところが　番良い

良い人がいるかいないか

人望があるかないか

世論の良い人は良い印象

他人の考え

知らなかった情報

みんなの考え

評判

評価

マイナスイメージ

嫌われる

投票数が少ない人ほど

投票数が多い人ほど

投票する人をそれで決める

【投票選好の変化（バンドワゴン）】

人気出る

人気ある人に票が傾く

人気のある人に投票しよう

人気のある人に・票が集まってしまう

人気の候補者に稟が集まる

多くの人が支持する候補に投票

多い人に入れてしまう

優位な位置にいる人が当選する

票の高い人がさらに高くなる

調査で多かったところに入れる

結果のいい人に投票する

結果の良い人にみんな投票

且党に集中

支持率多い党に集栗

支持率が高い党にみんな投票する

【投票選好の変化（バンドワゴン以外）】

考え直す

変わる、変わって

変える、変えて、変えたくなる

変吏

票が動く（政治分からぬ人（若者）の票が動くは除く）

社会減る

自民増え日新減る

人気落ちる

人気がドがる

結果が良ければ良二い影響

結果が悪ければ悪い影響

支持している政党の結果がとてもひどくてあきらめる

得票数の低い人の票がさらに減る

世論調査の悪い人に投票する

少ない票の人に同情で流される

【投票動員の変化】

投票率

投票者数

投票数（～が少ないほど、が多いほどは除く）

投票するようになる
投票しな～
行く

行かない
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表V－4－2　スキーマの所有数と評価別人数

（1）スキーマの所有数

人数

スキーマなし 55　（38．2）

単数所有者 61　（42．4）

複数所有者 28　（19．4）

合計 144（100．0）

注　単複の区別は白1距」；箸の回答数で単純に分けている．

（2）スキーマの評価

人数
肯定的評価（＋） 9　（10．1）

中立的評価（0） 21（23．6）

否定的評価（一） 51（57．3）

アンビバレント（±） 8　（9．0＞

合計 89（100．0）

注　スキーマ所有者のみ．複数所有者も同一評価の場合は
＋／Oたのいずれかに分類した．
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表V－4－3　スキーマの種類とその評価の関係

スキーマ種類 一
0 十 ± 合計

サンプル数（N＝144）

ﾉ占める割合

同調の規範的影響 23 3 0 2 28 （19，4）

同調の情艮的影響 5 3 2 6 16 （11．1）

投票選女∫㌦び）変fヒ（ノく効果 9 1 2 1 13 （9．0）

投票選好の変化（バ以外 8 7 3 4 22 （15．3）

投票動員の変化 11 5 2 1 19 （13．2）

その他 7 3 3 0 13 （9．0）

スキーマなし 一一 一一 一一 一一
55 （38．2）

合計 63 22 12 14 166 一｝

注　複数のスキーマを所有しているサンプルがいるため、スキーマ数の合計はサ
ンプル数をヒ回る．
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たい。

　まずアナウンスメント効果に関するスキーマの所有数について見ると、一一種類

のスキーマに属する意見を答えた「単数所有者」が4割強、次いで回答自体ので

きない、つまりスキーマを持たないサンプルが4割弱を占め、残り2割のサンプ

ルが複数のスキー一一一一マを持っ「複数所有者」であった。データ1のサンプルは心理

学の講義を受講する短大生で1人以外は全て女子、　しかも9割以上が未成年であ

った。従って選挙に対する経験も知識もあまり持っていないだろうことは想像に

難くない。このようなサンプルの特徴が、単数所有者が多くアナウンスメント効

果に関する知識の構造化があまりなされていない、という上の結果に至ったのだ

ろうと思われる。もっとも逆に考えれば、このようなサンプルであっても6割強

の人は世論調査が選挙結果に与える影響と聞いて、何らかの知識をに思いっけた

とも言える。

　スキーマ所有者の間で回答に付随した「＋、0、一」評価については、世論調

査の影響をマイナスに捉える回答者の数が最も多く、以下中立、肯定的評価の順

となっている。また相反する評価のスキーマを併せ持つサンプルは複数所有者の

うち3割弱を占める。

　スキーマの種類にっいては、スキーマなしを除けば「規範的影響」の挙がる割

合が若干多い程度である。スキーマを所有するサンプルに関して、その所有数の

単複と持っているスキーマの種類ごとにクロス表を書いて関連性を調べると、

「情報的影響」や「その他」スキーマとの間に有意な関連性が見られた。これら

に属する回答を答えたサンプルは複数所有者に多く、逆にこれらのスキーマを持

っていないサンプルは単数所有者に多い。複数所有者とはアナウンスメント効果

にっいてのスキーマの構造化の進んだ「エキスパート」であるとすれば、エキス

パートになるほど世論調査にっいての情報的価値などに言及するようである。な

お、複数所有者の間で所有されている各スキーマの間に有意な関連性はなく、特

に多く見られる重複所有のパターンなども見つからなかった。またスキーマごと

に評価と開連を見ると、規範的影響スキーマやバンドワゴン効果の選好変化スキ

ーマで否定的評価が伴う割合が高いものの、クロス表を作っても有意差には至ら

なかった（表V－4－3）。
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（5）模擬投票を用いた分析

（ア）手続き

　データ1では網羅的なアナウンスメント効果尺度を用いていなかった代わりに、

実際の選挙状況を利用しながら情勢に関する教示文によって条件統制を図る模擬

投票の結果を測定した。ここで模擬投票という実験計画的手法を設定した理由の

一っはパネル形式によって投票意図変化を測定する上で都合がよかったためであ

る。これによつて測定結果に投映効果が混在することを防ぐことができる。加え

て、サンプルに実際の投票経験がなく研究のための「選挙」を新たに実施する必

要が生じていた実情もあった。

　具体的な手続きは以下の通りである。まず情勢記事の提示前に予め投票したい

候補を決めさせるべく、1993年衆院選時に朝日新聞に掲載された候補者の経歴記

事のうち筆者の居住する埼玉四区のものを、選挙区名を隠して提示した。但し所

属政党については若干修正して実際にはこの選挙区に出ていない政党からも候補

者が出たように直した。このように実際の立候補者の経歴を提示したのは実際の

選挙状況を利用してリアリティを醸し出すためであった。　「経歴」の提示に引き

続いて、投票したい順に候補を並べて書かせた（第1波の「投票」）。この後、

筆者が作った架空情勢記事を読ませ、再び投票動員と投票選好の順位を調べた

（第2波の「投票」）。そしてこの2回の「模擬投票」の間で変化がある場合、

アナウンスメント効果があったと見なす。なお、第一波での候補：者順位を簡単に

そのまま書き写さないように、情勢記事の提示以降の質問は、質問紙の次ページ

に掲載した。

　架空の情勢記事は本当の記事スタイルを真似た上で、　日本新党ブームで混戦と

なった「接戦条件」と従来通り自民や社会党の候補が強い「無風条件」の2パタ

ーンを用意した。これらの情勢記事によって各候補の情勢がどう設定されたかは

表V－4－4に示した。

（イ）マニュピレーションチェック
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表V－4－4　呈示された模擬iの情勢記事内容

1．接戦条件

無風区が混戦模様に【○〇四区】　（定数4）

79年以来、自民2、社1、公1と分けあってきたが、武山の立候補で「無風区」
が一転、混戦模様に。武山は最も安定した支持を受けている。細川、山田、三林
は当落線上にあり、互いに一歩も譲らない戦いぶり。青木は厳しい戦い。

（設定：優勢＝武山　接戦＝細川　山田　三林、劣勢；青木、熊木、野中）

2．無風条件

争いの構図に変化なし【OO四区】　（定数4）

79年以来、自民2、社1、公1と分けあってきたが、主な顔ぶれは前回と同じで
争いの構図に変化はない。三林は最も安定した支持を受けている。青木は農村票
をまとめ安定した戦いぶり。細川と山田は安全圏に迫っている。武山は厳しい戦
い。

（設定：優勢＝三林、青木、細川、山田、劣勢＝武山、熊木、野中）
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　このようにして集められたデータ1に対して、最初に情勢記事の内容によづて

投票順位の操作が成功したどうかマニュピレーションチェックを行った。すなわ

ち表V－4－5の結果を用いて各候補がそれぞれの条件設定に従って第1波投票

と第2波投票との問で選好順位に有意差があるかないかをウィルコクソン符号付

き順位和検定でそれぞれ調べた。

　その結果、接戦条件の熊木、武山候補にっいてのみ、順位に有意な差（P〈．05）

が生じていた。第1、第2投票間の大小関係を考察すると、熊木は提示後の順位

が有意に下がっており、逆に武山は有意にランクアップしていた。接戦条件下で

設定されていた両候補の選挙情勢は順に劣勢、優勢だったのでこれを併せて考え

ると、熊谷に対する投票意図の変更は、劣勢条件下で投票意図が減退した「見放

し効果」を表す変数であると考えることができよう。同様に武山に対する投票は

優勢条件下で投票意図のレベルがヒ昇したバンドワゴン効果を表す変数と見なせ

る。以下ではマニュピレーションの成功した上記2事例にっいて、模擬投票との

関連を考察する。

（ウ）クロス表の検定

　熊木、武山のそれぞれで「模擬投票での投票選好順位を変更したか、しなかっ

たか」と「各種のアナウンスメント効果スキー一マを所有しているか、いないか」

の2x2クロス表を作った。セルの値が5未満になることもあったのでフィッシ

ヤーの直接確率法で有意確率を計算したが、全ての組み合わせで有意な関連性は

見られなかった。またスキーマの所有数との間にも有意な関連性がなかったこと

から、エキスパートであるかどうかの違いも投票意図の変更とは無関係と言える

（表V－4－6）。

　唯一一p有意（p〈．05）な関連性が見られたのは、スキーマに付随する評価と武山

候補の投票選好順位の変化の関係だった。表V－4－6の表を見ると、サンプル

が抱くスキーマの評価がマイナスである時は投票意図の変化とは無関係であるが、

マイナス評価以外である場合は投票意図を変更したサンプルの度数が大きく減っ

ている。つまりアナウンスメント効果に関する知識がどんな種類であれ、それが

悪いことではないとサンプルが考えている限り、その知識の保有はバンドワゴン
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表V－4－5模擬投票パネルにおける投票選好順位の変化

接戦条件 無風条件
候補者名 ランクダウン 同順位 ランFクアップ ランクダウン 1司順位 ランクフ7ッフ

三林 10（14．3） 47（67．1） 13（18．6） 4（7．3） 40（72．7） 11（20．0）

山田 9（13．0） 50（72．5） 10（14．5） 4（7．5） 43（81．1） 6（11．3）

野中 7（10．4） 56（83．6） 4（6．0） 4（7．8） 44（86．3） 3（5．9）

熊木 16（23．2） 50（72．5） 3（4．3） 4（7．8） 46（90．2） 1（2．0）

武山 5（6。8） 45（61．6） 23（31．5） 8（14．8） 41（75．9） 5（9．3）

細川 7（9。7） 54（75．9） 11（15．3） 2（3．7） 46（85。2） 6（11．1）

青木 13（18。3） 49（69．0） 9（12．7） 6（10。9） 41（74．5） 8（14．5）

注　（）内は横計の百分率．
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長V－4－6　アナウンスメント効果スキーマと模擬投票における投票選好川則、1：の関連

ω1淋（撒し効果）d’）ll｝：例　　　　　　ω鵡（バンドワ・・’ン効果）の糊

熊木の投票選好順位
所有するスキー一マ数

イく変 変化
ii気数所イ1’～f 21（80．8） 5（蹴2）
複数所イ1’κ 【0（66，7） 5（33，3）

ソでツンヤーの1［’1：接確率　O．15：＄

熊木の投票選好川1’1位

スキー・マの三1－｝1’ 不変 変化
一評価 14（70．0） 6（30．0）

一評価以外 15（83，3） 3（16．7）

ソfツシヤー一（ハ直接i確率　 O．．15．1

熊 ’の投票選好順位

スー」一、昭）り’ イく変 変化

スキ…マあり 31（75，6） i〔〕（24，4）

スキーマなし ig（67．9） 9（32，D

ソでッシヤーの直接確率　〔〕．585

熊木び）投り 量｛選好川ド1立

同調び）規範的彫響’入キーマ

不変 変化
なし 43（74．1） 15（25．9）

あり 7（63．6） 4（36．4）

ソでツシV－・の1自．接i確率　 ‘）．18‘，

熊木の投票選好順位
同調の情報的影響ス　ー一一マ

不変 変ヒ
なし 44（71。0） 18（29．0）

あり 6（85，7） 1（14．3）

’ノrヴシヤーの直接確率　　0．66・1

熊木の投票選好順位

投票選好の変化（バンドワゴン）ス

Lー・マ 不変 変化
なし 43（72．9） 16（27．D

あり 7（70．0） 3（30．0）

’ノィッシャー－U）直接確率　 1．000

熊木の投票選好」順位

投票選好の変化（バンドワゴン以外　ス匿‘一・マ

不変 変化
なし 41（70．7） 17（29．3）

あり 9（8】．8） 2（18．2）

フでッシヤ・・　－U）直接確率一tO．715

熊木の投票選好順位
投票動員の変
ｻスキーマ 不変 変化

なし 42（71．2） 17（28．8）

あり 8（80．0） 2（20．0）

フイッシヤーのi白：接確率　 〔〕、7t5

蔭’の　塁莫選好順立
そび）他のスキー¶マ

くノ｛ 頑く

なし 44（71，0） 18（29．0）

あり 6（85，7） 1（14．3）

武lhの投票撰好1順位
所有するスキーマ数

不変 変化
単数所有者 2⑪（69．ω 9（31．o）

複数所有者 9（56．3） 7（・13．8）

フでツシヤー・の直接確4ζ　0．518

武illの投票選好川豊7｛位

スキーマα痔H’ 不変 変化
一評価 ll（50．0） 11（50．0）

一評価以外 16（84，2） 3（i5．8）

フィツシヤー－a）1白：接確率　 O，〔〕・t6＊

武山の投票選好1順位
イく変 変化ス・」一・マのリ1’

Xキーマあり 29（644） 16（35．6）

スキ…マなし 16（57，1） 12（42．9）

ソでッシヤー一の直接i確率　 0，6L：S

武山の鯉葦｛選好順壷1
同調の規範的影響スキー一マ

不変 変化
なし 40（64．5） 22（35．5＞

あり 5（45．5） 6（54．6）

ソイツシヤー一の直接確率　 0．315

武lllの投票選好順位
同調の情報的影響スキー一マ

不変 変ヒ
なし 39（60．0） 26（40．0）

あり 6（75．0） 2（25，0）

フィッシャー一の直接確率一〇，7〔〕2

武山の投票選好順位

投票選好の変化（バンドワゴン）ス

Lー一マ 不変 変化
なし 39（62．9） 23（37．D

あり 6（54．6） 5（45．5）

ソィッシャーの直接確率・0．739

武山の投票選好順立

投票選好の変化（バンドワゴン以外　スニ’一・マ

不変 変ヒ
なし 35（58．3） 25〈41．7）

あり 】0（76．9） 3（23．1）

フィッシャー一の直接確率　0．346

武山の投票選好順位
投票動貝の変
ｻスキーマ 不変 変化

なし 37（58．7） 26（41．3）

あり 8（80．0） 2（20．0）

フィソシャL・の直接確率一〇．299

武llの窒票’、選好順電

そグ）他び）スキー『『7

く〆」く ノ　く

なし 40（61．5） 25（38．5）

あり 5（62．5） 3（37．5）

ブイツシヤー・（1〕直｛妾確率　 0．66・1　　　　　　　　　　　　　　　　　　ソでッシヤー一の直接i確率　　L｛）〔｝O

注接戦条件のサンプルのみで集計．＊はP〈．05でf億≠暇瞳性があることを’」ヒす．

（〕内は横計のff’i分率．
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効果による投票意図の変更を阻止する方向に働くのである。ただし熊木候補につ

いては、スキーマの評価は投票意図の変化とも無関係であった。

（6）まとめ

　内容分析の結果、アナウンスメント効果に関する先有知識を持っている場合そ

の種類は「規範的影響」や「情報的影響」といった投票意図変化の動機の推察に

関するものと、投票選好や投票動員の変更といった投票の変化内容に関するもの

とに分類できた。

　しかしながら本論文の分析では、スキーマの評価が負でない場合にバンドワゴ

ン効果が阻止される例を除いては、これらの知識の保持状況は模擬投票における

投票意図変化と関連がなかった。有意な関連性の見られた上の事例にしてもスキ

ーマがもたらしたのは意図変化を阻止するといった消極的な関与であって、積極

的に投票意図の変化を促すものとは言えなかづた。むしろアナウンスメント効果

に対する既有知識は、多くの場合サンプル自身の実際の投票意図の変化とは切り

離されて思い描かれており、スキーマとは別の要因の方がアナウンスメント効果

の発現を左右しているものと考えた方がよさそうである。従って本論文では（仮

説V－4－1）　「アナウンスメント効果の生じる度合いはその人が抱くアナウン

スメント効果にっいての先有知識（スキーマ）の違いによって異なる」を棄却す

る。

　ただしここで用いたデータ1のようなサンプルでなく、投票経験をもっと積ん

で選挙についての知識を蓄えた人がサンプルであればアナウンスメント効果スキ

ーマの階層化が進み、影響を及ぼしていたかも知れない。また測定方法にっいて

も度数を増やし、名義水準よりもっと高い尺度水準で測定すれば、細かい差が測

れたかもしれない。

　このような反省を踏まえて、本節でのアイデアはデータ2の調査に取り込まれ

ている。そして本節で分類されたアナウンスメント効果スキー一マを尺度の形に直

して投票経験者に尋ねた結果では、動機に関する意見に関してアナウンスメント

効果尺度との間に関連性の見られる場合もある（表V－2－1）。データ2のサ

ンプルはデータ1とほぼ同年代であるが、投票経験者も含まれ、また政治学科の
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授業の受講者なので政治に関する知識もデータ1のサンプルより多いと考えられ

る。従ってデー一’タ1のサンプルに比べると、政治に関するスキーマの「構造化」

は進んでいると期待できる。

　データ2では「選挙日前の選挙世論調査の結果を見ると、本当の選挙結果もほ

ぼその通りになる」や「選挙日前の選挙世論調査の結果を公表すると投票率が下

がる」についての生起度を尋ねるといった形で、世論調査の公衷による投票選好

や投票動員の変化とアナウンスメント効果尺度の間の関連性を調べている。　しか

し投票経験者の間では、比較的大きな順位相関係数の値は見られなかった。また

「政治的な詳しさ」という形でサンプルの政治的専門性との関連も調べたが、こ

れも大した順位相関係数は測定されていない。けれども、分類されたアナウンス

メント効果スキーマのうち、同調に関する影響に対応すると思われる「世論著調

査で人気のある候補なら、良い人物だ」　「人に意見に従うのは、その人を喜ばせ

たい場合か、正しい意見が分からない場合か」といった質問に関しては投票経験

者をサンプルとした場合、アナウンスメント効果尺度との問に大きな関連性が見

られた。そして情報的影響を受けるサンプルは、総じて優勢な候補に肯定的な投

票意図変化を行う傾向が見られた。

　このような知見も併せて考えれば、アナウンスメント効果に関する先有知識の

うち、世論調査がどのような変化を引き起こすかといった結果に関する知識や政

治に関するエキスパータイズの程度はサンプルや測定・計算方法を変えてもやは

り投票意図の変化とは無関係であるけれども、どうして世論調査に影響されるの

かといった動機に関する知識に関しては、サンプルや測定方法を改めればアナウ

ンスメント効果による投票意図変化と関連性が見られるのかもしれない。

　もっとも、スキーマがステレオタイプの一種であるとすればその影響は情勢報

道を知覚する際に最も影響するであろう。しかしながら、92年参院東京選挙区に

おける投票予定候補の情勢や模擬投票における各候補の情勢順位（V－1及びV

－3を参照）、また選挙運動員に対する自分の応援候補の情勢（N－3を参照）

を知覚する際には、サンプルは各候補の選挙情勢を偏ることなく正確に把握して

いることが、本論文で用いた各調査結果から示されている。また次節で考察する

ように、アナウンスメント効果が戦術投票の志向性やマキアベリアニズム的性格

と関係が深いとするならば、そもそも選挙状況を正確につかまなければ策略の立

2s3



てようがない。このような訳でアナウンスメント効果による投票意図の変化を行

う人ほど、正確な情勢把握を行おうとすると思われる。とすれば、その際にスキ

ーマがフィルターとして関与することはあまり必要ないと思われる。
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V－5　アナウンスメント効果尺度と有権者の心理的傾向の関連

（1）はじめに

　アナウンスメント効果がなぜ起こるかを考える上では、その人の心理的傾向に

言及することが多い。例えばアンダードック効果を「判官びいき」と訳したりバ

ンドワゴン効果を「勝ち馬効果」と訳することを考えてみても、　「弱い方へ味方

する」　「強い方に従う」といった意向が補われて訳されていることが分かる。ま

た、例えばフランスにおける選挙世論調査規制の議論の中には世論調査によって

個人主義的な基礎が破壊され、世論は集団化・画一化するという意見が見られる

1し、バンドワゴン効果の生じる原因として同調や集団の斉一性、群衆本能に訴

える運動などを挙げる研究例2や、反対にアンダードック効果の生じる原因とし

て、候補者に対する「同情」などを考える研究例3も散見できる。

　勝ちそうな候補に同調して投票したくなったり、負けそうな候補に同情して投

票したくなる、といった説明は一見常識的なので暗黙裡に理解されることもあろ

う。しかし、本当にこのような有権者のパーソナリティがアナウンスメント効果

に関連しているのであろうか。以下、改めて検証する。

（2）仮説

　勝ちそうな候補に投票する人とはどんな素質（disposition）を持った人と考え

られるだろうか。負けそうな候補に投票する人はどんな素質を持つ人だろうか。

そして接戦している候補に投票する人とはどのような心理的傾向を持つ人なのだ

ろうか。

　第一に、勝ちそうな候補に投票する（あるいはその逆で負けそうな候補への投

票を控える）、すなわちバンドワゴン効果や見放し効果にっいてその心理的背景

を考えてみよう。　「勝ちそう」な情勢とは当該候補に投票しそうな人が多数いる

ことを意味し、逆に「負けそう」とは少数であることを示す。とすると、もとも

と多数意見を気にしやすい人であれば選挙情勢を知ったときに支持する人の多そ

うな候補に投票しようとしたり、少なそうな候補への投票を控えようと考えたり
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するかもしれない。そこで多数意見を気にしやすい、すなわち同調性の高い人に

は、バンドワゴン効果や見放し効果にあたる投票行動をとる人が多いと仮定する。

　第二に・負けそうな候補に投票する（あるいはその逆で勝ちそうな候補に投票

を控える）のはどうしてかを考える。　「判官びいき」といった言い方に表れてい

るように、負けそうな候補を応援しようとするのは人気のない候補をかわいそう

に思うからではないか。とすれば、普段から思いやりのある人であれば投票の場

面においても同様に振る舞うかも知れない。そこでもともと同情心の深い人には、

アンダードック効果や離脱効果にあたる投票行動をとる人が多いと仮定する。

　最後に、接戦している候補に注目してその候補への投票意図を変化させるよう

な人とはどんな人であるかを考えよう。同調することも同情することもなく、世

論の動向を読みながら自らの一票をより影響力の大きいものにしようと考える人。

選挙後の政党間の勢力均衡を見込んで戦術投票を行う人。このような、いわば

「権謀術数」に長けた人ならば、競り合っている候補の中から投票すべき候補を

取捨選択するかもしれない。そこでもともと権謀術数に長けた人には競り勝ち効

果や競り負け効果にあたる投票行動をとる人が多い、と仮定することにする。

　このようにして、本論文では有権者の同調、同情、権謀術数さといった素質と、

それに対応するアナウンスメント効果との間に関連性を仮定し、以下検証する。

ただし仮定の増外に関連性が存在する場合にも備えて、仮説に挙げたアナウンス

メント効果以外のものとの間でも、それぞれの素質との関連を調べることにする。

（仮説V－5－1）同調性の高い人にはバンドワゴン効果や見放し効果にあたる

投票行動をとる人が多い

（仮説V－5－2）同情心の深い人にはアンダードック効果や離脱効果にあたる

投票行動をとる人が多い

（仮説V－5－3）権謀術数に長けた人には競り勝ち効果や競り負け効果にあた

る投票行動をとる人が多い

（3）データと手続き
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（ア）アナウンスメント効果に関するデータ

　本節ではデータ4を用いる。従属変数はアナウンスメント効果尺度群を用いて

尋ねた・サンプルのアナウンスメント効：果経験の有無である。なお投票未経験者

については仮に投票権があったとして投票行動を尋ねているので、分析は投票経

験者、未経験者で別々に行った。

（イ）心理的尺度の選択

　実証的な分析を行うためには、仮定で述べたような「同調」　「同情」　「権謀術

数」といった「文学的表現」を測定可能な変数として表さなくてはいけない。そ

こで既存の心理的尺度の中から以下のものを探し出して用いることとした。

　百人単位の回答を質問紙法で調査することの制約により、同調性にっいてはア

ッシュ・パラダイムのように図形等を見せたりサクラを仕込んだりといった手続

きができなかった。そこで、同調行動に関連のあるパーソナリティ尺度である

「クラウンとマーローの社会的望ましさ（MC－SD）尺度」　（Crowne＆Marlo

we　1960，末永（編）1987）を援用することにした。　「社会的望ましさ尺度」とは

被験者が自分自身を肯定的で社会的に望ましい言い方で描写する傾向があるかど

うかを調べるもので、その人の「社会的承認欲求」つまり相互作用する相手から

肯定的評価を求めようとする欲求がどのくらいであるかを評定する（Snyder＆I

ckes　l985）。この尺度得点の高い人はノック音の聞こえ方がサクラの答えに引

きずられたり（Strickland＆Crovne　1962）、質問紙式の同調性の尺度得点と関

連性が認められるなど（Marlowe＆Crowne　l961）、同調傾向との正の関連性が

あるとされている。

　さらに本論文では同調する理由にっいて考察するために、同調の影響の仕方が

「規範的影響」か「情報的影響」か（Deutsch＆Gerard　l955）について、すな

わち他者の意見に追従することによって彼らを喜ばせたいのか、それとも他者の

意見を自分の意見の参考にしたいのかについて一般的な考え方を質問した。すな

わち「多少自分の考えに合わなくても、みんなの意見に合わせたい」4と思うか
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どうか、そして「あまりよく知らない問題では、大勢の人が考える意見を参考に

して決める」かどうか賛否を尋ねた。同調行動はその文脈によって肯定的に考え

られる場合もあれば否定的に考えられる場合もある。政治の場には常に権力が介

在しているから、ある支配力に従うことはそれがために非難されるべきものでは

ない。だが有権者が主体的かつ自律的な判断に基づいて政治家を選択しなければ

その選挙結果は利害の異なる多くの人々の問の合意とみなせず、公平性や正統性

に欠けた承服できないものになってしまう。だから政治的価値の次元においては、

同じく同調行動と言っても多数意見の呈示がそれに盲従するように作用するか、

それとも現実の把握のために世論の傾向を情報として活用しているだけなのかは、

質的な違いであるとさえ言える。

　この他、具体的な場面で同調行動をする蓋然性についても尋ねている。すなわ

ちミルグラムらのグループサイズに関する有名な実験（Milgra皿et　a1．1969）

になぞらえて「数人が空を見上げているところへ通りかかった時、自分も一緒に

空を見上げる」かどうかも聞いた。

　次に同情のしやすさを表象する尺度としては「向社会的行動尺度（大学生版）」

（菊池1988）を採用することにした。向社会的行動（思いやり行動）尺度とは、

「多くの人のために列の順番を譲る」とか「店で渡された釣り銭が多いとき注意

する」といった「小さな親切」行動を行った頻度を大学生に尋ね、　「思いやり行

動」を沢山行っている人とそうでない人との間で回答に大きな差のあった行動項

目を選び出したものである。すなわち、この尺度に含まれる「思いやり」行動を

多く行っている人ほど「思いやり行動」全般も多く行う人であると言える。他の

尺度との関係を調べると、同尺度の得点が高い人は感情的な暖かさがあり冷淡さ

が少ない。またセルフ・モニタリング（自己チェック）をしたり、社会的スキル

（どんな人物にも好かれるように、自分が積極的に関与したくない場面でも、相

手に応じた行動様式を取り得る）を取る度合いも高いとされる。さらに実際にボ

ランティア活動に参加した人たちの間ではこの尺度の得点が高い、といった特徴

もある（菊池1986，菊池1988）。

　最後に、　「権謀術数」を測るにはどのような変数に翻訳すればよいのであろう

か。社会心理学にはこのような「政治的人間」の程度を見極める尺度がある。す

なわち「マキアベリアニズム尺度」5である。
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　マキアベリアニズム尺度とは、マキアベリの「君主論」　（マキアヴェッリ　黒

田（訳）1532＝1959）の記述を基にクリスティとガイズらが修正や迫加を行い、命

題の形にまとめた質問群のことである。いくっかの版があるうち本論文では「マ

ックIV」を用いた。これは上記の質問項目から20項目を選び抜き、さらに項目得

点一全体得点間の相関をファイ係数で計ったり折半法をしたりして尺度の有効性

を確かめたものである。これらの質問項目は内容的に3っに分類されている。す

なわち「人々を扱う最良の方法とは、彼らが聞きたがっていることを話すことで

ある」といった個人の対人戦略の性質に関するもの（Tactics）と、　「人はたいて

い自分の財産を失ったことよりも、自分の父親が死んだことの方を簡単に忘れる

ものだ」といった人間の本質に関する見方（Viev）、そして「不治の病に冒された

人は安楽死の選択を与えられるべきだ」といった抽象的（もしくは一般化された）

道徳性（Morality）の3つである。このように同尺度は、ある人がどの程度うまく

他人を操作し利用するか、しかもその際にどれほど機を逃さず「善い人でなくな

る」ことも恐れずに行動できるかを測定する尺度であると考えられる（Christie

＆Geis（eds．）1970，中西1987．齋藤（編）　1987）。

　他尺度との関係を調べると、同尺度の得点が高い人すなわち「マキアベリアン」

であるかどうかは知的能力や精神病理、政治的選好やイデオロギーとは無関係で、

代わりに人間の本質に対する否定的もしくは皮肉めいた見方に関連がある。また

反対の態度が主張される条件下でも自分の主張を曲げなかったり他者の動機は状

況の定義をよく疑う一方で、対人活動において自分の定義や考えの組み立てを強

いることによって他人に影響を与えたり、連合形成のために他人を説得したり、

楽しくないことにも従事したりする。また即興的行動の能力にも優れ、相手の業

績を崩すためにより創造的な方法を生み出したり、また曖昧な状況下でよりうま

くブラフをかけたり嘘をっいたりできる。さらに感情面では冷静で超然としてい

て、自分の感情を表に出さぬようコントロールしようとするといった特徴が見ら

れるとされている（Snyder＆Ickes　l985）。

（ウ）尺度の短縮化と項目分析

質問紙の紙幅の都合から「祉会的望ましさ尺度」　「向祉会行動尺度」　「マキア
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ベリアニズム尺度」の3つについては、元々の質問項目全てを掲載することがで

きなかった。そのため無作為に5項目ずつを選び出して尺度を短縮化することと

した。ただし本論文の回答者や日本の事情にそぐわない内容の尺度が選ばれた場

合は採用を見送り、系統抽出の次の順番の選択肢を採用した。本論文で採用した

項目にっいては表V－5－1に掲げた6。

　このように本論文では独自に尺度を短くしたので、新たに項目分析を行って尺

度の正確さを再確認する（表V－5－2）。まず上記の尺度について因子分析を

行ったところ、　「向社会行動尺度」については一因子のみが析出された。また

「祉会的望ましさ尺度」は二因子が析出されたものの、設問上で尺度の向きを逆

にした選択肢とそうでない選択肢が別れたに過ぎなかった。従って質的な違いと

いうより表現」二の違いによって弁別がなされていると考えられるし、すぐ下で述

べるようにクロス表の検定では全尺度の合計得点と各々の選択肢の回答との間に

は全て有意な関連性が見られたことから、ここでは5つの尺度全体の合計得点を

変数として用いることとした7。しかし「マキアベリアニズム尺度」については、

「不治の病に悩んでいる人は、安楽死を選ぶべきある（M＋）」　「偉い人にへっらう

ことは賢いやり方だ（T＋）」　（以E第一一因子）と、　「世間で出世する人は、たいて

い純潔で道徳的な生活を送る（V－）」　「一般的にいって、人は強制されなければ一

生懸命に働かないものだ（V＋）」　（以上第二因子）、そして「他人に嘘をついても

弁解は無用である（T－）」　（第三因子）の3因子に分かれた。尺度項目の種類を考

えると第一因子は道徳性と対人戦略に関する項目が属しており、第二因子は人間

観に関する項目が属している。第三因子は対人戦略に関する項目がag　一一因子から

分かれた因子と考えられるので省略し、第一、第二因子を順に「因子1（M＋T）」

「因子2（V）」と名付けて区別する8。

　次にそれぞれの尺度の合計得点の上位25％と下位25％に属する回答者の間で項目

一つ一つのごとの得点平均値に差があるかどうか、ウィルコクソン順位和検定を

行った。ただし「祉会的望ましさ」尺度については各項目は「はい」か「いいえ」

の2件法なのでクロス表を作ってX2検定を行った。その結果、全ての尺度項目

の得点において合計得点の上位・下位群の間で有意差が見られた。従って、不適

切な尺度項目は採用されていないと言える。

　さらに、それぞれの尺度得点にっいて度数分布を検討したところ、同調の規範
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表V－5－－1　本論文で用いたパーソナリティ尺度の項目

1。社会的望ましさ尺度（＊は尺度の向きが逆であることを示す）

・気にくわない相手に対しても、常に礼儀正しく振る舞う

・わざと相手の感情を傷つけることを言ったことはない

・人牛をうまくやっていけるかどうか、疑問に思うことがしばしばある＊

・彼らが正しいことは知っていても、権威ある人に逆らってみたくなることがある＊

・やかましく小愉快な人とでも、何とかっきあっていける

2．向社会行動尺度

・列車などで相席となったお年寄りの話し相手になる

・酒に酔った友人などの世話をする

・見知らぬ人がハンケチなどを落としたとき、教えてあげる

・ケガ人や急病人が出たとき、介抱したり救急車を呼んだりする

・家族の誕生日や母の日などに、家に電話したりプレゼントしたりする

3．マキアベリアニズム尺度（N）

（Tは対人操作能力に関する戦略性、Vは人間の本質に関する見方、　Mは抽象化された道徳

性に関する項日であることを示す。fは尺度の向きがそのままであるもの、一は尺度の向き

が逆であるものを示す。訳文については本文の注（6）を参照せよ）

・偉い人にへっらうことは賢いやり方だ（T＋）

・不治の病に悩んでいる人は、安楽死を選ぶべきである（M＋）

・他人にウソをっいても弁解は無川である（T－）

・lli‘問で出IH：する人は、たいてい純潔で道徳的な生活を送る（V－）

・・ ﾊ的にいって、人は強制されなければ一生懸命に働かないものである（V＋）

4．同調行動に関する単一一尺度

・多少自分の考えに合わなくても、みんなの意見に合わせたい（同調の規範的影響）

・よくわからない時には、大勢の人が認める意見に従うとよい（同調の情報的影響）

・数人が空を見Eげているところへ通りかかった時、自分も…緒に空を見ヒげる

　（集団圧力の受けやすさ）
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表V－5－2　パーソナリティ尺度を項目分析する際に行った因子分析結果
（主成分法・バリマックス回転後）

1，社会的望ましさ尺度
（＊は尺度が逆向き．計算時σ）際には方向を統一した．）

因子1 因子2
気にくわない相手に対しても、常に礼儀正しく振る舞
う 0，800 0，106

やかましく不愉快な人とでも、何とかつきあっていけ
る 0，708 一〇．215

わざと相手の感情を傷つけることを言ったことはない 0，467 0，277

彼らが正しいことは知っていても、権威ある人に逆ら
ってみたくなることがある＊ 0，165 0，735

人生をうまくやっていけるかどうか、疑問に思うこと
が　ましまあ　＊ 一〇，091 0，730

固有値 1．45 1．15

固有値の累　　与率 （29．0％） （52．0％）

2．向社会行動尺度

因子1
ケガ人や急病人が出たとき、介抱したり救急車を呼ん
だりする 0，346

兇知らぬ人がハンケチなどを落としたとき、教えてあ
げる 0，338

家族の誕生日や母の口などに、家に電話したりプレゼ
ントしたりする 0，312

列車などで相席となったお年寄りの話し相手になる 0，304

”こしつこ　　オ　“の雌　　、 0，276

固有値 2．00

固有値の累積寄与率 （40．0％）

3。マキアベリアニズム尺度（IV）

（Tは対人操作能力に関する戦略性，Vは人聞の本質に関する見方，　Mは抽象化された道徳性に関
する項目であることを示す．＋は尺度の向きがそのままであるもの，一は尺度の向きが逆であるも
のを示す．これらは計算の際に方向を統一した．）

因子1 因子2 因子3

0，762

O，717

一〇，088

O，099

不治の病に悩んでいる人は、安楽死を選ぶべきである（
l＋〉

ﾌい人にへ／）らうことは賢いやり方だ（T＋）

｢間で出世する人は、たいてい純潔で道徳的な生活を
翌驕iV－）一般的にいって、入は強制されなければ一生懸命に働かないものである（V＋）

@　こ　　　ソ　　　！）し、　　　　　　　　ま佃…　　　“　　　　　T一

0，232

O，373

|0，171

0，817

|0，682

一〇．080

|0，069

O，260

O，378

0，056 0，909

　　　固有値

ﾅ有　の累　寄与率
　1。36
i27．1％）

　1，13
i49．7％）

　1．03
i70．3％）
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的影響や情報的影響、空を見上げる頻度と言った単一尺度による評点や社会的望

ましさ尺度のような2件法の尺度で項目数を減らした場合では、度数分布の山が

2っに分かれるなど分布に著しい偏りが見られた。そこでこれらの検定にはノン

パラメトリックなウィルコクソン順位和検定を用いることとした。これ以外の尺

度にっいては、　t検定を用いた。

　それぞれの尺度の得点集訓方法は元の尺度の通りとした。向祉会的行動尺度に

っいては「したことがない」から「非常に多くやった」の5段階尺度で各項目へ

の回答を求め、5質問の合計得点を計算した。マキアベリアニズム尺度について

は「非常に賛成」から「非常に反対」までの7段階尺度で回答を求め、尺度の向

きが逆である項目の点数を変換した後2っずつの質問の合計をそれぞれの得点と

した。社会的望ましさ尺度にっいては「あてはまる」か「あてはまらない」かの

2択で尋ねた後、当てはまる場合には1、当てはまらない場合には0のダミー…得

点を与え、尺度の向きを直したLで合計した。その他、空を見上げる頻度は、思

いやり尺度と同時に5段階で経験の頻度を尋ねた。同調の規範的影響や情報的影

響にっいては、マキアベリアニズム尺度を尋ねる質問と一緒に7段階尺度で賛否

の程度を聞いた。

　最後にこれらの心理的尺度の間でスピアマンの順位相関係数を計算した。同調

行動や社会的望ましさ尺度の間には相関があることが予想されるし、思いやり尺

度と同調関連の尺度の間にもある程度の相関が考えられたが、実際に順位相関係

数が0．3を越えたのは同調の規範的影響×情報的影響（O．37）と、思いやり尺度

×空を見ヒげる頻度（0．34）の2項目だけであり、大した相関はなかった。

（4）結果

（ア）投票経験者の回答結果

　t検定およびウィルコクソン順位和検定の結果を表V－5－3と4に示した。

この表では、それぞれのアナウンスメント効果にっいてそれを経験したことのあ

る人の方が、経験しなかった人に比べて心理的尺度の平均値（t検定の場合）も

しくは順位和の平均（ウィルコクソン順位和検定の場合）が有意に大きかった欄
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表V－5－3　心理尺度の検定結果（投票経験者群〉

同調 同情 マキアベリアニズム

効果の分類
’、

@主 西意“の・
空を見上げる頻

@　　a

同調の情報的影　　　a 同調の規範的影　　　a 社会的望ましさ

@　　　a

向社会的行動尺
1M＋T 2V

当選しそう 補強 ○＊バンド

純Sン 〃 生起 ○＊

見放し 落選しそう 棄権 ○＊

〃 変更 ○＊＊

落選しそう 補強 ×＊アンダー

hツク 〃 生起

離脱 当選しそう 棄権 ×＊

〃 変更 ○＊

競り勝ち 接戦 補強
〃 生起

競り負け 接戦 棄権 ○＊＊

〃 変更 ○＊＊ ○＊＊

亀
N

注　0：該当する投票意図の変化を経験した人の方が，その心理的尺度の平均値もしくは順位和の平均値が有意に大きい．

　　×：該当する投票意図の変化を経験しない人の方が，その心理的尺度の平均値もしくは順位和の平均値が有意に大きい．

　　（a）のついた項目についてはWilcoxon　Sc。res検定の結果，それ以外はt検定の結果それぞれ＊はp〈．05＊＊はp＜．　Olで有意だったことを示す．



表V－5－4　心理尺度の検定結果（投票未経験者群）

同調 同情 マキアベリアニズム

効果の分類
、　　　　　1、

画　　“の・
空を見上げる頻

@　　a
同調の情報的影

@　　a
同調の規範的影

@　　a
社会的望ましさ

@　　　a

向社会的行動尺
1M＋T 2V

当選しそう 補強 ○＊＊バンド

純Sン 〃 生起 ○＊＊

見放し 落選しそう 棄権
〃 変更 ×＊＊

落選しそう 補強アンダー

hック 〃 生起 ○＊

離脱 当選しそう 棄権
〃 変更 ○＊＊

競り勝ち 接戦 補強 ×＊

〃 生起 ○＊ ○＊

競り負け 接戦 権
〃 変更

噛

注　0：該当する投票意図の変化を経験した人の方が，その心理的尺度の平均値もしくは順位和の平均値が有意に大きい．

　　x：該当する投票意図の変化を経験しない人の方が，その心理的尺度の平均値もしくは順位和の平均値が有意に大きい．

　　（a）のついた項目についてはWilc・x・n　Scores検定の結果，それ以外はt検定の結果．それぞれ＊はp〈．05＊＊はpぐOlで有意だったことを示す．

　　投票未経験者については，仮想上の投票意図の変化を聞いている。



には○印が、有意に少なかった欄には×印が付けられている。一例を挙げれば、

表V－5－3で「当選しそう一補強」というアナウンスメント効果の行を見ると

「空を見上げる頻度」の列にあたる欄に○がっいている。これは当選しそうな候

補に対する投票意図が強まったという変化を経験したことのある回答者群の方が

そうでない回答者に比べて、つられて空を見上げる頻度が有意に大きいというこ

とを示している。

　表中でアナウンスメント効果の現象は上からバンドワゴン、見放し、アンダー

ドック、離脱、競り勝ち、競り負け効果の順に並べてある。一方心理変数も左か

ら同調に関する諸尺度、向社会的行動尺度、マキアベリアニズム尺度の順に並べ

てある。従って、もし先に述べた仮定通りの結果が得られたとすれば、O印や×

印は表の左上から右下にかけて斜めに分布するであろうと考えられる。具体的に

言えば、バンドワゴン効果や見放し効果の行では、同調に関する諸尺度の列と交

わる欄に有意差の印が多く見られるだろう。同様に、アンダードック効果や離脱

効果にっいては、向社会的行動尺度との間に有意差が生じるだろう。そして、競

り勝ち効果や競り負け効果については、マキアベリアニズム尺度の列と交差する

欄に有意差を示す記号が多くなるだろう。

　しかしながら、投票経験者の回答を扱った表V－5－3を見ればすぐに分かる

ように、有意差のある欄が右下がりの対角線状に分布している状態は見られなか

った。向社会行動尺度にはアナウンスメント効果の経験の違いによって全く有意

差が生じていないし、同調性に関する変数の欄を見ても、有意差が見られるのは

三カ所しかなく、優勢情勢下で投票意図の補強をしたことことのある人は、つら

れて空を見上げる頻度が多く、また選挙情勢が劣勢でない時に投票先を変更する

人の方が同調の情報的影響を訴える度合いが多い、といった程度にとどまる。こ

のように同調行動に関する変数との関連が認められる場合でも、同調の規範的影

響とアナウンスメント効果の間には全く有意差のある欄が見られないので、分か

らない問題を判断するための参考意見として多数意見を利用しているだけと考え

られる。

　同情や同調と異なり有意差の生じた項目が多く見られたのはマキアベリアニズ

ム尺度の因子1（M＋T）であった。　しかし仮説に関してあてはまったのは、接戦

候補に対する投票意図の変化のうち、当該候補者に不利な変化である競り負け効
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果の方だけであった。他方、同じく接戦候補に関する投票意図の変化でも、競り

勝ち効果に関しては回答者がマキアベリアンであるかどうかは無関連であった。

　ここで特筆すべきは、本論文の仮定において同調性との関連が考えられていた

バンドワゴン効果や離脱効果に対しても、優勢一補強効果以外の項目ではマキア

ベリアン尺度の平均値に有意差が生じていたことである。このことは勝ち馬候補

に乗ったり負け犬候補を見捨てるのはその有権者が同調しやすい人だったからで

なく、権謀術数に長けていた人だったからということを示唆している。また競り

負け効果の結果も合わせて考えると、投票しようと決めていた候補が少なくとも

優勢であるとは言えないと見聞きしたときに、一転してその候補に不利な投票意

図変化である棄権や変更を行ったことのある人には、マキアベリアンが多いとい

うことになる。

　反面、同情の深さが関連すると思われていたアンダードック効果や離脱効、果に

っいては、マキアベリアニズム尺度との高低はほとんど関連がなかった。わずか

にアンダードック効果のうち劣勢一補強効果の未経験者の方が因子1の平均値が

大きく、離脱効果のうち優勢一棄権効果の未経験・者だった方が因子2の平均値が

高い、といった有意差が認められる。

（イ）投票未経験者の回答

　表V－5－3と4とを並べてみるとすぐに分かるように、投票未経験者の結果

では有意差の生じた欄の位置が全く異なっている。特にマキアベリアニズム尺度

の因子1（M＋T）が有意差となった欄が優勢一変更効果の行のただ一つに減ってしま

っていて、マキアベリアンであっても投票を実際に経験しなければ投票意図の変

化にその素質は反映されないようである。一方それ以外の尺度で生じる有意差の

数は若干増えるものの、まばらに分布しているだけで表全体としての傾向がうか

がわれない。具体的には、落選しそうな候補から乗り換えたり接戦候補へ投票意

図が補強された経験のない回答者の間で社会的望ましさを求める程度が有意に大

きくなったり、接戦候補に対して投票意図が生起したことのある回答者の間で向

社会的行動を志向する傾向が見られる。さらに優勢以外の情勢下で投票意図が生

起したことのある人は、つられて空を見上げる頻度が有意に高かったり、バンド
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ワゴン効果を経験した人は同調の情報的影響を有意に受けたりしている。

（5）まとめ

　以上、アナウンスメント効果の経験と心理的傾向の開連にっいて考察してきた。

これまで見てきたように有権者の同情心の深さはアナウンスメント効果と関係が

なかった。同調性についても関連のあった項目はわずかで、それも情報的影響、

すなわち候補者選択に迷う時に多数意見を参考にするためのものであると考えら

れる。対照的にマキアベリアニズム、とりわけ対人操作戦略や道徳性にこだわら

ない性向との間には、当初仮定したように接戦状況下でのアナウンスメント効果

だけでなく、優勢でない候補に不利な投票意図の変化全般においても関連性が見

られた。ただし投票未経験者に尋ねるとこのようなマキアベリアニズムの影響も

／1、さくなる。

　このような結果に基づき、本論文では（仮説V－5－1）　「同調性の高い人に

はバンドワゴン効果や見放し効果にあたる投票行動をとる人が多い」も（仮説V

－5－2）　「同情心の深い人にはアンダードック効果や離脱効果にあたる投票行

動をとる人が多い」も棄却する。　（仮説V－5－3）　「権謀術数に長けた人には

競り勝ち効果や競り負け効果にあたる投票行動をとる人が多い」にっいても、マ

キアベリアニズム尺度と関連性が見られたのは競り負け効果だけに留まらず、バ

ンドワゴン効果、見放し効果、アンダードック効果に属するいくっものアナウン

スメント効果尺度とも関連性を持ってしまっていたので、やはり棄却する。

　マキアベリアニズム度の高い人は特に曖昧な状況下で色々な工夫を開発する。

世論調査が必要なほど有権者数が多く、しかも接戦で先の読めないような選挙は、

マキアベリアンにとっては打ってつけの活躍の場である。アナウンスメント効果

を受けやすいのは、その有権者が清にほだされやすいからというのでもなく、他

者に意見に追随するほど無知であったからでもない。逆に既存の道徳性にとらわ

れず対人操作能力に長けているという意味で、その人が（やや皮肉を込めた言い

方かも知れないが）政治的に「賢い」人であったから、そのような選択ができた

のである。

　ただし、同調しやすい人だけがいっも同調行動を起こしているのでなくて、ま
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わりの状況によって同調したり同調しなかったりする人もいる。社会心理学の教

科書を読めば分かるように、そもそも同調性には集団の大きさや凝集性といった

状況的要因の影響が大きいとされている。本論文で同調的な行動経験の程度や社

会的承認欲求の度合いとアナウンスメント効果との間に関連性が見られなかった

のは、本論文の質問文に内包された非強制的な投票状況が同調を促進するような

状況要因とならなかったからとも考えられる。従って世論調査のデー・一タを示され

て「勝ち馬にのる」ように説得される場合9などでは、同調行動としての投票意

図変化がもっと見られるかも知れない。　しかしこの場合、世論調査の数字自体の

影響は二次的なものであろう。例えば選挙協力を説得される時には、調査結果を

示すと同時に公共事業の受注機会の喪失などもほのめかされることもあろう。公

表された情勢内容以外のこういった要因も態度変化に大きく関わってくるとすれ

ば、是正すべきこととはこのような説得方法やその背景となる利益誘導の構造自

体であろう。それを世論調査だけの影響だけに原因を求めようとするのは、問題

の根本的な解決にはならないであろう。
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V【．結論

　本論文では選挙予測のアナウンスメント効果に関して、どのような属性を持つ

人が効果を受けやすいかという視点から実証分析を行った。最後にこれまでの議

論を振り返り、受けやすい人が持つ属性とは何であったをまとめ、加えて本論文

の分析の中で浮かび上がってきたアナウンスメント効果の「重層的構造」という

特徴にっいて言及したい。

　アナウンスメント効果を規定すると考えられた変数のうち、制度的な要因に関

するものについてはあまり影響が見られなかった。イギリス、カナダ、ブラジル

の世論調査結果でも、常に1、2割のサンプルが選挙世論調査の影響を受けてい

たし、1980年以降の日本の国政選挙においても全国世論調査の結果を通観すると、

情勢報道を何らかの参考にしたりそれから影響を受けたりする人の割合は数パー

セントから一割台と少数ながら存在し続けており、これらの割合は選挙時期や参

院・衆院選の違い、選挙予測の内容の違いによって明確な差が生じていなかったa

さらに情勢報道の法的規制の実施状況の分析からも、アナウンスメント効果が規

制されるほど問題化している国は政治的権利があまり保証されていない開発途上

国ではなく、むしろそれは民主主義がある程度進展した国が抱える「発達課題」

の…つであることが示唆された。

　このように、アナウンスメント効果は常に少数の人々に対してではあるが、選

挙制度や政治文化の違いにかかわらず存在するように思われる。もっとも、アナ

ウンスメント効果に関する実証的な先行研究を内容分析した結果においては、デ

ータの収集時期や国の違いはやはりこれらの研究の結論内容と無関係であった一

方、数量化理論第ll類を用いて分析を進めたところ、研究手法の違いに加えて題

材とした選挙の種類の違いによってもその結論内容には比較的大きな違いが生じ

ていることが分かった。直接投票・大統領選・議会選という選挙の種類の差は、

有権者の選択すべき「選択肢」の数の違いでもある。　レファレンダムのようにイ

エスかノーかの2択であれば投票意図の変化パターンは棄権を入れても6つほど

で収まるが、候補者が3人以上になる場合もざらではない議会選挙の場合では、

どの候補からどの候補へ移るといった投票意図の変化方向が立候補・者の増加に伴

い級数的に増えてしまう。このように選挙のレベルの相違が意図変化パターンの
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複雑さを決めるという形で、アナウンスメント効果の捉えにくさを左右している、

という側面は本論文の考察からもうかがえる。

　制度要因あるいは有権者の住む国や文化によって一律にアナウンスメント効果

の受け取り方が定まってしまってはいないという結論を得て、本論文のV章では、

より個人によって差のある属性、すなわち、性別、年齢、職業といった有権者の

社会・経済的属性や政党支持といった政治選好の違い、そして認知の偏り方や心

理的傾向の差といった有権者の属性がアナウンスメント効果の発現に関連を持っ

ているかを順次検討した。

　分析結果を大胆に捨象して言うなら、アナウンスメント効果を受けやすい人が

持っ属性の種類には、投票意図が補強されるかどうかに関わりがあり、ともにデ

モグラフィック要因の範疇に入る政党支持や年齢といったものと、不利な情勢の

候補から投票意図を変更したり棄権したりして「逃げ出す」かどうかに関わりが

あり、より心理的な好みや傾向の範疇に入る戦術投票の志向性やマキアベリアニ

ズムの程度という、2っの流れが見られた。具体的に言えば、前者に関しては既

存の全国世論調査結果において、情勢報道を有権者が見聞きすることはその支持

する政党や候補者に投票しようとする気持ちを一・層補強するように作用しており、

他方政党支持がなかったり20代といった若年層においては情勢報道自体を見なく

なる割合が増える反面、上のような補強効二果を受ける人の割合は全体比率よりも

少なくなる傾向が見られている。後者に関しては、学生や選挙運動員データにお

いて、本論文で新たに考案したアナウンスメント効果尺度とバッファー投票や調

整効果への志向、人の意見の気にしやすさ、同調の情報的影響といった変数との

間に意味のある関連性が見られ、他方、既存の道徳性にとらわれず対人操作能力

に長けるといった「権謀術数さ」を表すマキアベリアニズムの程度も、当初考え

ていた接戦状況下におけるアナウンスメント効果と間のみならず、優勢でない候

補に対して不利な投票意図を変化させる事象に当たるアナウンスメント効果尺度

との間にも比較的広範に関連性を見せた。

　この2っの属性の流れを生み出している背景となっているのが、今回アナウン

スメント効果を測定する｝二で見受けられたその構造的特徴であると思われる。

　本論文ではアナウンスメント効果にっいて網羅的・体系的な回答を得るため、

および心理的な諸変数との関連を確かめやすくするために、選挙情勢と投票意図
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の変化パターンとを独立的に組み合わせた文章を作って、それらの生起度を逐一

尋ねていく形の「アナウンスメント効果尺度」群による測定法を開発した。さら

に、この回答結果を分散分析にかけて「情勢x投票意図の変化」という交互作用

があるかないかをアナウンスメント効果の有無の判断基準とする分析手続きも考

案した。この測定方法を用いることによって投票意図の変更の種類ごとに見られ

る生起度の違いをコントロールでき、因子分析ではうまく捉えられなかった「陰

に隠れた」アナウンスメント効果が測定されるようになったのである。

　このような測定手順へ至るまでの試行錯誤の間に見い出されたのが、アナウン

スメント効果の「重層的構造」とも呼ぶべき特徴であった。っまり投票意図の変

化を調べると、有権者自身が予め抱いていた投票選好を補強する効果が常にある

ものの、この「覆い」を取り去るとその下には選挙情勢に応じた投票意図の変化

が見られるのである。分散分析の用語で表せば、投票意図変化の主効果と選挙情

勢x投票意図変化の交互作用とが同時に有意となっているのである。この構造は

学生データで調べた投票意図の変化に関してのみならず、ボランティアの選挙運

動員の士気やカンパの意図の変化、すなわち間接効果に関するデータにおいても

見い出されている。前者においては投票予定候補に対する補強効果をコントロー

ルすると、接戦もしく劣勢な候補に対する補強効果が見られた。後者では「もっ

とがんばろう」という主効果を取り除くと、やはり接戦状況において選挙運動へ

の士気やカンパの意図が強化されるという傾向が見っかっている。

　ここで「主効果」となるべき補強効果の源泉となっているのは有権者が予め抱

いていた投票選好であり、政党支持もその中の一つであると思われる。本論文に

おいて、政党支持は情勢報道の影響に対して関連を持っ場合と持たない場合の2

つの結果が考察されている。すなわち主効果と交互作用を分けて測定していない

V－1の分析では政党支持に沿った形で投票政党の選択に影響が及んでいたもの

の、交互作用としてのアナウンスメント効果のみに着目したV－2の分析におい

ては、政党支持はもはやこれらの効果とは関連姓がみられなくなった。このこと

は、まさに政党支持が補強する対象が、主効果に当たる変動のみであったことを

示していると言えよう。

　しかしここで「主効果」と表した補強効果は、本論文で考えてきたようなアナ

ウンスメント効果とは別のものとして考える必要があろう。この効果も確かに情
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勢報道を見聞きすることによって生じるものではあるが、情勢報道の内容自体と

は無関係に起こるという点において、本論文で考えてきたような特定の情報内容

で生じる特定の投票意図変化としてのアナウンスメント効果とは、分けて考えな

くてはいけない意図変化であろう。

　補強効果を別物として考えることにすると、これを左右していた政党支持や年

齢といった要因もアナウンスメント効果を受けやすい人の特徴とは言えなくなる。

とすれば、本論文で取り上げた変数を調べた限りにおいて最後に残ったのは、バ

ッファー投票や調整効果の志向やマキアベリアニズムといった、いわば「戦術志

向性」に関する属性が、主に劣勢な候補者から「逃げる」かどうかに関するアナ

ウンスメント効果の発現の程度を左右しているということであろう。っまりアナ

ウンスメント効果の影響を受けやすい人とは何か特定の社会階層に属している訳

でもなく、また何も情にほだされやすかったり世論調査の操作を受けやすい人で

はなくて、逆にあくまで投票意図の決定に際して戦術的に考えようとする意味で

（皮肉な喩えではあるけれど）政治的に「賢い」人なのであろう。

　もしアナウンスメント効：果を受けやすい人が「賢い」有権者であるとしたら、

本論文において候補者情勢の把握が偏りなく行われているという結果が繰り返し

見られたことも理解できる。というのも候補者の選挙情勢を正確に把握しなけれ

ば、そもそも冷静な判断ができないからだ。なるほど1992年参院選東京選挙区で

の調査において政党支持の違いは意中候補の選挙情勢の認知に有意な差を与えて

いなかったし、模擬投票における各候補の選挙情勢も、選挙ボランティアが評し

た自らの応援候補に対する選挙情勢も、その認知は歪みないものであった。さら

にアナウンスメント効果に対する既有知識一スキーマの違いが投票意図の変化と

大きな関連を持たなかったという結果も、有権者がステレオタイプ的な思考に陥

らず、情勢報道の冷静な判断を志向していることの表れと思われる。

　なお戦術志向性がアナウンスメント効果と関連性を持っ上で重要なのは、その

人の投票経験であった。たかだか一、二度の経験回数であれ、実際に投票したこ

とがないと以上のような関連怜が少なくなってしまう。頭の中だけでなく、実際

に投票する過程の中で誰を選ぶかを考えた経験の有無が、政治的に洗練するため

の鍵となつている。

　本論文では、ひたすら実証的な研究結果を積み重ねることに努めてきた。従っ
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て「神々の闘い」になるようなアナウンスメント効果の是非論は、ここでは避け

たいと思う。ただ、もし政治的に「無垢」な有権者が選挙世論調査の結果に踊ら

され、操作されてしまうことを防止するといった理由で選挙世論調査の規制が導

入されるとするなら、筆者はそれに異論を挟まざるを得ない。実態はその逆であ

ろうからである。

　特定の選挙情勢と特定の投票意図変化との交互作用としての「アナウンスメン

ト効果」がこのような「主効果」によって覆い隠されているという、この「重層

的構造」がアナウンスメント効果の把握をより複雑にしている一因であるとする

ならば、いかにして両者を分離しその性質を比較検討するかが今後の問題となろ

う。そのために、いかに洗練された測定尺度を開発するか、あるいはいかに機知

に富んだ模擬実験設定を考えつけるか、いかにその尺度が実際のアナウンスメン

ト効果を的確に捉えているかを確認するか、本論文で取り上げられた以外にアナ

ウンスメント効果と関連牲を持つ他の変数はないのか、混乱することをうまく避

けながら隣接分野の知見を活用することはできないか、そしてなによりも、いか

により一般性の高いサンプルを用いて検証ができるか、さらに研究を進めること

が必要であろう。アナウンスメント効果という、この投票行動のごく隅っこの事

象からでも垣間見られる政治的「人間壕」とはいかなるものか、いかなるもので

あるべきか。本論文はそのごく端緒の試みを行ったに過ぎないけれども、その探

求の流れに幾分でも与することができたとすれば、本当に幸いである。

274



註～

1，序論

1　r現代用語の基礎知識』1970年版の「風俗用語」の箇所で初めて紹介された用法がこれにあたる。
また合田（1976）でも予測を狂わせる様々なコミュニケーション効果の一L位概念としてアナウンス効
果の言葉が用いられている。

II－1　先行研究

1　先行研究の変遷を平易にまとめた日本語の文献には竹下（1994）がある。
2アンダードック効果という呼び方が定着するまでは、同様の現象は反動効果（backlash　effect）、反
バンドワゴン効果（reverse－　bandwagon　etfect）とも呼ばれている（Kavanagh　1981，　Wor℃ester　1983）。なお日本

や英国ではアンダードック効果が多いとする意見（WMiams　l　9701三宅1989）のt－一一方で、国民性では説
明できないという意見もある（Bon　1974）。むしろ国民性や文化規範というより、第三政党の台頭とい
った政治状況や、一つの選挙区から複数の当選者が出るといった選挙制度の特徴が、これらの方向性
を定めるように思われる。しかし後述するように、世論調査結果に影響を受ける人自体は、国の違い
を越えてある割合でおしなべて存在する。
3　沈黙の螺旋理論や多元的無知といったコミュニケーション論の知見の援用を図った論考もある（
La皿g＆Lang　1984）が、あまり明晰な詰論は出ていない。また池田（1988d）はアナウンスメント効果に
対する自らの研究結果を端緒として、スキーマ理論や議題設定効果、プライミングといった概念の簡
単なレビューへとつなげた議諭を展開している。
4　これは、選挙終盤になると世論調査が毎日のように発表される欧米の状況を考えると合点が行く。
情報処理過程理論に立てば、数多くの世論調査を別々に判断するより、そのよい「縮約値」を参照し
た方が思考の資源を節約できる。そこで、スナップショットの単独世論調査より、それらを通した世
論変化の傾向を「縮約値」として判断材料にすると思われる。しかし後述するように、いろいろな事
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でいたかの組み合わせも多くなる。ある程度のサンプル数がないと検定や多変量解析が困難だし、変
化パターンをいたずらに細分化しすぎると結果の解釈が訳の分からないことになる。従って日本の選
挙事例を用いるときは、被験者の投票意図の変化パターンを事後に再分類する過程が手順に含まれる
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数えるより「影響あり」を一一一くくりにまとめて「アナウンスメント効果」と呼ぶ発想が生まれてきた
かも知れない。この呼称の名前が外来語風に名付けられたのも、日本らしいと言えば日本らしい。
7　新聞社等の行った全国世論調査については］V章を参照せよ。
8　早期開票予測に開する議論の経緯としては　Wohinger　＆　Linquiti（1981）、　Epstein　＆　Strom（1984）、
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